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事業原簿 公開版 

概 要 

最終更新日 ２０２２年４月６日 

プログラム 

（又は施策）名 
未来開拓研究プロジェクト 

プロジェクト

名 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装

システム技術開発 

プロジェク

ト番号 
Ｐ１３００４ 

担当推進部/ 

ＰＭまたは 

担当者 

ＩｏＴ推進部/栗原廣昭、豊田智史、佐野克己（２０２１年７月～現在） 

ＩｏＴ推進部/栗原廣昭、豊田智史（２０１９年７月～２０２１年６月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、栗原廣昭、豊田智史（２０１９年５月～２０１９年６月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、大橋雄二、栗原廣昭（２０１９年４月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、大橋雄二（２０１７年１２月～２０１９年３月） 

ＩｏＴ推進部/梅田到、大橋雄二、中山敦、岩本篤（２０１７年７月～２０１７年１１月） 

ＩｏＴ推進部/厨義典、大橋雄二、岩本篤（２０１７年４月～２０１７年６月） 

ＩｏＴ推進部/水野義博、荒川元孝、厨義典（２０１６年７月～２０１７年３月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/水野義博、波佐昭則（２０１４年１０月～２０１６年６月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷司、波佐昭則（２０１４年９月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷司、松岡隆一（２０１３年４月～２０１４年８月） 

０．事業の概要 

クラウドコンピューティングやＩｏＴの利用拡大、ＡＩの活用が急速に進展しており、データセ

ンタなどにおける情報処理量や通信トラフィックが指数関数的に増大し、データセンタ内の情報処

理機器（サーバ、ルータ等）は更なる高速化が進んでいる。同時に、サーバボード間、サーバボー

ド内のチップ間の電気配線の損失が飛躍的に増加しており、消費電力の増大が懸念され、性能向上

のボトルネックとなっている。 

本プロジェクトでは、前記課題を解決する革新的技術として、情報処理機器の省電力化と高速化

を目的に、電子機器の電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレ

クトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術を確立する。 

Ⅰ．事業の位置 

付け・必要

性 に つ い

て 

光エレクトロニクス実装システム技術を開発することで、データセンタ等における情報処理量・

通信量の増大に伴って急激な増加が予測される消費電力量の抑制を図り、地球温暖化ガスの排出量

の削減にも寄与する。 

また、光半導体分野における我が国の競争優位を維持するとともに、光エレクトロニクスを用い

た新たなコンピューティング市場において競争力を獲得し、半導体産業、回路基板産業やそれらを

システム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化にも資

する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減できかつデータセ

ンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立することを目標

とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電気配線を用

いる場合に比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面積比で１／１００以下の

小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレ

クトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本プロジェクトでは、２０１７年度までに実施した光エレクトロニクス実装基盤技術開発及び光

エレクトロニクスシステム化技術開発により上記アウトプット目標を実現可能とする技術を確立

している。引き続き研究開発を行い、プロジェクト完了までに上記目標を達成する。 

本事業で開発される技術をサーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し普及させること

により、２０３０年には国内で年間約１５００万トンのＣＯ２排出に相当するエネルギーが削減さ

れると見込まれ、グローバルな市場創出効果としては１．２６兆円程度が期待される。 
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事業の計画

内容 

主な実施 

事項 

第一期 第二期 第三期 
 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

① 
光

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

実

装

基

盤

技

術

の

開

発 

ⅰ

実

装

基

盤

技

術 

(a)光エレク

トロニクス

実装技術 
   

 
  

 
    

(b)光エレク

トロニクス

集積デバイ

ス技術 

  
 

        

(c)光エレク

トロニクス

イ ン タ ー

フェース技

術 

           

(d)光エレク

トロニクス

回路設計技

術 

           

ⅱ 革新的デバ

イス技術            

②

光

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

実

装

シ

ス

テ

ム

化

技

術

の

開

発 

ⅰ

シ

ス

テ

ム

化

技

術 

(a) サ ー バ

ボードのシ

ステム化技

術開発 

           

(b)ボード間

接続機器、筐

体間接続機

器のシステ

ム化技術開

発 

           

(c)データセ

ンタ間接続

機器のシス

テム化技術

開発 

           

(d) 企 業 間

ネットワー

ク接続機器

のシステム

化技術開発 

           

(e)光電子集

積インター

ポーザのデ

バイス・実装

技術開発 

       

 

   

(f)光電子集

積インター

ポーザのシ

ステム化技

術開発 

           

ⅱ 国際標準化 
           

評価時期   
中間

評価   
中間

評価  
中間

評価   
事後

評価 

事業費推移 

(会計・勘定

別に NEDO が

負担した実

績額（評価実

施年度につ

いては予算

額）を記載) 

(単位:百万

円) 

会計・勘定 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

特別会計 

（需給） 
2,800 2,400 2,777 2,500 1,720 1,801 1,350 1,743 1,840 1,500 20,431 

開発成果 

促進財源 
― 102 848 1,006 ― ― 140 114 256 112 2,578 

総予算額 2,800 
(      ) 

2,502 3,625 3,506 1,720 1,801 1,490 1,857 2,096 1,612 23,009 

（委託） 

( ) 

( ) 

( ) 

( ) 

経産省 
執行 

光電子集積インターポーザの

デバイス・実装／システム化

に向けた技術開発に集約 
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開発体制 

経産省担当 

原課 
商務情報政策局 情報産業課 

プロジェクト 

リーダー 

東京大学 ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構 

特任教授 荒川泰彦 

プロジェクト 

マネージャー 
IoT 推進部 栗原廣昭 

委託先 

（助成事業の

場合「助成先」

とするなど適

宜変更） 

（組合が委託

先に含まれる

場合は、その参

加企業数及び

参加企業名も

記載） 

２０１２年度～２０１６年度： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業７社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、古河電工（株）、日本電信電話（株）、

ＮＴＴエレクトロニクス（株））、(国研)産業技術総合研究所、（一財）光産業

技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

２０１７年度： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業５社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、古河電工（株））、(国研)産業技術

総合研究所、（一財）光産業技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

２０１８年度～現在： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業５社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、古河電工（株）、三菱電機（株））、(国研)産業

技術総合研究所、（一財）光産業技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

情勢変化へ

の対応 

世界的なシリコンフォトニクス技術への注目の高まりと競争激化へ対応するため、光電子集積イ

ンターポーザの技術開発に集約し、開発成果促進財源により実装技術・評価技術の開発を推進した。

また、データセンタ間接続機器システム技術は、実用化が加速している状況に対して、現状成果の

一部を活用した先行事業化を実施するとともに、目標を状況の変化に対応したものに変更した。 

モバイル情報通信やＩｏＴの進展によるデータ通信量増大、ＡＩおよびディープラーニングの進

展による情報処理の高速化に対応しつつ、研究開発進捗に応じて最終目標（１０Ｔｂｐｓ／ノード）

を明示した。 

中間評価結

果への対応 

２０１９年度に行われた中間評価結果に対応し、主に３つの対応策を行った。 

情報通信トラフィック量の増加を考慮して、今後の IT 機器のエネルギー消費量の推移を再調査

し、省エネ効果を定量的に説明した。ニュースリリースの発行や展示会での動画作成等により、成

果を広く PR し、ユーザ企業を巻き込む活動を推進した。予算配分見直し等で開発成果促進財源を

確保し、サーバシステム応用に係る試作等を前倒しで行い、組合参加企業３社の事業化判断を早め

るようマネジメントを実施した。 

評価に関す

る事項 

事前評価 
２０１１年度 産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会（７月）、総合科学技術会

議の評価専門調査会（１２月）  担当：経済産業省 

中間評価 ２０１４年度 中間評価実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 ２０１７年度 中間評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

中間評価 ２０１９年度 中間評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

事後評価 ２０２２年度 事後評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

Ⅲ．研究開発成

果 に つ い

て 

研究開発項目ごとの最終成果を以下にまとめる。 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

（i）実装基盤技術 

（a）光エレクトロニクス実装技術（２０１７年度末） 

・５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確

立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現した。 

（b）光エレクトロニクス集積デバイス技術（２０１７年度末） 

・多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立した。 

（c）光エレクトロニクスインターフェース技術（２０１６年度末） 
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・低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け

低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技

術を確立した。 

（d）光エレクトロニクス回路設計技術（２０１７年度末） 

・光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統

合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、

光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とした。 

（ii）革新的デバイス技術 

［革新的光源・光検出器技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザ用の集積化光源への展開に向け、1.4 m 以上の長波長のシリコン

基板上量子ドットレーザの実現可能性を示した。 

・光電子集積インターポーザ用の集積化受光器への展開に向け、高速応答可能で省電力化が可

能な導波路型受光器を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通

しを示すと共に、事業化に対する課題を明確化した。 

［革新的光変調器技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変調器やハ

イブリッドＭＯＳ型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現する可能性を実

証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しと事業化に対する課題

を明確化した。 

［革新的光配線技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失補償機能

や光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光電子集積サーバ

技術の革新的展開へ寄与。 

［革新的光エレクトロニクス回路技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変型光エレ

クトロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかにすることによ

り、光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与。 

［革新的光スイッチングデバイス技術］（２０１７年度末） 

・光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証

する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化した。 

研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

（i）システム化技術 

（a）サーバボードのシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求ス

ペックを満たす光伝送を実証した。 

・光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを実装した光インターフェース付Ｓ

ＳＤ技術を確立した。 

（b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・ロジックＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定した。 

・策定した設計基準に基づき既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブ

ルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を実現した。 

（c）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発（２０１６年度末） 

・抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタル

コヒーレント光トランシーバを実現した。 

（d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネット

ワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得た。 

（e）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発（２０２１年度末） 

・光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比較し通信

速度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するための要素技術、お

よびシリコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路を開発することによ

り、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インターポーザ技術を実現した。 

（ｆ）光電子集積インターポーザのデバイス・システム化技術（２０２２年度末） 

・消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み合

わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いてサーバ電力量

を３０％以上削減可能であることを示した。 

・光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載することによ

り、光加入者端末装置を１０ｃｍｘ２ｃｍｘ２ｃｍ以下のサイズに小型化するための実装技

術を開発した。 
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（ii）国際標準化（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフェースに

関し、提案した標準化案の採択推進活動を行った。 

投稿論文（事業開始から

２０２２年２月末まで） 

「査読付き論文」２３５件、「学会発表（解説記事含む）」１６５９

件 

特 許（同上） 「出願済」３４３件、（うち国際出願１２０件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等）（同上） 
プレス発表等４６件 

Ⅳ.成果の実用

化・事業化

に 向 け た

取 組 及 び

見 通 し に

ついて 

本プロジェクトは日本の光デバイス、ネットワーク関連企業で構成される技術組合を実施者とする

ものであり、早期に実用化の目処が立ったデバイスについては、プロジェクト期間の終了を待たず

に実用化・事業化を進める。事業化を有利に進めるために、国際標準化活動による規格獲得を目指

す。さらに、ニュースリリース発行、シンポジウム、展示会、成果紹介動画作成等により、効果的

な成果の発信を行い、ユーザ企業とのマッチングを通じて、現在の組合企業だけでなくユーザ企業

を巻き込む活動を推進する。 

Ⅴ．基本計画に 

関 す る 事

項 

作成時期 

２０１２年５月 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」

実施計画作成（経済産業省） 

２０１３年３月 基本計画作成（ＮＥＤＯ） 

変更履歴 

２０１８年１月 ２０１８年度から２０２１年度の基本計画追加に伴う改訂。 

２０１８年１１月 ＰＬの所属先の記載を変更。 

２０２０年２月 プロジェクトマネージャーの変更に伴う改訂。 
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プロジェクト用語集（公開版） 

用語 説明 

(集積)光 I/O チップ 

光 I/O コアの主要部品の１つ。シリコンフォトニクス技術を用い、

光変調器、受光器、合分波器、光入出力部、などの要素光素子を

SOI 基板上に集積したチップ。 

2 重コア SSC 
2 種類の屈折率の異なるコアを設け、光の結合損失が少なくなるよ

うな構造を持つ SSC。 

AOC 

Active Optical Cable の略：信号伝送ケーブルの一種であり、伝送

部分に光ファイバを用いた物。外部インターフェースは電気信号で

あり、コネクタ内部に電気/光変換、光/電気変換部が内蔵されてい

る。光ファイバ伝送のため、電気ケーブルに比べ高速/長距離伝送が

可能。 

APD 

Avalanche Photo Diode の略：半導体におけるなだれ(Avalanche)増

倍現象を用いて、通常の PD よりも高感度化した受光素子であり、長

距離光通信に用いられる。 

BER 

Bit Error Rate の略：通信で用いられる符号誤り率で、一定の時間

内での送信される符号総数に対する、誤って受信された符号数の比

率で示される。 

CMOS 回路 

Complementary Metal Oxide Semiconductor の略：pチャネルと n

チャネルの MOSFET を相補的に配置した回路構成を有する半導体デバ

イス。論理が反転する時にのみしか充放電電流が流れないため、消

費電力の少ない論理回路が構成できる。 

DC 特性 Direct Current 特性の略。静特性とも言う。 

Demux 

demultiplexing あるいは demultiplexer の略：シリアル信号を複数

のパラレル信号に変換すること。この動作を実行するデバイス/装

置。Mux の逆の動作。 

DFB 

Distributed Feedback の略：半導体レーザの光共振器構造の一種。

共振器内部に回折格子が作りこまれており特定の波長だけが正帰還

を受けるので、単一モード発振が得られる。 

EOM 

Embedded Optical Modules の略：オンボードタイプの組込み光モ

ジュールであり、既存光モジュールベンダが独自のフォームファク

タで製品化。 

AOC よりも小型なため、LSI 近傍に搭載することが可能となる。 

FDTD 

Finite-difference time-domain の略：電磁場解析の一手法であ

り、空間・時間領域での差分方程式に展開して電場・磁場を求める

方法 

FPGA 

Field Programmable Gate Array の略：論理回路構成が書き換え可能

なプログラマブルロジックデバイス。最近は大規模化、入出力速度の

高速化の進展が著しい。 

FOM 
Figure Of Merit の略：配線接続（インターコネクト）の性能指標を

意味しており、消費電力エネルギー当たりの帯域密度を表す。 

Gbps 
Giga bit per second の略：データ通信速度の単位の一つ。1Gbps は

一秒間に十億ビットのデータを送れることを表す。 
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用語 説明 

GPU 
Graphic Processing Unit の略：リアルタイム画像処理に特化した

演算装置あるいはプロセッサを表す。 

LA/TIA 
Limiting Amp / Trans impedance Amp の略：受光素子からの微弱な

電気信号強度を増幅するための増幅器。 

LD Laser Diode の略：半導体レーザ。 

LD テラス 

LD を実装するため、Si基板の端面に深溝構造の方形状（テラス）の

ステップを形成し、その部分に LDチップを実装する。この構造を

LD テラスと呼んでいる。 

LN 変調器 

LiNbO3 結晶のポッケルス効果による屈折率変化を利用した光変調器

で光通信に不可欠なデバイスの一つ。半導体レーザなどの CW 光を変

調する外部変調器として使用されており、高速変調が可能。 

MMF 
Multi Mode Fiber の略： 

多数のモードの光が伝搬する光ファイバ。 

MOS 接合 
MOS（Metal-Oxide-Semiconductor の略：金属-酸化物-半導体）素子

によるダイオード接合。 

Mux 
multiplexing あるいは multiplexer の略：複数のパラレル信号をシ

リアル信号に変換すること。この動作を実行するデバイス/装置。 

NRZ 

non-return-to-zero の略：ビットの値 0または 1に応じて、｛電

圧、電流または光強度｝が低いまたは高い信号を出力する信号変調

方式。 

OIF 

The Optical Internetworking Forum の略：キャリア、コンポーネ

ントベンダ，システムベンダ，測定器会社などが参加する 1998 年に

創設された業界団体。光伝送技術に関する標準化を推進し、低コス

トでスケーラブルな光ネットワークを実現することを目的としてい

る。 

ONU 

Optical Network Unit の略：光加入者通信網において、加入者宅に設

置して、パソコンなどの端末機器をネットワークに接続するために、

光信号と電気信号の相互の変換を行う装置。 

PD Photo Diode の略：フォトダイオード 

PECST 

Photonics Electronics Convergence System Technology の略：

JSPS が行った最先端研究開発支援プログラム(FIRST プログラム）の

１つの「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開

発」。 

PIN 構造 
PN 間に電気抵抗の大きな Intrinsic 半導体層をはさみ少数キャリア

蓄積効果を大きくし逆回復時間を長くした構造。 

PON 

Passive Optical Network の略：光ファイバ網の途中に分岐装置を

挿入して、1本のファイバを複数の加入者間で共有することで、効

率的な光通信を実現するネットワーク方式の一形態。光加入者通信

網の基盤技術。 
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用語 説明 

PUE 

Power Usage Effectiveness の略：データセンタの電力使用効率を表

しており、データセンタのＩＴ機器の消費電力量に対するデータセン

タ設備全体の消費電力量。1.0 に近づくほど、電気効率が良いとされ

る。 

SATA 
Serial Advanced Technology Attachment の略：データ記憶装置

（HDD、SSD など）と CPU を接続する規格の一つ。 

SerDes 
Serializer/Deserializer の略：シリアル信号、パラレル信号を相

互変換する電子回路。 

SMF 
Single Mode Fiber の略： 

単一光モードのみ伝搬可能な光ファイバ。 

SOA 

電荷蓄積層を持つゲート電極 MOS トランジスタを直列に接続した構

造の不揮発性メモリ。USB メモリ、SD カード等幅広く使われてい

る。 

SOI 

Silicon On Insulator の略：シリコン基板上にシリコン酸化膜と更

にその上にシリコン層が形成された基板構造で、CMOS 電子回路やシ

リコンフォトニクスのウェーハ基板として使用されている。 

SSC： 

スポットサイズ変換器 

Spot Size Converter の略：Si 導波路とファイバや半導体レーザの

サイズ差による光の結合損失を少なくする変換器。導波路の幅を

徐々に変えていく方法等いろいろな構造がある。 

SSD 

Solid State Drive の略：ハードディスク（HDD：Hard Disc 

Drive）に代り、記憶媒体に半導体不揮発性メモリ素子（NAND FLASH 

MEMORY）を用いた記憶装置。小型化可能でデータ書込み/読出し速度

も速く、急速に普及している。 

Tbps 
Tera bit per second の略：データ通信速度の単位の一つ。1Tbps は

一秒間に一兆ビットのデータを送れることを表す。 

TCAD 
Technology CAD の略：プロセスシミュレータとデバイスシミュレー

タと回路シミュレータを統合したもの。 

TIA 
Trans-Impedance Amplifier の略：受光ダイオードの光電流を電圧

に変換して出力する増幅器 

TWDM-PON 
PON の構成形態の一種。元々時分割多重(TDM)を用いる PON に、さら

に WDM を適用することにより伝送容量を拡大している。 

Tx、Rx Tx：Transmitter の略称、Rx：Receiver の略称 

WDM 

波長分割多重（Wavelength Division Multiplexing）の略： 

光ファイバ通信において、波長の違う複数の光信号を同時に利用す

る(多重化）ことで、波長数分だけ伝送容量を拡大する技術。 

アイパターン 

信号波形の遷移を多数サンプリングし、重ね合わせてグラフィカル

に表示したもの。上下左右に大きく開いたパターンほど良好な信号

伝送ができていることを表す。 

ウェーハボンディング 接着剤などを使わずにシリコンなどのウェーハを直接接合する技術。 
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用語 説明 

スローライト型変調器 
物質中において群速度が極端に小さくなった光（スローライト）を

用いた変調器 

デジタル信号処理 

（DSP）LSI 

コヒーレント光ファイバ通信方式を実現するためのキーデバイス。

偏波多重された高速光信号をコヒーレント検波した後に、分散補償

や偏波分離などのデジタル電気信号処理（Digital Signal 

Processing）を駆使して、ファイバ伝搬で歪んだ信号波形から正し

い信号データを復元する。 

デジタルコヒーレント伝送

技術 

光の強度に加えて位相も情報伝送に利用する通信方式。受信側で

は、信号光と波長が極めて近い光とを混合してから電気信号に変換

（コヒーレント検波）する。光伝送路で発生する波形歪みを超高速

デジタル信号処理により補償することで、安定な大容量長距離伝送

が可能となる。 

デジタルコヒーレントトラ

ンシーバ 
デジタルコヒーレント伝送技術を用いた光トランシーバ 

光 FPGA 
フィールドで自在に回路機能を切り替えることが可能な機能可変光

回路 

フリップチップ実装 

実装基板上にチップを実装する方法の 1つ。 チップ表面と基板を電

気的に接続する際、ワイヤ・ボンディングのようにワイヤによって

接続するのではなく、アレイ状に並んだバンプと呼ばれる突起状の

端子によって接続する。 ワイヤ・ボンディングに比べて実装面積を

小さくできる。 

フォトニックナノ構造 
屈折率が周期的に変化するナノ構造体であり、その中の光の伝わり

かたはナノ構造によって制御することができる。 

マッハ・ツェンダー型 
１つの光源から分けた 2つの光に位相差をつけて、再び、合波する

ことで２つの光を干渉させて光強度を変調する方法。 

リング光共振器 

リング状に形成された光回路。一方の直線光導波路から入力された

光の中で、特定の波長をもつ光だけが共振して他方の光導波路から

出力される特徴をもつ。 

暗電流 
PD に光の入射がない場合にも流れている電流のこと。光信号の受信

における雑音となるため、暗電流が小さいことが望まれる。 

位置合せトレランス 
光ファイバと光デバイス、半導体レーザ素子等との位置合わせ精度

の許容幅(トレランス)のこと。 

液浸 ArF 露光技術 

露光装置の投影レンズとウェーハの間に液体を満たして露光する技

術。液体として純水を用いた場合、空気に比べて開口数が 1.44 倍に

増加するため、解像度を大幅に向上することが出来る。45nm 技術世

代以降の半導体加工に用いられている。 

光 I/O コア 
光信号の送受信(トランシーバ)機能をもつ機能ブロックを光 I/O コ

アと総称している。光 I/O エンジンとも呼ばれる。 

光 I/O 付き LSI 基板 
LSI(CPU,FPGA)の高速の入出力信号を光伝送するため、LSI の直近に

小型光 I/O コアを配置した構造の基板 
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用語 説明 

光ピン 

垂直方向へ伝送する光導波路。有機材料で構成されておりフォトリ

ソグラフィー技術で形成可能である。Optical Pillar ともも呼ばれ

る。 

光電子ハイブリッド 

（回路）基板 

インターポーザ材料にプリント基板を用いた、光電子集積インター

ポーザ。特にプリント基板上にポリマー光配線を用いることによ

り、複数の LSI を搭載した大型光電子基板が実現できる。 

光電子集積インターポーザ 電子回路（LSI）と光入出力部が実装されたインターポーザの総称。 

消光比 
波長合分波器の任意の出力ポートにおいて、そのポートに出力され

る波長の信号光強度と、それ以外の波長のノイズ光強度の比率。 

石英 PLC 

石英 Planer Lightwave Circuit：石英平面光回路 

石英材料を用いた平面光回路で、一般にフィルタやカプラーなどの

受動光学部品でよく使われている。単位長さあたりの光波導波損失

は低いが、導波路曲げ半径は、数百 um程度と大きく、デバイス全体

も大きくなる。 

波長合分波器 

異なる波長の光信号を合波したり分波したりする機能を有する光素

子。断面サイズの小さな Si 細線導波路で良好な特性を得るには高精

度加工が必要となる。 

偏波 

光や電磁波の電界の振動方向の状態を示すものであり、断面が矩形

形状のシリコン導波路では、基板の面内方向に電界が振動する TE 偏

波と、基板に垂直方向に電界が振動する TM偏波とが伝搬可能であ

る。 

偏波依存損失 

スポットサイズ変換器や波長合分波器などで、偏波ごとに損失が異

なる場合の損失の差異を示す。一般的に、この差異が小さいことが

望ましい。 

量子ドット 

大きさが数ナノメートルから数 10ナノメートルの半導体微結晶。電

子が３次元的に閉じ込められ、状態密度がエネルギーに関してデル

タ関数的に完全に離散化したエネルギー準位が形成されることか

ら、光素子への適用により低閾値、低消費電力化、温度特性改善が

可能となる。 
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Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について 

 

１．事業の背景・目的・位置づけ 

 

１．１ 事業の背景 

１．１．１ 社会的背景 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティングが進展し、

膨大な数の携帯電話、スマートフォンに代表されるモバイル端末やパーソナルコンピュータ等のＩＣ

Ｔ（情報通信）機器で生み出された情報がデータセンタに蓄積・処理・共有されるようになってきてい

る。近年にはＩｏＴ（もののインターネット）やＡＩ（人工知能）の進展も加わって、データセンタ等

における情報処理量や情報通信トラフィックは急激に増大しており、今後も継続して指数関数的に伸

びていくことが予測されている（図 I-1.1.1-1）。現状技術の延長により実現された機器によりデータ

の処理や伝送が行われたと仮定すると、サーバと通信機器で構成されるデータセンタのコストや電力

消費量の急増が予測され、また、情報通信機器による国内の電力消費量は２０２５年には２０１０年

比で２倍の１５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）にまで膨らむと見込まれてい

る。情報処理で発生する排熱を少ない電力で処理できるようになったことなどにより、データセンタ

の市場規模の伸びに対する消費電力量の伸びは徐々に小さくなる傾向にあるが、一層の省電力化のた

めには、情報処理機器・装置そのものの低消費電力化と高速化を両立できる技術開発と社会実装を進

める必要がある。 

同様な問題は世界的にも認識されており、データセンタ内の消費電力量は２０３０年には２０１０

年に比べて１５倍程度に達する見込みもなされている（図 I-1.1.1-2）。このため、半導体分野の主要

なグローバル企業が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高速化技術として光配線技術、集積

光回路技術等の光エレクトロニクス技術を上記問題の解決手段として有望視して研究開発に取り組ん

でいる。また、米国、欧州等の政府も関連する国家プロジェクトの実施によりそれらの研究開発の支

援を行っており、全世界的な開発競争が繰り広げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1.1.1-1 情報通信トラフィック       図Ⅰ-1.1.1-2 ＩＣＴ機器における 
＠データセンタの現状と予測           消費電力量の内訳と見込み 

 

１．１．２ 技術的背景 

現在の情報処理機器における処理性能は、情報を処理するＣＰＵ等の演算素子の性能や演算素子間、

演算素子と情報を格納するメモリ間等を繋ぐ電気配線を通じて行われる情報の伝送速度等によって決

定されており、情報処理機器全体の処理性能を向上させるには、演算素子等の性能に適した情報の伝

送速度を確保することが必要である。これらの情報の伝送を受け持つ電気配線では、半導体技術の進

展により演算素子等が微細化・高性能化されると、演算素子が必要とする情報伝送速度を実現するた

めに、そのピッチを縮小し本数やそこを伝達させる信号の周波数を増加させてきた。しかしながら、

ＩＴＲＳ（国際半導体技術ロードマップ）等では、２０１５年以降の電気配線におけるピッチ縮小の

トレンドは鈍化すると見込まれており（図 I-1.1.2-3）、素子寸法縮小というスケールメリットを活か
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した低消費電力化が困難になってきている。演算素子の性能に見合う情報の伝送帯域を得るためには、

信号周波数を中心に高めていく必要があり、結果として、回路消費電力の急激な増大を招いてしまう。

そのため、電気配線のみの回路構成では伝送帯域の向上には限界があると考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1.1.2-3 電気配線における伝送帯域密度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1.1.2-4 伝送距離と伝送にかかる消費電力との関係 

 

一方、光配線による接続では、高い信号周波数領域での伝送速度の高速化が可能であり、光波長等

の多重通信技術を用いることで、配線面積を電気配線の１００分の１程度まで小型化することが可能

である。さらに、電子機器に用いられている電気配線では、データ伝送量（信号周波数）や伝送距離の

増加に伴い信号の損失が大きくなるのに対し、光配線を用いる場合はデータ伝送量が増大しても損失

は一定であり（図 I-1.1.2-4）、伝送距離に対する消費電力の増加は極めて小さいというメリットがあ

る。 

このメリットを生かして、光配線は高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、

近年はデータセンタ等の低消費電力化・高速化技術として光配線技術や光インターコネクト技術が有

力視され、半導体関連企業などで研究開発が進められており、その実用化が待ち望まれている。 

2006 2010 2014 2018 2022 2026

100

10

1

0.1

帯
域

密
度

（
T
bp

s/
cm

2 ）

ITRS電気配線の
ロードマップ

ITRS（2009）等に基づき作成

PECST＊成果

電気配線で産業技術上の
解決手段が不明の領域

＊PECST：
内閣府・総合科学学術会議の下で、日本学術振興会が進めた最先端研究開発支援プログラム（FIRST)
におけるフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発事業
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１．２ 事業の目的 

以上の背景を踏まえ、本プロジェクトは、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の

電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装システ

ム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電

力を３割削減できかつデータセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素

技術を確立することを目標とし、具体的には電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノード

の伝送帯域と電気配線を用いる場合と比較して１／１０の低消費電力化を、また、通信速度あたりの

面積比で１／１００以下の小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ、開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレ

クトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本研究開発で成果を得ることにより、光半導体分野における我が国の国際優位性を維持するととも

に、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場において我が国が競争力を獲得し、

さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業

などのエレクトロニクス産業の活性化にも資する。 

 

１．３ 事業の位置づけ 

前述の通り、クラウドコンピューティングやＩｏＴ、ＡＩ技術の進展に伴い、情報通信量は急激に

増加しており、これに伴って情報通信機器の通信負荷の増大と消費電力の急増が見込まれる。このよ

うな課題に対して光エレクトロニクス技術を社会実装することで省電力化のみならず、高速な情報処

理、機器の小型化も可能であることから、欧米各国を含めた開発競争が激しくなっている。 

我が国は優れた光エレクトロニクスに関する研究開発力を有しており、これまでも世界で繰り広げ

られる開発をリードしてきた。２００９年度から２０１３年度まで、内閣府・総合科学学術会議の下

で日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラム（ＦＩＲＳＴプログラム）」

においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発（ＰＥＣＳＴ：Photonics-

Electronics Convergent System Technology）事業が進められ、光源・受信器・導波路など光インター

コネクトに必要な技術を１つのシリコンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発

が行われ、光集積回路として世界最高の情報伝送密度を実証すること（図I-1.1.2-3）に成功し、世界

をリードするポジションを獲得している。また、２００８年度から２０１７年度まで、文部科学省（Ｊ

ＳＴ）の「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム」において光ネットワーク超低エネ

ルギー化技術拠点事業が進められ、シリコンフォトニクススイッチ等の基盤技術開発とネットワーク

システムの構築により大容量データを超低消費電力で伝送できる光パスネットワークの原理を実証し

ている。 

この国際的優位性を活かし光電子融合技術を早期に確立し社会実装を進める本プロジェクトは、世

界レベルでのデータセンタ等情報通信・処理に必要な電力削減およびＣＯ₂排出量削減に寄与すると期

待される。国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略記する）が本

プロジェクトに関与することにより、開発リスクを軽減し、企業・大学・研究機関の連携する体制を確

立し、政策に沿った社会実装を可能とする。 
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２．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

２．１ NEDO が関与することの意義 

２．１．１ 政策への適合性 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティングをはじめ、

ＩｏＴやＡＩの活用が急速に進んでおり、データセンタ等などにおける情報処理量や情報通信トラ

フィックが急激に増大している。それに伴い情報通信機器による電力消費量も急増し、２０２５年に

は現在の国内電力消費量全体の６分の１に膨らむと予測されている。このため、情報通信機器・装置

を低消費電力化しつつ、高速化し、小型化する技術の開発は喫緊の課題となっている。 

光エレクトロニクス技術は、上記問題への対応が期待できる技術として半導体分野の主要なグロー

バル企業が開発競争を繰り広げている技術であり、我が国としてもその開発を戦略的に推進していく

ことは重要である。 

このような状況の下、我が国の政府も光エレクトロニクス技術分野を重視した研究開発政策を進め

ている。これまでに政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、科学技術基本法の下で

「科学技術基本計画」に基づいて、創造性豊かな人材や、有限な資源を活用しつつ最大限の成果を生

み出す仕組みを創り出すことを目指し、総合的な施策を強力に推進してきた。「第５期科学技術基本

計画」（２０１６年１月閣議決定）では、科学技術イノベーション政策を経済、社会および公共のため

の主要な政策と位置づけ、政府の関与する研究開発投資を拡充することを定めている。また、未来の

産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組として「世界に先駆けた“超スマート社会”の実

現（Society 5.0）」を掲げており、大規模データの高速・リアルタイム処理を低消費電力で実現する

ための「デバイス技術」や「ネットワーク技術」の開発を通して、ＩｏＴを有効活用した共通のプラッ

トフォーム構築に必要となるシステムの大規模化や複雑化に対応するための情報通信基盤技術の開発

強化を図ることを推進している。その後、「第６期科学技術基本計画」（２０２１年３月閣議決定）で

は、第５期科学技術基本計画で掲げた「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステム

により、経済発展と社会的課題の解決を両立する社会」である Society 5.0 を現実のものとする、と

述べられている。第５期科学技術基本計画を推進する科学技術イノベーション総合戦略２０１７では、

未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出のコアとなる基盤技術として「光・量子技術」を

重点取組の一つとして挙げている。さらに、統合イノベーション戦略２０１８および２０１９でも、

高速・低消費エネルギー・低コストな光通信を実現する上で不可欠な光デバイス技術は、我が国が強

みを有する分野であり、イノベーションエコシステムの形成とともに更に国際競争力を維持・向上す

る必要性について触れている。これに加えて、統合イノベーション戦略２０２０では、情報通信機器

における消費エネルギーを抑制するため、電気配線及び電気スイッチをエネルギー消費の少ない光配

線及び光スイッチで置き換えるための光エレクトロニクス技術の開発を我が国でも推進していると述

べている。また、２０１８年に策定された未来投資戦略においては、第４次産業革命を支えるデータ

駆動型社会の共通インフラ整備の一環として、我が国の強みである現場データをリアルタイムに処理

するＡＩチップ等のエッジ処理技術、（量子などの）次世代コンピューティング技術、大容量・高速通

信を支える５Ｇ技術等といった、基盤システム・技術への投資促進も掲げている。これに加え、２０１

９年に策定された「世界最先端デジタル国家創造宣言官民データ活用推進基本計画」においても、Ｉ

Ｔを活用した社会システムの抜本改革には、機械判読に適した形式で入手した大量データの高速処理

を可能とするデジタル環境が不可欠であり、クラウド・エッジ領域におけるコンピューティング能力

向上や大容量・超高速データ送受信のできる５Ｇ等の基盤技術開発の必要性が述べられている。また、

２０２１年に策定された同計画では、情報通信の有効活用によるデジタル社会の進展には、高速処理

が可能なデジタル技術環境が必要であり、高度な技術、ＡＩ／ビッグデータ等の高度な情報処理を実

現するコンピューティング技術などが想定される、と述べられている。 

一方、我が国のエネルギー政策については、２００３年１０月に最初のエネルギー基本計画が策定

され、２００７年３月に第二次計画、２０１０年６月に第三次計画が策定された。しかし、その後の東

日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故による情勢の変化を受け、新たなエネルギー政

策として２０１４年４月に第四次計画の策定が行われ、エネルギー政策として３Ｅ（エネルギーの安

定供給、経済性の向上、環境適合）に加え、Ｓ（安全性）が新たな視点として追加されている。経済産

業省は、２００６年５月に我が国のエネルギー戦略として「新・国家エネルギー戦略」を取りまとめ、
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２０３０年までに少なくとも３０％のエネルギー消費効率改善を目指すことを述べ、２０３０年に向

けて実現が期待される省エネルギー技術の開発の方向性等を示した。これに基づき、２００７年に「省

エネルギー技術戦略２００７」が経済産業省で策定され、その後２０１１年の全面的見直しを経て、

２０１６年９月に「省エネルギー技術戦略２０１６」が策定された。この中で、家庭・業務部門の省エ

ネルギーに係る技術として、データセンタをはじめとするネットワーク全体の消費電力低減が極めて

重要であり、情報量が増加の一途をたどっている中、ルータ、サーバ等のＩＴ機器を省電力化、小型

化、低コスト化するための光信号と電気信号を変換する小型チップ、電子回路と光回路を組み合わせ

た光電子ハイブリッド回路配線技術が重要であることを述べている。その後、２０１８年７月に第五

次計画が策定され、２０３０年までに２６％、２０５０年までに８０％の温室効果ガス削減（２０１

３年度比）に向けた徹底した省エネルギー社会の実現のために、官民を挙げて、継続的な技術革新と

人材の育成・確保に挑戦していく必要性が述べられている。その後、２０２１年１０月に第六次計画

が策定され、デジタル化の進展によるデジタル機器・デジタルインフラの急激なエネルギー消費量の

増加を抑えるため、電力消費の大幅な削減が期待される光電融合技術などの革新的省エネルギー技術

の開発が進んでおり、こうした新たな技術の活用を拡大することで、データセンタやサーバ、各種Ｉ

Ｔインフラ、通信機器、半導体等の消費エネルギーの抑制、高性能化と進めていくことが必要である

と述べられている。 

２０１２年に経済産業省において「未来開拓研究プロジェクト実施要綱」並びに「未来開拓研究プ

ロジェクトの実施に関する基本方針」が策定された。このプロジェクトは、従来技術の延長線上にな

い、開発リスクの高い革新的技術に関する中長期的な研究開発制度であり、我が国が直面する環境・

エネルギー問題等の構造的課題の克服と、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する

ことを目的として立ち上がっている。２０１２年度は３つの研究開発テーマについてプロジェクトが

開始され、その一つとして２０１２年度から２０２１年度の１０年間を実施予定期間とする「超低消

費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」が含まれている。ＮＥＤＯが実施する本事業は、

未来開拓研究プロジェクトとして２０１２年度に経済産業省で開始されたものを承継し、２０１３年

度から２０１９年度までＮＥＤＯで実施しているものである。本事業は開始されて８年が経過しよう

としているが、前述のように、現行の科学技術政策、産業技術政策およびエネルギー政策においても

なお重要な技術開発であると位置付けられている。 

以上のように、本事業が目指す、情報処理機器・装置の低消費電力化、高速化、小型化を可能とする

技術の開発は、国の産業政策、科学技術政策とも合致するものである。 

 

２．１．２ NEDO 中長期計画における位置づけ 

ＮＥＤＯの第３期中長期計画においては、電子・情報通信分野の計画として、我が国経済・社会の基

盤としての電子・情報通信産業の発展を促進するため、電子デバイス、家電、ネットワーク／コンピュー

ティングに関する課題に重点的に取り組むことが述べられている。ネットワーク／コンピューティン

グ技術の開発としては、情報トラフィック量の爆発的増加が見込まれていることから、高速化、低消

費電力化等のニーズに対応した光電子融合技術等を中心とした技術開発を行うとともに、それらを組

み合わせたシステム開発等を推進することとしている。研究開発成果の最大化に向けて２０１８年度

に掲げられた第４期中長期計画においても、産業技術分野の計画として、Society 5.0 を世界に先駆け

て実現するために、様々なものをつなげる新たな産業システム（Connected Industries）への変革を

推進すべく、ネットワーク／コンピューティングに関する課題に対応するためのＩｏＴ・電子・情報

技術開発を行うこととしており、その一環として、光エレクトロニクスを用いた光電子変換チップ内

蔵基板技術に関する技術開発に取り組むこととしている。ＮＥＤＯでは本事業で実施する光技術と電

子技術を融合した光電子ハイブリッド技術をネットワーク／コンピューティング分野における技術開

発課題として位置づけ、アクセス系ネットワークの高速化に対応した光電子モジュール技術、ハイエ

ンドサーバにおける省電力化、高速化に係る技術の開発に取り組んでいる。 

 

２．１．３ NEDO が関与する必要性・意義 

本事業は、（１）開発目的の公益性と成果としてのＣＯ₂削減効果の大きさ、（２）我が国の国際的

産業競争力の確保、および（３）開発活動のリスクの大きさのという３つの視点から、ＮＥＤＯが関

与する必要性・意義がある。以下にその３点について詳細を説明する。 
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（１）公益性とＣＯ₂削減効果 

社会のＩＴ化の進行に伴い、我々の活動のあらゆる場面で情報通信機器が活用され、情報が創出さ

れるようになっている。また、創出された情報は、インターネット網の普及・発展により、データセン

タを介して共有されるようになり、データセンタにおける情報処理量や通信トラフィックが急増し、

今後もその増大は止まらないと予想されている。このため、我が国における情報通信機器による電力

消費量は増加し続け、現状技術のままでは２０２５年には２０１０年の２倍に膨らむと見込まれてお

り、情報通信機器の電力削減は喫緊の課題となっている（図Ⅰ-2.1.3-1）。 

また、温室効果ガス削減問題等の環境・エネルギー問題、あるいは東日本大震災後の状況変化を踏

まえたエネルギー需給安定化への取り組み等の観点からも、電力消費量の削減が強く求められている。

本事業は、情報通信機器内の電気配線を光配線に換えることにより、低消費電力でありつつ、高速で、

小型化が可能となるような付加価値の高い情報処理システムを社会に提供することを目指しており、

社会的ニーズに対応したものである。 

本事業の成果が社会実装された場合、２０３０年時点のＣＯ₂年間排出量は１５００万トン削減され

るものと試算され、これはＣＯＰ２１パリ会議（２０１５年開催）で日本に求められるＣＯ₂削減にも

寄与するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.1.3-1 国内ＩＴ機器による国内電力消費量の推計 

 

（２）国際競争力確保 

本事業で研究開発を行うチップ間光インターコネクト技術等は、半導体分野の主要なグローバル企

業（ＩＢＭ、Ｉｎｔｅｌ等）が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高性能化技術として有力視

してものであり、世界各国・地域で技術開発および社会実装を目指す大型投資が行われている（図Ⅰ-

2.1.3-2）。 

米国では、光リンクの高速化ＩＣ技術を開発するＥＰＩＣ（Electronics and Photonic Integrated 

Circuits）、チップ間の光接続技術等を開発するＣ２ＯＩ（Chip to Chip Optical Interconnect）、

コア間の光配線、チップ内の光配線に関する研究開発を行うＵＮＩＣ（Ultra Performance 

Nanophotonic Intra Chip Communications Program）や通信を含む様々な用途に適用できる光電子マ

イクロシステムをチップスケールで実現するための研究開発を行うＥ－ＰＨＩ（Electronic-Photonic 

Heterogeneous Integration）等の光電子融合に関する技術開発がＤＡＲＰＡ（国防高等研究計画局：

Defense Advanced Research Projects Agency）の資金で実施されてきた。２０１５年７月に発表され

たＮＮＭＩ（米国製造イノベーションネットワーク）に基づきＡＩＭフォトニクス（American 

Institute for Manufacturing Photonics）が設立され、これまで分散していた米国セクタを統一し、

革新的光学デバイスの製造分野でのグローバルリーダーになることを目指している。連邦政府、州政

府、民間から計６億ドルの拠出が計画されており、企業、大学・研究所、政府機関が参加して組織を構

成している。これに加え、ＤＡＲＰＡは２０１８年１２月にＰＩＰＥＳ（the Photonics in the Package 
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for Extreme Scalability）を新たに立ち上げた。ＬＳＩチップ等へのソケットの電力供給能力は２０

Ｔｂｐｓ程度であるという課題認識の元、インターポーザ型電子／光変換デバイスを開発し、１００

Ｔｂｐｓ―１Ｐｂｐｓの伝送容量を達成する目標計画である。このプログラムでは、３.５年間で約６

５００万ドルの拠出を予定している。 

更に、米国エネルギー省（Department of Energy）では情報通信量の増大に伴って消費電力量が急

激に増加すると予測されることに対し、データセンタのエネルギー効率を２倍にすることを目標とし

てＥＮＬＩＴＥＮＥＤ（Energy-efficient-light-wave integrated technology enabling networks 

that enhance datacenters）プログラムを立上げた。光インターコネクト技術、関連するスイッチ・

ネットワーク技術を利用していくことを計画しており、２０１６年６月に公募開始、２０１７年１月

に参加する大学および企業の採択を決定した。このプログラムでは当初２年間で約２５百万ドルの拠

出を決定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.1.3-2 光エレクトロニクス研究領域の各国・地域の取組状況 
 

また、欧州でも光電子集積、光インターコネクトに関するプロジェクトが実施されている。具体的

には、欧州研究開発フレームワーク（ＦＰ、Framework Programme）の第７次計画（ＦＰ７、The Seventh 

Framework Programme）にてＣＭＯＳ上にフォトニクス・エレクトロニクス機能を集積するための技術

を開発するＨＥＬＩＯＳ（pHotonics ELectronics functional Integration on CMOS）、電子・光回

路の協調設計、集積化等に取り組み、共通のデザインフローを提供することを目的としたＰｌａｔ４

Ｍ（Photonic Libraries And Technology for Manufacturing）、低コストシリコンフォトニクス部品

を設計開発するＦＡＢＵＬＯＵＳ（FDMA Access By Using Low-cost Optical Network Units in 

Silicon Photonics）、ナノインプリントにより多層の光回路を作製する技術等を開発するＦＩＲＥＦ

ＬＹ（Multilayer Photonic Circuits made by Nano-Imprinting of Waveguides and Photonic 

Crystals）、チップ間インターコネクションのためのプラズモン光部品技術等を開発するＮＡＶＯＬ

ＣＨＩ（Nano Scale Disruptive Silicon-Plasmonic Platform for Chip-to-Chip Interconnection）、

高性能コンピューターシステム向けの光インターコネクト技術を開発するＰｈｏｘＴｒｏＴ

（Photonics for High-Performance, Low-Cost and Low-Energy Data Centers, High Performance 

Computing Systems: Terabit/s Optical Interconnect Technologies for On-Board, Board-to-Board, 

Rack-to-Rack data links）等が挙げられる。このような流れを受け、2014 年から 2020 年までの期間

で実施されているＨＯＲＩＺＯＮ２０２０の中でもＩＣＴにかかわるリーダーシップを目指す計画の

もとでシリコンフォトニクスの研究開発が進められている。シミュレーションから社会実装に至るま

でプロジェクトが詳細に設定されており、具体的には、ＣＯＳＭＩＣＣ（CMOS 集積ボード）、Ｌ３Ｍ

ＡＴＲＩＸ（低コスト・低電力・大規模 Si フォトニクス）、Ｔｅｒａｂｏａｒｄ（Tb/s 級大容量光イ

ンターコネクト）、ＩＣＴ－ＳＴＲＥＡＭＳ（Si フォトニクス送受信＆ルーティング）、ＤＩＭＥＮ

ＳＩＯＮ（直接変調レーザ on Si）、ＰＡＳＳＩＯＮ（メトロネットワーク光スイッチシステム）、Ｐ
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ＩＣＴＵＲＥ（III-V/Si 光集積回路）等が挙げられる。これらのプログラムを総額すると３１９０百

万ユーロ程度の拠出の予定となる。 

また、シリコンフォトニクスのファンドリサービスを提供する産学官連携活動が米国、欧州で各々

展開されている。その例として、米国デラウエア大学を中心とするＯｐＳＩＳ（Optoelectronics 

Systems Integration in Silicon）、欧州ではＩＭＥＣとＣＥＡ−ＬｅｔｉによるｅＰＩＸｆａｂ、ア

イントホーヘン工科大学でのＥｕｒｏＰＩＣ（European manufacturing platform for Photonic 

Integrated Circuits）を挙げることができる。 

I.1.3 の事業の位置付けで既に述べたように我が国では、２００９年度から２０１３年度まで、ＪＳ

ＰＳが進める「ＦＩＲＳＴプログラム」においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤

技術開発（ＰＥＣＳＴ）事業が進められ、光源・受信器・導波路など光インターコネクトに必要な技術

を 1 つのシリコンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発を行い、光集積回路と

して世界最高の情報伝送密度を実証することに成功している。ＰＥＣＳＴ事業の成果により、我が国

における光半導体の技術開発では世界をリードするポジションにあることが実証されており、我が国

の光半導体分野の技術競争力は世界的に繰り広げられている光電子融合技術の開発競争において、世

界をリードできるポテンシャルを有しているものと考えられる。その一方で、クラウドコンピューティ

ング分野およびそれを支えるサーバやルータ等の分野では、米国・中国企業で市場シェアの過半を占

め、日本企業のシェアは１０％以下にとどまっていることも事実である（図 I-2.1.3-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.1.3-3 ベンダー別世界サーバ出荷台数シェア（富士キメラ総研、2018 年実績値） 

 

ＩｏＴ社会の到来、ＡＩ技術の社会実装の進行に合わせて従来の電気的な情報通信の限界を克服す

る必要性が高まり、中長距離の情報通信のみではなく情報処理デバイス・システムの心臓部にまで光

技術を導入するために、個別の企業ではなく国や地域全体が一体となって大きな技術革新の波を乗り

越えようとしている。その中で我が国は光エレクトロニクス実装の分野で世界をリードできる研究開

発のポテンシャルを有しており、政府、研究機関、企業が一体となってその力を引き上げることによっ

てＩｏＴやＡＩの進化とともにもたらされる超情報化社会で世界に先駆けてソリューションを提供す

ることができ、この分野の市場において圧倒的な優位性を築いていけると期待される。 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

本事業で求められる技術開発要素には、従来のエレクトロニクスと同程度に低い実装コストかつ信

頼性の高い光電気変換素子や光配線との接続の実現、シリコン基板上およびプリント基板上に光導波

路を形成する技術、光と電気が融合したシステムとしての安定性・信頼性の確保、大口径ウェーハ上

に作製された光電子集積インターポーザの信頼性評価という今までにない評価技術等が含まれる。い

ずれにおいても非連続イノベーションが必要であり、研究開発のリスクは高く、またその要素技術が

広範囲に亘るため、多くの企業間や大学、国の研究機関が連携し各要素技術を統合することが必要で

ある。 

この技術開発プロジェクトにＮＥＤＯが関与することにより研究開発リスクが軽減され、また企業・

大学・国の研究機関が連携し一体となって技術開発に取り組む体制が実現でき、更に政策に沿った社
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会実装も可能となる。 

以上のように、本事業は我が国政府の政策に合致し、産業政策・情報政策の面からも極めて重要な

課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものであるといえる。 

 

２．２ 実施の効果（費用対効果） 

 

２．２．１ 市場規模 

世界的な情報通信量は今後も急激な指数関数的増大を続けていくと予想され、現在でも年間数百エ

クサバイトに至っており、今後数年のうちにゼタバイトのオーダーに達するものと推定されている（図

I-1.1.1-1）。これに対応して情報通信をつかさどる情報機器のうちサーバの世界出荷数量は年間約１

５００万台（富士キメラ総研、２０１８年実績値）であり、今後、一定の割合で増加するものと推定さ

れている（図 I-2.2.1-1、富士キメラ総研、２０１９年度調査結果）。サーバを設置し運用するデータ

センタシステムも現在約２４兆円（Ｇａｒｔｎｅｒ社、２０２２年推定値）の市場がある。これに加え

て、データセンタ向けのビッグデータを中心とするＡＩ解析を行うアクセラレーターボードの市場が

立ち上がっている（図 I-2.2.1-2、富士キメラ総研、２０１８年実績値）。アクセラレーターボードは、

高速並列処理を行うために高性能なＧＰＵやＦＰＧＡが搭載されている製品であり、サーバボードに

複数個搭載され、ＡＩサーバとして機能している。今後はこれらＡＩ解析が非常に重要な役割を果た

していくこともあり、同製品市場の大幅な増加が期待されている。２０２５年には２０１９年比５倍

超の７８０万台近くまで増加する見通しである（図 I-2.2.1-3、富士キメラ総研、２０１９年実績）。

アクセラレーターボードでは、ＧＰＵやＦＰＧＡなどＡＩチップの性能の他、ＧＰＵ同士やＦＰＧＡ

同士のインターフェースの高速化も差別化の重要なポイントとなっている。通常、これらボード上の

電気伝送はＰＣＩ Ｅｘｐｒｅｓｓを用いた伝送が行われているが、アクセラレーターボード間のＧＰ

Ｕをつなぐために独自の高速インターフェースの導入が進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.2.1-1 世界のサーバ出荷台数推移（富士キメラ総研、2019 年度調査結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.2.1-2 ベンダー別世界アクセラレーター 

ボード出荷台数シェア（富士キメラ総研、2018 年 

実績値） 

図Ⅰ-2.2.1-3 世界のアクセラレー

ターボード出荷台数推移（富士キメラ

総研、2019 年度調査結果） 
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このような状況からデータセンタなどにおける情報通信機器１台当たりの情報処理の負荷も急激に

増大することは明確で、現在の電気通信を主体としたシステム構成は近い将来限界を迎え、光通信技

術を用いた情報通信および情報処理システムが不可欠になるものと推定される。 

本プロジェクトで開発される技術の適用先として、ＡＯＣ（Active Optical Cable）市場、サーバ・

ＨＰＣ（High Performance Computing）市場、高精細テレビ・自動車・ロボット等の電子機器市場、

ルータ・トランシーバ等のネットワーク機器市場が想定され、2030 年には１.２兆円以上の売上げを期

待している（図 I-2.2.1-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.2.1-4 本プロジェクト成果の適用先と経済効果 

 

２．２．２ 省エネ効果および算出根拠 

本プロジェクトで開発される成果が前記の４市場に適用されることを想定して省エネルギー効果を

試算すると、２０３０年には約４００億ｋＷｈ／年の電力削減（ＣＯ₂削減量に換算すると１５００万

トン／年）が期待される。なお、試算前提としてプロジェクト成果を適用した機器の普及率を２０３

０年で５０％、サーバ／データセンタ、ネットワーク機器／ルータ、パーソナルコンピュータ／ディ

スプレイテレビにおける電力削減率をそれぞれ、３１％、８０％、３５％、１０％とし、その算出根拠

は下記の通りとする。 

 
○サーバ：約３割を削減 
1/4（サーバに占めるＩ/Ｏの部分の電力使用量）× 9/10（電力削減目標）＋ 11/100（電源と冷却ファ

ンの電力削減）=  33.5/100  ～ ３１％ 
 
○ルータ：約８割を削減 
1/3（ルータに占めるスイッチ部分の電力消費割合）× 2/3（本技術適用によるスイッチ部分の電力

削減率）＋ 2/3（ルータに占めるインターフェース部分の電力消費割合）× 5/6（本技術適用による

インターフェース部分の電力削減率）=  7/9  ～ ８０％ 
 
○パーソナルコンピュータ（ＰＣ）：約３割５分を削減 
1/4（ＰＣに占めるＩ/Ｏの部分の電力使用量）× 9/10（電力削減目標）＋ 1/10（ＰＣディスプレ
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イ部分の消費電力削減) ＋ 1/20（電源と冷却ファンの電力削減）=  37.5/100  ～ ３５％ 
 
○テレビ（ＴＶ）：約１割を削減 
1/2（ＴＶの画像処理部分の電力消費割合）× 1/5（画像処理部分の電力削減率）=  1/10 ～ １０％ 
 
○本技術の適用率を５０％と仮定すると、２０３０年に約１５００万トン／年の削減が期待される。 

 

表Ⅰ-2.2.3-1 ＣＯ₂削減効果の算出根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対策前の電力量は、２０１４年エネルギー環境総合戦略調査（経済産業省資源エネルギー庁委託

調査）による  

計算項目 サーバ ルータ PC TV 合計 

対策前電力量(億ｋＷｈ/年)※ 484 748 84 206 1522 

本技術の普及率 50% 50% 50% 50%  

本技術による削減率 31% 80% 35% 10%  

電力削減量(億ｋＷｈ/年) 75 299 15 10 399 

ＣＯ₂削減量(万トン/年) 

２０３０年排出係数 

0.37kgＣＯ２/ｋＷｈ 

 

248 

 

987 

 

50 

 

33 

 

1476 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

【全体目標】 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究プロジェク

トの一つとして実施され、情報化社会の進展に伴う国内のＩＴ機器による電力消費量増大に対応する

ため、ＩＴ機器の省電力化と高速化の両立を目指し、電気信号と光信号を相互に変換する超小型光素子

の革新技術を開発するとともに、電子機器の電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を

融合させた光エレクトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。 

未来開拓研究プロジェクトは２０１２年度から２０２１年度までの１０年間で実施することを予定

しており、研究開発は①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニクス実装システム化技

術の２項目に大きく分けて実施する。具体的には、光導波路、光変調器や受光器等と電気配線をシリ

コン上に高密度集積した光電子集積インターポーザ、ポリマー光配線と電気配線を形成した光電子ハ

イブリッド回路基板を実現するために必要な光および電子デバイス技術、その設計技術や目的性能を

大きく高める革新的デバイスの開発を光エレクトロニクス実装基盤技術、光電子融合サーバ等、それ

ぞれの目的に最適なアーキテクチャの明確化、関連する信号処理技術等の開発を光エレクトロニクス

実装システム化技術で実施する。 

これらの技術開発により、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減できかつ

データセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立することを

目標としている。電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電気配線を用

いる場合に比較して１／１０の低消費電力化を、また、通信速度あたりの面積比で１／１００以下の

小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。図 II-1-1 に事業の全体計画と性能目標を示す。 

ＮＥＤＯは未来開拓研究プロジェクトの実施期間の全１０年間のうち７年間（２０１３年度～２０

１９年度、２０１２年度は経済産業省執行）を執行し、未来開拓研究プロジェクトの最終目標である

光電子融合サーバボードを実現するために必要となる構成要素技術を確立するとともに、事業化に必

要となる国際標準を獲得することを２０２１年度までに達成すべき目標として設定し、本プロジェク

トの最終目標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-1 事業の全体計画と性能目標 
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この目標に向けた取り組みとして、研究開発成果は、各実施者が自社に持ち帰り、実用化のための

技術開発などを実施して事業化を進め、開発成果の新たな適用先の探索と顧客価値の評価に努めてい

る。図 II-1-2 に事業全体の研究開発スケジュールを示す。最終目標に至るまでのマイルストーンを達

成し、実用化の目処が見えた光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに実用化・事業化の準備を進

め、技術動向・市場動向を踏まえた上で、戦略的に事業化を開始している。具体的には、研究開発項目

①光エレクトロニクス実装基盤技術にて確立した光電子集積サーバボード構成要素技術および研究開

発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術にて確立した光電子集積光通信システム技術を実用

化の観点から絞込み、２０１５年にデジタルコヒーレントトランシーバの事業化を開始し、２０１７

年に「光 I/O コア」と呼ばれる光トランシーバーチップの事業化を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-2 事業全体の研究開発スケジュール 

 

２．事業の計画内容 

２．１ 研究開発の内容 

上述した全体目標を達成するために、以下の研究開発項目および研究開発計画に基づき、研究

開発を実施する。研究開発の実施にあたっては、研究開発テーマとして光集積回路を実現するた

めの要素技術を開発する①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発、とそれらを統合し、全体シ

ステムとして動作させるための技術を開発する②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

に大別して実施することとした。本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的

技術に対して、産官学の複数事業者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であ

り、委託事業として実施する。 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 
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（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

（ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

 

II．１の全体目標で既に述べたとおり、経済産業省は未来開拓研究プロジェクト「光エレクトロ

ニクス」の事業期間として２０１２年度から２０２１年度（１０年間）を予定し、２０１２年度か

ら２０１７年度までの６年間の実施者を公募した。２０１３年度からはＮＥＤＯが、２０１７年

度までの５年間の基本計画を策定し研究開発を実施した。２０１７年度に実施した中間評価にお

いて、プロジェクトの必要性、研究開発マネジメント、研究開発成果、実用化・事業化に向けた取

組および見通しが評価※され、当初計画された計１０年間の事業遂行が妥当と認められた。 

※事業の位置づけ・必要性（3.0）、研究開発マネジメント(2.9)、研究開発成果(3.0)、実用化・事

業化(2.6)、( )内は、評価点。満点は 3.0 点。 

以上の経緯を踏まえ、２０１７年度まで計６年間の研究開発により確立した光電子集積サーバ

ボード構成要素技術を光電子集積インターポーザのデバイス・実装／システム化に向けた技術開

発へと集約し、２０１８年に公募を実施し、２０１３年度にＮＥＤＯが策定した基本計画の一部

を見直して２０１８年度から２０２１年度まで４年間の研究開発を継続するに至った。以下では、

それぞれの研究開発内容について説明する。 

 

研究開発項目① 「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

１．研究開発項目の概要 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号伝送の損失

が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は一定であり消費電力の

増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かして、光配線は高速インターネット

網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年はデータセンタ等の低消費電力化・高速化技術

として光配線技術が有力視され、半導体分野の企業で研究開発が進められている。 

本研究開発では、電子機器の電気配線を光配線に置換し電子回路技術を融合させる光エレクト

ロニクス実装システム技術の根幹となる光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基

板等を実現するための構成要素技術の開発と、高速化、省電力化、小型化などの面で画期的な性

能向上や中期的な技術基盤の変化をもたらす革新的デバイス技術の開発を行う。 

 

２．研究開発項目の具体的内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術（２０１７年度まで） 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・電気のイ

ンターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板に実装するた

めの実装技術とインターフェース技術および高信頼、低コスト化を実現する設計・方式・製造装

置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続するインターフェース技術およ

び光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気イ

ンターフェースに対応した光素子駆動アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するた

めのアナログ電子回路技術の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術（２０１７年度まで） 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波路、光源、

光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発すると共に、これらを

高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、多値化についても検討を行い、

インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。さらに、ロジック、メモリ等の電子回路
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チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集

積インターポーザを形成する基盤技術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術（２０１６年度まで） 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓの伝送容

量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路と光回路に関する基

盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術（２０１７年度まで） 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に関し、光、

電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現する基盤技術を開発

する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能とするための支援体制、スキー

ムを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレー

ザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく

次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、フォトニッ

クナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基盤

技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術お

よびそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に向

け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブリッ

ド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板およびそれぞれの要素技術を組み込

んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力化・高速化

（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小型化実現のための要

素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝

送および現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を１／５～１／１０まで

低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開

発を行う。 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子インター

ポーザおよび光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を実現するための基

盤技術を開発する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した光電子ハイ

ブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤技術を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確
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立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフォトニクス

技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモリＬＳＩ、光デバイス

等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積化技術を実現する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤要素技術を

確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デジタルコ

ヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８（2016）年度までに確

立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を行い、基本性

能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（２０１６年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け低

消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技術を確

立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設計するため

の光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を可能とするとともに、

本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構成を構築し、

統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス設計の基盤技術として、

光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本構造を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統合

設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、光電子

集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの非連続的な高速化・低消費電

力化・小型化・低コスト化などの高性能化をもたらす挑戦性の高い技術の研究開発を、以下のよ

うに実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を考慮し、技術開発の進捗度、

本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に応じて見直しを適宜実施するものとす

る。 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子ドットレー

ザ技術とその集積化技術の開発を行うと共に､高感度受光器に関する技術開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合型単チャン

ネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術として受光器における暗電

流抑制効果を実証する。  

【中間目標】（２０１７年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現するととも
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にシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、導波路型受光器におけ

る暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見

通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高温動作と高

速変調動作を実現する。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器への展開に向け、シリ

コン基板上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応答動作可能な構造を明確にする。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、1.4μm 以上の長波長帯のシリコン基板上量

子ドットレーザの実現可能性を示す。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器に向け、

高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器を実証することにより、光電子集積インター

ポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に対する課題を明確化する。 

 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく

次世代超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を可能とする

新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検討を通じて、

光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動作を可能と

するスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型光変調器等の動作を実

証する。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変調器やハイ

ブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現する可能性を実証するこ

とにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しと事業化に対する課題を明確化する。 

 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基盤技術とし

て、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配線技術の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術において、層間方

向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【中間目標】（２０１７度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を

明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損失補償機能

や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失補償機能や

光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光電子集積サーバ技術の

革新的展開へ寄与する。 

 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 
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光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基盤

技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ（以下光Ｆ

ＰＧＡ）技術およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光増幅器が並

ぶアレイデバイスを実現する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。また、こ

れらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対す

る課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光素子の集積

プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変型光エレク

トロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかにすることにより、光電

子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 

 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に向

け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブリッド

集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベースとした

超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高速光信号処理デバイス

実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証す

る。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

 

研究開発項目② 「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

１．研究開発項目の概要 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、それに適

したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技術の開発が必

要である。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約しアウトプット目標

を達成するために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術およびシステム化技術を開発

する必要がある。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサーバ等の

システムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技

術の開発の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。これにより、シス

テムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックすることで、完成度の高い技

術の効率的な開発を実現する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発（２０１７年度まで） 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積インター

ポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費電力光電子融合サー
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バボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ストレージインターフェースに適応

する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース付き大容

量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度まで） 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバを開発し、

アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集積した光電子ハイブ

リッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩを開発する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発（２０１６年度まで） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ間接続

用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライバ、受信フロントエ

ンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント

光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度まで） 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニクスチップを

開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化

技術を確立する。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

２０１７年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基盤技術およびシス

テム化技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積インターポーザを実現するために必

要なデバイスおよび実装技術を開発する。 

具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザの構成要

素となる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発すると共に、光信号

の多重化および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技術を開発

する。 

また、光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技術として、

異種導波路を接続する技術、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続するインターフェース技

術、および高集積コネクタ技術を開発する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器およびその

システムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

実際のデータセンタで運用が可能でありかつ光電子集積インターポーザを用いた小型かつ高速

動作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要となるシステム化技術を

開発する。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用いて、小型

一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとと

もに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進

する。また、フォーラム標準化機関[ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum）、ＩＥＥＥ８０２．

３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group）、ＣＯＢＯ（Consortium for On-Board 

Optics）]、並びにデジュール標準化機関[ＩＥＣ（International Electrotechnical Commission）]

等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ広く世界の市場で受け入れられるようにする
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ために、光電子集積インターポーザに関わる国際標準化を積極的に推進する。 

３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運用が可

能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバボード等を

実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を得ることを目標と

する。 

具体的には、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術

を開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化と、電気配線を使用した場合の１／１０に相

当する１ｍＷ／Ｇｂｐｓの低消費電力を実現するための要素技術を確立する。 

加えて、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案と採択推進活動を行う。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開

発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルでの運用が

可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種のＬＳＩが高密度集積し

た光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した小型・高速動作・低消

費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、

高速ストレージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイス

を搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝送スペック

（変調速度、多重度、チャンネル数など）および光電子インターポーザの回路冷却に関する基本

要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ実装基板から

なるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳＤを試作し、標準ストレージインターフェー

スによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求スペッ

クを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを

実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブルの実現と、

光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現に向け、次の開発を行

う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体間接続にお

ける実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシーバとロジックＬＳＩ間

の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき既存ロジッ

クＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を実現

する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ間

接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

一次試作の光デバイスおよびＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイス制御動

作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項を抽出する。 
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【最終目標】（２０１６年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタルコ

ヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業間ネット

ワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するための基盤システム化技

術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光トランシーバ

を実証する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネットワー

ク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得る。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術を開発し、１

０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化を実現するための要素技術を確立する。 

具体的には、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器など光電子集積インターポーザの構成

要素となる光素子の小型、高速、低消費電力化技術を開発する。また、シングルモードファイバと

の接続に適した異種導波路接続構造並びに導波路・光ファイバ間の接続構造を開発する。更に、

光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技術として光信号の多重化、多値化技術を開

発する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、光電子集

積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の少ないシングルモー

ドファイバとの光リンクを実現する。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比較し通信速

度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するための要素技術、およびシ

リコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路を開発することにより、１０Ｔｂ

ｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インターポーザ技術を実現する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いたサーバボードを実

現するための要素技術を開発し、データセンタで運用できかつ電気配線を用いた場合に比べて消

費電力を３割削減できることを示す。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と

合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュレーションにより示す。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組合せた

光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いてサーバ電力量を３０％削

減可能であることを示す。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いることにより、一芯

双方向波長多重トランシーバを搭載した光アクセスネットワーク端末装置を小型化するための要

素技術を開発し、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化する目処
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をつけることを目標とする。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

一芯双方向波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを実装し、動

作検証を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載することにより、

光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化するための実装技術を開発

する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得するため、

次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、ＩＥＥＥ

８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、「キーメンバーコミュ

ニティー」におけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トラ

ンシーバに関する標準化を推進する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化提案活動を

行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インターフェースに

関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インターフェース

に関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 

 

２．２ 研究開発の実施体制 

（１）実施体制 

プロジェクト目標の達成には多くのブレークスルーが必要であることを考慮し、次のような観点

から研究開発の実施体制を構築した。 

① それぞれの研究開発テーマについて最高のポテンシャルを有する研究者を企業・機関のレベ

ルを超えて結集させ、ドリームチームを結成する。 

② それぞれの研究開発テーマ間のみならず、実装基盤技術とシステム化技術の研究開発テーマ

が相互に関連しあって目標とするシステムが構築されてゆくことから、相互に緊密な連携を

とって研究開発を推進できるようにする。 

③ 各企業・機関が所有する既存設備、ノウハウ等を有効に活用することにより、効率的かつ効果

的な研究開発を可能とするとともに、できるだけ効果的な資金配分を実現する。 

④ 参加企業・機関が一体となって標準化推進を進めるとともに、本研究開発成果の実用化・事

業化をより確実なものとするため、国内外市場における事業戦略を策定しつつ研究開発を推

進できるようにする。 

 

本プロジェクトの研究開発拠点と研究項目を図Ⅱ-2.2-1 に示す。本プロジェクトは技術研究組合光

電子融合基盤技術研究所（以下、ＰＥＴＲＡと略記する）にＮＥＤＯが委託して実施する事業である。

プロジェクトの研究員は、ＰＥＴＲＡ組合員である日本電気株式会社、富士通株式会社、沖電気工業

株式会社、古河電気工業株式会社、三菱電機株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所(以下、

ＡＩＳＴ)、および一般財団法人光産業技術振興協会からの出向者等によって構成し、集中研、分室、

本部において研究活動を行った。 
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図Ⅱ-2.2-1 プロジェクトの研究開発拠点と研究項目 

 

ＰＥＴＲＡ集中研は、ＡＩＳＴ（つくば）に設置され、ＰＥＴＲＡ研究員がＡＩＳＴの実験室、実験

設備を活用し、光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術、システム化技術等の研究開発を推

進した。ＰＥＴＲＡ分室では、組合員各社の実験室において本研究開発に参加しているＰＥＴＲＡ組

合員が保有する設備、ノウハウ等を活用しつつ、情報処理システム化技術、情報通信システム化技術

についての研究開発を推進した。ＰＥＴＲＡ本部では、光協会と協力しつつ国際標準化活動を実施す

るとともに、本研究開発全体の一般事務を集中的に管理した。 

研究開発の全体を統括するプロジェクトリーダー（ＰＬ）の下に、ＰＥＴＲＡが実施する研究開発

内容について責任を持つ研究統括部長を置き、プロジェクト全体の運営、研究開発進捗管理と迅速な

意思決定、研究項目間の効果的な連携が可能になるように全体の実施体制を構築した。 

本プロジェクトにおける研究総括責任者であるプロジェクトリーダーは下記の役割を担い、プロ

ジェクト全体の運営を行った。 

１．組織関係 

  （１）研究体（分室、集中研）の設置、廃止等の組織構成案の策定。 

  （２）研究体の研究サブリーダー等の選任と解任。 

２．予算関係 

  （１）各事業年度における予算配分の調整および予算案の策定。 

３．研究計画・管理関係 

  （１）各研究体の研究サブリーダー等から構成される「マネジメント委員会」、「技術委員会」を開

催し、年間計画の策定や研究進捗状況の管理および総合調整を行う。 

     また、ＰＥＴＲＡより３回／月程度の頻度でプロジェクトの進捗状況について報告を受け、

プロジェクト全体の進捗状況を把握する。 

  （２）ＰＥＴＲＡとともにプロジェクト成果の実用化計画を協議するともに、それを考慮した研究

開発計画を策定する。 

（３）年度毎のプロジェクト推進目標を策定し、これを管理／フォローアップを実施する。 

４．研究成果関係 
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 （１）特許、論文、学会発表、標準化寄与文書、新聞発表、展示会出展等のプロジェクト成果の計

画策定と実績の管理実施。 

５．その他 

  （１）プロジェクト活動の啓蒙・啓発事業として、ワークショップやシンポジウム等の企画立案と

実施。 

  （２）経済産業省、ＮＥＤＯ、大学等の各種関係会議やヒアリング等への対応および総括。 

 

（２）共同実施 

研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発において研究開発を実施する革新的デバ

イス技術については、各々の分野で先進的な取り組みを行っている東京大学（革新的光源・光検出

器技術、革新的光変調器技術）、横浜国立大学（革新的光変調器技術）、京都大学（革新的光配線技

術）、東京工業大学（革新的光エレクトロニクス回路技術）、早稲田大学（革新的光源技術）とＰＥＴ

ＲＡが共同研究契約を締結し、研究開発を実施している。 

 

２．３ 研究開発の運営管理 

本プロジェクトは、ＦＩＲＳＴプログラムの一つである「フォトニクス・エレクトロニクス融合シ

ステム基板技術開発（ＰＥＣＳＴ）」と連携し、その技術成果を活用しつつ光電子集積システムの実現

に必要な基本技術要素を研究開発する①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発と、その技術要素を

統合してシステムとして実現するための②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発が、相互に

フィードバックを行いながら効率的、効果的に研究開発を実施し、最大化された成果を生みだすとと

もに、成果を早期に実用化することを目的に運営されている。その目的の実現のため、次に示す組織

体を構成し、プロジェクトを推進している（図Ⅱ-2.3-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-2.3-1 プロジェクトの運営体制 

 

① プロジェクト運営に係る最高議決機関としてマネジメント委員会を設置。四半期ごとに開催

し、実施計画の進捗状況、政策動向、技術動向等を確認し、実施計画の見直しに関し、審議・

決定する。大学（革新的デバイス技術）との共同実施内容については、進捗状況により適宜シ

ステム化技術としてＰＥＴＲＡによる開発対象としていく。 

② プロジェクト参加組合員による成果の効果的な実用化を実現するため、プロジェクトの研究開

発と参加組合員による実用化活動の方向性等について企画、調整する事業化検討会を設置。 

③ プロジェクト成果の早期実用化を実現するため、プロジェクトに指針を示し、サポートを行う

委員会として、知財推進委員会、技術推進委員会を設置。 

④ 国際標準化連絡会を年に一度開催し、国際標準化の主要メンバーから組合員に向けプロジェク

トに関わる国際標準化の進捗状況を報告・議論し、国際標準化状況の周知を図る。 
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また、新規市場の開拓を伴う本研究開発成果の実用化を促進するため、その実用化については、研

究開発終了後の企業による実用化努力のみならず、研究開発途上でも実用化可能な技術についてはバ

イプロダクトとして積極的に実用化を行なうこととしている。 

本研究開発の成果に係わる知的所有権の取得、権利の帰属、実施等に関するルールは、「「超低消費

電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の研究開発事業に関する知的財産権取扱規程」と

して、知財推進委員会にて策定され、運用されている。共同実施を行っている大学における知的財産

権の取扱いについても、ＰＥＴＲＡと個々の大学間で結ばれる共同研究契約にて規定されており、そ

れに基づいた運用を行った。 

なお、知的財産権取得規程、大学における知的財産権の取扱い規定の策定に当たっては、未来開拓

研究プロジェクトの目的の一つである成果の実用化による国益の実現を阻害することが無いように、

実用化時における必要な知的財産権の円滑な実施を可能とすることを基本的な方針として事前に定め

た。その結果、定められた知的財産取得規程は、プロジェクト開始前に参加者が保有していた知的財

産権の許諾に関する考え方や共同研究を行っている大学が取得する知的財産権の補償等の取扱い等に

ついても考慮されたものとなっている。 

ＮＥＤＯは実施者とのディスカッション、情報交換を促進するため、プロジェクト全体のヒアリン

グおよび実施者各社の個別ヒアリングなどを通じて、研究開発の進捗状況の確認等を行うと共に、課

題の共有や開発計画の見直し、加速資金の必要性、成果の実用化・事業化等について実施者と議論を

行い、プロジェクトマネジメントに活用した。また、実施者間では、ＰＥＴＲＡ内の実施者間で行う四

半期ごとにテーマごとの進捗確認・ヒアリング等で研究開発状況、進捗などについて報告し、議論を

行うことで緊密かつ効率的に研究開発を推進してきた。 

 

２．４ 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

プロジェクトの開始にあたり、ＮＥＤＯは経済産業省と共に光素子・光デバイス、光モジュール、光

通信等の光通信技術において強みを持つ企業、スーパーコンピュータ、サーバ、ストレージ、コンピュー

タネットワーク等の情報処理関連装置技術等において、研究面、事業面で共にトップレベルの強みを

持つ企業が参加した事業の実施体制を構築し、光通信技術と情報処理装置技術との深い融合を実現す

るために必要な研究開発とその成果の実用化の達成に対する蓋然性を高めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-2.4-1 国際会議での展示（OFC2019） 
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図Ⅱ-2.4-2 展示会での展示（InterOpt2021） 

 
これに加え、プロジェクト参加企業等において事業化に深い知識を持つ人員をメンバーとし、必要

に応じてプロジェクト外部の有識者も交えて、プロジェクト成果の実用化・事業化について継続的に

議論を行う事業化検討会等を設置し、実用化の観点からプロジェクト成果の実用化に求められる要件

や事業化のための戦略等について議論を進めている。 

プロジェクトで開発に取り組んでいる光電子融合技術は、汎用性の高い技術であり、適用対象によっ

ては途中段階の技術が十分有用な場合も想定されるとの認識で研究開発を行っている。また、光電子

融合技術は未だ存在しない市場を切り開くものであるため、その普及には一定程度の時間も必要であ

ることも予想される。従って、光電子融合技術のスムーズな普及をはかるため、経済産業省、ＮＥＤ

Ｏ、実施者間でプロジェクト成果の適用可能性のある対象の探索に努めるとともに、実用化・事業化

戦略に関して継続的な議論を実施しており、研究開発途上でも実用化の可能な技術についてはバイプ

ロダクトとして速やかに実用化を図ることとしている。 

また、研究開発成果の普及を促進しつつ国際競争力を確保するには、特許の取得と標準化について

戦略的に進める必要があるとの認識である。このため、知財推進委員会と国際標準化連絡会をプロジェ

クトに設置して、プロジェクトの実用化戦略と連携した知財戦略、標準化戦略を策定し、プロジェク

ト成果のオープン化、クローズ化を実践している。また、技術の実現性を示して標準化活動を支援す

るため、ＥＣＯＣ、ＯＦＣ等の主要な国際会議、ＣＥＡＴＥＣ、ＩｎｔｅｒＯｐｔｏ等の展示会におい

て成果発表や、成果の展示を行った。ＯＦＣ２０１９およびＩｎｔｅｒＯｐｔｏ２０２１での展示デ

モ風景を図Ⅱ-2.4-1、図Ⅱ-2.4-2 に示す。 

連携プロジェクトであるＰＥＣＳＴの成果活用に関しては、両プロジェクトの連携会議として設置

されたガバニングボードにおいて、経済産業省、内閣府とともに協議を行い、ＰＥＣＳＴで取得され

た知財や人材等を効果的に活用するための取り決め等について整備を行った。 

 

３．情勢変化への対応 

情勢変化への対応としては、下記のような取り組みを行っている。 

１） 国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている要素技術の研究開発成

果に基づき、当初の計画を変更する形で、実施方針の変更や加速資金の投入を実施した。光電子

集積インターポーザは技術的ハードルが高いため、実装技術・評価技術の開発を前倒しし、実用

化検討を推進している（表Ⅱ-3-1）。 
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表Ⅱ-3-1 研究開発目標の妥当性と情勢変化への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、並びにロードマッ

プ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開発レベルのベンチ・マーキングの

見直しを定期的に行い、実施計画・方針等の変更に反映させている。 

３） 実用化の目処が見えた光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに実用化の準備を進めている。 

 

４．中間評価結果への対応 

２０１９年度に中間評価を実施し、この中間評価において提言された指摘事項とその対応実績に

ついて表Ⅱ-4-1 に示す。第三期における研究開発の推進と事業化に向けた必要な対策をプロジェク

トリーダー及び実施者間で共有し研究開発の運営管理を実施した。具体的には以下の４つの対応策

を推進した。 

 

 本プロジェクトがもたらす省エネルギー効果のインパクトについて、２０３０年までのＩＴ機

器のエネルギー消費量の推移を再調査し、省エネ効果を試算することで、妥当性を確認。 

 幅広い領域での事業化と将来の適応市場を見据えて、効果的な成果の発信を行うとともに、

マッチングを通じてユーザ企業を巻き込む活動を推進した。 

 早期事業化を推進するために、予算配分見直し等で加速財源を確保し、前倒しで組合参加企業

３社の事業化判断を早めるようマネジメントを実施した。 

 二ュースリリース発行、ＰＲ動画作成、シンポジウム、展示会等への効果的な成果の発信等

で、学術界のみならず広く国民や産業会に向けて積極的に広報宣伝を行った。 

 

これに加えて、目標設定やその評価にあたって、世界規模での貢献度を測ることも必要であるとの

提言を受け、グローバルな視点での評価軸でポジショニングを俯瞰した。以下に、省エネ効果の再

評価、並びに、グローバルポジションの俯瞰について、詳細を説明する。 
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表Ⅱ-4-1 ２０１９年度中間評価の指摘事項と対応進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．１ 省エネ効果の再評価 

２０１９年度に実施された中間評価では、国際社会において最も喫緊なＣＯ₂排出量削減に対し、

今後、不可避的に排出量増大の源となるＩＴ機器をターゲットとして、国を挙げて対策を講じるこ

とは妥当であると評価された。一方で、省エネルギー効果については、プロジェクト当初の目標だ

けにとらわれず、ＩＴ機器のエネルギー消費量等の推移を再調査し、本プロジェクトがもたらすイ

ンパクトを、様々な観点から、より定量的に説明することが重要であるという提言を受けた。そこ

で、現在の研究開発および事業化の状況を踏まえた省エネルギー効果、ＣＯ₂削減効果の再推定を行

うことで、省エネ効果についての妥当性を再評価した。 

上述した電力削減量については、グリーンＩＴ推進協議会の報告書(２００８年～２０１３年)を

ベースに、修正を加えた対策前電力量して算出された。この報告書は世界各国のＧＤＰの成長率に

比例したＩＴ機器の導入数の増加とそれによる消費エネルギーの増加を予測したものであるが、こ

の予測がなされた２００８年以降にビッグデータ、ＩｏＴ等が普及しはじめて GDP の増加率よりは

るかに大きな情報量の増大が生じ、この報告の予測時とは大きく状況が異なってきていると考えら

れる。国外の動向として、２０２０年２月２８日付けで Science 誌に掲載された論文によると、２

０１８年の時点で、データセンタのワークロードは１０年前と比べて６倍以上に増えていたにもか

かわらず、エネルギー消費量はほとんど変わっていなかったと報告されており、その理由はデータ

センタのエネルギー効率が大きく向上したことにあると結論づけている。一方で、今後、人工知能

や５Ｇといった膨大な量のデータを処理する新しいテクノロジーが普及すれば、このような効率性

の向上が維持される保証はないと警告もなされている。 

国内では、国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)低炭素社会戦略センター(LCS)が、グリーン

ＩＴ推進協議会の報告書を踏まえ、ＩＴ関連機器の消費電力を再推定している。表 I-2.2.4-1 に現

況の国内外のＩＴ関連機器による消費電力推定値、表 I-2.2.4-1 に２０３０年、２０５０年を見通

した消費電力予測値を示す。また、グリーンＩＴ推進協議会との算出根拠の差異、予測のポイント

も併せて示している。 
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表Ⅰ-2.2.4-1 ＩＴ関連機器による消費電力推定  表Ⅰ-2.2.4-2 ＩＴ関連の消費電力予測 

  

 

 

        算出根拠の差異 

        ・ＧＤＰ成長率に比例した普及率(グリーンＩＴ) 

       ・情報量の増大をベース(ＬＣＳ推計) 

 

                           予測のポイント 

・ＴＶ/モニタおよび複合プリンタを除く全ての 

機器はデータ処理量と消費電力は比例関係 

・ＰＵＥの改善等によりデータセンタの消費電力 

内訳はサーバが支配的になる。 

(出典)情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響(Vol.1)-ＩＴ機器の消費電力の現状と将来予測 

国立研究開発法人科学技術振興機構(ＪＳＴ)低炭素社会センター(ＬＣＳ)、２０１９年３月 

 

算出根拠の差異としては、ＧＤＰの成長率に比例してＩＴ機器普及率が増大するという従来の仮定か

ら、世界各国の情報トラフィック増大のトレンドをベースとする仮定に変わったことである。また、

ＴＶ/モニタ、複合プリンタはデータ処理量と消費電力の変わらないものと考えられ、近年のデータ

センタではＰＵＥ(Power Usage Effectiveness = データセンタ全体の消費電力/ＩＴ機器の消費電

力)が改善傾向にある点にも注目している。PUE が改善される(1 に近づく)と空調その他の寄与が下が

り、その結果、データセンタにおけるＩＴ機器等の消費電力内訳としてサーバの占める割合が支配的

となっていくと予測される。 

 これらの状況を踏まえた上で、ＪＳＴ―ＬＣＳによる２０３０年の国内消費電力予測値 1480ＴＷ

ｈ/年を元にＣＯ₂削減効果の再推定を行った(表Ⅰ-2.2.4-3)。２０１６年のサーバ分の推計値 7.4Ｔ

Ｗｈ/年が合計値 55ＴＷｈ/年からＴＶ/モニタ 8ＴＷｈ/年と複合プリンタ 6ＴＷｈ/年を除いた 41Ｔ

Ｗｈ/年に対する割合(7.4/41～１８％)を２０３０年時にも仮定し、サーバ電力３割削減、技術普及

率５０％、２０３０年の排出係数を考慮したＣＯ₂換算により、1483 万トン/年(～１５００万トン／

年)が得られた。以上の結果、１５００万トン／年は現在の研究開発状況の省エネ効果としても妥当

であると考えられる。 

 

表Ⅰ-2.2.4-3 ＣＯ₂削減効果の再推定 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．２ グローバルポジションの俯瞰 

 In-package（パッケージ内の短距離）、On-Board（ボード間）、Off-Board（ボード外の長距離）の

現行技術における電気配線と光配線の標準仕様や製品性能、および、研究論文等で公開されているＲ

＆Ｄのスペックと共に、本プロジェクトで開発されている光電子集積インターポーザの位置づけを

マッピングした(図Ⅱ-2.4.3)。縦軸は性能指標（消費電力エネルギー当たりの帯域密度）、横軸は情

報伝送に係る最大接続（インターコネクト）距離を示している。本マッピング図の、ある最大接続距

離において、縦軸の数値が高いポジションにいると、伝送効率が良いと言える。高速大容量化などで

電気配線が性能指標を維持できなくなった距離の配線から、光配線への置き換えが始まると推測でき

る。本プロジェクトの成果においては、On-Board 領域で、現行の電気配線に比べて高いポジションに

1480ＴＷｈ/年の１８％がサーバ分の寄与と仮定 267 ＴＷｈ/年 

単位変換 2671 億ｋＷｈ/年 

サーバ消費電力３割削減 801 億ｋＷｈ/年 

本技術普及率５０％ 401 億ｋＷｈ/年 

ＣＯ₂換算（２０３０年排出係数 0.37kgＣＯ２/ｋＷｈ) 1483 万トン/年 

（単位TWh/年）

グリーンIT推進
協議会

（２００５）
PUE = １．９

LCS推計値
（２０１６）

PUE = １．５

グリーンIT推進
協議会

（２００５）
PUE = １．９

LCS推計値
（２０１６）

PUE = １．５

データセンター 15 16 111 238

サーバ 6.3 7.4 43.3 111

ストレージ 0.9 3 9.3 37
ネットワーク 0.5 0.5 5.7 10
空調その他 6.9 5.5 52.5 79

エンドユーザー 18 21 326 570

PC 2.2 6.8 32.2 150

TV・モニタ 15.5 8 293.3 300
複合プリンタ 6 120

ネットワーク 10 18 164 783

ルータ・スイッチ 10.2 10.7 163.8 263

無線送信・端末 7.4 520

合計 43 55 601 1590

国内 世界
IT関連消費電力予測 ２０１６年 ２０３０年 ２０５０年
IPトラフィック(ZB/年) 4.7 170 20200
消費電力(国内：TWh/年) 41 1480 176200
消費電力(世界：TWh/年) 1170 42300 5030000
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位置づけられる。一方、Off-Board 領域における競合に比べても、性能指標に対して優位なポジショ

ニングを保っている。 

 

図Ⅱ-2.4.3 グローバルポジションの俯瞰図 

 

５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的および政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義および

将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価を事業項目毎に実施する。具体

的には、２０１４年度、２０１７年度、２０１９年度に中間評価を実施済みであり、また、２０２２年

度に事後評価を実施する計画としている。評価結果は、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・

縮小や必要な体制の再構築などを含めて後年度の研究開発に迅速に反映することとする。 

なお、評価の時期は、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じ、

前倒しする等適宜見直すものとする。 
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Ⅲ．研究開発成果 
 
１．事業全体の成果について 

１．１ 事業全体の成果について 
電子機器の電気配線を光配線に置き換える光回路技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニ

クス実装システム技術を開発するために、以下の項目について研究開発を進めた。  
 研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 
 （ⅱ）革新的デバイス技術 
 研究開発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 
 （ⅰ）システム化技術 
  （ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 
  （ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 
 （ⅱ）国際標準化 

③ 成果普及活動 
なお、研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 （ⅰ）実装基盤技術および研究開

発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発（ⅰ）の（ａ）（ｂ）（ｃ）（ｄ）については本

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」プロジェクトの 2012 年度～2017 年度

で開発が終了している。（「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム化技術開発」（事後評価）

分科会資料７－１参照のこと） 
事業原簿では、研究開発項目に沿って成果を記述する。 
 

１．２ 知的財産権等の確保に向けた取組み 
研究開発成果の実用化・事業化を推進するためには、製品の性能優位性を確保するとともに、持続

的に市場優位性を確保するために、簡単に他社に真似されない製品とする必要がある。プロジェクト

成果の事業化を推進するために、オープン・クローズ戦略に基づき成果の知的財産権利化とブラック

ボックス化により参入障壁の形成を目標に活動する。 

・オープン化（知的財産権利化） 

光電子集積インターポーザの構造、外観等を知財化し、電気・光の入出力に関わるインター

フェース部を標準化して、開発技術が世の中で使われるようにする。コア技術である光電子集積

インターポーザの集積光/電子回路と実装構造について、権利化を進めるとともに、外部特許を継

続的に調査し、競争力のある知財創出を目指す。 

・クローズ化（ブラックボックス化） 

知財権化しても権利の防御の難しい光電子集積インターポーザの実装方法、装置仕様等はノウ

ハウとしてブラックボックス化し、誰も容易にまねのできない参入障壁を築く。 

国際標準化に関しては、開発成果が広く受け入れられるよう、電気・光の入出力に関わるインター

フェース部を主に標準化することを目標に活動する。研究開発項目②(ⅱ) 国際標準化が担務とする。

半年に一度、国際標準化連絡会を開催し、国際標準化の主要メンバーから組合員に向けプロジェクト

に関わる国際標準化の進捗状況を報告・議論し、国際標準化状況の周知を図る。 
 

１．３ 成果の普及 
プロジェクト内で共有されてきた研究開発成果の社会実装、産業への波及効果を推進するために、

研究開発の実施期間中から、研究開発の成果が迅速かつ広く受け入れられるように、ニュースリリー

ス、展示会への出展、シンポジウム開催等の取組みを通じて光エレクトロニクス技術の情報発信、普

及促進を推進する。さらに、光エレクトロニクス技術の共通基盤技術を、一般のユーザ、研究者、学生

等へ幅広く普及させるために、成果普及、人材育成に向けたプログラムを実施する。プログラムでは、

光エレクトロニクス分野におけるイノベーション創出に向けた周辺研究、人材育成、ビジョン形成等

の活動を推進する。 
研究開発成果の普及として、学会活動、展示会活動、ニュースリリース等を表Ⅲ-1-1 にまとめる。

特許については、プロジェクト成果の活用のため、国内外で積極的に出願している。 
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表Ⅲ-1-1 事業全体の成果と成果普及（2018 年 4 月 1 日~2022 年 2 月 28 日） 

年度 特許国内登録 特許海外登録 論文・学会発表 ニュースリリース 主要展示会 

合計 58 29 269 6 - 

2018 年度 27 16 69 2 
OFC2019 
InterOpto2018 

2019 年度 18 5 73 2 
CEATEC2019 
InterOpto2019  

2020 年度 12 4 72 1 
CEATEC2020 
InterOpto2020 

2021 年度 1 4 55 1 
CEATEC2021 
InterOpto2021 

 
 

１．４ 研究開発目標の達成度について 
 研究開発の最終目標に向けた達成状況を表Ⅲ-1-2 にまとめる。達成度は全て大幅達成◎、達成〇と

なっている。 
 

表Ⅲ-1-2 事業全体の達成状況 
テーマ 最終目標 主な成果の達成状況 達成度 

革新的デバ

イス技術 

各デバイスの最終目標を達成するとともに、

光電子集積インターポーザへの技術展開の見

通し と事業化に対する課題を明確化する。  

・シリコン基板上直接量子ドットレーザの

高温(101℃)で発振に成功 

・III-V/Si ハイブリッド MOS キャパシタ

を用いた光変調器で Si 変調器の 10 倍の効

率、1/10 の光損失を実現 

〇 

光電子集積

インター

ポーザのデ

バイス・実

装技術開発 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下と

するための要素技術と、電気配線と比較し通

信速度あたりの面積で１／１００（20Tbps/

ｍｍ2）の帯域密度を実現するための要素技

術、およびシリコンフォトニクス技術による

波長多重シングルモード光回路を開発するこ

とにより、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を

持つ光電子集積インターポーザ技術を実現す

る。  

下記により１０Ｔｂｐｓ／ノードの光電子

集積インターポーザ技術を実現した 

・変調器、受光器の 112Gbps 動作実証。 

・16 波長合分波を可能とする光素子を動

作実証。 

・EA 変調器を開発し、1mW/Gbps に目途。 

・3 次元曲面ミラーを開発し、20Tbps/mm2

に相当する高密度光接続構造を実現。 

〇 

光電子集積

インター

ポーザのシ

ステム化技

術開発 

・消費電力の少ない光電子集積インターポー

ザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組

合せた光電子融合サーバボードを試作し、試

作機とシミュレーションを用いてサーバ電力

量を３０％削減可能であることを示す。 

・光電子集積インターポーザを用いた一芯双

方向波長多重トランシーバを搭載することに

より、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ

×２ｃｍ以下のサイズに小型化するための実

装技術を開発する。   

・光電子融合サーバボードを試作システム

に実装し、波長多重技術と組み合わせるこ

とで 10Tbps/ノードの見通しを得た。 

・全サーバボード間を結合した光電子融合

ラック型サーバシステムを開発し、サーバ

電力量を 98％削減可能であることを実

証。 

・スモールセルアンテナ用光トランシーバ

を 10x2x2cm 以下に小型化。 

◎ 
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国際標準化 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイ

ズ、入出力構成）、電気・光インターフェー

スに関し、提案した標準化案の採択推進活動

を行う。 

・デジュール標準化機関（IEC）におい

て、パッケージと光インターフェースの二

件の標準化を達成。 

〇 

成果普及活

動 

光エレクトロニクス技術を、一般のユーザ、

研究者、学生等へ幅広く普及させるために、

成果普及、人材育成に向けたプログラムを実

施する。プレスリリース、展示会への出展等

の取組みを通じて情報発信、普及促進を推進

する。 

・フォトニクス・イノベーションセミナー

を 10 回開催。 

・プレスリリース 6 件 

〇 

達成度：◎大幅達成、○達成、△達成遅れ、×未達 
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２．研究開発項目ごとの研究開発成果について 
２．１ ①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 
電子機器の電気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装シ

ステム技術の根幹となる光電子集積インターポーザをさらに発展させるために、革新的デバイス技術

に挑戦する。 
光電子集積インターポーザは、データセンタなどの低消費電力化・高速化技術として期待される光

配線技術の実装の要素の一つであるが、扱うべきデータ量の増大に伴って、そこに求められる性能は

益々高まっている。その要求に継続的に応えていくためには、光電子集積インターポーザを構成する

光源、検出器、変調器、光導波路などの各要素デバイスおよびそれらを用いた光回路構成などにおい

て、継続的な性能向上に加えて、革新的技術や新概念の導入などによる不連続な進展が必要である。

本項目では、光電子集積インターポーザの継続的高性能化を可能とする革新的デバイスの基盤技術と

して、光源、光検出器、光変調器、光導波路のデバイス技術や機能可変な光回路システム技術の開発を

行う。具体的な研究項目および担当機関は以下のとおりである 
[革新的光源・光検出器技術] （東京大学、早稲田大学） 
光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレーザ

技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。  
[革新的光変調器技術] （横浜国立大学、東京大学） 
光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく次

世代光変調器を開発する。  
[革新的光配線技術] （京都大学） 
光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、フォトニック

ナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。  
[革新的光エレクトロニクス回路技術] （東京工業大学） 
光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基盤技

術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術および

そのための要素デバイスの開発を行う。 
図Ⅲ-2.1-1 に革新的デバイス技術のプロジェクトにおける位置づけを示す。 
 

 
図Ⅲ-2.1-1 革新的デバイス技術の本事業における位置づけ 
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２．１．１ 全体成果 
研究開発の最終目標の達成状況を表Ⅲ-2.1.1-1 にまとめる。達成度は全て達成の〇となっている。 
 

表Ⅲ-2.1.1-1 革新的デバイスの進捗状況 
テーマ 最終目標 主な成果の達成状況 達成度 

革新的光源

技術(東京

大学） 

集積シリコン光回路上ハイブリッド量子

ドットレーザの基本動作を実証試作および

長波長帯のシリコン基板上量子ドットレー

ザの実現可能性の検討 

シリコン導波路結合型量子ドットレーザを、

転写プリント法を用いて実証した。1.4 μm 

以上長波長帯量子ドットレーザの実現に成功

し、シリコン基板上形成も実現した。 

〇 

革新的光源

技術(早稲

田大学） 

Si 基板上 III-V 電気吸収型光変調器集積

量子ドット波長可変レーザの要素技術の開

発 

GaAs 基板上 QD 集積レーザの実現、Si 基板上

への搭載、DBR レーザ用高品質回折格子開発、

超高速変調器などの要素技術を開発した。 

〇 

革新的光検

出器技術

（東京大

学） 

光電子集積インターポーザ用集積化受光器

に向け、高速応答可能で省電力化が可能な

導波路型受光器を実証することにより、光

電子集積インターポーザへの技術展開の見

通しを示すと共に、事業化に対する課題を

明確化する。 

GeOI 基板上に Ge 導波路を形成し、横方向

PIN 接合を形成した導波路受光器を作製して

良好な受光特性を得た。また III-V-OI 基板

上においては量子井戸インターミキシングに

より、横方向 PIN 接合を形成した導波路型受

光器をモノリシック集積することに成功し

た。 

〇 

革新的光変

調器技術

（横浜国

大） 

光電子集積インターポーザ用光変調器に向

け、位相整合対策が施された移相器長

200μm 程度のスローライト変調器におい

て、30Gbps 以上の OOK 変調動作を実証す

る。また、同様の 50Gbps 以上の動作、な

らびに波長多重化、ならびに QPSK、PAM 等

の多値化による 100Gbps 以上の動作の実現

可能性を明らかにする。 

移相器長 200μm 以下のスローライト変調器

にメアンダライン電極を導入し，64Gbps ま

での OOK 動作，50Gbps×2 = 100Gbaud の

PAM4 動作，50Gbaud×4 = 200Gbps の多波長

動作の初期的な実証に成功し，当初目標を達

成した。 

〇 

革新的光変

調器技術

（東京大

学） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変

調器への展開に向け、ハイブリッド MOS 

型変調器等に対し、多重化・多値変調等の

伝送方式を実現する可能性を実証すること

により、光電子集積インターポーザへの技

術展開の見通しと事業化に対する課題を明

確化する 。 

SiO2埋め込み Si 導波路を用いることで、ハ

イブリッド MOS 型光変調器の寄生容量を大幅

に低減することに成功し、40 Gbps PAM-4 変

調に初めて成功した。III-V 族半導体薄膜を

用いた EA 変調器の作製プロセスも確立し、

高速変調の可能性を示した。 

〇 

革新的光配

線技術（京

都大学） 

光電子集積インターポーザへの展開に向

け、フォトニックナノ構造等による光損失

補償機能や光バッファ機能を統合すること

などにより高度な光配線技術を開発し、光

電子融合サーバ技術の革新的展開へ寄与す

る。  

共振器による光信号保持と電気信号制御によ

る共振器間光転送が可能な光パルスバッファ

リング機能の基礎技術を実証した。また機械

学習設計と高度な光損失低減プロセス等の統

合により、転送効率 90%以上、光保持時間

3ns 以上を得る見通しを得た。 

〇 
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革新的光エ

レクトロニ

クス回路技

術（東京工

業大学） 

光電子集積インターポーザへの展開に向

け、シリコンインターポーザ上で機能可変

型光エレクトロニクス回路の基本機能を実

証して光 FPGA 実現の見通しを明らかにす

ることにより、光電子集積サーバ技術の革

新的展開へ寄与する。 

光 FPGA の基本構成であるハイブリッド光利

得素子、特性可変ミラー、不揮発性スイッチ

を実現するとともに、光利得素子をつなぎ合

わせワンチップ上で波長変換機能を実現する

ことで、光 FPGA 実現の見通しを明らかにし

た。 

〇 

達成度：◎大幅達成、○達成、△達成遅れ、×未達 
 
 
２．１．２ (ⅱ)革新的デバイス技術 
コスト競争を回避し、長期的な技術的優位性を確保し続けるためには、光電子集積サーバの継続的

な高性能化を可能とする光電気集積デバイスの更なる小型化・低消費電力化・高機能化が必要となる。

そのため、技術的に非連続な革新的デバイスの基盤技術となる、光源、光検出器、光変調器、光導波路

のデバイス技術開発や機能可変な光回路システム技術の開発を行った。 
 本研究は、東京大学、京都大学、東京工業大学、横浜国立大学、早稲田大学と共同研究契約を結んで

推進し、図Ⅲ-2.1.2-1 に革新的デバイス技術の開発テーマをまとめた。各大学の成果の詳細は、添付資

料(Ａ)成果報告書 p.15~p.55 をご参照。 

 

 

 

 

図Ⅲ-2.1.2-1 革新的デバイス技術の開発テーマ 
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２．２ ②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 
２．２．１ システム化技術の全体像 
本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、それに適し

たシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技術の開発が必要であ

る。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約しアウトプット目標を達成する

ために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術およびシステム化技術を開発する必要がある。  
本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサーバ等のシス

テムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、2017 年度までに開発した研究開発項目①光エレクトロニ

クス実装基盤技術（ⅰ）実装基盤技術、の開発技術を活用し、システムを構築するための基盤技術を開

発する。これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックするこ

とで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 
（ⅰ）システム化技術 
(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発  

2017 年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基盤技術およびシステム化

技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイ

スおよび実装技術を開発する。  
具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザの構成要素と

なる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発すると共に、光信号の多重化

および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技術を開発する。また、

光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技術として、異種導波路

を接続する技術、光電子集積インターポーザと LSI を接続するインターフェース技術、および光コネ

クタ技術を開発する。 
 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発  
上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器およびそのシ

ステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。  
(ｆ－１)情報処理システム化技術  
実際のデータセンタで運用が可能であり、かつ光電子集積インターポーザを用いた小型かつ高速動

作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要となるシステム化技術を開発す

る。 
(ｆ－２)情報通信システム化技術  
シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用いて、小型一芯

双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 
 

（ⅱ）国際標準化 
国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとともに、

プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進する。また、

フォーラム標準化機関[OIF(Optical Internetworking Forum）、IEEE802.3（Eithernet Working 
Group）、COBO（Consortium for On-Board Optics） ]、並びにデジュール標準化機関 [IEC
（International Electrotechnical Commission）]等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ

広く世界の市場で受け入れられるようにするために、光電子集積インターポーザに関わる国際標準化

を積極的に推進する。 
（2）－3.  ③「成果普及活動」 
プロジェクト内で共有されてきた研究開発成果の社会実装、産業への波及効果を推進するために、

研究開発の実施期間中から、研究開発の成果が迅速かつ広く受け入れられるように、ニュースリリー

ス、展示会への出展、シンポジウム開催等の取組みを通じて光エレクトロニクス技術の情報発信、普

及促進を推進する。さらに、光エレクトロニクス技術の共通基盤技術を、一般のユーザ、研究者、学生

等へ幅広く普及させるために、成果普及、人材育成に向けたプログラムを実施する。プログラムでは、

光エレクトロニクス分野におけるイノベーション創出に向けた周辺研究、人材育成、ビジョン形成等

の活動を推進する。 
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２．２．２ 最終目標と達成状況 
研究開発の最終目標と達成状況を表Ⅲ-2.2.2-1,2,3 にまとめる。達成度は全て大幅達成◎、達成〇と

なっている。 
 

表Ⅲ-2.2.2-1 (ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 
テーマ 2021 年度末最終目標 主な成果の達成状況 達成度 

デバイ

ス技術 

・1 レーン当たり 112Gbps 高速動作を可能と

する光変調器および受光器の低消費電力光回

路およびこれを駆動する電子回路を実現す

る。 

・１レーン当たりの大容量化に向け 16 波長

合分波した光信号のシングルモードファイバ

伝送を実現する。 

・１ノード当たり 10Tbps の伝送密度を有す

る光回路を実現する。 

・光回路の１mW/Gbps の低消費電力動作を実

証する。 

・変調器、受光器の 112Gbps 高速動作実証。 

・変調器、受光器を駆動する電子回路（ドラ

イバ、TIA)の 112Gb/s PAM4 動作を実現するた

めの高線形 IC を設計・試作。受光器と TIA で

112Gb/s の Rx 出力波形を確認。 

・16 波長合分波を可能とする光素子を動作実

証。 

・上記 16 波長合分波器と 112Gbps 変調器、受

光器を組合わせることで 10Tbps の伝送密度

を達成見込み。 

・22nm CMOS を用いた解析で 1mW/Gbps の低消

費電力化を達成。 

〇 

集積化

プロセ

ス技術 

・シリフォト統合化集積プロセスを用いて高

速光トランシーバが高密度に集積された光集

積回路チップを試作し、光電子集積インター

ポーザとして 10Tbps/ノードの伝送密度を実

現する光集積回路であることを実証する。 

・光集積インターポーザの性能ばらつき低減

に向け、シリフォト統合化集積プロセスのば

らつきをパラメータとする光素子の特性ばら

つきモデルの高度化を図る。 

・一貫プロセスによるシリフォトチップ製造

を可能とするプロセスと設計を統合したプ

ラットフォームを構築 

・300mm 統合プロセスを確立し、これを用い

た 10Tbps/ノード可能性実証試作を完了。 

・ウエハプローバを用いた設計・プロセス統

合ライブラリを構築し、ばらつきモデルによ

る設計・プロセスの高信頼化を実現。 

・集積プロセスの一貫試作ファンドリへの展

開完了。 

〇 

光実装

技術 

・シリコンフォトニクス光入出力構造の波長

無依存化・偏波無依存化を行い、シリコン導

波路とポリマー光導波路の高密度光結合を実

現する。 

・ポリマー導波路形成の効率化技術：光調芯

時間をなくした高速な部品搭載を検証する。 

・高集積光コネクタ：シングルモードポリ

マー光導波路アレイとシングルモード光ファ

イバの 12 芯高精度光結合を実証＆標準化提

案する。 

・光パッケージ技術：マルチチップ実装技術、

再配線技術を確立し、シリフォト光入出力密

度 20Tbps/mm2の実現＆10Tbps 伝送密度の光

リンク実証する。  

・3 次元ミラーを用いて、シリコン導波路と

ポリマー光導波路との高密度光結合を実現。 

・ポリマー導波路形成の効率化技術：インプ

リント法を用いた 50mm 角サイズのポリマー

導波路一括形成法とパッシブ実装可能な光コ

ネクタ部品搭載技術を検証。 

・高集積光コネクタ：シングルモードポリ

マー光導波路アレイとシングルモード光ファ

イバの 12 芯高精度光結合（平均<2dB）を実

証。 

・光パッケージ技術：光電子集積インター

ポーザを試作し、シリフォト光入出力密度 

20Tbps/mm2 の実現＆10Tbps 伝送密度の光リ

ンク実証。 
 

〇 

 達成度：◎大幅達成、○達成、△達成遅れ、×未達 
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表Ⅲ-2.2.2-2 (ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 
テーマ 2021 年度末最終目標 主な成果の達成状況 達成度 

光電子

融合

サーバ

ボード 

光電子融合サーバボードのプロトタイプを試

作して良好な伝送品質を持つ 10Tbps 伝送可能

な CPU 間インターコネクトのシステム化技術

を確立する。 

・高速特性と剛性に優れたガラス基板と光エ

ンジンを組み合わせた集積光インターポー

ザを搭載した光電子融合サーバボードを試

作、サーバ試作機に実装してサーバ間

100Gbps 伝送を実現した。 

・環境温度変化の影響を受けない自律制御型

波長多重フィルタ技術を開発し、16 波長動

作により光電子融合サーバボードの 10Tbps

動作が可能であることを示した。 

・波長多重フィルタは 64 波動作までのス

ケーラビリティを確認した。 

○ 

ラック

スケー

ル並列

分散シ

ステム 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ

技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み

合わせた光電子融合サーバボードを試作し、

試作機とシミュレーションを用いてサーバ電

力量を 30％削減可能であることを示す。 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ

技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み

合わせた光電子融合ラック・サーバ・システ

ムを試作し、試作機とその上で動作する分散

ソータを用いてサーバ電力量を 98％削減可

能であることを実証した。  

◎ 

情報通

信シス

テム化

技術 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方

向波長多重トランシーバを搭載することによ

り、光加入者端末装置を 10 cm×2 cm×2 cm

以下のサイズに小型化するための実装技術を

開発する。 

・TWDM-PON 集積チップを試作して、10Gbps

×4 波長の光送受信動作及び偏波無依存受

信動作を実証した。 

・バットジョイント型 APD 導入により受光器

の高感度化を実現した。⇒130A/W  

・シリコンフォトニクス技術により小型化し

た光電子集積インターポーザを搭載したサ

イズ 10cm×2cm×2cm のパッケージに収容

できる光トランシーバーモジュールを試作

して、上り下り各 4 波長多重、10Gbps の一

芯双方向送受信動作、及び偏波無依存受信

動作を実証した。 

〇 

達成度：◎大幅達成、○達成、△達成遅れ、×未達 
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Ⅲ-2.2.2-3 （ⅱ）国際標準化と③成果普及活動 

テーマ 2021 年度末最終目標 主な成果の達成状況 達成度 

国際標

準化 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイ

ズ、入出力構成）、電気・光インターフェー

スに関し、提案した標準化案の採択推進活動

を行う。 

・光電子集積インターポーザの適用分野とし

て、COBO,OIF において Co-package 標準化を

推進した。 

・データセンタからコンピューティングの幅

広い分野に適用可能な物理仕様として、サイ

ズ、ピン配置の共通化 

・電気インターフェース OIF CEI-112G 仕

様を策定し、プロジェクト成果の幅広い適用

をサポート 

・IEC においてパッケージと光インター

フェースの標準化を達成 

〇 

成果普

及活動

(東京大

学) 

光エレクトロニクス技術を一般ユーザ、研究

者、学生等へ幅広く普及させる。 以下の項

目を実施する。 

１．学生向け講義：ナノ量子情報エレクトロ

ニクスに関する講義【ナノ量子情報エレクト

ロニクス特論】 

２．学生、社会人向けの集中セミナー【フォ

トニクス・イノベーションセミナー】 

・ナノ量子情報エレクトロニクス特論におい

ては、光エレクトロニクスとその関連分野の

講義に加え企業での集中講義を行い、フォト

ニクスの成果普及に実践的に貢献する高度な

人材を育成した。 

・フォトニクス・イノベーションセミナー

は、2018 年度に 4 回、2019 年度に 3 回、

2020 年度に 4 回、2021 年度に 1 回のセミ

ナーを開催した。光電子融合技術に加えて、

量子情報や光コムなど広範なフォトニクス技

術に関する基礎から産業化までの講演を開催

した。東京に加えて、京都や仙台などでもセ

ミナーを開催し、コロナ禍以降においてはオ

ンライン開催とした。当該技術の社会実装を

推進する人材の育成に寄与した。 

〇 

成果普

及活動

(PETRA) 

研究開発と並行して、ニュースリリース、展

示会への出展、シンポジウム開催等のり組み

を通じて、世界規模で本事業のプレゼンスを

高め、開発技術の優位性を示すとともに、光

エレクトロニクス技術の普及活動を行う。 

・ニュースリリース 6 件（2018 年度 2 件、

2019 年度 2 件、2020 年度 1 件、2021 年度 1

件） 

・国内展示会 7 件（インターオプト

（2018,2019,2020,2021 年度）、CEATEC

（2019,2020,2021 年度）） 

・国際展示会 1 件（OFC（2019 年度)） 

・国内シンポジウム 4 件（ISPEC

（2018,2019,2020,2021 年度） 

〇 

達成度：◎大幅達成、○達成、△達成遅れ、×未達 
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２．２．３  (ⅰ)システム化技術 
２．２．３．１ （ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 
１ノード当たり 10Tbps のインターコネクト帯域に向け、光電子集積インターポーザを実現するた

めに必要なデバイス技術、集積化プロセス技術、および光実装技術に関する研究開発を実施する。デ

バイス技術では、10Tbps に向けた各要素デバイスである光変調器、受光器およびこれらを駆動する電

子回路、波長多重光回路の研究開発を行う。集積化プロセス技術では、上記の各要素デバイスを集積

するための光集積プロセス技術とこれらの集積デバイス評価を行うウェーハレベル評価技術の研究開

発を行う。更に、光実装技術では、10Tbps の帯域密度を実現するための高密度光入出力パッケージ技

術の研究開発を行った。 
図Ⅲ-2.2.3(e)-1 に、10Tbps 帯域密度の光電子集積インターポーザを実現するためのデバイス・実装

技術開発目標を示す。1 シリコンフォトニクスチップ当たり伝送速度 112Gbps の信号を 16 波長で多

重化し、送受で 3.6Tbps となる。１LSI 当たり 3 シリコンフォトニクスチップで、3.6Tbpsx3≒10Tbps
を実現した。各技術成果の詳細は、添付資料(Ａ)成果報告書 p.58~p.122 をご参照。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.3-1 デバイス・実装技術開発目標 
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２．２．３．２ （ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開 
上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器およびそのシ

ステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行った。システム化技術の位置づけ

の概略を図Ⅲ-2.2.3-2 に示す。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3-2 システム化技術の位置づけの概略 

 
(ｆ－１)情報処理システム化技術  
実際のデータセンタで運用が可能であり、かつ光電子集積インターポーザを用いた小型かつ高速動

作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要となるシステム化技術を開発し

た。技術成果の詳細は、添付資料(Ａ)成果報告書 p.123~p.197 をご参照。 
 

(ｆ－２)情報通信システム化技術  
シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用いて、小型一芯

双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立した。技術成果の詳細は、添付資料(Ａ)成果報告

書 p.198~p.220 をご参照。 
 
 
２．２．４ (ⅱ)国際標準化 

 
国際競争力を確保するために、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために、国

際標準化を積極的に推進した。成果の詳細は、添付資料(Ａ)成果報告書 p.221~p.225 をご参照。 
 
 
２．３ ③成果普及活動 
プロジェクトの研究開発成果を一般のユーザ、研究者、学生等へ幅広く普及させるために、東京大

学において「フォトニクスイノベーション共創プログラム」を実施し、光エレクトロニクス分野にお

けるイノベーション創出に向けた人材育成を推進した。具体的には、大学院生を対象としたフォトク

ス技術領域の教育カリキュラムである「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」および学内外の学生と

社会人のためのフォトニクスに関しての公開セミナー「フォトニクス・イノベーションセミナー」を

開催した。成果の詳細は、添付資料(Ａ)成果報告書 p.225~p.229 をご参照。 
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Ⅳ．実用化・事業化に向けての見通しおよび取り組みについて 
１．実用化・事業化に向けての見通しおよび取り組みについて 

成果の実用化・事業化に向けた戦略として、知財戦略とシリフォト設計・プロセス統合プラット

フォームの構築が挙げられる。 
知財戦略として、オープン・クローズ戦略を図Ⅳ-1.-1 に示す。オープン戦略は、インターポーザの

外観、性能、製造方法等を知財化し、電気・光の入出力に関わるインターフェース部は標準化を図る。

クローズ戦略は、実装方法、装置仕様等をブラックボックス化して、事業化における強みにする。 
 

 
図Ⅳ-1.-1 オープン・クローズ戦略 

 
また、図Ⅳ-1.-2 に示すようにシリフォト統合化集積プロセスと設計・プロセス統合ライブラリ技

術を構築し、組合員企業やアイオーコア社に展開することで、低コストでシリフォトチップ供給が可

能となるプラットフォームとして活用する。 
 

 
図Ⅳ-1.-2 シリフォト設計・プロセス統合プラットフォームの構築 

 
１．１ 光電子融合サーバボード 

 
図Ⅳ-1.1-1 スーパーコンピュータ 28 年の性能推移 
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スーパーコンピュータの性能は、図Ⅳ-1.1-1 に示すように、堅調な需要と技術革新に支えられなが

ら、ここ 28 年間で約 700 万倍に向上した。しかしながら、近年はその伸びが鈍化するとともに、消費

電力が課題として顕在化している。この原因として、すでに報告したように、ムーアの法則が限界に

近づきつつあり、半導体プロセスの微細化が進展しても性能向上とコスト低減につながらないフェー

ズに突入したことがある。今後の更なるスーパーコンピュータの高性能化の方向性として、半導体プ

ロセスの更なる微細化への流れは依然としてあるものの、実装面での技術革新、すなわちプロセッサ

と複数のチップレットによるマルチチップパッケージ化や、テクノロジーやデバイスが異なるチップ

を集積するヘテロジニアス集積化が注目されている。一方、更なる大容量化と省電力化に向けて光モ

ジュールと LSI パッケージの統合や光モジュールを LSI パッケージに近接配置するような高密度実装

技術が注目されている。この流れの中で Facebook 社と Microsoft 社が設立した Co-Packaged Optics (CPO) 
Collaboration では光モジュールを LSI パッケージに統合する CPO 技術が議論されている。また標準化

団体である OIF では光モジュールを LSI パッケージに近接実装する Near Packaged Optics（NPO）技術

が提案され活発な議論がすすんでいる。 
図Ⅳ-1.1-2 で示すように、本プロジェクトで開発した光電子融合サーバボード技術を CPO や NPO

と比較すると、光モジュールを LSI パッケージに近接配置する構成であり、NPO の構造に近い。ただ

し、実装時の反りの問題を抑制しつつ高速伝送性能に優れたガラス基板をインターポーザとして用い、

サーバボード（マザーボード）との脱着を可能とする LGA ソケットを採用するなど、実システムへの

搭載を意識した構造と言える。更に、本プロジェクトで開発した光配線技術とファイバアセンブリ技

術は、高密度かつ低損失、さらに高温での安定性を有し、スーパーコンピュータへの実装技術として

有望な構造を実現している。 

 
図Ⅳ-1.1-2 CPO 構造、NPO 構造と本プロジェクトの構造 

 
データセンターサーバや高性能コンピュータ（HPC）市場は今後も堅調な成長を維持すると予想さ

れる。ある調査会社は 2022 年時点で HPC 市場は世界で 450 億米ドル規模であり、7%の CAGR で 2030
年までに 720 億米ドルに達すると予想している。これは気象・防災、創薬、交通など AI／ビッグデー

タを活用する様々な分野での需要が大きく拡大しているためであり、HPC 市場の成長に対する社会の

期待は大きい。 
本プロジェクトで開発したサーバ間光インターコネクト技術は、次世代の高性能サーバシステムお

よびそれを支える大規模ネットワークの差異化技術として期待している。本プロジェクトで開発した

技術を他社に先駆けていち早く事業化するために、サーバ事業関連部門と定期的な情報交換を行って

いる。サーバ実装コストを含めた全体のコストダウンや光 I/O の供給を含めたサプライチェーンの検

討を進めていく。 
 
１．２ ラックスケール並列分散システム 

Big Data や AI で扱うデータ量・計算量ともに増大しており、図Ⅳ-1.2-1 に示す様に国内市場におい

て 2020 年度は 6.7 倍、2030 年度は 14.1 倍で成長している（2015 年度比）。また、世界的に扱うデータ

量は、2 年毎に倍増している。 
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図Ⅳ-1.2-1  Big Data／AI で扱うデータ量・計算量ともに増大 
 
世界的な市場規模は、HPC(High Performance Computing)の領域において図Ⅳ-1.2-1 に示す様に、シ

ステム規模別に見ると分散処理を必要とするユーザの 6 割が 64 ノード以下の構成であり、1.2 兆円の

パークが見込まれる。1 ラック規模のシステムを実用化・事業化のターゲットとすることが有望であ

る。 
 

 
 

図Ⅳ-1.2-2 分散処理を必要とするユーザの 6 割が 64 ノード以下の構成 
 

国内の特に AI 市場規模予測を図Ⅳ-1.2-3 に示す。2025 年度において国内 AI ビジネス市場は、約

3,750 億円(プロダクト)が見込まれ、HPC やラックサーバ領域において波長ルータや光ネットワーク

カードを組み込み、伝送性能向上とコスト削減によりビジネスの拡大が期待される。 
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図Ⅳ-1.2-3 国内の市場規模予測 
 
ラックスケール並列分散システムは消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技

術を用いた接続技術を組み合わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを

用いてサーバ電力量を 30％削減可能であることを実証した。 
また、ラックスケール並列分散システムを FPGA(Field Programmable Gate Array)の論理回路として実

装した FPGA+光ボードで実際のアプリケーションを動作させ、OPTWEB でノード間を接続すること

で、従来のサーバ（Xeon）に比べ実効性能が向上することを実証した。 
昨今、注目を集めている人工知能(AI：Artificial Intelligence)や、分散処理向けのシステムとして

OPTWEB の有効性が見込まれる。 
今後の事業化に向けて、ボードを試作し具体的用途の検討を促進すると共に、市場動向や競合他社

の動向を見据えタイムリーに実用化できるよう検討・開発を行う。 
並行してラックスケール並列分散システムを量産化レベルに仕上げるための信頼性確認、歩留まり向

上するための検討を進めると共に、ラックスケール並列分散システムをより使いやすく、汎用的な部

品とするための検討も進める。具体的には、ラックスケール並列分散システムは光部品を光ファイバ

で接続するための光コネクタが多いため、組立が容易に出来ない課題もある。実用化のためには誰で

も取り扱いやすい形態が必須と考え、一括接続可能なコネクタの様な交換が容易となるモジュール化

の検討も進める。 
 

１．３ 情報通信システム化技術 
日本を含む世界では既に 5G サービスの提供が始まっているが、現状の 5G はまだほとんどが 4G 設

備上で提供されていて、フルスペックの 5G は限られた場所でスポット的に提供されているのみにと

どまっている。今後、ポスト 5G とも呼ばれる本格的な 5G サービスの提供に向けては、スモールセル

と呼ばれる小さなエリアごとに基地局を面的に設置する必要がある。そうなると基地局の設置数は 4G
ネットワークの約 100 倍に上ることが想定されるので、基地局装置には設置場所を選ばない小型化が

求められる。多数のスモールセルアンテナを結ぶフロントホールネットワークには PON の構成を用い

てスモールセルアンテナを既存の光アクセスファイバ網に収容する方式が設備コストの観点から有望

である。 
「（ｆ－２）情報通信システム化技術」項の開発は、5G ネットワークを支える PON システムへの適

用を目指すものであり、ONU の小型化により、設置場所を選ばない小型のスモールセル基地局装置が

実現され、5G の本格的な普及を加速させることが期待される。5G の機能拡張における面的な基地局

の敷設に併せて、PON 仮想化によるネットワーク資源割当制御機能を利用した PON 資源のダイナミッ

クな制御や、サービス毎にネットワークスライスを構築することによる効率的なネットワーク運用も

視野に入れている。 
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        図Ⅳ-1.3-1 ONU 小型化によりポスト 5G の本格的普及を加速 

 

 
図Ⅳ-1.3-2 PON 仮想化によるネットワーク資源割当制御 

 
現在国内の 4G マクロセル基地局は約 70 万局が設置されている。ポスト 5G におけるスモールセル

基地局の設置密度は 4G マクロセル基地局の約 100 倍と想定されるが、実際にはすべての地域でポス

ト 5G に向けたスモールセルの面的な敷設が早急に求められるわけではない。2030 年までに現在の 4G
サービスエリアの 40%に 5G スモールセルが面的に敷設展開されると仮定すると、2,800 万局が新たに

設置されることになる。その前提で国内の PON 装置の市場規模を予測すると、図Ⅳ-1.3-3 に示すよう

に、2022 年比で約 1.8 倍に拡大すると推計される。 
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図Ⅳ-1.3-3 国内の PON 装置市場規模予測 

 
今後の事業化に向けては、モバイルキャリアへのヒアリングを実施し、5G スモールセルの敷設計画

を調査するとともに、ローカル 5G への展開も考慮し、CATV 事業者などへもヒアリングを行い、ネッ

トワーク構成に対する展望や課題を探る。また、業界の標準化活動に参加することで、システムレベ

ルで他社/他装置との接続検証、各通信キャリアでのフィールド試験に参加し、参入優位となる RFP に

つなげる。従来より、標準化団体における PON システムの標準化活動を先導してきたが、今後も海外

も視野に入れてシステム全体としての技術の普及活動を行う。 
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まえがき 

本事業は、2012 年 9 月より経済産業省「未来開拓研究プロジェクト」の一つとして開始され、2013

年 4 月より独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から委託を受け 2022 年 2

月までの 10 年間のプロジェクトとして開始された。 

本事業の目的は、電気回路と光回路の特徴を活かした要素技術の実装・集積化による光配線・光素

子の新たな機能創出を図り、情報機器の小型化低消費電力化を実現し、システムレベルでの光配線技

術の有効性を世界に先駆けて示すとともに、その事業化への道を拓いていくことを目的とする。 

最終目標としては、電子機器のデータ伝送において 10 Tbps/ノードの伝送帯域と電気配線を用いる場

合と比較して 1/10 の低消費電力化を、また通信速度あたりの面積比で 1/100 以下の小型化（100 倍の

帯域密度）を実現すること、更に、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき、

かつデータセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立するこ

とである。 

これらの目標を達成するために、新たなデバイス構造に基づく、超低消費電力型の光エレクトロニ

クス実装基盤技術と、それらの要素技術を統合したシステム化技術等の開発を行い、データセンタレ

ベルでの運用の可能性を検証する。また、光配線、光素子を開発し、電子機器の省電力化、高速化、

小型化が可能となる光エレクトロニクス技術の実現により、今後電力消費が急増すると予想される電

子機器の消費電力を大幅に（サーバの場合は 30％）削減する。 更に、光配線技術開発を通して、さ

まざまなエレクトロニクス機器に、フォトニクス回路を容易に搭載できるようにし、産業インフラ機

器、民生機器、高精細画像・医療機器等への適用を検討する。また、これらの研究成果を光電子集積

デバイス化、モジュール化、さらにはシステム化することにより、情報通信産業、半導体産業、回路

基板産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化に貢献していくことを目指している。  

 

 

図 1-1 プロジェクトのマイルストーン 
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図 1-1 に 10 年間のプロジェクトのマイルストーンを示す。10 年間を 3 期に分け、第一期の 3 年間

で基盤デバイスである光 I/O コアを開発し、第二期の 3 年間でこの光 I/O コアを集積化し、大容量 LSI

を光接続可能な光ケーブル付き LSI 基板を開発する。更に、第三期の 4 年間で光電子集積インターポ

ーザを開発し、情報通信機器を中心に広くシステム化する。図 1-2 光エレクトロニクス実装プロジェ

クトの研究計画を示す。第一期、第二期の 6 年間の成果については、既に、2018 年 3 月に成果報告書

にまとめて報告している。 

 

 

図 1-2 光エレクトロニクス実装プロジェクトの研究計画 

 

 

 
 

図 1-3 第三期の研究開発の実施体制 
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また、第三期の研究開発の実施体制を図 1-3 に示す。組合員企業の研究者が集中研である産業技術

総合研究所内のつくば研究開発センターに結集し、基盤技術であるデバイス・実装技術の開発を担当

した。また、組合員企業の各分室では、開発したデバイス・実装技術の応用として、実用化・事業化

に向けたシステム化技術の開発を担当した。さらに、持続的高性能化に向けた革新的デバイスの開発

は、大学と共同実施という枠組みで実践した。 

本成果報告書では、第三期で行った、基盤技術であるデバイス・実装技術の開発、実用化・事業化

に向けたシステム化技術の開発、革新的デバイスの開発について、4 年間の成果を報告する。 
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1． 研究開発の成果と達成状況 

1.1 要約 

（1）和文要約 

革新的デバイス技術 

光電子集積サーバの継続的高性能化を目指し、革新的デバイス技術の開発を推進した。 

・革新的光源・光検出器技術 

ア）革新的光源技術（東京大学）：光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、ウェーハ融着法お

よび転写プリント法を用いて変調器集積型シリコン光回路上ハイブリッド量子ドットレーザの集積技

術を実証するとともに、量子ドット形成技術およびデバイス融着技術をさらに開発することで 1.4 µm 

以上長波長帯でのシリコン基板上量子ドットレーザの実現に成功した。 

イ）革新的光源技術（早稲田大学）：GaAs 基板上量子ドット(QD)へのイオン注入による集積光デバイ

ス化技術を提案した。イオン注入深さ制御による３領域組成混合(QDI)技術を確立し、QD モノリシッ

ク集積レーザを実現した。イオン注入を用いた電界吸収型変調器(EAM)の 300 GHz 超広帯域の可能性

を示し、変調器集積 QD 波長可変レーザ実現に向けた諸技術を確立した。 

ウ）革新的光検出技術(東京大学）：III-V-OI 基板上での量子井戸インターミキシングにより、能動光素

子と受動光素子を一体集積することに成功し、低寄生容量導波路型受光器を実証した。また高品位 Ge-

OI 基板を実現し、波長 2μm でも動作可能な横型 PIN 接合導波路型受光器を実証した。 

・革新的光変調器技術 

エ）革新的光変調器技術（横浜国立大学）：電極構造を最適化して光-電気位相整合を施した Si フォト

ニック結晶スローライト変調器を製作し，25～64 Gbps の OOK 変調，40～100 Gbps の PAM4 変調のア

イパターン開口を観測した。また 4 波長多重で 50×4 = 200 Gbps の変調も確認した。 

オ）革新的光変調器技術（東京大学）：SiO2 埋め込み Si 導波路を用いた低寄生容量ハイブリッド MOS

型光変調器を実現し、40 Gbps PAM4 変調に初めて成功した。また III-V-OI 基板上で横方向 PIN 接合を

用いた EA 変調器の動作実証にも成功した。 

・革新的光配線技術 

カ）革新的光配線技術（京都大学）：機械学習を活用した汎用性が高くかつ高度な設計が可能なフォト

ニックナノ構造設計手法を開発した。また電気パルスによる動的制御が可能かつ超低損失なフォトニ

ックナノ構造を作製するプロセスを確立した。これらにより３共振器結合系における電気制御光転送

を実現し、光電子集積チップによる動的光バッファリング技術の基礎実証に成功した。 

・革新的光エレクトロニクス回路技術 

キ）革新的光エレクトロニクス回路技術（東京工業大学）：SOI 上異種材料集積のための室温表面活性

化接合技術を確立、この技術による世界初のハイブリッド光デバイスを実現し、複数のデバイスを組

み合わせることで、機能可変光回路の一例として波長変換機能をワンチップで実現した。また、磁性

材料をリング共振器に積層することで、不揮発メモリ・スイッチを実証した。 

 

システム化技術 

・光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術 

ア）デバイス技術 

低消費電力で 10 Tbps を実現するシリコンフォトニクス集積回路の要素技術開発を行い、超小型・

大容量 WDM チップの要素素子である 112 Gbps 光変調器・受光器及びこれらを動作させるドライバ・
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TIA、16 波長合分波器を開発した。光変調器については、GeSi-EA 光変調器の最適化により 112 Gbps 

PAM4 動作を実証した。受光器については、横型 PIN 接合構造導波路型 Ge 受光器により 112 GbpsPAM4

動作を実証した。ドライバ・TIA については、最先端 SiGe-BiCMOS プロセスを用いて 112 Gbps PAM4

動作を実証した。受光器と TIA をフリップチップ実装した光レーシーバを作製し、世界最高の 112 

GbpsPAM4 動作を実証した。一方、低消費電力化に関しては、ドライバ・TIA を 22 nm CMOS で設計・

シミュレーションし、1 mW/Gbps 以下を達成できることを明らかにした。16 波長合分波器について

は、8 波長 AWG と 2 波長 DMZI バンドパスフィルタを用いた構造により、低損失・低クロストーク

動作を実証した。 

イ）集積化プロセス技術 

300mm 統合プロセス及びウェハプローバ技術を開発し、以下の成果を得た。導波路デバイスは、加

工プロセス最適化により世界最高の低伝搬損失導波路とスペクトル再現性の高い合分波器を実現した。

変調器に対するドーピングやエッチングの影響を調べ、高い効率再現性 6%を実証した。Ge 成長技術

改善により低貫通転位密度 (~1x107/cm2)を達成し、低暗電流かつ高受光感度のバッド結合受光器を実

現した。これらのデバイスプロセスを統合し、集積回路の高速動作を試作実証した。更に、300 mm 統

合プロセス技術をファンドリに展開し、良好なデバイス特性を確認した。ウェハプローバについては、

高速(>50 素子/2 時間)の動作特性評価システムを構築し、300 mm 統合プロセスによるデバイスの高い

動作均一性を明らかにした。更に、ウェハプローバにより得られたデバイス特性をライブラリ化し、

それにより大規模合分波回路を高精度に設計できることを示した。また、デバイス特性ばらつきの解

析を基にモンテカルロ回路シミュレーションを実施し、回路性能ばらつきの予測を行った。 

ウ）光実装技術 

シリコンフォトニクスチップを内蔵し、ポリマー光導波路を集積した光電集積インターポーザの実

装技術開発を行い、シリフォト光入出力密度 20 Tbps/mm2と 10 Tbps 伝送密度の光リンクを実証した。

上記の光電子集積インターポーザを実現するために、シリコンフォトニクスとポリマー光導波路を小

型、波長無依存で光接続可能な 3 次元樹脂ミラーの実現、多芯ポリマー導波路と多芯光ファイバとを

低損失で接続する光コネクタの実現、シリコンフォトニクス実装技術とポリマー光導波路形成技術の

確立を行った。上記を高スループットに試作する技術も確立した。3 次元樹脂ミラーについては、3 次

元立体構造の設計法と作製法を確立し、実際に積層した 3 次元ミラーを用いて、シリコンフォトニク

スとポリマー光導波路を損失 3 dB で接続実証した。光コネクタについてはシングルモードポリマー

光導波路アレイとシングルモード光ファイバアレイの 12 芯高精度光結合（平均<2 dB）を実証した。

高スループット試作技術については、インターポーザサイズ（50 mm 角）を一括で露光できるインプ

リントステッパ装置を開発した。 

・光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

エ）情報処理システム化技術 

・光電子融合サーバボード 

10 Tbps の CPU 間インターコネクトを実現する光電子融合サーバボードの実装技術を確立した。シ

リコンと近い熱膨張率を持ち、剛性、平坦性に優れたガラス基板を光電子集積インターポーザの有望

な基板材料と考え、ガラス 4 層で構成する合計 2 mm 厚のガラス基板を開発した。試作したガラスイ

ンターポーザは 112 Gbps PAM4 の電気信号伝送が可能な高速電気特性を示した。光配線技術としてポ

リマー導波路とファイバを接続する高精度なコネクタアセンブリ技術を開発し、ポリマー導波路は 0.5 

dB/cm と低損失な結果が得られ、ポリマー導波路と接続する新規ファイバアセンブリ構造では平均
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1.45 dB の低接続損失特性を示した。ガラス基板上にスーパーコンピュータ用高性能 CPU と高密度光

エンジン搭載ボードを実装した光電子集積インターポーザを LGA ソケットを介して接続する光電子

融合サーバボードの実装技術を開発した。試作した光電子融合サーバボードを評価用サーバシステム

シェルフに収納、CPU 内で高速信号処理を行う SERDES から 25 Gbps 信号を生成し、サーバ間 25 

Gbps×4 チャネル光信号疎通を確認した。また製造誤差や環境温度変動に対応できる自律制御型の

WDM フィルタを開発した。光回路に集積した受光器で信号強度をモニタし、透過特性をフィードバ

ック制御することで異なる波長の信号間で 50 dB 以下のクロストークを実現し、4 波長から 32、64 波

長までスケーリングできることを実証した。以上の技術確立により 10 Tbps 光電子融合サーバボード

の実現が可能であることを示した。 

・ラックスケール並列分散システム    

デバイスからアプリケーションまでの協調設計により、高速・低消費電力量サーバを開発した。デ

バイスでは、2 個の HBM2 メモリと、高密度波長分割多重に対応した 8 個の高帯域密度光モジュール

を搭載し、最大 32 台の FPGA メモリ間を 800 Gbps の広帯域で接続可能な FPGA カードを開発した。

レイヤ１では、消費電力の大きなパケットスイッチを排除し、電気/光信号間の変換回数を半減する波

長ルーティングを用いて、8 台の FPGA カード間を低遅延でフルメッシュ接続するネットワークを開

発し、全 224 チャンネル、総帯域幅 5.6 Tbps でエラーフリー動作を実証した。レイヤ 2&3 では、FPGA

間の軽量なフロー制御とルーティング・アルゴリズムを実装したネットワーク・アーキテクチャ

OPTWEB を開発した。FPGA 間でのリモート・ダイレクト・メモリ・アクセスを実現し、低遅延（0.7 

µs）・広帯域（720 Gbps）の Alltoall 通信を実証した。サーバおよびアプリケーションでは、各ノード

に InfiniBand EDR スイッチを介して電気配線された CPU と、波長ルーティングと OPTWEB で光配線

された FPGA が実装された 8 ノードのラックサーバ、及びこのサーバ上で動作する分散ソータを開発

した。分散ソートの実験結果から、電気配線サーバに比べて、光配線サーバの 48 倍の高速化と 98％

の消費電力量削減を実証した。 

オ）情報通信システム化技術 

5G スモールセル基地局に組み込み可能な TWDM-PON 用の超小型光トランシーバの開発を目的と

して、モジュールサイズを 10 cm×2 cm×2 cm に小型化するための要素技術を確立した。上り下り各 4

波長多重、10 Gbps の一芯双方向送受信機能をシリコンフォトニクス技術により 5 mm×3.5 mm のワン

チップに集積した光送受信チップを試作して、偏波無依存受信動作を実証した。アバランシェフォト

ダイオード導入による受光器の高感度化に取り組み、光吸収領域と増倍領域を分離した SAM 構造に

より、最大 130 A/W の受光感度を達成した。ビットエラーレートを評価した結果、最小受信感度-22 

dBm を得た。さらに、光送受信チップを回路基板に埋め込んだ光電子集積インターポーザ及びポリマ

ーミラーを用いた偏波無依存の光結合構造を備え、サイズ 10 cm×2 cm×2 cm のパッケージに収容でき

る光トランシーバモジュールを試作して、上り下り各 4 波長多重、10 Gbps の一芯双方向送受信動作、

及び偏波無依存受信動作を実証した。 

 

国際標準化 

光電子集積インターポーザの適用分野として、COBO、OIF において LSI と光インターフェースを

パッケージレベルで集積する Co-package 標準化を推進し、データセンタからコンピューティングの幅

広い分野に適用可能な標準体系として、インターフェースと物理仕様であるサイズやピン配置の標準

化を進展させた。IEC において光電子集積インターポーザの標準化体系を確立し、パッケージと光イ
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ンターフェースの標準化を達成した。 

 

成果普及活動  

・成果普及・人材育成活動  

光電子融合技術に加えて、量子情報や光コムなど広範なフォトニクス技術に関する基礎から産業化

までを扱ったフォトニクス・イノベーションセミナーを開催した。地方開催やオンラインでの開催と

して、学生や社会人から多くの参加者を得たことで、当該技術の社会実装を推進する人材の育成に寄

与した。 

・普及活動  

PETRA と東京大学が主催する国際会議「ISPEC」で、PETRA の成果発表と国際的な技術交流を行っ

た。また、OFC、CEATEC、InterOpto 等の展示会で研究成果を展示した。これらの内容を PETRA-WEB、

活動報告の中で紹介するとともに、一部はプレスリリースをした。 

 

（2）英文要約 

The followings are some of the main achievements at universities. To realize an integrated light source for 

an optoelectronic integrated interposer, quantum dot (QD) lasers were integrated using transfer printing method. 

Developing QD formation technology and device bonding technology, QD lasers on a silicon substrate in a long-

wavelength band over 1.4 μm were also demonstrated. A monolithically integrated QD laser was realized with a 

newly developed three-region QD compositional intermixing technology. An ultra-high-speed electro-absorption 

modulator (EAM) by ion implantation with 300 GHz bandwidth was proposed. Active-passive integration on III-

V on insulator (III-V-OI) wafer was achieved using quantum well intermixing, demonstrating a low-capacitance 

waveguide photodetector on such a wafer. In addition, a waveguide photodetector with a lateral PIN junction that 

can operate at 2 μm wavelength was demonstrated on a high-quality Ge-on-insulator wafer. Photonic crystal slow 

light modulators allow for significant size reductions in Si Mach-Zehnder modulators, maintaining a wide 

working spectrum and temperature tolerance. Devices with optoelectronic phase matching extended the frequency 

bandwidth to 38 GHz. OOK and PAM4 open eyes were confirmed up to 64 and 100 Gbps, respectively. A 4-

wavelength multiplexing 200 Gbps modulation was demonstrated. A low-parasitic-capacitance III-V/Si hybrid 

MOS optical modulator was obtained using an SiO2-embedded Si waveguide. 40 Gbps PAM4 modulation was 

demonstrated using the III-V/Si hybrid MOS optical modulator. An EA modulator with a lateral PIN junction was 

also demonstrated on a III-V on III-V-OI wafer. A versatile and sophisticated design method for photonic 

nanostructures based on machine learning was developed. Also, a fabrication process of ultra-low loss photonic 

nanostructures with p-i-n junctions was established. Based on them, electrically controlled photon transfer in a 

three-cavity coupled system was realized. A room-temperature surface-activated bonding technology for 

heterogeneous material integration on SOI was established. This technology realized a wavelength conversion 

function by combining multiple devices on a single chip, an example of a functionally tunable photonic integrated 

circuit. A non-volatile memory switch by stacking magnetic materials on a ring resonator was also demonstrated. 

For a 10-Tbps photonics electronics integrated interposer that require not only for large-capacity transmission 

but also for low-power consumption, small size, and low cost, silicon photonics device, their integrated process, 

and optical assembly technologies were developed. 

In the silicon photonics device technology, an optical modulator/photodetector, a driver/TIA that operates them, 
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and a demultiplexer, which consist of an ultra-compact, large-capacity WDM chip, were developed. 112-Gbps 

PAM4 operation were demonstrated by a GeSi-EA modulator and a horizontal PIN junction structure waveguide-

type Ge photodetector, respectively. 112-Gbps PAM4 operation of the driver/TIA were demonstrated using the 

state-of-the-art SiGe-BiCMOS process. Regarding low-power consumption, these drivers and TIAs were 

designed and simulated with 22 nm CMOS, and they were clarified that less than 1 mW/Gbps can be achieved. 

For a 16-wavelength demultiplexer using 8-wavelength AWGs and a 2-wavelength DMZI bandpass filter, low-

loss and low-crosstalk operation was demonstrated.  

In silicon photonics integrated process technology, the following results were obtained. The world's lowest 

propagation loss waveguide and high spectral reproducibility demultiplexer were realized in 300 mm wafers. A 

low penetration dislocation density in Ge growth was demonstrated, and a butt-coupled photodiode was realized 

with low dark current and high sensitivity. These 300-mm integrated process technology was deployed to the 

foundry and good device characteristics were confirmed. A high-speed operated wafer prober system was 

constructed for device characteristic evaluations. The device characteristics obtained by the wafer prober were 

made into a library and a large-scale combined demultiplexing circuit could be designed using the library with 

high accuracy. In addition, a Monte Carlo circuit simulation was performed based on the analysis of device 

characteristic variations, and circuit performance variations were predicted.  

Optical assembly technology was developed for a photonics electronics integrated interposer with a built-in 

silicon photonics chip and integrated polymer optical waveguide and demonstrated an optical link with an optical 

I/O density of 20 Tbps/mm2 and a transmission density of 10 Tbps to a silicon photonics chip. A 3D polymer 

mirror that can optically connect a silicon photonics waveguide and a polymer optical waveguide in a compact 

size and wavelength independent was realized with a 3 dB loss using a stacked 3D mirror structure. Also, an 

optical connector that can connect 12-arrayed polymer waveguides and 12-arrayed optical fibers with low loss 

(average < 2 dB), was realized. For high-throughput prototype technology, an imprint stepper device that can 

expose interposer size (50 mm square) at once was developed. 

From the above, all the project goals in silicon photonics device, their integrated process, and optical assembly 

technologies have been achieved. 

The electronic-photonic convergence server board has been assembled then has proved to efficiently function 

as high-capacity optical interconnect targeting 10 Tbps. The four-layered glass substrates were developed since 

they showed superior flatness and stiffness properties to the conventional organic ones, leading to the higher 

speed transmission capability for 112 Gbps PAM4 in the S11 spectrum. The 0.5dB-low-loss polymer optical 

waveguide and the 1.45 dB-loss connector were developed, which can be formed on the glass substrate. And then 

we fabricated the electronic-photonics convergence server board on which the glass substrate involving optical 

engines and CPUs specific to super computers are assembled. The sever boards ware installed into the rack shelf 

and 100 Gbps (25 Gbps x 4 channels) optical transmission has been demonstrated. Furthermore, the wavelength 

division multiplexing Mux/Demux filters provided the very low crosstalk less than -50dB between adjacent WDM 

signals, demonstrating the scalable feasiblity from 4 to 64 wavelengths. 

A high-speed and low-energy consumption server was developed with co-design from devices to applications. 

In devices, a wide (800 Gbps) bandwidth FPGA card, which is equipped with 2 HBM2 memories and 8 high-

bandwidth-density embedded optical modules that support dense wavelength division multiplexing, was 

developed. In physical layer, a fully-connected wavelength routing network that eliminates power-hungry packet 
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switches was developed, and error-free operations on all 224 channels with 5.6 Tbps total bandwidth were 

demonstrated. In data link layer, a lightweight network architecture OPTWEB for inter-FPGA communications 

was developed. A remote direct memory access and low-latency (0.7 μs) and wide-bandwidth (720 Gbps) all-to-

all communication among 8 FPGAs were demonstrated. In servers and applications, an 8 node rack server, in 

which each node has a CPU electrically wired with InfiniBand EDR and an FPGA optically wired with 

wavelength routing and OPTWEB, was developed. A distributed sorter that runs on the server was developed and 

48 times speed-up and 98% energy reduction by the optically wired server were demonstrated in comparison with 

those by the electrically wired sever.  

Si photonics integrated optical transceivers for TWDM-PON ONU were developed. Bidirectional 4 

wavelengths multiplexing and polarization-independent 10 Gbps receiving operation was demonstrated on a 

silicon one-chip of 5 mm x 3.5 mm. To improve receiving sensitivity, avalanche photodiodes with lateral SAM 

structure in which the absorption region and the multiplication region were separated was employed for the 

photodetectors of the optical transceivers. Responsivity higher than 130 A/W and sensitivity around -22 dBm 

were obtained. Optical transceiver modules that have a photonics electronics integrated interposer with an optical 

transceiver chip embedded in a circuit board and a polarization-independent optical coupling structure using a 

polymer mirror were fabricated. They can be contained in a package of 10 cm x 2 cm x 2 cm in size. 10 Gbps 

bidirectional transmitting and receiving operation and polarization-independent receiving operation with 4 

wavelengths multiplexing were demonstrated. 

Standardization for photonics-electronics interposer has been conducted to support broad market potential of 

co-packaging applications. In the IEC, PIC package standard and high-density optical interface standard have 

been completed. 

The photonics innovation seminars, which covered a wide range of photonics technologies including the 

electronic-photonic integration technology, quantum information and optical comb, were held. The seminars 

attracted many participants from students and researchers, contributing to the education for the photonics 

technologies. 
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1.2 本文 

以降に、①光エレクトロニクス実装基盤技術：革新的デバイス技術と②光エレクトロニクス実装シ

ステム化技術：システム化技術の個別テーマごとの、研究開発成果について述べる。 

 

1.2.1 研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発：(ii)革新的デバイス技術 

全体成果 

 電子機器の電気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装 

システム技術の根幹となる光電子集積インターポーザをさらに発展させることを目的に革新的デバイ

ス技術を開発した。尚、本研究は、東京大学、京都大学、東京工業大学、横浜国立大学、早稲田大学

と共同研究契約を結んで推進した。 

 

成果の概要： 

本プロジェクト期間を通して、光電子集積サーバの将来の進展に寄与する基盤技術に関連する多く

の優れた成果が創出された。これらの成果は、世界初・世界最高などと位置付けられる学術的価値が

高いものであることはいうまでもなく、実用化に資する技術としても大いに期待されるものである。

すでに一部の成果については、光エレクトロニクス集積デバイス技術・超低消費電力・高密度デバイ

ス技術との連携のもと、実用化を視野にいれた研究開発に進展している。このように、当初目標を達

成する成果が得られた。 

本プロジェクトで得られた成果の例を以下に示す。詳細は以下の項目別成果報告を参照頂きたい。 

 

（成果の一例） 

・シリコン導波路結合型量子ドットレーザの実証（多チャンネル集積・転写プリント法開発など） 

・長波長帯(1.43 μm)量子ドットレーザの実現とそのシリコン基板上形成の実現 

・量子ドット組成混合技術の開発とモノリシック集積量子ドットレーザの実現 

・イオン注入による超広帯域電界吸収型変調器の提案 

・Ge 薄膜導波路や III-V 族半導体薄膜導波路を使った導波路型受光器の実現 

・64 Gbps までの高速なフォトニック結晶スローライト変調器の実証 

・多値変調や波長多重を利用して，スローライト変調器の 100 Gbps を超える可能性を実証 

・ハイブリッド MOS 型光変調器による多値変調の実現 

・電気制御による光転送が可能な超低損失フォトニック結晶ナノ共振器結合系の実現 

・機械学習を活用した汎用性が高くかつ高度な設計が可能なフォトニックナノ構造設計手法の開発 

 

最終目標と主な成果を表 1.2.1-1 に示す。 
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表 1.2.1-1 最終目標と主な成果 

 

 
 

コスト競争を回避し、長期的な技術的優位性を確保し続けるためには、光電子集積サーバの継続的

な高性能化を可能とする光電気集積デバイスの更なる小型化・低消費電力化・高機能化が必要となる。

そのため、技術的に非連続な革新的デバイスの基盤技術となる、光源、光検出器、光変調器、光導波

路のデバイス技術開発や機能可変技術、光スイッチング技術の開発を行った。 

 

 

 (ⅱ）革新的

デバイス技術 
最終目標 主な成果 達成度 

ア)革新的光

源技術 

（東京大学） 

シリコン光回路上ハイブリッド量子ドット

レーザの集積技術を実証するとともに 1.4μm

以上の長波長帯のシリコン基板上量子ドット

レーザの実現可能性を示す。 

シリコン導波路結合型量子ドットレーザにつ

いては、転写プリント法を用いた量子ドットレ

ーザの集積技術を実証した。1.4 μm 以上長波

長帯量子ドットレーザの実現に成功し、シリコ

ン基板上形成も実現した。 

○ 

イ)革新的光

源技術 

（早稲田大

学） 
 

量子ドットレーザへのモノリシック集積化

技術を開発し、シリコン基板上変調器集積量子

ドット波長可変レーザ実現の可能性を示す。 

量子ドット組成混合技術を開発し、量子ドッ

トと導波路の集積レーザを実現した。波長可変

レーザに向けての回折格子作製技術の開発や、

イオン注入による超広帯域電界吸収型変調器を

提案し、目標への要素技術を開発した。 

○ 

ウ)革新的光

検出器技術 

（東京大学） 
 

光電子集積インターポーザ用光変調器に向

け、スローライト変調器において、30Gbps 以上

の OOK 変調動作を実証する。また、多値化や波

長多重化によるさらなる動作の実現可能性を

明らかにする。 

GeOI 基板上に Ge 導波路を形成し、横方向 PIN

接合を形成した導波路受光器を作製して良好な

受光特性を得た。また III-V-OI 基板上において

は量子井戸インターミキシングにより、横方向

PIN 接合を形成した導波路型受光器をモノリシ

ック集積することに成功した。 

○ 

エ)革新的光

変調器技術 

（横浜国立大

学） 
 

光電子集積インターポーザ用光変調器に向

け、スローライト変調器において、30Gbps 以上

の OOK 変調動作を実証する。また、多値化や波

長多重化によるさらなる動作の実現可能性を

明らかにする。 

位相不整合を解消する電極構造等を導入する

ことで遮断周波数を 38GHz まで向上させ，OOK 変

調で 64Gbps の動作を得た．また，PAMで 100Gbps，

4 波長多重で 200Gbps の動作の可能性を示した．
〇 

オ)革新的光

変調器技術 

（東京大学） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変

調器への展開に向け、ハイブリッド MOS 型変調

器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を

実現する可能性を実証することにより、光電子

集積インターポーザへの技術展開の見通しと

事業化に対する課題を明確化する。 

SiO2 埋め込み Si 導波路を用いることで、ハイ

ブリッド MOS 型光変調器の寄生容量を大幅に低

減することに成功し、40 Gbps PAM-4 変調に初め

て成功した。III-V 族半導体薄膜を用いた EA 変

調器の作製プロセスも確立し、高速変調の可能

性を示した。 

〇 

カ) 革新的光

配線技術 

（京都大学） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、

フォトニックナノ構造等による光損失補償機

能や光バッファ機能を統合することなどによ

り高度な光配線技術を開発し、光電子融合サー

バ技術の革新的展開へ寄与する。 

共振器による光信号保持と電気信号制御によ

る共振器間光転送が可能な光パルスバッファリ

ング機能の基礎技術を実証した。また機械学習

設計と高度な光損失低減プロセス等の統合によ

り、転送効率 90%以上、光保持時間 3ns 以上を得

る見通しを得た。 

○ 

キ) 革新的光

エレクトロニ

クス回路技術 

（東京工業大

学）学） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、

シリコンインターポーザ上で機能可変型光エ

レクトロニクス回路の基本機能を実証して光

FPGA 実現の見通しを明らかにすることにより、

光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与す

る。 

光FPGAの基本構成であるハイブリッド光利得

素子、特性可変ミラー、不揮発性スイッチを実現

するとともに、光利得素子をつなぎ合わせワン

チップ上で波長変換機能を実現することで、光

FPGA 実現の見通しを明らかにした。 

○ 
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1.2.1.1 革新的光源技術・光検出器技術 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレーザ技

術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。また、新たな技

術として歪シリコンゲルマニウムを用いた高効率・省電力光変調器の技術開発も行った。 

 

ア) 革新的光源技術（東京大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開として、シリコン上量子ドットレーザの性能向上を目指

すとともに、それらを光変調器などの機能が集積化された光チップ上に集積しその基本動作を実証す

る。また、シリコン基板上の高品質 1.3 μm 帯量子ドット形成技術を基礎に更なる結晶成長技術の深化

と波長制御技術の確立を図り、次世代集積化用光源技術として 1.4 μm 以上の長波長帯のシリコン基板

上量子ドットレーザの技術開発を行う。 

【最終目標】 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開として、1.4 μm 以上の長波長帯のシリコン基板上量子ド

ットレーザの実現可能性を実証する。また、集積シリコン光回路上ハイブリッド量子ドットレーザの

基本動作を実証試作する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示

すとともに、事業化に対する課題を明確化する。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

量子ドットでは、三次元的量子閉じ込めに起因して電子のエネルギーが離散化される。この量子ド

ットを活性層利得媒質として用いた量子ドットレーザは、この離散的電子状態に起因し、低閾値電流

密度、高温動作特性、温度安定動作や高速変調特性などの特長を有しており、光通信技術をはじめと

する様々な応用での利用が期待されている。特に低閾値動作、高温・温度安定動作は光電子融合シス

テムの基本光源に求められる要求を満たすものである。革新的光源技術では、この特長技術である量

子ドットレーザをシリコン光回路上に実現する。そのために、中核技術としての高品質量子ドット形

成技術の探求、ウェーハ接合技術、特にシリコン導波路への結合・集積化を可能にするための非平面

間高強度接合技術の開発とそれに基づくデバイス実現に取り組む。また、提案およびそれ以降の四半

世紀以上にわたり、東京大学が培ってきた量子ドットレーザ研究の実績・経験は、シリコン上量子ド

ットレーザ技術の進展には不可欠な要素である。 

 

＜成果＞ 

 2018 年度には、転写プリント法で量子ドットレーザのシリコン基板上形成技術を確立するととも

に、ウェーハボンディング法で多チャンネル導波路結合型量子ドットレーザの試作を進めた。さら

に、シリコン基板上直接成長型量子ドットレーザの実証およびメタモルフィックバッファ層を用いた

長波長帯量子ドットの形成技術の開発を実施した。 

まず、シリコン基板上 III-V ハイブリッド集積の新たな方法として挙げられる転写プリント法は 

III-V 属材料を有効使用が可能でかつ簡便な集積が可能な手法として注目をされていた。我々は、

GaAs 基板上で最適な条件で形成された量子ドットを、フォトレジストを用いて埋め込んだあと、下

地を除去し、シリコン基板上に移して、量子ドットレーザを形成させた。転写された量子ドットレー
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ザ構造はパルス駆動でレーザ発振に成功し、その閾値電流は室温で 63 mA であり、70 °C までの

動作が確認された(図 1.2.1.1(ア)-1)。 一方、波長分割多重 (Wavelength Division Multiplexing : WDM) 

応用及び多波長ハイブリットレーザを開発するための中核技術である、多チャンネルハイブリット量

子ドットレーザの導波路上の形成に成功した。ガラス薄膜をスピンコートで形成する材料である 

Spin-on-glass (SOG) を用いたウェーハボンディング法を採択することで、シリコン導波路上でも均一

な接着面が得られ、歩留まりを向上することができた。その結果、シリコン導波路上に５チャンネル

の量子ドットレーザが形成され、室温連続発振が確認された(図 1.2.1.1(ア)-2)。 

 

 

図 1.2.1.1(ア)-1 (a) 転写プリント法を用いた量子ドットレーザのシリコン基板上形成法 (b) シリコ

ン基板上に形成された量子ドットレーザ (c) 形成された量子ドットレーザの光出力-電流-電圧 (L-I-

V)特性 

 

 

図 1.2.1.1(ア)-2  (a) シリコン導波路結合型量子ドットレーザのアレイの概念図 (b) 量子ドットレ

ーザアレイの近視野像 

 

一方、結晶成長技術開発の知見を基礎にシリコン(100)基板上での高品質バッファ層および高品質
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InAs/GaAs 量子ドット層を実現することに成功し、シリコン基板上直接量子ドットレーザの室温発振

に成功した。この結果は、量子ドット形成技術のみならず、シリコン基板上の高品質 GaAs 膜の成長

技術が必要であった。この研究では、AlGaAs 種結晶層を導入し、シリコン基板上の III-V 属半導体成

長で生成される反転位相領域(Anti-Phase Domain:APD)を抑制し、単結晶 GaAs 層を得た上、歪み超格

子層を用いて低転移密度の GaAs 層が得られることを示した。これは Si(100)基板上に MBE 成長のみ

で実現した初めての量子ドットレーザであり、単一エピタキシャル成長を用いた直接成長量子ドット

レーザの実証としてもその意義がある(図 1.2.1.1(ア)-3)。その他、GaAs 基板上における多様な In 組成

(0~0.4)の InGaAs メタモルフィック層を成長させ、その上に InAs 量子ドットを成長することで、1.1 

μm から 1.6 μm 帯の発光波長を有する高密度量子ドット(~8×1010/cm2)の形成に成功した。この結果は、

長波長帯量子ドットレーザデバイスへの展開における要素技術である(図 1.2.1.1(ア)-4)。 

 

図 1.2.1.1(ア)-3 (a)シリコン基板上直接成長型量子ドットレーザ光出力-電流(L-I)特性とデバイス概

念図 (b) 量子ドットレーザの閾値電流前後の発光スペクトル 

 

 

図 1.2.1.1(ア)-4 (a)InAs 量子ドットを用いたメタモルフィック層構造 (b)In0.35Ga0.65As 層上に形成さ

れた高密度 InAs 量子ドット (1 μm ×1 μm) (c)異なる In 組成の InGaAs 層上に形成された InAs 量

子ドットからのフォトルミネセンス発光 
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 2019 年度は変調器集積型光回路上素子設計および試作を進めるとともに、長波長帯量子ドットの

新たなアプローチを探索する他、シリコン基板上直接成長量子ドットレーザの高性能化に関する研究

開発を遂行した。変調器集積型光回路は、SOI 基板上にシリコン変調器、導波路、および量子ドット

エバネッセント結合のための DBR 構造が４チャンネルで構成されるように設計・試作された。一

方、長波長帯量子ドット形成のために、新たに近接積層の量子ドット構造を形成した。近接積層法は 

GaAs と InAs の間の歪を軽減することで、直上に形成される量子ドットサイズを大きくし、長波長

図 1.2.1.1(ア)-6 (a) シリコン基板上 AlGaAs 種結晶層成長と APB 除去 (b) 歪超格子を用いた

貫通転位密度の低減 (c) 量子ドット成長直前 GaAs 層における貫通転位 (d) シリコン基板上

直接成長型量子ドットレーザの構造図 (e) 室温から 101 ℃における光出力-電流特性 (f) 室温

から 101 ℃におけるレーザスペクトル 

図 1.2.1.1(ア)-5 (a)近接積層 InAs 量子ドットからのフォトルミネセンス発光と構造の模式図 

(b)歪緩和層を含めた近接積層 InAs 量子ドットからのフォトルミネセンス発光と構造の模式図 
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発光ができるようにする。その結果、InGaAs 歪緩和層なしの量子ドットでは、発光波長 1.367 μm、

線幅 27 meV、歪緩和層ありの量子ドットでは発光波長 1.442 μm および線幅 19.5 meV の発光を得

ることができた。この結果は、一般的な単層量子ドットでは得られなかった発光波長であり、長波長

帯量子ドットレーザ向けの新たな形成法としての使用が期待できる(図 1.2.1.1(ア)-5)。また、既存の

シリコン(100)ジャスト基板上直接成長型量子ドットレーザのさらなる高性能化を行った。特に、

AlGaAs 種結晶層および歪超格子層を用いた貫通転位フィルタで、量子ドット成長の直前の GaAs 層

では、量子ドット密度の 1/100 以下まで貫通転位密度を減らすことができた。また、量子ドットレ

ーザのメサ幅を 7 μm まで狭くすることで、100℃以上の高温連続発振に成功した。これ結果は、シ

リコン基板上直接成長型量子ドットで最高発振温度であり、世界を先駆ける成果として評価された

(図 1.2.1.1(ア)-6)。 

 2020 年度はメタモルフィック層上および近接積層を用いた長波長帯量子ドットレーザを開発する

とともに、デバイス融着法を用いたシリコン基板上長波長帯量子ドットレーザについて研究を行っ

た。まず、2018 年度から行ってきたメタモルフィック層形成技術を用いて、GaAs 基板上に 

In0.23Ga0.77As 層を形成し、その上に高均一の InAs 量子ドットを形成した。この段階で、メタモルフ

ィック層に歪超格子層を挿入することで、貫通転位の量子ドット層への拡張を抑制し、発光効率の向

上を確認した。この量子ドットを活性層とし、作製されたレーザデバイスからは、1427 nm の長波

長帯の発光波長を有するレーザ発振が確認できた。その時の閾値電流密度(Jth)は 440 A/cm2、シング

ルファセットからの光出力は 30 mW 以上であった(図 1.2.1.1(ア)-7)。 

 

図 1.2.1.1(ア)-7 (a) メタモルフィックバッファ層上に形成された量子ドットからの 1.4 μm 以上発光

(b) メタモルフィックバッファ層を有する量子ドットレーザからのレーザ発振 

 

一方、シリコン基板上へのデバイス融着法を用いたアプローチも実施した。1.4 μm 帯の発振波長

を有する長波長帯量子ドットレーザを BCB を用いて融着させることでシリコン基板上に形成させ、

それからのレーザ発振を確認し、シリコン基板上 1.4 µm 以上量子ドットレーザの実証に成功した。

その時の発振波長は 1405.8 nm であり、閾値電流密度は 1000 A/cm2 であった(図 1.2.1.1(ア)-8)。ま

た、近接積層量子ドットは、二層積層構造から三層積層構造にその形成技術を高度化した。そのた

め、発光される量子ドットに掛かる格子歪みはさらに小さくなり、より長波長でかつ強い発光強度の

量子ドット層が得られた。これらを用いたレーザ素子からは 96 A/cm2 の非常に小さい閾値電流密度
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が得られ、その発光波長も通信波長帯 E バンドまで長波長化されていることが確認できた。また、

これは三層近接積層型量子ドットを用いた初めてのレーザ発振の報告でもある(図 1.2.1.1(ア)-9)。 

 
図 1.2.1.1(ア)-8 (a) シリコン基板上に融着された長波長帯量子ドットレーザ (b) シリコン基板上長

波長帯量子ドットレーザからのレーザ発振 

 

 

図 1.2.1.1(ア)-9 (a) 形成された三重積層量子ドット構造の概念図と透過型電子顕微鏡図 (b) 三重積

層量子ドットレーザの光出力-電流特性 (c) 三重積層量子ドットレーザの発振スペクトル 

 

 2021 年度はメタモルフィックバッファ層技術を高度化し、量子ドットレーザに適用するととも

に、転写プリント法を用いた長共振器量子ドットレーザの形成法を用いて、変調器集積型量子ドット

レーザ構造を試作した。InAs 量子ドットの発光波長を長波長化するためには、マトリクス材料であ

る、GaAs を InGaAs 混晶系材料に入れ替える必要がある。しかし、1.4 μm 帯などに長波長化させ

るためには高い In 組成が必要であり、ミスフィット転位が発生されて、格子歪が緩和されるメタモ

ルフィックバッファ層の採択が必須である。そのため、メタモルフィック層は貫通転位密度が高く、

その格子定数拡張に数ミクロンの厚膜の成長が必要であった。このようなメタモルフィック層に超格

子を用いたフィルタ層を挿入し、レーザの下部クラッド層と融合させることで、既存より１ミクロン

程度薄いレーザ下地構造を得ることができた。その上で形成された量子ドットレーザは、室温連続発

振に成功し、成長された下地構造（多機能メタモルフィックバッファ層）は、既存のメタモルフィッ

ク層・下部クラッド層・歪超格子フィルタ層の役割を同時に果たすことが確認できた(図 1.2.1.1(ア)-

10)。一方、転写プリント法も高度化され、2 mm 以上の長共振器量子ドットレーザのシリコン基板
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上に問題なく転写できた。この技術は、表面粗さが比較的に大きいところでも適用できる。この技術

を利用し、量子ドット構造のシリコン光回路上集積化に成功した(図 1.2.1.1(ア)-11)。 

 

図 1.2.1.1(ア)-10 多機能メタモルフィックバッファ層の (a)層構造図 (b)格子定数 (c)屈折率 

 

 

図 1.2.1.1(ア)-11 (a) 転写プリント法を用いた量子ドットレーザのシリコン基板上形成の概念図 (b) 

シリコン基板上に形成された長共振器量子ドットレーザ (c) 転写プリント法を用いて試作された変

調器集積型量子ドットレーザ 

 

＜ベンチマーク＞ 

光電子ハイブリッドシステム、光電子集積サーバにおいて、光源は電子回路の近傍に設置されるな

ど、高温かつ温度変動の激しい環境下での動作が要求される。また、低消費電力動作も不可避の要件

である。そのため、レーザ素子には、低い閾値電流密度、高い動作温度と温度変動に対する耐久性が

求められる。これらの評価指標である、閾値電流密度、動作温度と温度変動に対する耐久性、レーザ

出力のシリコン光導波路への結合効率、変調周波数の全てにおいて、シリコン導波路結合型量子ドッ

トレーザは、シリコン上量子井戸レーザと同等もしくはそれを凌駕することが可能である。一方、シ

リコン系基板上への高機能量子ドットレーザの直接形成については、実証されたシリコン基板上直接

成長型量子ドットレーザは無加工シリコン(100)基板上に形成可能であること、MBE 一括成長が可能

であること等、他機関と比較して大幅なアドバンテージを有している。なお、直接成長レーザの光導

波路への高効率結合は従来のエバネッセント方式では困難であり、新たな結合方式の検討も重要であ
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る。一方、InAs 系量子ドットを用いた長波長帯量子ドットについては、今まで達成されていなかった、

シリコン基板上通信波長帯 E バンドレーザを実現したため、その応用が期待できる。 

 

＜まとめ＞ 

光電子集積サーバ用の革新的光源技術の実現に向けて、シリコン基板上集積量子ドットレーザ技術

および高品質量子ドット形成技術の研究開発を行った。 

ウェーハ融着技術の確立によりシリコン基板上の量子ドットレーザの実証に成功し、その展開とし

て多チャンネルシリコン導波路結合型量子ドットレーザを作製・実証することに成功した。更に、新

たな量子ドットレーザの形成法として開発した転写プリント法では、化合物半導体上で最適化された

比較的大きいデバイスをシリコン基板上に転写することを可能にした。一方、デバイス融着技術も開

発し、1.4 μm 以上の長波長帯量子ドットレーザのシリコン基板上形成および実証にも成功した。 

直接成長法を用いたアプローチでは、現用の CMOS 技術との互換性のある Si(001) ジャスト基板上

において量子ドットレーザの形成に取り組んだ。シリコンと III-V 族材料の結晶構造の相違点から起

因する高密度の欠陥の形成を、多段階温度成長および歪超格子転位フィルタなどを導入することで抑

制し、高品質の GaAs 層を Si ジャスト基板上に成功的に形成した。また、高密度・多層積層の量子ド

ット構造を活性層に採用することにより、100℃ を超える高温での連続発振に成功した。 

長波長帯量子ドットの形成はメタモルフィックバッファ層を量子ドットマトリクス層に導入する方

法と近接積層型の量子ドットを形成する方法の両方が行われた。メタモルフィックバッファ層を用い

たアプローチでは、1.43 μm の発光波長のレーザが実証され、初めて提案された三層積層型量子ドッ

トレーザからも 1.37 μm の通信波長帯 E バンドの発振が確認できた。 

今後、光電子集積サーバ技術への応用に対して転写プリント法をさらに展開することで量子ドット

レーザの変調器・受光器などを含むシリコン光回路上への形成技術の開発が必要である。また、量子

ドットとしては、1.46 μm 以上の通信波長帯 S バンド・C バンド・L バンドの発光波長を有する高品

質 III-V 属量子ドットの形成法の開発を進めることが期待される。また、将来シリコン基板上直接成

長量子ドットレーザの光電子集積サーバへの技術展開においては、デバイスの高温特性改善および信

頼性の確保が必要である。 
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イ) 革新的光源技術（早稲田大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積サーバシステムの性能向上には、高温下での安定動作が可能で小型・高効率・高密度集

積性を有する革新的光源は不可欠である。優れた温度特性を有し低閾値動作が可能な量子ドットレー

ザはこれらの要求を満たす光源であり、波長可変性を有し、外部変調器がモノリシックに集積され、

シリコン光回路上に実装された量子ドットレーザの実現が期待されている。光電子集積サーバ用の集

積化光源への展開として、本項目では(1)イオン注入を駆使した量子ドット集積レーザの実現、(2)波長

可変化技術の確立、(3)超高速光変調器の提案など量子ドットのモノリシック集積光源実現に向けて要

素技術の確立を最終目標に研究開発を推進した。 

 

【最終目標】 

 光電子集積サーバ用の集積化光源への展開として、量子ドット波長可変及び変調器モノリシック集

積レーザのための要素技術を確立する。そのためにイオン注入領域制御技術を駆使した量子ドット組

成混合技術を開発し、量子ドット集積レーザの実現、波長可変化技術、超高速変調器について要素技

術を確立する。集積レーザをシリコン光基板上に接合するなどこれらの検討を通じて、光電子集積サ

ーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに、量子ドット集積素子の実現に対する課題を明確化す

る。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

量子ドットは、低閾値、高温動作、低雑音などの優れた特性を有することから、データセンタ内ネ

ットワーク用光源として期待され、送受信機への実装などの点でシリコン光回路への接合などによる

集積化が検討され、また実用化もされている。他方、モノリシックで諸機能が集積可能であればより

低コストで高機能な量子ドット光集積回路が期待される。それを実現するキーとなる技術として、半

導体プロセスで多用されるイオン注入技術に着目し、イオン注入深さをウェーハ内で制御することに

より禁制帯幅エネルギーの異なる領域を形成する量子ドット組成混合(QDI)技術を開発する。これに

より量子ドット、低損失導波路、光変調器などのモノリシック集積素子の実現が可能となる。さらに、

波長可変化のため QDI 導波路上への微細回折格子作製技術の開発、さらにイオン注入を駆使した超高

速光変調素子を提案し基礎的検討を行う。これら一連の取り組みは早稲田大学が有するイオン注入に

よる半導体光デバイスの高機能化技術をベースに行うものである。 

 

＜成果＞ 

2012 年度から 2017 年度の第一期及び第二期においては革新的光スイッチングデバイスとして、低

消費電力シリコン高速光スイッチ、高速光信号処理デバイス、そしてシリコン導波路上チップ接合の

研究に取り組んだ。 

まず光スイッチの素子構造はマッハツェンダ型であり(図 1.2.1.1(イ)-1(a))、実用上重要な偏光無依存

動作を目標として、解析により偏光無依存化には移相導波路の導波路厚を標準より厚く 260 nm 以上

とし、加えてリッジ導波路高さの最適化により、また低クロストーク化のために MMI カプラについ

てはハイメサ導波路構造とし、デバイス全体としてハイブリッド導波路構造とすることにより偏光無

依存化が達成出来ることを明らかした。素子作製では学内施設を利用した自作に加えて標準膜厚であ
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るがファウンドリを利用した素子で(図 1.2.1.1(イ)-1(b))、スイッチング電流が TE モードで 5.5mA、TM

モードで 7mA、またクロストークが約-20dB、スイッチング速度約 3ns と、概ね偏光依存性が抑えら

れた高速シリコン光スイッチを実現することが出来た(図 1.2.1.1(イ)-2)。 

 

 

 

 

高速光信号処理は多重量子井戸(MQW)構造半導体光増幅器(SOA)と外部フィルタを用いた構成であ

り、MQW-SOA の相互利得変調及び四光波混合の非線形性を利用し、一方の波長が 10Gbps で変調さ

れた 2 波長入力光の強度の組み合わせに応じて排他的非論理和(XNOR)動作を実現し、超高速光ビッ

トマッチングなどへの応用可能を実証した。さらに、この素子のモノリシック集積化と一層の超高速

性を目指して、SOA に 1550 nm 帯量子ドット(QD)-SOA を用い、さらに量子ドットにイオン注入と高

速アニールによる量子ドット組成混合(QDI)技術を開発し、QD-SOA とマイクロリングフィルタをモ

ノリシック集積化した素子を作製し、レーザ発振を実現した(図 1.2.1.1(イ)-3)。これらの結果は第３期

での革新的光源技術の研究に繋がるものである。 

シリコン細線導波路と InP 系半導体レーザ(LD)チップを、光軸調整のために厚みが制御されたポリ

マー上に蒸着した金属面を室温プラズマにより洗浄後圧着する方法により接合し、シリコン導波路か

らのレーザ出力を得た。この方法が、シリコンフォトニクス上の任意の位置に LD や光デバイスを接

合する上で有効であることを実証した(図 1.2.1.1(イ)-4)。 

(a) 

(b) 

図 1.2.1.1(イ)-1 シリコン偏光無依存高速 

マッハツェンダ型光スイッチ： 

(a)素子構造模式図、(b)素子表面写真 

(a) 

(b) 

図 1.2.1.1(イ)-2 シリコン高速マッハツェンダ

型光スイッチ特性：(a)静特性、(b)動特性 
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2018 年からの第三期では東京大学荒川研究室との共同研究により革新的光源技術に取り組んだ。こ

れまでに 1550 nm 帯 QD で開発してきた QDI 技術を 1250 nm 帯の GaAs 基板上 InAs QD に適用し、デ

ータセンタ用シリコン基板上波長可変変調器モノリシック集積光源の開発を目標とした。 

2018 年から 2019 年には、東京大学荒川研究室より提供を受けた GaAs 系 QD ウェーハへの、1550 

nm 帯 QD に用いてきた QDI 技術の適用性の最適化の検討を行った。イオン源は ICP-RIE プラズマま

たはイオン注入種として Ar+及び B+イオンを検討し、B+イオン注入と最適アニール条件により最大約

110 nm の PL ピーク波長シフトが得られ(図 1.2.1.1(イ)-5)、さらにこの条件下の QDI 層を活性層として

低閾値なレーザ発振が得られ(図 1.2.1.1(イ)-6)、結晶性が回復されていることを確認した。この手法に

対してウェーハ内でイオン注入深さを調整することにより任意の PL ピークウェーハ対応する領域組

成制御が可能なことを明らかにし、QD を用いたモノリシック集積光デバイスの適用性を明らかにし

た。 

さらに GaAs 系 QD ウェーハに対する QDI 技術の一層の組成混合の促進、またイオン注入において

マスク厚変調による QDI 領域分け技術を開発し、QD と QDI 導波路からなる集積レーザの実現を目指

した。イオン注入条件やアニール条件の最適化の結果、PL ピークシフト量の約 130 nm への増大が得

られた(図 1.2.1.1(イ)-7)。また、QD と QDI の個別素子によるレーザ発振はもとより、それらを集積し

た構造においてもレーザ発振が得られ、この QDI 技術が QD 集積レーザの適用に有効な方法であるこ

とを実証した(図 1.2.1.1(イ)-8)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

光直接結合

InP系LDSOI基板上のSi導波路

電流
IRカメラ像

図 1.2.1.1(イ)-3 1550 nm 帯量子ドットと組成混合

導波路上マイクロリング共振器集積レーザ 

図 1.2.1.1(イ)-4 シリコン細線導波路と InP 系 

半導体レーザチップ接合 

図 1.2.1.1(イ)-5 1250 nm 帯量子ドット

組成混合条件に対する高速アニール条

件と PL ピーク波長シフトの関係 

図 1.2.1.1(イ)-6 1250 nm 帯量子ドット組成混合層を活性層

とするレーザ特性：(a) I-L 特性及び(b) スペクトル特性 

(a) (b) 
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2020 年では、引き続き QD と QDI 集積レーザのプロセスの最適化に取り組むと共に、QDI 導波路

による電界吸収型変調器(EAM)の特性解析を行った。摂動論の一次近似による解析の結果、従来の箱

型ポテンシャルを有する多重量子井戸構造(MQW)の量子閉じ込めシュタルク効果(QCSE)に対して、量

子井戸ポテンシャルが放物線型的になる QDI 量子井戸の方が大きな量子閉じ込めシュタルクシフト

が得られることを明らかにした(図 1.2.1.1(イ)-9, 10)。 

 

最終年度の 2021 年では、本プロジェクトの目標であるシリコン基板上波長可変外部変調器モノリ

シック集積 QD レーザを実現すべく(図 1.2.1.1(イ)-11)、要素技術の確立を図った。QD と QDI 集積レ

ーザの作製プロセスの再現性を確立した。次に波長可変化の構造として分布ブラッグ反射型(DBR)レ

ーザ構造を目標し、QDI 導波路上への形状が安定した周期約 200 nm の１次回折格子の作製技術を確

立した(図 1.2.1.1(イ)-12)。さらに、EAM 変調器の高性能化を図るべく、従来の QDI 量子井戸層に垂

直な方向への電界印加構造に替わって、水平方向電界印加を実現すべく、プロトン注入により QDI 領

域を絶縁化して横方向からの電界印加構造を提案し、特性解析を行った。その結果浮遊容量の低下に

より約 300 GHz の極めて高い変調帯域が期待できることを明らかにした(図 1.2.1.1(イ)-13)。 

これら一連の取り組みにより、QD 構造へイオン注入を駆使することにより高機能・高性能なモノ

リシック光集積回路を実現可能なことを提示した。 

 

(a) 
(b) 

図 1.2.1.1(イ)-7 1250 nm 帯量子ドッ

ト組成混合領域の PL スペクトル 

図 1.2.1.1(イ)-8 1250 nm 帯量子ドット及び 2 種組成混合 

導波路集積レーザ特性：(a) 素子断面模式図 

(b)各領域と集積構造レーザの I-L 特性 

0kV/cm

45kV/cm

(Large)
(Small)

図 1.2.1.1(イ)-9 箱型及び放物線型ポテン

シャルに対する QCSE の比較 

図 1.2.1.1(イ)-10 放物線型ポテンシャルを有す

る 1250 nm 帯量子ドット組成混合導波路の 

吸収スペクトルの電界印加変化解析 
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＜ベンチマーク＞ 

光電子集積サーバにおける光電子融合素子は、シリコンフォトニクスをベースに高機能化を図る技

術が主流ではあるが、シリコンの最大の欠点である発光デバイスはハイブリッド集積に頼らざるを得

ない。そのためにはウェーハ接合やチップ接合、場合によっては再成長などの付加的なプロセスが必

要となる。その点で、発光に加えて出来るだけの機能を発光デバイスと同じ材料からなるモノリシッ

ク集積が低コストで実現可能であれば有望な方法の一つとなり得ると考えられる。その点で鍵となる

のは、禁制帯幅エネルギーの異なる領域を一つのウェーハ上の任意の位置に形成することで有り、こ

れにより発光、導波、また変調、さらに場合によっては受光という光電子融合素子に必要な一連のデ

バイスの実現が可能となる。その点で、注入深さ制御イオン注入とその後の高速アニールを III-V 族

半導体ヘテロ構造に適用することにより任意位置に任意の組成混合領域を形成することが可能である。

イオン注入技術はシリコンや半導体プロセスで広く用いられている手法で有り、低閾値、低消費電力、

高温、高速変調、低雑音、耐反射光の優れた動作が期待される材料である量子ドットに適用すること

により、高機能・高性能な光電子融合素子用光集積素子の実現が可能である。 

 

＜まとめ＞ 

光電子集積サーバ用の革新的光スイッチング技術及び革新的光源技術の実現に向けて、まず光スイ

ッチング技術では偏光無依存高速シリコン光スイッチ、高速光信号処理、シリコン上チップ接合に取

り組み、光源技術ではシリコン上波長可変外部変調器モノリシック集積量子ドットレーザの研究開発

DBRf
(QDI2)QD-SOA

EAM
(QDI1)

DBRr
(QDI2)

Ia IdfIdr IP -Vm

PS
(QDI2)

Si sub.
SiO2 III-V

Si WGside-wall grating

GaAs_N4

GaAs_N5

Pitch 200nm

Pitch 400nm

図 1.2.1.1(イ)-11 シリコン上波長可変 EAM

モノリシック集積量子ドットレーザの模式

図 

図 1.2.1.1(イ)-12 1250 nm 帯分布ブラッグ反射

器用(a) , (b)1 次及び(c)２次回折格子の SEM 像 

(a) 
(b) 

(c) 

図 1.2.1.1(イ)-13 プロトン注入による横型電界印加吸収型変調器： 

(a)断面模式図、(b)等価回路（左：基板上下電圧印加型、右：平面電圧印加型）、

(c)変調帯域特性解析 

(a) 
(b) 

(c) 
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を行った。 

キャリア注入型マッハツェンダ型シリコン光スイッチにおいて、導波路構造の最適化により、スイ

ッチング電流が約 5~7 mA、スイッチング速度が約 3 ns、素子構造によっては約 600 ps、そしてクロス

トーク約-20dB という低消費電力高速光スイッチングをほぼ偏光無依存で実現した。InGaAsP 多重量

子井戸光増幅器(SOA)と外部フィルタにより 10 Gbps XNOR 高速光信号処理動作を実現した。シリコ

ン細線導波路と InP 系半導体レーザとのチップ接合の初期的実験に成功した。 

量子ドット(QD)に対するイオン注入と高速アニール法を駆使した機能集積光デバイス化の検討を

行った。まず量子ドット組成混合(QDI)技術を開発し、1200 nm 帯量子ドットに対して最大約 130 nm

の PL ピーク波長シフトを達成した。さらにイオン注入深さの制御により任意の領域に任意の組成の

QDI 導波路を形成する技術を開発し、QD-SOA と QDI 導波路のモノリシック集積レーザを約 1 kA/cm2

の低閾値で実現した。さらに波長可変化のための周期約 200 nm の 1 次回折格子の形成技術を確立し

た。集積可能超高速外部変調器として、プロトン注入により QD 領域を絶縁化し、横方向電界印加に

よる電界吸収型変調器を提案し、解析により約 300 GHz の広帯域性の可能性を示した。また QD 集積

レーザのシリコン基板上へのチップ接合への知見を得た。現時点で波長可変化、外部変調器のモノリ

シック集積化、シリコン基板上への接合などの要素技術を確立した段階で有り、これら要素全ての集

積化素子の実現に向けて鋭意検討を行っている。 
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ウ) 革新的光検出器技術（東京大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積サーバシステムの性能向上には、光閉じ込めの強い光導波路プラットフォームを用いた

導波路型受光器が求められている。本項目では光電子集積インターポーザ用集積化受光器に向け、高

速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器の実証を最終目標に研究開発を推進した。 

【最終目標】 

 光電子集積インターポーザ用集積化受光器に向け、高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光

器を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に

対する課題を明確化する。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

高感度かつ高速応答が可能な光検出器を実現するためには、光閉じ込めの強い光導波路を用いるこ

とが有効なアプローチとなる。光閉じ込めを高めることで、より短い素子長で受光が可能となり、結

果として寄生容量を低減して、高速応答や省電力動作が可能となる。革新的光検出器では、Ge 薄膜や

III-V 族半導体薄膜を Si 基板上に貼り合わせた Ge-on-insulator (GeOI)基板や III-V on insulator (III-V-OI)

基板を用いた導波路型受光器を実現する（図 1.2.1.1(ウ)-1）。GeOI や III-V-OI 構造を用いることで、吸

収層に強く光が閉じ込められた導波路を実現することが可能となる。高品位 GeOI 基板や III-V-OI 基

板をウェーハボンディングにより実現し、集積化に向けたプロセス開発を進めることで、高速応答可

能で省電力化が可能な導波路型受光器の実現に取り組む。東京大学が培ってきたウェーハボンディン

グ技術やシリコンフォトニクスプロセス技術に関する実績・経験は、革新的光検出器の進展には不可

欠な要素である。 

 

図 1.2.1.1(ウ)-1  本項目で研究を進める Ge-OI や III-V-OI 基板を用いた導波路受光器の素子構造 

 

＜成果＞ 

GeOI 基板を用いた導波路型受光器に関しては、GeOI 基板の高品位化に研究を進めた。GeOI 基板は図

1.2.1.1(ウ)-2 に示すプロセスで用いて作製する。接合後に Ge 基板を剥離するために水素イオンを注入

するが、この結果として、Ge 薄膜に結晶欠陥が残留し、結晶品質が低下する課題があった。 
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図 1.2.1.1(ウ)-2 Ge-OI 基板の作製プロセス 

 

この問題を解決するため、水素イオン注入条件の最適化を進めた。イオン注入時の結晶欠陥は注入

された水素イオン濃度が最も高い付近に集中する。このことから、イオン注入エネルギーを 80 keV か

ら 160 keV に高めることで結晶欠陥位置を深い位置にシフトさせる手法を考案した。図 1.2.1.1(ウ)-3

に Ge 基板剥離後の GeOI 基板の断面 TEM 像を示す。水素イオン注入エネルギーを 160 keV にするこ

とで、デバイスとして用いる貼り合わせ界面から 300 nm 程度の Ge 層では結晶欠陥が減少することが

確認された。 

 

図 1.2.1.1(ウ)-3 基板剥離後の GeOI 基板の断面 TEM 像 

 

結晶欠陥を低減した GeOI 基板を用いて図 1.2.1.1(ウ)-4 に示すような長尺スパイラル導波路を作製

し、導波損失を評価した。もともとの GeOI 基板では結晶欠陥起因のホール生成が多く、ホールによ

る自由キャリア吸収により、導波損失は 25.9 dB/cm と極めて大きかった。一方、結晶欠陥を減らすこ

とでホール生成が抑制され、濃度の低い n 型 GeOI 基板を実現することができた。電子による自由キ

ャリア吸収はホールに比べると格段に小さい結果、導波損失を 2.4 dB/cm にまで低減することに成功

した。 
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図 1.2.1.1(ウ)-4 GeOI 基板を使ったスパイラル導波路および導波損失評価結果 

 

作製した GeOI 基板を用いて Ge 導波路を作製し、横方向 PIN 接合を形成した導波路型受光器を作

製した（図 1.2.1.1(ウ)-5）。波長 2 μm の入射光に対しても高い受光感度を実現することに初めて成功

した。 

 

図 1.2.1.1(ウ)-5 GeOI 基板を使った導波路型受光器の素子写真と受光特性 

 

III-V-OI 基板を用いた導波路型受光器の作製の研究も進めた。III-V-OI 基板上で導波路型受光器とパ

ッシブ導波路を集積化するためには、III-V-OI 基板上で複数のバンドギャップをもつ III-V 層を設ける

必要がある。本研究では、量子井戸インターミキシングを用いたバンドギャップ制御技術の研究開発

を進めた。これまで III-V-OI 基板上で量子井戸インターミキシングをするためには、極めて浅い位置

に P イオンを注入する必要があることが分かっている。そのためには 3 keV と極めて低い注入エネル

ギー条件が求められるが、装置の制約上高温イオン注入が利用できず、バンドギャップ制御に課題が

あった。そこで本研究では、P 分子イオンを用いた量子井戸インターミキシングを新たに考案した。

P 分子イオンは P イオンよりも質量が大きいことから、10 keV のエネルギーでも浅い注入を実現でき
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る。10 keV は一般的な装置で利用できる注入エネルギーであり、高温イオン注入も可能である。200

度で P 分子イオンを III-V-OI 基板に注入して量子井戸インターミキシングした結果を図 1.2.1.1(ウ)-6

に示す。150 nm のバンドギャップ波長シフトが得られ、アクティブ・パッシブ集積が可能になった。 

 

図 1.2.1.1(ウ)-6 III-V-OI 基板上における P 分子イオン注入による量子井戸インターミキシング結果 

 

この量子井戸インターミキシングを用いて III-V-OI 基板上の導波路型受光器を集積した結果を図

1.2.1.1(ウ)-7 に示す。ドライエッチングを用いてリブ型導波路を形成し、Si イオン注入と SOG からの

Zn 拡散を用いることで横方向 PIN 接合を導波路に形成した。パッシブ導波路部に形成したグレーテ

ィングカプラを使って光ファイバから光信号を入力した。素子長 30 μm の素子で 0.7 A/W の感度を

実現することに成功した。 

 

 

図 1.2.1.1(ウ)-7 量子井戸インターミキシングを用いて III-V-OI 基板上に集積した導波路型受光器 

 

作製した導波路型受光器の動特性結果を示す。12.5 Gbps NRZ 信号の入力に対して明瞭なアイ開口

が得られた。またエラーフリー動作にも成功した。 



33 
 

 

図 1.2.1.1(ウ)-8  III-V-OI 基板上に集積した導波路型受光器の動特性 

 

＜ベンチマーク＞ 

光電子ハイブリッドシステム、光電子集積サーバの一層の省電力化には、光閉じ込めを高め、吸収

層とのモードオーバーラップを大きくすることで、素子長を短くすることが求められる。本項目で研

究を進めた GeOI 基板や III-V-OI 基板はバルク基板よりも光閉じ込めを倍以上高めることができ、素

子長を大幅に短くすることができる。また GeOI 基板や III-V-OI 基板上に形成した導波路に横方向 PIN

接合を形成した受光器は寄生容量を小さくすることができる。特に導波路メサを形成することで一層

の寄生容量低減が期待できる。この結果、良好な受光感度を維持しつつ、寄生容量を数 fF まで低減す

ることに成功した。これは従来の Ge 受光器と比べると一桁程度小さい寄生容量であり、高層化や省

電力化に点で有利である。 

 

＜まとめ＞ 

光電子集積インターポーザ用集積化受光器に向け、高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光

器の研究開発を行った。 

高エネルギー水素イオン注入技術を新たに開発することで、接合で形成した Ge-OI 基板の高品位化

に成功した。これにより、結晶欠陥誘起のホール生成を抑制し、n 型 GeOI 基板を作製するプロセスを

確立した。n 型 GeOI 基板を用いることで導波損失を 1/100 程度に低減することが可能となった。作製

した GeOI 基板上に Ge 導波路を形成し、横方向 PIN 接合を形成した導波路受光器を作製して良好な

受光特性を得た。 

また III-V-OI 基板を用いた導波路受光器の研究においては、新たに考案した P 分子イオン注入を用

いた量子井戸インターミキシングにより、アクティブ・パッシブ集積技術を確立した。これにより、

横方向 PIN 接合を形成した導波路型受光器をモノリシック集積することに成功した。GeOI 基板、III-

V-OI 基板いずれにおいても高い光閉じ込めを実現することができ、寄生容量を大幅に削減することが

できる。本プロジェクトで得られた成果は将来の光電子集積インターポーザ用集積化受光器の高速化・

省電力化に資するものである。 
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1.2.1.2 革新的光変調器技術 

エ）革新的光変調器技術（横浜国立大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積サーバシステムの性能向上には、小型・高速な革新的光変調器が不可欠である。しかし

シリコンの p-n 接合におけるキャリアプラズマ分散を原理とする限り、物性的な電気光学効果には限

界があるため、これを移相器として用いるマッハツェンダ変調器は数 mm の長さを必要とし、光集積

のフットプリントを圧迫していた。より効果が大きな異種材料との組み合わせは一つの選択ではある

が、汎用的なシリコンプロセスだけでは実現できないという制約が生じる。一方、汎用プロセスで製

作できるフォトニック結晶構造を用いれば、スローライト効果によって実効的に電気光学効果が増強

され、従来の 1/10 となる長さ 200 µm でも同等の性能が得られ、32 Gbps までの動作が達成されてい

た。そこで本項目では(1)構造最適化による 30 Gbps 級を超える高速動作の実現、(2)多値化や多重化に

よる 100 Gbps 以上の動作の可能性探求を最終目標に研究開発を推進した。 

【最終目標】 

光電子集積インターポーザ用光変調器に向け、位相整合対策が施された移相器長 200 µm 程度のス

ローライト変調器において、30 Gbps 級を超える OOK 変調動作を実証する。また、同様の 50 Gbps 以

上の動作、ならびに波長多重化、ならびに PAM 等の多値化による 100 Gbps 以上の動作の実現可能性

を明らかにする。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

フォトニック結晶のスローライト効果は、光の群速度を遅くし、光と媒質の相互作用を増強する。

ただし、これをマッハツェンダ変調器の移相器に適用すると、変調光と RF 信号の位相不整合の問題

が生じ、これが変調遮断周波数を制限していた。従来、このような位相不整合は、1cm を超える長尺

な変調器に対して議論され、長尺とは言っても長さ 3 mm 程度のシリコンフォトニクス変調器ではほ

とんど議論されてこなかった。というのも、位相不整合はせいぜい 10％オーダーであり、数 10 GHz

の周波数でもあまり問題にならなかったためである。しかしスローライト変調器では変調光と RF 信

号の群速度が 10 倍近く異なり、200 µm といった短い長さでも既に問題となる。そこで本研究では、

図 1.2.1.2(エ)-1 のような RF 遅延線、すなわちメアンダライン電極等を採用して最適化し、さらに終端

抵抗も最適化して集積し、高速化を狙った。まずは遮断周波数の向上を図り、単純な OOK 変調を高

速化した。その結果を踏まえ、さらに多値変調である PAM4 で 2 倍のビットレートを目指した。 

変調器はどんなに小さくしても、最終的には電極パッドが変調器のフットプリントを制限する。つま

り電極パッドと同程度の大きさになれば、小型化は一段落する。通常の電極パッドはおよそ 100 µm ピ

ッチであり、本研究の移相器長 200 µm という長さはこれに近い、頃合いの大きさといえる。これは

並列伝送のための変調器のアレイ集積化にも有効であるが、本研究はさらに小型の波長合波器と組み

合わせた波長多重用の 8 個の変調器を集積化し、最終的には 4 個の動作と合波による 100 Gbps 級の実

証を目指した。 
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図 1.2.1.2(エ)-1 製作したスローライト変調器 (a) 従来電極デバイス (b) 位相不整合を解消するメ

アンダライン電極デバイス 

 
(a)                         (b)                       (c) 

図 1.2.1.2(エ)-2 周波数特性 (a) 遮断周波数の計算結果 (b) Ld を変えたときの周波数応答の測定結

果 (c) RLを変えたときの周波数応答の測定結果 

 

＜成果＞ 

まず、メアンダライン電極を含むスローライト変調器の伝送線路解析を行った。スローライトの群

屈折率 ng = 20 としたときの結果を図 1.2.1.2(エ)-2(a) に示す。ここではメアンダライン電極の遅延部

分の長さ Ld と終端での RF 信号の反射率L（終端抵抗 RLにより調整可能）を変えており、従来電極デ

バイス（Ld = 0 mm、L = 1.0）では遮断周波数が約 20 GHz となるのに対して、例えば Ld = 0.5 mm、1 

mm のメアンダライン電極と、L = ‒0.5、‒0.25 となる終端抵抗を設定すると、遮断周波数がそれぞれ

56 GHz、38 GHz まで向上すると予想された。 

実験では様々な Ld と終端抵抗 RLのデバイスを製作した。図 1.2.1.2(エ)-2(b)は RL = 50 （L = 0）に

対して、様々な Ld の素子の周波数応答を比較した結果である。また意図的に群速度分散をもつデバイ

スとすることで、波長を変えることで ng を 20 または 40 と変えた。ng = 20、Ld = 0mm の従来デバイス

では、計算の通り、遮断周波数は 20 GHz に制限された。この制限は ng = 40 でさらに顕著になり、12 

GHz まで低下した。これに対して Ld を 1.186 mm としたデバイスでは、ng = 20 と 40 で遮断周波数が

いずれも 30 GHz に達した。ng が高いときの方が改善効果が顕著であり、これは今までよりも高い ng

が利用できることを示唆している。さらに図 1.2.1.2(エ)-2(c)は Ld = 1.186 mm と固定した、RLを最適化

したときの結果であり、RL = 20 としたとき最大の遮断周波数 38GHz を得た。 

 そこで次に、OOK 変調によるアイパターンの観測を行った。図 1.2.1.2(エ)-3 は ng を 30～40 と高め

に設定し、RL = 50 終端したときの 25～32 Gbps アイパターンである。25 Gbps の方は 1 Vpp と低電圧
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にもかかわらず、3 dB 近い消光比をもつ明瞭なアイ開口が得られた。32 Gbps の方は 2 Vpp とやや高め

に設定したが、こちらも極めて良好なアイ開口である。一方、25～32 Gbps の信号を合波して、50～64 

Gbps 動作も試した。こちらは ng = 20 に抑制し、高い遮断周波数が得られる 20終端とした。また、

こちらでは 1 ps まで高速応答する光サンプリングオシロスコープを用いた。その結果を図 1.2.1.2(エ)-

4 に示す。5.2～5.3 Vpp という高めの電圧ながら、64 Gbps まで明瞭なアイ開口が得られた。電圧を 3.5 

Vpp まで下げると、図 1.2.1.2(エ)-5 のように消光比が 2.3～3.0 dB とやや開口が不明瞭になった。さら

に低電圧化を進めつつ、アイを改善するには、ng を 30 以上に引き上げ、それに対応する Ld を設定す

るのが有効と考えられた。 

 

 

(a)                         (b) 

図 1.2.1.2(エ)-3 比較的低速でのアイパターン (a) 25 Gbps、1 Vpp (b) 32 Gbps、2 Vpp 

 

(a)                   (b)                    (c) 

図 1.2.1.2(エ)-4 高速でのアイパターン 5.2～5.3 Vpp (a) 50 Gbps、(b) 56 Gpbs、(c) 64 Gbps（用いて

いるサンプリングオシロスコープが図 1.2.1.2(エ)-2 の場合とは異なる） 

 

(a)                         (b) 

図 1.2.1.2(エ)-5 高速でのアイパターン 3.5 Vpp (a) 50 Gbps、(b) 64 Gbps 

 

遮断周波数の向上、ならびに期待した以上の高速な OOK 変調が得られたので、次に PAM4 変調も

試した。ここでは 10～25 Gbaud の 2 チャネルの PPG 信号を合波して 20～50 Gbaud 信号を生成し、さ

らにこれを位相シフトして PAM4 信号を生成、変調器に印加した。図 1.2.1.2(エ)-6 にアイパターンを

示す。OOK 変調に比べると、要求される周波数帯域が 1.5 倍以上といわれるので、やや応答が不足気

味であるが、それでも 58 Gbps までは十分なアイ開口が得られており、100 Gbps でもかろうじてアイ

開口が見られた。遮断周波数を最大の 56 GHz まで引き上げれば、改善できると思われる。 



37 
 

 

図 1.2.1.2(エ)-6 PAM4 変調でのアイパターン 3.5Vpp 

 

 次に波長多重に取り組んだ。ここでは同様のメアンダライン電極をもつスローライト変調器を 8 個

と、非対称マッハツェンダ干渉計を多段に組み合わせた波長合波回路を組み合わせた。図 1.2.1.2(エ)-

７は合波回路の構成と製作したデバイスの様子である。製作した合波回路のチャネル間隔は 5.2 nm で

ある。合波回路は 8 チャネルが動作可能であったが、スローライト変調器の方は帯域が 20 nm 程度と

限られていたため、2 種類の設計を組合せ、さらに位相調整用ヒータを駆動してデバイス全体を加熱

して動作波長を長波長シフトさせて、最終的に 4 チャネルの動作を可能にした。 

 

   
(a)                                  (b) 

(c)  

図 1.2.1.2(エ)-7 波長多重実験に用いた波長合波回路の(a)概要と(b)製作したデバイス(c)は合波器の波

長特性の測定結果と、それに対して調整した変調器の帯域 
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図 1.2.1.2(エ)-8 4 波長チャンネルそれぞれの合波前後の 50Gbps アイパターン 

 

 全ての変調器を 50 Gbps で OOK 変調したときのアイパターンを図 1.2.1.2(エ)-8 に示す。多少のばら

つきは見られるものの、明瞭なアイ開口が見られた。よって 1 レーン 4 波長の伝送で 200 Gbps が可能

になる見通しが得られた。 

 

＜ベンチマーク＞ 

本研究のスローライト変調器の結果を、他機関の高速変調器の報告値と比較したのが表 1.2.1.2(エ)-

1 である。本変調器の速度は他の最高速のシリコン変調器と遜色がなくなった。サイズの面では圧倒

的に小さい。現在、主に採用している ng = 20 を 30～40 に引き上げれば、電圧を 2～3 Vpp に引き下げ

たうえで、消光比 3 dB 以上が十分に期待できる。また消費電力は、25 Gbps では 0.8p J/bit と小さい。

64 Gbps では 3.5 Vpp のときに 9.6 pJ/bit と大きいが、低電圧化によって大幅に下げられる可能性があ

る。よって、本デバイスは他機関と比べて性能のバランスが取れ、サイズが非常に小さいという点が

重要な特長となることが、あらためて確認された。 

 

表 1.2.1.2(エ)-1 他機関との性能比較 

 

 

＜まとめ＞ 

光電子集積サーバ用の革新的光変調器技術の実現に向けて、汎用のシリコン半導体プロセスで製作

できるフォトニック結晶構造を導入したスローライト変調器について、特に高速化に焦点を当てた研

究開発を行った。 

スローライト変調器の高速化では、変調光と RF 信号の位相不整合が大きな問題であった。本研究

では、これを解決する RF 遅延線であるメアンダライン電極を導入することにより、問題が十分に解
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消され、ng = 40 といった大きな群屈折率も利用できるめどが立った。また、終端抵抗も最適化した結

果、遮断周波数は従来の 20 GHz 以下から 38 GHz まで向上し、OOK 変調では 64 Gbps、PAM4 ではか

ろうじて 100 Gbps の動作を確認した。さらに波長多重を利用することで、200 Gbps の伝送にもめどを

つけた。 

今後の主な課題は、光損失の低減と低電圧化である。光損失は他のシリコンフォトニクス変調器に

比べて特別に大きいわけではないが、これもスローライト効果を受けて増大しているため、短い変調

器の割には大きいという結果になっている。これは変調特性とバランスを取る最大限の最適化が必要

と考えられる。また電圧が高くなるのは、p-n 接合の電気抵抗によって伝送中の RF 信号に減衰が起こ

っているのが主な要因である。キャパシタンス結合させた 2 段電極の採用など、電極をさらに最適化

することで、改善できるであろう。以上を総動員すれば、将来的には PAM4 による 112 Gbps、8 波長

多重、8 レーンを組み合わせれば、3 mm × 5.2 mm といった微小なフットプリントで 6 Tbps 以上の

伝送能力をもつ送信器が得られるものと期待される。 
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オ) 革新的光変調器技術（東京大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積サーバシステムの性能向上には、高速かつ低消費電力で動作する光変調器が求められてい

る。本項目では光電子集積インターポーザ用集積化光変調器に向け、ハイブリッド MOS 型光変調器

等の実証を最終目標に研究開発を推進した。 

【最終目標】 

 光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、ハイブリッド MOS 型変調器等に

対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現する可能性を実証することにより、光電子集積インター

ポーザへの技術展開の見通しと事業化に対する課題を明確化する。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

有効質量が軽い歪み SiGe やⅢ-V 族半導体を組み合わせることで、シリコン光集積回路中の光変調に

用いられる自由キャリア効果を増大可能であり、高効率光変調器を実現する上で有効であることをこ

れまでの研究で実証してきた。特に電子の有効質量が軽い III-V 族半導体薄膜を Si 導波路上に貼り合

わせたハイブリッド MOS 型構造を用いた光変調器では、III-V 族半導体中の電子誘起屈折率変化を用

いることで高効率かつ低損失で光変調が可能であることをこれまでの研究で実証することに成功して

おり、高効率・低損失光変調器を実現する上で極めて有望である。主にハイブリッド MOS 型構造を

用いた光変調器（図 1.2.1.2(オ)-1）の寄生容量化や高速化を目指した研究開発を進める。 

 

 

図 1.2.1.2(オ)-1  本項目で研究を進めるハイブリッド MOS 型光変調器の素子構造 

 

＜成果＞ 

ハイブリッド MOS 型光変調器の高速化に向けて、逆バイアス動作の検討を進めた（図 1.2.1.2(オ)-

2）。これまではハイブリッド MOS 構造に順バイアスを印加して、MOS 界面に電子とホールを蓄積さ

せることで光変調を実現していた。一方、逆バイアス印加時は MOS 界面の両側で空乏層が形成され、

電界が印加される。我々は、逆バイアスを印加することで III-V 族半導体薄膜に電界を印加すること

で、フランツ・ケルディッシュ効果を使った光変調が可能であることを新たに提唱した。 
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図 1.2.1.2(オ)-2 順バイアスと逆バイアスによる光変調 

 

実際に作製したハイブリッド MOS 型光変調器に逆バイアスを印加した際の変調特性を図

1.2.1.2(オ)-3 に示す。逆バイアス時はキャリア空乏とフランツ・ケルディッシュ効果により光位相の変

調が得られた。変調効率は 0.11 Vcm と極めて高く、順バイアス動作時と遜色のない動作が得られた。

一方、逆バイアス動作時は、空乏層容量が直列に接続された形となる結果、素子全体の寄生容量が低

下し、順バイアス時より高速動作が可能であることも明らかになった。逆バイアス時は 100 GHz を越

える動作帯域が可能であることが数値計算より確かめられた。 

 

図 1.2.1.2(オ)-3 逆バイアス印加時の変調特性および動作帯域計算値 

 

更なる低寄生容量化に向けた研究開発も進めた。図 1.2.1.2(オ)-4(a)に示す従来のハイブリッド MOS

型光変調器構造では、III-V 族半導体薄膜を貼り合わせるため、Si 導波路の両脇に Si テラス部を必要

としていた。このため III-V 族半導体と Si テラス間の寄生容量が大きく、高速動作の妨げとなってい

た。そこで、Si 導波路を SiO2 クラッドに埋め込み、平坦化した後に III-V 族半導体薄膜を貼り合わせ

た図 1.2.1.2(オ)-4(b)に示す素子構造の研究を進めた。Si テラスが完全に不要な構造であり、寄生容量

を大幅に低減可能となる。また、寄生抵抗を低減するため、各層の不純物濃度の最適化や InGaAs コン

タクト層の追加も行った。 
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図 1.2.1.2(オ)-4 (a) 従来のハイブリッド MOS 型光変調器構造、(b)低寄生容量ハイブリッド MOS 型

光変調器構造 

 

図 1.2.1.2(オ)-4(b)に示す低寄生容量ハイブリッド MOS 型光変調器の Si 導波路幅の最適化を進めた。

従来の素子では Si 導波路幅は貼り合わせ精度の関係で 1 μm としていた。一方、SiO2 埋め込み Si 導

波路を用いることで貼り合わせ精度の問題は解決することから、導波路幅の最適化が可能となる。Si

導波路幅が狭くすると寄生容量が減ることから、図 1.2.1.2(オ)-5 に示すように動作帯域は改善する。

一方、導波路幅が狭くなりすぎると光閉じ込めが悪化し変調効率が低下する。数値計算の結果、導波

路幅を 400 nm とするのが帯域と効率の観点で最適であることが分かった。 

 

図 1.2.1.2(オ)-5 低寄生容量ハイブリッド MOS 型光変調器の Si 導波路幅依存性 

 

数値解析結果に基づき、図 1.2.1.2-(オ)6 に示す作製フローで低寄生容量ハイブリッド MOS 型光変

調器の作製を進めた。SOI 基板上に Si 導波路を作製後、SiO2 クラッドを堆積した。その後、CMP に

よりウェーハ表面を平坦化した。別途、InGaAsP 層を結晶成長した InP 基板も準備した。両ウェーハ

上に ALD で Al2O3 層を堆積後、接合することでハイブリッド MOS キャパシタを形成した。InGaAsP

メサを形成後、再度 SiO2 クラッドを堆積し、電極を形成した。 
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図 1.2.1.2(オ)-6 低寄生容量ハイブリッド MOS 型光変調器の作製プロセス 

 

作製した素子の変調アイパターンを図 1.2.1.2(オ)-7 に示す。低寄生容量化に成功した結果、25 Gbps 

NRZ 変調に対して良好なアイ開口が得られた。また、40 Gbps PAM4 変調動作も初めて実証すること

に成功した。 

 

図 1.2.1.2(オ)-7 ハイブリッド MOS 型光変調器のアイパターン 

 

III-V 薄膜導波路を使った光変調器の研究も進めた。図 1.2.1.2(オ)-8 に作製した EA 変調器の断面

TEM 像と変調特性を示す。横方向 PIN 接合に逆バイアスを印加することで、フランツ・ケルディッシ

ュ効果による吸収変調を得ることに成功した。 

 

図 1.2.1.2(オ)-8  III-V 薄膜導波路を用いた EA 変調器の変調特性 



44 
 

EA 変調器の動特性評価結果を図 1.2.1.2(オ)-9 に示す。12.5 Gbps で明瞭なアイパターンを得ること

に成功し、更なる高速動作も期待されることが分かった。 

 

図 1.2.1.2(オ)-9  III-V 薄膜導波路を用いた EA 変調器の動特性 

 

＜ベンチマーク＞ 

電子の有効質量が軽い III-V 族半導体中の電子誘起屈折率変化を活用できるハイブリッド MOS 型光

変調器は、広く用いられている空乏型 Si 光変調器と比較して、変調効率を 10 倍程度改善しつつ、光

損失を 1/10 に低減可能である。本研究開発を通じて、ハイブリッド MOS 型光変調器の寄生容量を大

幅に低減することに成功した。また逆バイアス動作により更なる高速化も可能であることも示したこ

とで、高速動作という観点でも優位性があることが明らかになった。また、III-V 薄膜導波路を用いた

EA 変調器の作製プロセスを確立するとともに、高速動作の可能性が示された。III-V 薄膜導波路の強

い光閉じ込めを活用することで、更なる変調特性の改善が見込まれることから、本研究開発で実証し

た光変調素子は高速化や省電力化という観点で優位である。 

 

＜まとめ＞ 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、ハイブリッド MOS 型変調器等の

研究開発を推進した。 

ハイブリッド MOS 型光変調器においては、逆バイアス印加時においても、III-V 族半導体中のフラ

ンツ・ケルディッシュ効果や自由キャリア効果により高い変調効率で位相変調が可能であることを明

らかにした。また、逆バイアス印加時には空乏層容量により全体の寄生容量を低減可能であり、更な

る高速動作が可能であることを示した。さらに、SiO2 埋め込み Si 導波路を用いることで、ハイブリッ

ド MOS 型光変調器の寄生容量を大幅に低減することに成功した。これにより、40 Gbps PAM4 変調に

初めて成功した。III-V 族半導体薄膜を用いた EA 変調器の作製プロセスも確立し、高速変調の可能性

を示すなど、多重化・多値変調等の伝送方式を実現する可能性を実証することに成功した。 
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1.2.1.3 革新的光配線技術 

カ) 革新的光配線技術（京都大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積インターポーザへの展開に向けた革新的導波路技術として、シリコンフォトニックナノ

構造等の検討を行う。フォトニックナノ構造で構成された光保持領域の光損失を極力低減しつつ、光

保持領域同士の結合を動的に制御して固有状態を操作する手法を展開し、光バッファ機能等の高度な

導波路技術の可能性を探求する。また、フォトニックナノ構造による光と物質の相互作用の増強を活

用した光損失補償機能等の検討も行う。これらにより高度な光配線技術を開発し、光電子融合サーバ

技術の革新的展開へ寄与する。 

【最終目標】 

 光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造による光損失補償機能や光バッ

ファ機能により高度な光配線技術を開発し、光電子融合サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

シリコンフォトニック結晶中の点欠陥によって形成された光ナノ共振器は、適切な設計を行うことに

より微小領域における光情報の保持と、保持されている光に様々な操作を加えるという機能を実現で

きる可能性を持つ。特に光ナノ共振器同士の結合の強度および位相を動的に制御して固有状態を操作

することにより、光バッファ機能等の高度な導波路技術が実現できる可能性がある。またそのような

制御を電気信号によって行うことができれば、光ナノ共振器の結合系を大規模に展開する上で非常に

有用である。しかしながら、電気制御系の導入に伴う結合系の構造や作製プロセスの複雑化による光

放射損失・光吸収損失の増大を抑制することが課題となる。この課題に対して、機械学習による高度

な設計手法の導入、ラマン効果を活用した損失補償の検討、高度に汚染を防止した作製プロセスの開

発、の３点からアプローチする。これにより光ナノ共振器による光信号の直接保持と電気信号制御に

よる任意のタイミングでの共振器間光転送が可能な光パルスバッファリング機能を実現して、光電子

融合サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 

 

＜成果＞ 

 2018 年度から 2021 年度までの検討の結果、図 1.2.1.3(カ)-1 に示すように、シリコンフォトニック

結晶チップ内に導波路によって結合した３つの共振器と面内 p-i-n 構造による共振波長高速制御機構

を融合した低損失光電子融合回路を実現し、これによって光ナノ共振器による光信号の直接保持と電

気信号制御による任意のタイミングでの共振器間光転送の実現に成功した。最適制御条件下での光保

持寿命は 1.4 ns 程度であり、転送効率は 76%、転送時間は 0.75 ns 程度であった。そして、さらなる光

学的および電気的設計の改善と損失低減手法の検討を進め、光保持寿命 3ns 以上、転送効率 90%以上、

転送時間 0.4 ns 程度が得られる見通しを得た。このような技術は他に全く類を見ず、将来的に光情報

伝送ネットワークにおける遅延低減や消費電力の削減に大きく貢献しうる可能性を持ち、光電子融合

サーバ技術の革新的展開へ寄与するものと考えらえる。以下では、検討した個別技術要素について詳

細を述べる。 
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図 1.2.1.3(カ)-1 電気制御光転送チップの構造と光転送動作 (a) セラミックパッケージに実装された光

電子融合フォトニック結晶チップの写真 (b)電気制御可能な３結合共振器系の光学顕微鏡写真 (c)共

振器と結合用導波路の設計の詳細、機械学習に基づく穴位置のシフトによって高い Q値と高い結合係

数を同時に実現できている (d)共振器 C に加えた電気パルス形状と(e)その際に生じる共振器 C の波長

シフトと共振器 A,B の波長との相対関係（予測値）および(f)その際に得られた共振器 A から B への

光転送の実験結果 (g),(h),(i)同様の実験を制御電気パルスのタイミングを 1ns ずらして行った結果 

 電気制御パルスの印加タイミングによって転送タイミングを制御できていることが分かる。 

 

機械学習による高度な設計手法の検討 

 

図 1.2.1.3(カ)-2 フォトニック結晶共振器の基本構造と機械学習設計手法 (a) ヘテロ構造共振器の基

本構造と閉じ込められた光の様子(Ey 成分)、8 か所の穴にシフトを加えることで高い Q 値が実現され

ている (b)共振器周辺の孔位置のシフト量と Q 値の関係を予測するための機械学習モデル (c)モデ

ルを訓練するために生成したランダムに穴位置をシフトさせた共振器の一例、対称性は保つようにシ

フトさせている (d)ランダムに生成した 1000 個の共振器の第一原理計算 Q値のヒストグラム 

 

2 次元フォトニック結晶の薄板(スラブ)に局所的に周期性を欠いた場所を導入することで図

1.2.1.3(カ)-2(a)に示すような高 Q 値微小共振器を形成することができる。Q 値が高いほど共振器内に

光を保持できる時間が長くなるため、光バッファメモリー等の革新的光配線技術に適用する上で、光

閉じ込めの向上は最重要課題の一つである。平成 29 年度までに、同図に示すように幾つかの空気穴の

位置を微調整することで、放射損失を抑制して設計 Q 値を向上できることを実証しており、実験 Q 値

1100 万、共振器光子寿命 9.2 ns という他研究機関の報告値を 10 倍程度凌駕する超高 Q 値共振器を実

現していた。しかし、構造微調整の自由度は大多数が利用されないままであり、設計上の放射損失を
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さらに低減できる可能性が残されていた。また、共振器の光バッファメモリーや損失補償用ラマンゲ

イン利用への応用においては、基本共鳴モードの Q 値だけでなく導波路との結合強度やポンプ光用の

高次モードの Q 値など、複数の性能指数の向上が必要とされる。そこで、孔位置調整の高い自由度を

十分に活用した設計が行える手法を開発した。 

本手法では図 1.2.1.3(カ)-2(b)に示すような機械学習モデルを準備し、これを同図(c)に示すようなラ

ンダムに孔位置をシフトさせた共振器とその Q 値の第一原理計算結果の多数の対からなるデータを

用いて訓練し、穴位置シフトパターンから近似的にではあるが高速に Q値を予測できる学習済みモデ

ルを構築する。そのような学習済みモデルの予測 Q 値と第一原理計算 Q 値を比較した例を図

1.2.1.3(カ)-3(a),(b)に示す。相関係数が 0.94 以上の良い予測ができていることが分かる。次に学習済み

モデルを用いて、各孔の各方向のシフト量の微小変化に対する予測 Q値の変化量を計算し、予測 Q値

が高くなる方向に少しずつ構造を変化させることで構造の最適化を行う。同図(c)に初期構造(手動設

計構造)を、(d)に本手法で得られた最適構造を示す。第一原理計算 Q値が 10 倍以上向上していること

が分かる。さらに実験的検証のため、それぞれの設計で 30 個程度の共振器を作製して測定を行った。

その結果、機械学習設計構造の方が全体的に実験 Qが高くなり、特に作製サンプル中の Q値 900 万以

上の共振器の割合は 12%から 28%と大幅に向上した。また、本手法による構造探索と学習を繰り返す

ことにより、さらに高度な最適化が可能であることも実証され、より共振器体積の小さい L3 型共振

器や電子回路との融合上有用な SiO2 クラッド型共振器等の設計においても、従来にない高い Q 値を

得ることができた。さらに、次節以降で示すように、複数の性能指数を同時に向上させるという手動

設計では非常に困難な課題に対して、本手法は非常に有効であることも実証された。 

 
図 1.2.1.3(カ)-3 機械学習設計の結果 (a),(b)機械学習モデルの予測Ｑ値(QNN)と第一原理計算結果

(QFDTD)の相関  (c)手動設計で得られた共振器の穴シフトパターン、QFDTD＝1.4 億 (d)機械学習モデ

ルを用いた最適化の結果得られた構造、QFDTD＝16 億が得られている 

 

ラマン効果を活用した損失補償に関する検討 

共振器内にバッファリング中の光の損失を抑制する手法としてラマンゲインによる補償を検討した。

光を保持するためのヘテロ構造共振器内の基本モードに対して、ラマン周波数だけ離れた高次モード

(ポンプモード)を適切に設計し、それ光を注入すれば、基本モードにラマンゲインが発生する。ポンプ

モードの Q値が高いほど同じポンプパワーで効率よくゲインを発生できるが、図 1.2.1.3(カ)-4(a),(b)に

示すように、基本モードとポンプモードは全く異なる電界分布をもつため、前者の Q値を保ちつつ後

者の Q値を向上させることは困難であった。そこで前節に述べた機械学習モデルと学習データを拡張

して、両モードの Q値を構造から予測できるようにし、これを用いて両モードの Q値の積が向上する

ように構造を調整した。その結果、同図(c),(d)に示すようにポンプモードの第一原理計算 Q値は 10 倍

以上に向上し、基本モードのそれも 2 倍以上向上した。実験的にも同図(e),(f)に示すように両モードに
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おいて高い Q値が観測され、特にポンプモードの Q値は従来の数十万程度から大幅に向上した。本構

造を用いてラマンゲインの確認を行った結果を同図(g), (h)に示す。100nW を下回る極めて小さい閾値

が実現されており、これは従来構造で得られた閾値の 1/10 以下である。この閾値低下は、主にポンプ

モードの Q値が向上して同じポンプパワーにおけるラマンゲインが増強された結果と考えられる。本

構造最適化法は、３つ以上の性能指数の同時最適化にも適応可能なので、今後次節で述べる結合共振

器における結合強度の最大化と合わせて同時に最適化を行うことで、光転送時の損失のラマンゲイン

による補償の実現につながるものと期待される。 

 
図 1.2.1.3(カ)-4 共振器ラマン効果向上の結果 (a),(b)手動設計の共振器の基本モードおよびポンプモ

ードの電界分布および理論 Q 値 (c),(d)機械学習をもちいて基本モードおよびポンプモードを同時に

最適化した共振器の電界分布および理論 Q 値 (e),(f)機械学習設計の共振器の基本およびポンプモー

ドの実験 Q 値 (g)作製したラマンゲイン確認デバイスの電子顕微鏡写真 (h)ポンプモードに光を注

入した際のラマンゲインによる基本モードの発振特性、100 nW を下回る極めて小さい閾値が実現さ

れた 

 

電気制御光転送のための光電子融合チップ作製と共振器汚染防止に関する検討 

高度な光配線技術である光バッファメモリー実現のためには、共振器に長時間光を保持するだけで

なく、任意の制御タイミングで別の共振器に光を移す技術が必要である。その実現のため、図

1.2.1.3(カ)-5(a)に示すような光保持用の共振器 A と B が、制御用共振器 C と導波路を介して結合して

いる系を用いた。本系では共振器 C の周波数を断熱的に変化させると同図(b)に実線で示すような３つ

の連続的に変化する固有モードが生じる。その真ん中のモードを用いて初期状態で共振器 A に光を導

入し、任意のタイミングで断熱条件を満たす速度で共振器 C の周波数を変化させると、光が共振器 B

に転送される。これまでに、共振器Ｃに外部から短波長の光パルスを照射することで転送自体は実証

されていた。しかしフォトニック結晶チップと比較して遥かに大きい外部光学系が必要なだけでなく、

複数の制御箇所を複雑なタイミングで制御することは非常に困難であり、系の拡張・高度化が事実上

不可能であった。そこで同図(a)に示すような面内 p-i-n 構造を形成し、その i 層領域に制御用共振器を

配置して電気パルスによる波長制御を行う方法を導入した。ただし、このような構造の形成には、p,n

領域へのイオン打ち込みや高温での活性化アニール、電極形成などプロセスが必要になり、作製プロ

セスの複雑化によって共振器表面が汚染されて光吸収損失が増大し、光保持時間が低下することが懸

念された。また、同図(b)のような転送を効率よく行うには、結合用導波路を共振器に近づけて結合係

数を増大させる必要があるが、その際に共振モードの電磁界分布が乱れて放射損失が増大するという
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課題もあった。そこで、後者に関しては機械学習を活用した構造最適化手法を用いることで結合強度

増大と放射損失抑制(Q 値向上あるいは維持)を同時に達成できる構造を設計し(図 1.2.1.3(カ)-1(c))、ま

た前者に関しては適切な保護膜を用いることでプロセス中の表面汚染を大幅に低減できる手法を開発

した。これにより図 1.2.1.3(カ)-5(c)に示すように電気制御機構を導入しつつも、光保持用共振器 A,B

の光子寿命を 1.5~2 ns 程度(Q値 200 万程度)に維持することに成功した。（制御用共振器 C は 100 万程

度であるが、同図(b)に示すように光の存在割合が小さいので A,B での光保持時間にはあまり影響しな

い。）また、同図(d)に示すように 1.6 V の電圧パルスで共振器 C の波長を 150 pm/ns の速度で変化させ

ることに成功し、3V 印加時には 400 pm/ns を超える変化速度を観測した。これにより、すでに図

1.2.1.3(カ)-1(d)-(i)に示したように、共振器 A に保持した光を、任意のタイミングで共振器 B に転送す

ることに成功した。現在、さらなる作製プロセスの改善に取り組んでおり、光電子融合チップ内に Q

値 400 万以上の共振器が作製可能になりつつある。また、結合強度と p-i-n 構造の制御速度の改善にも

取り組んでおり、光保持寿命 3ns 以上、転送効率 90%以上、転送時間 0.4 ns 程度の光転送性能が得ら

れる見通しがついている。 

 

図 1.2.1.3(カ)-5 電気制御可能な３共振器結合系と光転送の原理 (a)光電子融合チップの模式図 (b)

断熱的なモード変化に基づく光転送の原理 (c)作製されたチップ内の各共振器の光子寿命測定結果

(d)制御用共振器の pin 接合に電圧パルスを印加した際の波長変化の時間分解測定結果、i 層幅は 4.5m, 

p/n 領域のドーピング密度は 31019 cm-3 

 

＜ベンチマーク＞ 

微小チップ上で光転送を実現した結果は他に類を見ないので、我々が過去に報告した制御に光パルス

を利用した光転送と比較する。まず光保持時間に関して、本成果は 2ns 弱であり、従来技術の 0.2 ns

程度と比較して大幅に長い。また制御に関しては、本成果では 1.6 V 程度の電気パルスを用いており、

将来的には制御回路をチップ内に組み込めるのに対して、従来技術では数メートル四方を占める光パ

ラメトリックアンプが必要であった。大幅な小型化であり、かつ複雑な制御も可能になった。転送時

間と転送効率に関しては従来技術では幅 70 ps の光パルスで制御していたため、転送時間 100 ps 程度、

効率 90%程度であったが、本成果においても前述の結合構造と p-i-n 構造の改善を行えば、それぞれ

400 ps 程度、効率 90%以上が実現できる見通しであり、今後さらなる向上も期待できる。 

＜まとめ＞ 

光電子集積サーバ用の革新的光配線技術の実現に向けて、超低損失光電子融合フォトニック結晶チッ

プの設計および作製技術の研究開発を行い、これによって微小チップ上で共振器に光情報を保持しつ

つ、任意の電気制御のタイミングで、それを別の共振器に転送することに成功した。紙面の都合から

説明は省略したが、本結合共振器を用いて一方向伝搬や光の時間反転などの高度な光伝搬制御を行う

検討も進め、一部は実験的にも実証した。また、開発された機械学習に基づく構造設計手法は非常に

汎用性が高く、光ナノ構造のみだけでなく、高い構造自由度をもつ様々な対象の複合的な性能指数の
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向上に有用である。この手法を用いて共振器ラマンゲイン構造を改善し同じポンプ光強度で 10 倍程

度のゲイン増強に成功した。今後は、本光電子融合チップのさらなる高性能化および大規模化を進め、

ラマンゲインによる補償を融合し、かつ様々な光操作スキームを実装していくことで、高度な光配線

を行うことが可能になると考えられる。 

 

1.2.1.4 革新的光エレクトロニクス回路技術 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光回路の再構成を可能とする回路プラッ

トフォームの CMOS 電子回路上への形成を目的として技術開発を行う。 

キ) 革新的光エレクトロニクス回路技術（東京工業大学） 

＜位置づけ、最終目標＞ 

【位置づけ】 

光電子集積サーバシステムの機能向上には、搭載する光電子集積インターポーザの機能を用途に応

じて可変することが望まれる。従来の光回路では、一度設計を行った場合、用途に応じた機能可変は

不可能であり、上述の目的を達成することができない。これを解決するため、回路の再構成を後から

行うことができる光素子を組み合わせ、機能を可変できる革新的回路プラットフォームを提案し、そ

のための基本素子の研究開発と、コンセプトの実証を最終目標に研究開発を推進した。 

【最終目標】 

 光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変型光エレクトロ

ニクス回路の基本機能を実証して光 FPGA 実現の見通しを明らかにすることにより、光電子集積サー

バ技術の革新的展開へ寄与する。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

将来的なインターコネクションでは、サーバには様々な回路要求が存在するため、ユーザ各自によ

っても必要な光回路構成が異なる可能性がある。そのためにフィールドで自在に回路機能を切り替え

ることが可能な機能可変光回路（通称光 FPGA）の実現を目指している。大規模化、電子回路との親

和性を考えて Si 基板上にその光回路を形成することを前提とする必要がある。ただし、Si 材料は、そ

の物性的特性から十分な光利得を実現することが困難であるため、表面活性化接合法を利用して低温

で低ダメージに異種材料集積を実現する。この手法によって、並列、冗長的に様々な種類の III-V 族半

導体/Si ハイブリッド光部品（基本構成は半導体光増幅器(SOA)）を配置、導波路を接続する。また、

切り替えのためのスイッチは磁気光学効果を利用した不揮発性スイッチの導入を検討する。 

 

＜成果＞ 

光 FPGA の基本構成を、図 1.2.1.4(キ)-1 に示す。 

 

図 1.2.1.4(キ)-1 機能可変光エレクトロニクス回路の基本構成 
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光利得を有する能動素子、導波路を利用したフィルタ、ミラー素子等の受動素子、そして、それを

繋ぐルーティングマトリックス（スイッチ）で構成される。スイッチは、不揮発性の特性を有し、一

度セットすれば、次の変更までは電力を必要としないことを想定する。シリコンプラットフォームの

大規模性を利用すれば、あらゆる特性の素子を並べ、それを組み合わせることで、信号発生、信号受

信、増幅を含む多数の機能を実現可能である。光 FPGA は、近年、他機関でも報告され始めてはいる

が、能動素子を含む提案はなく、不揮発性スイッチを組み込んだ報告もない。 

まず、能動素子を実現するため、異種材料接合技術を検討した。これに向けた取り組みは他機関で

も報告されているが、接合のため加熱を必要とし、基板に対してストレスを与えることになる。その

ため、室温でも接合可能な常温活性化接合技術を導入した。常温活性化接合は、高速原子ビーム(Fast 

Atom Beam: FAB)を基板に照射し、結合手を露出させ接合する技術である。一般的には原子として Ar

を利用するが、この原子では InP 基板内部へのダメージを発生させ光学特性を劣化させる。これを回

避するため様々な不活性ガスによるフォトルミネッセンス(PL)特性の変化を観測した。その結果、図

1.2.1.4(キ)-2(a)に示すように Xe によって PL 特性劣化を抑えられることが明らかになった。一方で図

1.2.1.4(キ)-2(b)のように、良好な異種材料集積基板が Xe を利用した場合においても形成可能であるこ

とが分かった。これらの技術を利用してハイブリッドレーザ作製を行い、図 1.2.1.4(キ)-3 のように世

界で初めて常温活性化接合技術を利用したハイブリッドレーザの連続発振を実現した。 

  

(a)                                      (b) 

図 1.2.1.4(キ)-2 表面活性化接合 

(a) 様々な原子照射による PL ピーク強度 (b) 表面活性化接合による InP/Si ハイブリッド基板 

 

図 1.2.1.4(キ)-3 表面活性化接合によるハイブリッドレーザの電流-光出力特性 
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次に、受動素子として、従来実現されてなかった反射率可変ミラーに取り組んだ。これを導入するこ

とによりレーザにおける出力方向などを変更できるほか、レーザと半導体光増幅器(SOA)との機能切

り替えも可能となる。実際に作製した素子写真を図 1.2.1.4(キ)-4(a)に示す。入力光は方向性結合器に

よって 2 つの方向に分離されたのち、同長の導波路を通り、再び方向性結合器に入射する。そしてル

ープミラーを経て、再び同経路を戻る。導波路に形成されたマイクロヒーターにより導波路の光学的

な経路長が変化し、位相状態が変化する。この結果、戻ってきた光の強度も変化することになる。ま

た、方向性結合器の分配比により、ヒータによる反射率の変化の感度が調整可能となる。図 1.2.1.4(キ)-

4(b)には、反射率のマイクロヒーター電圧依存性を示す。反射率はファイバ結合損失などを含んだ値

であり、絶対反射率ではない。電圧を変化させることによって 20 dB 以上の反射率可変を実現した。 

 

      

 

 

(a)                                            (b) 

図 1.2.1.4(キ)-4 反射率可変ミラー (a) 光学顕微鏡写真 (b)反射率のマイクロヒータ電圧依存性 

     
(a)                                   (b) 

 

(c)                                (d) 

図 1.2.1.4(キ)-5 ワンチップ波長変換機能 (a) 回路構成 (b) 回路写真 

 (c) 入力信号がない場合のチップ出力 (d) 入力信号を入れた場合のチップ出力 
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上述してきたハイブリッド集積および受動素子を組み合わせることで、可能となる機能の一例として、

SOA とレーザを組み合わせた波長変換素子を試作した。図 1.2.1.4(キ)-5(a)および(b)には、回路構成お

よび実際のプローブ時の素子写真を示す。2 つの同じ構造を持つ異種材料集積技術による光利得部を

有し、一方には、ミラーおよびフィルタを接続することによって波長可変レーザとしている。その出

力と外部入力を合わせ、ミラーが接続されていない SOA へ入射することで、相互利得変調を起こし、

外部入力の 1, 0 の信号を波長可変レーザの発振波長における 0, 1 の信号に変換することが可能とな

る。図 1.2.1.4(キ)-5(c)および(d)に波長 1570 nm の外部入力光の On, Off 時における、チップからの出射

信号スペクトルを示す。Off の時には波長 1564 nm の波長可変レーザからの出力が明瞭に観測される

が、外部入力を On にすると、波長可変レーザからの出力が 25.4 dB ほど低下することを観測した。こ

れより、波長を変換して信号を出力できることを示した。 

最後に、光 FPGA を構成する要素回路のひとつである不揮発性光スイッチの開発を進めた。不揮発

性光スイッチは磁気光学効果により動作する光スイッチであり、薄膜磁石の残留磁化によって駆動す

ることからスイッチ状態の保持に電力を消費しない。そのため、光 FPGA の機能可変性を実現するキ

ーデバイスである。 

図 1.2.1.4(キ)-6 に示すようなマッハツェンダ干渉計型の 2 入力 2 出力ポートを有する光スイッチを

作製した。薄膜磁石は導波路下部の磁気光学材料に効率的に磁場を印加できるように電磁界解析によ

り設計を行った。±400mA の電流印加によって薄膜磁石の磁化を完全に反転することでスイッチ状態

が切り替わり、図 1.2.1.4(キ)-7(a),(b)に示すように波長 1550 nm 帯において Bar ポートと Cross ポート

での消光比 20 dB 以上の不揮発なスイッチング動作に成功した。さらに、１マイクロ秒幅のパルス電

流を印加して Cross ポートの光出力の時間応答を計測し、図 1.2.1.4(キ)-7(c)に示す測定結果を得た。光

強度が二つの安定状態を保持していることがわかり、パルス電流駆動による不揮発性光スイッチの動

作実証に成功した。消光比が小さい原因として、電流印加導線がインピーダンス整合していなかった

ため十分な尖頭値のパルス電流を印加することができなかったことが考えられる。今後は、電流印加

導線の高周波設計が必要である。 

 

 
図 1.2.1.4(キ)-6 マッハツェンダ干渉計型不揮発性光スイッチの光学顕微鏡像 
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(a)                  (b)                       (c) 

図 1.2.1.4(キ)-7 不揮発性光スイッチの(a)Cross ポートと(b)Bar ポートにおける動作スペクトル、 

(c)1 マイクロ秒幅のパルス電流で駆動した際の光出力の時間応答特性 

 

次に、図 1.2.1.4(キ)-8(a)に示すリング共振器型の 2 入力 2 出力ポートを有する光スイッチを作製し

た。薄膜磁石の磁化状態を連続的に制御することで、出力ポートの光透過率を調整することができる

可変光減衰器(VOA)として機能する。図 1.2.1.4(キ)-8 (b)は印加した電流値に対する光透過率の変化を

プロットしたものであり、電流を止めた後に計測したものである。薄膜磁石の磁化状態に対応したヒ

ステリシス特性が計測され、薄膜磁石の残留磁化による連続的な光透過率の制御が確認できた。 

 

 
(a)                                (b) 

図 1.2.1.4(キ)-8 リング共振器型の不揮発性光スイッチの(a)光学顕微鏡写真と(b)可変光減衰器動作 

 

また、シリコン基板上への集積を目指して一方向磁化で動作可能な新しい干渉計構造(図 1.2.1.4(キ)-

9(a))を提案し、その作製と評価を実施した。作製においては直接接合法により磁気光学ガーネットを

シリコン基板上に貼り合わせた光スイッチを作製した。ここでシリコン光回路は産総研 SCR の 300 

mm ウェーハプロセスラインで作製し、テラス領域のパターン密度を変えて貼り付け実験を行い、図

1.2.1.4(キ)-9(b)に示すようなデバイス作製に成功した。動作特性としては Cross ポートと Bar ポートの

それぞれで 15～20dB の消光比を確認した。従来構造では TM モード光に対して動作するのに対して、

新構造では TE モード光で動作する。そのため、TE モード光の強い閉じ込め効果から磁気光学ガーネ

ット境界での散乱損失を小さく抑えられることが大きな利点となる。今後は薄膜磁石を干渉導波路の

横側に近接して形成し磁気光学ガーネットの磁化を制御することで、集積可能な不揮発性光スイッチ

が完成される。 
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(a)                                     (b) 

図 1.2.1.4(キ)-9 (a)シリコン基板上の新しい干渉計構造を有する磁気光学スイッチの構造図と 

(b)産総研 SCR で作製した光回路上に作製した光スイッチの光学像 

 

このような不揮発機能をもつ光スイッチは世界的にも稀有であり、上記の成果は光 FPGA 回路の実

現可能性を示す重要な進展である。他機関より報告のある相変化材料を用いた不揮発性光スイッチと

の比較として、光損失が小さく処理回数に制限がないことが実用上も大きな優位性を持っている。 

以上の結果より異種材料集積技術、受動導波路技術、不揮発性スイッチという要素を実現し、組み合

わせで可能となる機能の一例としてワンチップ波長変換動作を達成した。今後、これらの技術を利用

することによって、光 FPGA 実現の見通しを得た。 



56 
 

1.2.2 研究開発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発：(i)システム化技術 

全体成果 

 電子機器の電気配線を光配線に置き換える光回路技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロ 

ニクス実装システム化技術を目的にシステム化技術を開発した。 

 システム化技術では、情報処理システム化技術や情報通信システム化技術への適用を目的に、光電

子集積インターポーザのデバイス・実装技術の開発を行った。システム化技術の位置づけの概略を図

1.2.2-1 に示す。 

 

図 1.2.2-1 システム化技術の位置づけの概略 

成果の概要： 

本プロジェクト期間を通して、開発したデバイスや実装技術を用いた光電子集積インターポーザを

ハイエンドサーバやラックサーバに適用することで、実際に動作を確認でき、多くの優れた成果の実

証ができた。これらの成果は、学術的価値が高いものであることはいうまでもなく、実用化に資する

技術としても大いに期待されるものである。このように、当初目標を達成する成果が得られた。 

最終目標と主な成果状況のまとめを表 1.2.2-1 に示す。本プロジェクトで得られた成果の例を以下

に示す。詳細は以下の項目別成果報告を参照頂きたい。 

 

（成果の一例） 

・超小型 10 Tbps の WDM チップ要素素子である 112 Gbps 光変調器・受光器及びこれらを動作さ

せるドライバ・TIA、更に、16 波長合分波器を実証した。 

・シリフォト集積化プロセス、ウェーハプロービング評価、及びデバイス特性ばらつきのモデル解

析の技術を統合した、実用展開可能なプロセス・設計プラットフォーム技術を確立した。 

・3 次元ミラーを用いて光電子集積インターポーザを試作し、シリフォト光入出力密度 20Tbps/mm2  

と 10 Tbps 伝送密度の光リンクを実証した。 

・シングルモードポリマー光導波路アレイとシングルモード光ファイバアレイの 12 芯高精度光結
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合（平均<2 dB）を実証した。 

・光電子融合サーバボードを試作、サーバ試作機に実装してサーバ間 100 Gbps 伝送を実現した。 

・64 波波長多重フィルタ技術を開発し、10 Tbps 動作が可能であることを実証した。 

・デバイスからアプリまでの協調設計による、電気配線サーバ比 48 倍高速かつ 98％低消費電力量

の光配線サーバを実証した。 

・サイズ 10 cm×2 cm×2 cm のパッケージに収容できる光トランシーバーモジュールにおいて、

上り下り各 4 波長多重、10 Gbps の一芯双方向送受信動作、及び偏波無依存受信動作を実証した。 

 

表 1.2.2-1 最終目標と主な成果 

 

 
（ⅰ）システ

ム化技術 
最終目標 主な成果 達成度 

ア)デバイス

技術 

1レーン当たり112 Gbps高速動作を可能とす

る光変調器・受光器及びこれを駆動する電子回

路、大容量化に向け 16 波長合分波する光回路、

更に、１ mW/Gbps の低消費電力化の実現。 

光変調器・受光器及びこれらを動作させるド

ライバ・TIA の 112 Gbps PAM4 動作、16 波長合

分波器の動作を実証した。22 nm CMOS を用いた

解析で 1 mW/Gbps の低消費電力化を達成。 

〇 

イ)集積化プ

ロセス技術 

シリフォト統合化集積プロセス確立による

10Tbps/ノード集積インターポーザの実証試

作。プロセスばらつきをパラメータとする光素

子の特性ばらつきモデルの高度化。一貫プロセ

スによるシリフォト製造に向けたプロセス・設

計統合プラットフォームの構築。 

300mm 統合プロセスを確立し、これを用いた

10Tbps/ノード可能性実証試作を完了。ばらつき

モデル解析に基づくプロセスモニタリング、コ

ンパクトモデル、回路シミュレーションの高度

化を達成。シリフォト統合化集積プロセスの一

貫試作ファンドリへの展開により、プロセス・設

計統合プラットフォームを確立。 

〇 

ウ)光実装技

術 

16 波長多重に対応した波長偏波無依存な曲

面ミラーをシリコンフォトニクスに集積。上下

曲面ミラーの高密度光結合 20Tbps/mm 2 の実

現。光コネクタ用位置決め構造の高精度化と高

精度実装技術を確立し、12 芯光接続技術の実

現。マルチチップ実装技術、再配線技術、放熱

構造技術を確立。 

16 波長多重に対応した波長偏波無依存な曲

面ミラーをシリコンフォトニクスに集積。3次元

ミラーを用いて光電子集積インターポーザを試

作し、シリフォト光入出力密度 20Tbps/mm2 と

10Tbps 伝送密度の光リンクを実証。シングルモ

ードポリマー光導波路アレイとシングルモード

光ファイバアレイの 12 芯高精度光結合（平均

<2dB ）を実証。 

○ 

エ)情報処理

システム化技

術 

①光電子融合

サーバボード 

光電子融合サーバボードのプロトタイプを

試作して良好な伝送品質を持つ 10Tbps 伝送可

能な CPU 間インターコネクトのシステム化技術

の確立。 

高速特性と剛性に優れたガラス基板と光エン

ジンを組み合わせた集積光インターポーザを搭

載した光電子融合サーバボードを試作、サーバ

試作機に実装してサーバ間100Gbps伝送を実現。

64 波波長多重フィルタ技術を開発し、10Tbps 動

作が可能であることを実証。 

〇 

エ)情報処理

システム化技

術 

②ラックスケ

ール並列分散

システム 

消費電力の少ない光電子集積インターポー

ザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組

み合わせた光電子融合サーバボードを試作し、

試作機とシミュレーションを用いてサーバ電

力量を 30％削減可能であることの実証。 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ

技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み合

わせた光電子融合サーバボードおよびラックサ

ーバシステムを試作し、試作機とその上で動作

する分散ソータを用いてサーバ電力量を 98％削

減可能であることを実証。 

◎ 

オ)情報通信

システム化技

術 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双

方向波長多重トランシーバを搭載することに

より、光加入者端末装置を 10cm×2cm×2cm 以

下のサイズに小型化するための実装技術の開

発。 

シリコンフォトニクス技術により小型化した

光電子集積インターポーザを搭載したサイズ

10cm×2cm×2cm のパッケージに収容できる光ト

ランシーバーモジュールを試作し、上り下り各 4

波長多重、10Gbps の一芯双方向送受信動作、及

び偏波無依存受信動作を実証。 

〇 

 

達成度：◎大幅達成、○達成、△達成遅れ、×未達  
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1.2.2.1 光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術 

ア）デバイス技術 

 デバイス技術では、低消費電力で 10 Tbps を実現するシリコンフォトニクス集積回路の要素技術を

開発します。図 1.2.2.1(ア)-1 は我々の提案した 10 Tbps 光電子集積インターポーザの平面図と断面図

を示しています。LSI からの高速電気信号を劣化させることなく最短で光電変換チップであるシリコ

ンフォトニクス集積回路に接続させるため、LSI 直下の回路基板にシリコンフォトニクス集積回路を

埋め込んでいます。回路基板に埋め込まれたシリコンフォトニクス集積回路から出た光信号は、上下

一対の 3 次元曲面ミラーとシングルモードポリマー導波路を通り、シングルモード光ファイバーに結

合する構成になっています。更に、LSI と回路基板間に入るポリマー層は、ポリマー導波路としての

みでなく、電気の再配線層として利用可能です。シリコンフォトニクス集積回路１チップで 112 Gbps

×16 波×送受＝3.6 Tbps の容量をカバーし、LSI 辺り 3 チップ実装することで 10 Tbps の容量を伝

送可能にする構成です。 

開発目標として、図 1.2.2.1(ア)-2 に示すように波長多重（Wavelength Division Multiplexing: WDM）

を用いて上述したシリコンフォトニクス集積回路１チップに相当する 3.6 Tbps の超小型・大容量

WDM チップを実現するための要素素子を開発します。即ち、112 Gbps の光変調器・受光器とこれら

を動作させる電子回路であるドライバ・TIA（Trans-impedance Amplifier）、更に、16 波長合分波器の基

本動作を実現します。また、低消費電力 1mW/Gbps 以下の基盤技術を実現します。 

【最終目標】 

・1 レーン当たり 112 Gbps 高速動作を可能とする光変調器および受光器の低消費電力光回路および

これを駆動する電子回路を実現する。 

・１レーン当たりの大容量化に向け 16 波長合分波した光信号のシングルモードファイバ伝送を実現

する。 

・１ノード当たり 10 Tbps の伝送密度を有する光回路を実現する。 

・光回路の 1 mW/Gbps の低消費電力動作を実証する。 

 

 

図 1.2.2.1(ア)-1 光電子集積インターポーザ 
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図 1.2.2.1(ア)-2 超小型・大容量波長多重光回路（WDM）チップ構成 

 

<成果の概要> 

本プロジェクト期間を通して、光電子集積インターポーザに用いるシリコンフォトニクス集積回路

の基盤技術に関連する多くの優れた成果が創出された。これらの成果は、世界初・世界最高などと位

置付けられる学術的価値が高いものであることはいうまでもなく、実用化に資する技術としても大い

に期待されるものである。このように、当初目標を達成する成果が得られた。 

最終目標と主な成果状況のまとめを表 1.2.2.1(ア)-1 に示す。詳細は以下の項目別成果報告を参照頂き

たい。 

表 1.2.2.1(ア)-1 最終目標と主な成果状況 

 
 

<光変調器> 

波長多重によるスケーリングが可能で、且つ、低消費電力で高速 112 Gbps 動作が可能な光変調器・

受光器を実現するには、特に、どの方式の光変調器を選択するかが重要になる。図 1.2.2.1(ア)-3 は、

Si 光変調器の方式別の比較した表である。第 1、2 期で用いた Si マッハツェンダー（Mach-Zehnder : 

MZ）型光変調器は、両アームに分けられた光信号の干渉を用いて光の on/off を行うため、温度耐性や

波長帯域などに対して優れているが、サイズが大きく、消費電力の目標 1 mW/Gbps 以下達成は非常

に難しいと考えられる。一方、Si リング型光変調器は、リングに共振する波長がリング内に閉じ込め

られて光が off されるため、小型・低消費電力ではあるが、温度及び波長依存性が大きいため温度調
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整が必要になる。これらの方式に対して、GeSi 電界吸収（Electro-Absorption : EA）型光変調器は、

半導体に逆バイアスを印加することで吸収端を変化させて、光の on/off を行うため、サイズ、高速性、

消費電力共に優れており、この方式を選択した。受光器に関しては、これまでと同様に高速性に優れ

た導波路型 Ge 受光器を採用した。また、112 Gbps を達成するために Pulse Amplitude Modulation 

4（PAM4）と呼ぶ信号振幅を 4 値に分けて変調する方式を採用している。即ち 56 Gbps 信号をベー

スに 4 値を用いることで 112 Gbps を実現している。 

 

 

図 1.2.2.1(ア)-3 Si 変調器の方式比較 

 

先ず、光変調器に関して説明する。図 1.2.2.1(ア)-4 に GeSi-EA 光変調器の構造と Ge 成長の断面図

を示す。GeSi-EA 光変調器は、Silicon on Insulator (SOI)層上に Ge 層を成長し、Ge 層内をドーピン

グして pin 構造を形成している。この pin 構造に逆バイアスを印加することで光信号の on/off を行

う。断面図は、Ge 成長の方法を示している。Ge 成長は成長領域のみ SOI 層上の SiO2 マスクを開口

して成長を行う狭幅選択成長により形成している。従来、この選択成長幅 W は 1 µm 以上を用いてお

り、波長に対する透過率の電圧依存性のグラフから動作波長帯域はL帯のみであった。これに対して、

選択成長幅 W を 1 µｍ以下にすることにより、Ge にかかる引張り歪を低減することが可能と考えら

れ、グラフに示す様に C、L 帯共にカバー可能な動作波長領域を実現できることを明らかにした。本

方法をもちいることで、集積チップ内で選択成長幅 W を変えることにより、C、L 帯の光変調器を１

チップ上に集積可能になる。例えば、100 GHz 間隔の波長では C、L 帯を用いると 115 波利用できる

ため、1 波長辺り 112 Gbps 動作すると 13 Tbps が 1 チップで実現可能になる。また、利用する波長

により選択成長幅を最適化することで、挿入損失や変調電圧などを最適化することが可能になる。 
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図 1.2.2.1(ア)-4  Ge-EA 光変調器の構造と断面図及び狭幅選択成長によるカバー波長帯域 

 

 上述した狭幅選択 Ge 成長を用い、更に、ドーピングと素子形状の最適化により GeSi-EA 光変調器

を作製した。選択成長幅 W＝0.3 µm、素子長 L＝40 µm の光変調器の電気光（EO）周波数特性のバ

イアス電圧依存性を測定した結果を図 1.2.2.1(ア)-5 に示す。変調時に利用する 2～3 V バイアス電圧

で 70 GHz 以上の帯域が得られており、56 Gbps Non-return-to-zero (NRZ)及び 112 Gbps PAM4 変

調には十分な帯域が確保できている。図 1.2.2.1(ア)-6 は、25 ℃で 56 Gbps NRZ（PRBS31 段）及び

112 Gbps PAM4 の電気信号入力に対する出力光信号のアイ波形を示す。挿入光損失（Insertion Loss : 

IL）4 dB、消光比（Extinction Ratio : ER）3.2 dB で 56 Gbps の良好なアイ波形が得られた。また、

112 Gbps においても Transmitter and Dispersion Eye Closure Quaternary (TDECQ) 2.38 dB

図 1.2.2.1(ア)-5 GeSi-EA 光変調器の電気光（EO）周波数特性のバイアス電圧依存性 
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図 1.2.2.1(ア)-6 25℃の 56 Gbps NRZ 及び 112 Gbps PAM4 動作アイ波形 

のアイ波形が得られた。 

更に、この光変調器の温度依存性を調べるため、光透過特性の温度依存性を測定した結果を図

1.2.2.1(ア)-7 に示す。温度を上昇するにつれて損失は増大するが、選択成長幅 W を選ぶことで、数 dB

の範囲内に調整可能である。同じく図 1.2.2.1(ア)-7 に 85 ℃で動作させた場合の 56 Gbps NRZ のア

イ波形を示す。85 ℃においても IL:8 dB、ER:2 dB で良好なアイ波形が得られた。 

以上より、狭幅選択成長を用いた GeSi-EA 変調器により、小型 40 µm、温度範囲 25～85 ℃、波長

帯域 C、L 帯で 112 Gbps PAM4 動作可能な光変調器を実証した。 

 
図 1.2.2.1(ア)-7 光透過特性の温度依存性及び 85 ℃、56 Gbps NRZ 動作のアイ波形 

 

<受光器＞  

次に受光器に関して説明する。図 1.2.2.1(ア)-8 に導波路型 Ge 受光器の構造を示す。GeSi-EA 光変

図 1.2.2.1(ア)-8 導波路型 Ge 受光器の構造図 
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調器と同様に SOI 上に選択成長により Ge 層を形成している。高速動作させるため受光器の長さは 30 

µｍとしてとしている。受光器に関しては、高速・高感度が求められるが、特に、光インターコネクシ

ョンに適用する場合、伝送距離のばらつきにロバストに対応できることも求められる。図 1.2.2.1(ア)-

9 に従来型の横型 PIN 接合構造導波路型 Ge 受光器と新規に提案した受光器の断面構造図とシミュレ

ーションによる電界強度分布を示す。従来型の構造では、Ge のファセット部分での電界強度が弱い部

分があり、入射光信号が強く Ge 層内で多くのキャリアが発生した場合、キャリアの収集が遅くなる。

即ち、応答速度が遅くなり、高速特性が劣化する。一方、新規の横型 PIN 接合構造導波路型 Ge 受光

器では、Ge のファセット部分の Si 層を n+ドーピングする構造を導入することで電界強度を強めて

いる。 

 
図 1.2.2.1(ア)-9 従来及び新規の横型 PIN 接合構造導波路型 Ge 受光器 

 

この２種類の Ge 受光器の周波数帯域について入力光パワーの依存性を評価した結果を図

1.2.2.1(ア)-10 に示す。従来の Ge 受光器では-4 dBm 以上の入力光パワーで周波数帯域が劣化するの

に対して、新規の Ge 受光器では 0 dBm の高い光入力パワーでも周波数帯域は劣化せず 60 GHz の広

い帯域を保持できる。従って、56 Gbps NRZ 及び 112 Gbps PAM4 に対応可能である。図 1.2.2.1(ア)-

11 に 56 Gbps NRZ の光信号を入力した場合の電気出力波形を示しており、良好なアイ波形が得られ

た。 
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以上より、Ge ファセット部分を n+ドーピングした横型 PIN 接合構造導波路型 Ge 受光器により、

小型 30 µm で 112 Gbps PAM4 動作可能な受光器を実証した。 

 

<波長合分波器> 

16 波長合分波器を Arrayed Waveguide Grating (AWG)のみで作製すると挿入損失やクロストーク

が増大するという問題が発生する。低挿入損失で低クロストークの 16 波長合分波器を実現するため

の構造を図 1.2.2.1(ア)-12 に示す。第 2 期までの成果である高性能な 8 波長（8λ）AWG と 2λ遅延

マッハツェンダー干渉（Delayed Mach-Zehnder Interferometer : DMZI）型バンドパスフィルタを接

続した構造で、波長帯の異なる 2 つの 8λ-AWG（Ａ、Ｂ）を用いて、この２つの波長帯を 2λ-DMZI

型バンドパスフィルタで合波（Ｃ）することで 16 波長を束ねる方式である。これにより、低損失・低

クロストークの 16 波長合分波器を実現する。 

 

図 1.2.2.1(ア)-12  16 波長合分波器の構造図 

図 1.2.2.1(ア)-10 周波数帯域の入力光パワー依存性 図 1.2.2.1(ア)-11 受光器の 56 Gbps アイ波形 
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図 1.2.2.1(ア)-13 16 波長合分波器 

 

実際に作製した 16 波長合分波器の図面を図 1.2.2.1(ア)-13 に示す。TE/TM 両偏波の任意波長に対

応可能な様に偏波ビームスプリッタ（Polarization Beam Splitter : PBS）/偏波回転器(Polarization 

Rotator : PR)を設けて TE/TM 波を分離し、各偏波について 2λ-DMZI 型バンドパスフィルタにより

16 波長を 2 つの 8 波の波長帯に分離し、更に、各波長帯について、各波長帯に対応する 8λ-AWG で

各 8 波長に分波される。 

導波路は Si 細線導波路で作製し、動作波長帯は C バンド帯域、各 8 波については波長間隔 100 GHz

で、サイズは 1.7×2.8 mm2とコンパクトである。図 1.2.2.1(ア)-14 にスペクトル特性を測定した結果

を示す。TE/TM 両偏波共に挿入損失 5 dB、クロストークは-20 dB 以下と低損失・低クロストークで

あることを実証した。更に、TE/TM 両偏波について 32 Gbps NRZ 信号の伝送特性を測定した結果を

図 1.2.2.1(ア)-15 に示す。16 波長全てにおいて良好なアイパターンが得られており、実用に十分耐え

る 16 波長合分波器を実証した。 

 

図 1.2.2.1(ア)-14 16 波長合分波器のスペクトル特性 
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図 1.2.2.1(ア)-15 32 Gbps NRZ 変調信号の伝送特性 

 

 次に、図 1.2.2.1(ア)-16 に示す様に<光変調器>の項目で紹介した GeSi-EA 光変調器に上述の 16 波

長合分波器を繋げ、波長可変レーザから C 帯 16 波長を導入し、50 Gbps NRZ の光信号を伝送させた

結果を図 1.2.2.1(ア)-17 に示す。C 帯の全ての波長で良好な伝送特性を実現可能であることを実証し

た。これらの結果から 56 Gbps NRZ をベースとする 112 Gbps PAM4 信号も 16 波長合分波器で合分

波可能である。 

 
図 1.2.2.1(ア)-16 GeSi-EA 光変調器と 16 波長合分波器を接続した構成 

 
図 1.2.2.1(ア)-17 50 Gbps NRZ 変調信号の伝送特性 

 

 



67 
 

以上の要素デバイスの結果を基に、16 個の GeSi-EA 光変調器と 16 波長合分波器で送信部を、16

個の導波路型 Ge 受光器と 16 波長合分波器で受信部を構成した 3.6 Tbps WDM チップを作製した。

サイズは 5.6×8.6 mm2 と小型化でき、LSI 周辺に 3 チップを実装可能であり、10 Tbps の伝送密度

を実現可能である。 

 

<112 Gbps Tx/Rx 構成> 

112 Gbps のドライバ及び TIA の技術開発するために、まず初めに Tx と Rx の方式と電子回路構成

の検討を行った。112 Gbps として、PAM4 の変調方式の 112 Gbps (56 Gbaud) PAM4 を採用した。PAM

方式を使うことにより、1 タイムスロット当たりの伝送 bit を上げることで、同じ周波数の信号でも

PAM4 であれば NRZ の 2 倍の情報を伝送することができる。 

112 Gbps PAM4 の送信 Tx と受信 Rx の方式として、光で PAM4 を行う場合と電気で PAM4 を行う場

合の 2 種類が考えられる。図 1.2.2.1(ア)-18 に、光で PAM4 を再生・伝送する方法(Type1)と電気のまま

PAM4 を伝送する方式(Type2)を示す。Type 1 では、Tx は電気の PAM4 の信号を 2ch の NRZ 信号にデ

コーダして、２つの光変調器で PAM4 に再生して光伝送を行う。Rx では PAM4 の電気信号を 2ch の

NRZ 信号に一旦変換して、エンコーダで再び PAM4 に変換して出力する。一方、Type 2 では、Tx は

電気の PAM4 の信号をそのまま増幅して、光変調器から PAM4 の光伝送を行う。Rx では PAM4 の光

信号をそのまま電気信号に変換して出力する。Type 1 では光変調器と光変調器ドライバが 2 倍必要に

なるため、サイズや消費電力を比較すると、Type 2 の電気の PAM4 のまま光伝送して PAM4 のまま電

気信号に変換する方法が、小型かつ低消費電力になると考えた。 

 

Tx                   Rx 

 

 

 

 

Type 1 

 

Tx                   Rx 

 

 

 

 

Type 2 

図 1.2.2.1(ア)-18 112 Gbps PAM4 の Tx/Rx 方式 

 

Type 2 の方式としては、PAM4 の電気信号を増幅する増幅器や、Rx の電流信号を電圧信号に変換す

る TIA 段では、高い線形性が必要である。電子回路の構成としては、線形性の観点から CMOS に比べ

SiGe-BJT (Bipolar junction transistor）が有利だと考え、SiGe BiCMOS を用いて 56 Gbps NRZ 及び 112 

Gbps PAM4 で動作する回路の技術開発を行った。 
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 encoder
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<ドライバ回路> 

 112 Gbps 光変調器ドライバとしては、MZ 光変調器と EA 光変調器を駆動する 2 種類のドライバの

技術開発を行った。下記に MZ 光変調器の仕様を示す。また、図 1.2.2.1(ア)-19 に 112 Gbps 用に技術

開発した MZ 光変調器の抽出した等価回路モデルを示す 

 変調器長 500 µm の等価回路モデル：LRC モデル 

 駆動振幅：差動 2 Vpp 

 セグメント数：2 (セグメント間の電気位相は 5 psec) 

 入力信号レベル：変調器側で調整 

 
図 1.2.2.1(ア)-19 MZ 光変調器の等価回路モデル 

 

電子回路設計においての重要なポイントを述べる。PAM4 符号では 4 値レベルの信号の識別が必要

になる。NRZ 符号に比べ識別範囲であるアイ開口が 1/3 となるために、信号対雑音比である SNR が劣

化し、ノイズの影響を受けやすくエラーが発生する。さらに NRZ は、ある閾値を上回れば１，下回れ

ば 0 と値を決定できるため、伝送信号に多少オーバーシュートやアンダーシュートがあっても問題な

いが、PAM4 では 2 bit で判別する必要があるため、オーバーシュートやアンダーシュートが大きいと

受信側で正しく信号が判別できず、波形品質が必要である。したがって、電子回路の設計においては、

ノイズの影響の抑制やオーバーシュートやアンダーシュートの抑制とともに、帯域幅の向上が必要と

なる。また、ミリ波帯近くになると配線の寄生効果が電子回路の特性に大きく影響を及ぼす。そこで

設計では配線の L、R、C の寄生成分を抽出して、高精度な回路設計を行った。 

次に具体的に MZ 光変調器ドライバの設計について、述べる。図 1.2.2.1(ア)-20 は、MZ 光変調器の

入力信号源のインピーダンスによる帯域を示したものである。通常の 50 Ωのインピーダンスでは、

10 GHz と帯域が低く 56 Gbps や 112 Gbps PAM4 の信号で光変調器を駆動できない。これは光変調器

の容量負荷が大きく CR 時定数で帯域が制限されることを示している。これを打破するために、入力

信号源すなわち電子回路のインピーダンスを低下することを考えた。インピーダンスを低下すること

により、帯域が 30 GHz 以上に向上するが、ここでトレードオフになるのが出力振幅である。MZ 光変

調器を駆動するドライバ段の出力負荷を通常の 50 Ωから低下させると出力振幅も低下するために、

電流を増加する必要がある。これらの課題を解決するために、回路工夫を施した。図 1.2.2.1(ア)-21 に

MZ 光変調器ドライバの出力段の回路を示す。特徴としては、 

① ドライバの出力をエミッタフォロワにすることによる低インピーダンス化 

② 出力に R、C による Equalizer による帯域補償 

③ ドライバ段には Cascode AMP により高速化 

④ 差動 AMP のバイアス調整により Segment 間の delay を 5 psec を実現 

 

これらの回路工夫より光変調器出力段の帯域は 30.2 GHz を確保した。 
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図 1.2.2.1(ア)-20 MZ 変調器入力インピーダンスによる周波数特性 

 
図 1.2.2.1(ア)-21 MZ 光変調器ドライバの最終段の回路 

 

図 1.2.2.1(ア)-22 MZ 光変調器ドライバブロック図 

 

図 1.2.2.1(ア)-22 に MZ 光変調器ドライバのブロック図を、図 1.2.2.1(ア)-23 に 90 nm SiGe-BiCMOS

プロセスを用いて試作したチップ写真を示す。使用した 90 nm SiGe-BiCMOS の SiGe-BJT の特性とし

ては、fT(Current gain cut-off frequency)は 300 GHz、fmax (Maximum oscillation frequency)は 330 GHz を有

しており、112 Gbps で動作するドライバや TIA に必要な性能を示している。PAM4 信号を増幅するた

め差動アンプは全て Liner AMP となっており、アイパターンに歪が生じないようにすべての AMP に

おいて入出力ダイナミックレンジを確保している。チップサイズは他の品種と揃えるため、0.97 mm×

0.97 mm である。また、ドライバの特性を高周波プローブヘッドで測定するために、入力パッドは 100 

µm ピッチの GSGSG、出力パッドは 100 µm ピッチの SG、GS の配置にして、チップの端に置いてい

る。電源電圧は、3.3V と 4.2 V である。 
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図 1.2.2.1(ア)-23 MZ 光調器ドライバチップ写真 

 

図 1.2.2.1(ア)-24 と図 1.2.2.1(ア)-25 に Segment 2 における 56 Gbps NRZ と 112 Gbps PAM4 における

出力波形を示す。入力振幅は差動 600 mVpp であり、PN 段数は 31 段である。どちらも非常に良好な

アイ開口の出力波形が得られている。特に 112 Gbps PAM4 では、オーバーシュートやアンダーシュ

ートが無く、均等なアイ開口である。出力振幅は、測定器の 50 Ω終端で単相 590 mVpp 得られてお

り、MZ 光変調器負荷では単相 1 Vpp、差動で 2 Vpp となり、目標値を達成している。 

 

図 1.2.2.1(ア)-24  56 Gbps NRZ 出力波形 

単相振幅 590 mVpp(50 Ω終端)振幅 光変調器負荷で差動 2 Vpp 

 

 

図 1.2.2.1(ア)-25 112 Gbps PAM4 出力波形 

単相振幅 590 mVpp(50 Ω終端) 光変調器負荷で差動 2 Vpp 

 

次に EA 光変調器ドライバについて述べる。図 1.2.2.1(ア)-26 に 112 Gbps 用に技術開発した EA 光変

調器の抽出した等価回路モデルを示す。 

 等価回路モデル（RC のみ） 

 入力インピーダンス：50 Ω（AC 結合） 

 駆動振幅：単相 2 Vpp（AC 結合） 
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図 1.2.2.1(ア)-26 EA 光変調器の等価回路モデル 

 

MZ 光変調器の等価回路モデルと比較すると、真性容量は 1/6 に小さくなっている。しかしなが

ら、入力インピーダンスが 50 Ωで単相 2 Vpp の高い振幅が必要である。この EA 光変調器を駆動す

るドライバを実現するために、設計では Linear AMP のダイナミックレンジの確保とノイズやオーバ

ーシュートやアンダーシュートの抑制とともに、帯域の向上に注力した。図 1.2.2.1(ア)-27 に EA 光

変調器ドライバのブロック図を示す。3 段の差動 AMP の構成でダイナミックレンジを確保した

Linear AMP である。出力段は Cascode AMP とインダクタを用いて広帯域化を行っており、振幅調整

機能を付加している。また、段間には広帯域インピーダンス整合を施しており、回路内の多重反射を

抑制、高品質な出力波形を得るようにしている。 

 

図 1.2.2.1(ア)-27  EA 光変調器ドライバブロック図 

 

図 1.2.2.1(ア)-28 に、90 nm SiGe-BiCMOS プロセスを用いて試作した EA 光変調器ドライバのチッ

プ写真を示す。チップサイズは他の品種と揃えるため、0.95 mm×0.95 mm である。また、ドライバ

の特性を高周波プローブヘッドで測定するために、入力パッドは 100 µm ピッチの GSGSG、出力パ

ッドは 100 µm ピッチの GSG の配置にして、チップの端に置いている。電源電圧は、3.3 V と 5.5 

V、振幅調整機能 VCON を有しており、2.0～2.32 Vpp の制御が可能である。 
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図 1.2.2.1(ア)-28 EA 光調器ドライバチップ写真 

 

図 1.2.2.1(ア)-29 と図 1.2.2.1(ア)-30 に 56 Gbps NRZ と 112 Gbps PAM4 における出力波形を示す。入

力振幅は差動 500 mVpp であり、PN 段数は 31 段である。どちらも非常に良好なアイ開口の出力波形

が得られている。112 Gbps PAM4 で、オーバーシュートやアンダーシュートが無く、均等なアイ開口

である。出力振幅は、測定器の 50 Ω終端で 1 Vpp 得られており、EA 光変調器負荷では単相で 2 Vpp

となり、目標値を達成している。 

 
 

図 1.2.2.1(ア)-29 56 Gbps NRZ 出力波形 単相振幅 1 Vpp (50Ω終端) 

 

 
図 1.2.2.1(ア)-30 112Gbps PAM4 出力波形 PN31 

単相振幅 1 Vpp (50Ω終端)、光変調器負荷で 2 Vpp 

 

INP 

INN 

OUT 
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＜TIA 回路＞ 

112 Gbps PAM4 動作の実現に向けて、本研究では SiGe BiCMOS プロセスを用いて TIA-IC の試作を

行った。試作した TIA-IC のチップ写真を図 1.2.2.1(ア)-31 に、TIA 回路の回路図を図 1.2.2.1(ア)-32 に

示す。チップサイズは 0.95 mm×0.95 mm であり、BiCMOS プロセスの利点を活かして、主信号回路

は SiGe bipolar を用いて高速・高線形性を実現し、比較的低速の周辺回路は CMOS で形成することで

小型・低電力化を実現した。Ge 受光器（Photodiode : PD）から出力される電流信号が TIA 段（TIA stage）

において電圧信号に変換され、リニアアンプ段（Linear AMP1/AMP2）においてその信号が線形に増幅

され、出力バッファ回路（Output buffer）を介して電気信号が外部に出力される。PAM4 信号伝送にお

いては、TIA 回路の線形性が重要になる。そこで、想定される光入力パワー範囲で増幅の過程におい

て線形性が保てるように各アンプ段の利得配分を設計し、合計のトランスインピーダンス利得は 60.1 

dBであった。 

本研究で用いた導波路型 Ge PD 単体の 3-dB 帯域は約 40 GHz であり、TIA 回路設計のために PD 等

価回路モデルを作成した。作成した等価回路モデルを図 1.2.2.1(ア)-33 に示しており、測定結果を良く

再現できるモデルになっていることが分かる。この PD と TIA 回路を含めた光受信回路全体の 3-dB 帯

域設計値は 37.1 GHz であった。また、CMOS を用いた光信号のオフセットをキャンセルする DC フィ

ードバック回路（CMOS DCFB）を内蔵しており、このフィードバック回路の低周波カットオフ周波

数は 14.2 kHz であった。これは、PRBS 231-1 などの長い信号パターンも問題なく受信できることを意

味している。 

 

図 1.2.2.1(ア)-31  SiGe-BiCMOS プロセスを用いて試作した 112 Gbps TIA チップの写真 

 
図 1.2.2.1(ア)-32 112 Gbps TIA 回路図 

TIA 回路の広帯域化のために小型のスパイラルインダクタを用いているが、ファウンドリーから提

供されるデバイスモデルの精度が十分ではないことが、高速の TIA 回路を設計する上での課題であっ
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た。そこで、電磁界解析による高精度の特性抽出を行うことによって、設計精度を向上させた。また、

高周波領域においては信号配線のインピーダンス設計が非常に重要となるため、配線断面構造を取り

込んで精密にモデル化を行なった。これらの工夫により設計精度を向上させて、高速動作を実現する

ことができた。 

 

図 1.2.2.1(ア)-33 Ge-PD の等価回路モデルとフィッティング結果 

 
図 1.2.2.1(ア)-34  作製した TIA-IC を搭載した光レシーバチップと断面模式図 

次に、導波路型 Ge-PD を集積したシリコンフォトニクスチップ上に、試作した上記 TIA-IC をフリ

ップチップ実装して、光レシーバ（RX）を作製した。作製した光レシーバチップの写真および断面模

式図を図 1.2.2.1(ア)-34 に示す。IC をフリップチップ実装することによって、ワイヤボンディング実装

と比較して寄生インダクタンスなどの影響を受けにくいという利点が得られる。TIA 回路の電源を安

定化させるためのデカップリングコンデンサとして、0.1 F のチップコンデンサを搭載している。図

1.2.2.1(ア)-35 に示す測定系を用いて、作製した光レシーバチップの 112 Gbps PAM4 波形評価を行っ

た。RX の電気出力波形は光入力信号の品質に大きく左右されるため、RX の特性を精度よく評価する

ためには良好な光信号を生成することが重要である。波長 1.3 m 帯において、LiNbO3 光変調器およ

び任意波形発生器（AWG: arbitrary waveform generator）を用いて帯域補償を行なうことによって、図中

に示すように明瞭なアイ開口を備えた 112 Gbps PAM4 光信号を得ることができた。PAM4 信号におい

て重要となる線形性（3 つのアイ開口がどの程度均等になっているか）を示す指標の一つが次式で定

義される RLM である。 

𝑅 =
min(𝑉ଷ − 𝑉ଶ,  𝑉ଶ − 𝑉ଵ,  𝑉ଵ − 𝑉)

𝑉ଷ − 𝑉
3

 

ここで (Vi = 0, 1, 2, 3) は各信号レベルを示しており、測定で用いた光信号の RLM 値は約 0.98 とほぼ均

等なアイ開口が得られている。また、光信号の消光比は 5.5 dB で、PRBS 215-1 のテストパターンを用

いた。本測定では TIA-IC の電源電圧として 3.3V を印加し、消費電流 95.1 mA、消費電力は 314 mW 

(2.8 pJ/bit) であった。この光信号を試作した RX に入力し、得られた電気出力波形を図 1.2.2.1(ア)-36 
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(a)に示す。これらはイコライジング処理などを施しておらず、そのような信号処理を行うことなく良

好な 112 Gbps PAM4 波形を得ることができた。また、入力電流依存性の評価を行ない、IIN = 250, 320, 

390, 450 Ap-p の条件において出力波形の線形性の変動を調べた。これらの入力電流を光信号の OMA 

(optical modulation amplitude) に換算すると、それぞれ-5.3, -4.2, -3.4, 2.8 dBm となる（Ge-PD 受光感

度：0.85 A/W）。各条件における RLM 値はそれぞれ 0.96, 0.95, 0.94, 0.91 であり、線形性良くほぼ均等な

3 つのアイ開口が得られていることが分かる。加えて、図 1.2.2.1(ア)-36 (b)に示すシミュレーション波

形とも良い一致が得られており、上記の高精度の設計手法が有効であることが分かる。さらに、カス

コード接続回路を導入した広帯域版の TIA チップも試作した（図 1.2.2.1(ア)-37）。図に示すように、

42.6 GHz の 3-dB 帯域と明瞭な 112 Gbps PAM4 波形を実証することができた。 

 

図 1.2.2.1(ア)-35 112 Gbps PAM4 波形測定評価系 

  
図 1.2.2.1(ア)-36  光レシーバの 112 Gbps PAM4 出力波形 (a) 測定結果、(b) シミュレーション結果 
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以上の結果から、設計どおりの特性が得られ、良好な 112 Gbps PAM4 動作を達成した。このデータ

レートは、SiGe-BiCMOS の TIA-IC と導波路型 Ge-PD 集積シリフォト回路をフリップチップ実装した

光レシーバとしては世界最高のデータレートであり、本研究で試作した TIA-IC およびそれを用いた

光レシーバは、今後のシリコンフォトニクス高速光トランシーバへの応用が期待できるものである。 

 

<1 mW/Gbps 低消費電力> 

1 mW/Gbps の低消費電力の達成目標については、低消費電力化技術として技術開発した光デバイス

の EA 光変調器や PD のモデルパラメータを用い、CMOS 回路を使用した Tx を構成する電子回路の光

変調器ドライバと Rx を構成する電子回路の TIA を回路解析にて、1 mW/Gbps の実現を検証した。目

標のデータレートは 56 Gbps として、光変調器ドライバや TIA を構成する電子デバイスには、22FDX

プロセスの 22 nm CMOS を使用した。22FDX は、25 Gbps 光 I/O コアの電子回路に使用した 28 nm 

CMOS プロセスよりも、デバイス性能を表す fTが大きく、かつ SOI 基板を使用しているため、Si 基板

による影響が小さく、光変調器ドライバや TIA などのアナログ回路としては有利となる。 

 

図 1.2.2.1(ア)-37 (a) 試作した広帯域版 TIA チップ写真、(b) 周波数特性の測定結果、(c) 広帯域

版 TIA を搭載した RX の 112 Gbps PAM4 出力波形 
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光変調器には低消費電力化として技術開発した EA 光変調器を、PD には導波路型 Ge-PD を、それ

ぞれ等価回路モデル化を行い、回路解析に導入した。等価回路モデルの詳細は、<112 Gbps Tx/Rx 構成

>及び<ドライバ回路>で記述したものと同じである。 

Tx の低消費電力には、光変調器を駆動するための入力振幅を下げることが最も効果的である。図

1.2.2.1(ア)-38 に 25 Gbps 光 I/O コアの光変調器ドライバのブロック図を示す。このドライバは、CML 

(Current-mode logic)、CML-CMOS Converter、CMOS Inverter で構成されている。光変調器には MZ 光

変調器を用いており、光変調出力を確保するために 4 つの Segment で構成されて、各 Segment には差

動振幅 1.8 V の信号が入力される。光変調器ドライバの出力は、差動 1.8 Vpp 振幅を 4 出力が必要にな

る。そのために光変調器ドライバを構成する CMOS Inverter のファインファンアウトは増加する。 

 

 
 

図 1.2.2.1(ア)-38 25 Gbps 光 I/O コアの光変調器ドライバのブロック図 

 

1 mW/Gbps の低消費電力を達成するために、光変調器の 1 mW/Gbps 対応の光変調器として、MZ 光

変調器から EA 光変調器に変更し採用した。EA 光変調器では、Segment 数は 1 つでよく、振幅は単相

1 Vpp で駆動できる。つまり、光変調器ドライバのファインファンアウトの低減及び、トータルの光

変調器駆動振幅の低減が可能となる。図 1.2.2.1(ア)-39 に解析検討した EA 光変調器ドライバのブロッ

ク図を示す。この EA 光変調器ドライバは、MZ 光変調器ドライバと同等に CML、CML-CMOS Converter、

CMOS Inverter で構成されるが、CMOS Inverter ファンアウトや出力段数も少ない。CMOS Inverter の段

数は、56 Gbps における EA 光変調器の駆動能力によって決定している。 

 

図 1.2.2.1(ア)-39 56 Gbps EA 光変調器ドライバのブロック図 

 



78 
 

図 1.2.2.1(ア)-40 に 56 Gbps NRZ での EA 光変調器のモデルを付加した時のドライバの出力波形を

示す。入力には、差動 300 mVpp の振幅を入力している。56 Gbps で出力振幅 1 Vpp の非常に良好なア

イパターンを得た。 

 

 

図 1.2.2.1(ア)-40 56 Gbps EA 光変調器ドライバ出力波形 (出力振幅 1 Vpp) 

 

消費電力は 15.12 mW であり、Gbps 当たり、0.27 mW/Gbps を実現した。表 1.2.2.1(ア)-2 に 25 Gbps 

MZ 光変調器ドライバの消費電力との比較を示す。EA 光変調器を駆動するドライバ構成にすること

で、Gbps 当たり消費電力の大幅な低減が可能となった。 

 

表 1.2.2.1(ア)-2 光変調器ドライバの Gbps 当たりの消費電力比較 

25 Gbps 

MZ 光変調器ドライバ 

56 Gbps 

EA 光変調器ドライバ 

2.15 mW/Gbps 0.27 mW/Gbps 

 

Rx の低消費電力として、TIA ブロックの削減及び各ブロックの消費電流の削減を検討した。ここで

トレードオフになるのは、56 Gbps の動作速度の実現である。22 nm CMOS を適用すること、かつ回路

の広帯域化の工夫により帯域を向上して、56 Gbps NRZ の動作を実現した。図 1.2.2.1(ア)-41 に TIA の

ブロック図を示す。 

PD と TIA 間に AC カップリングを用いることで、TIA 段を差動アンプで構成でき、利得の向上が

図ることが可能となる。そのためにブロック段数が TIA、Limiting AMP、Output buffer からなる 3 段に

低減できる。また、差動 AMP の入力オフセットをキャンセルする DC フィードバック回路を削減で

きる。帯域向上には、各段の負荷にインダクタを付加して、ピーキング手法により消費電流低下によ

る帯域低下を抑制している。さらに Output buffer には Emphasis 回路により出力波形のアイ開口の向上

を図った。 
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図 1.2.2.1(ア)-41 22 nm CMOS TIA ブロック図 

 

図 1.2.2.1(ア)-42 に TIA に差動出力波形を示す。入力には、400 µApp の電流信号を入力している。

56 Gbps NRZ で差動出力振幅 480 mVpp と十分な振幅で、良好なアイパターンを得た。 

 

 

図 1.2.2.1(ア)-42 56 Gbps TIA 出力波形 (差動 480 mVpp) 

 

TIA の消費電力は 36.7 mW であり、Gbps 当たり、0.66 mW/Gbps を実現した。表 1.2.2.1(ア)-3 に 25 

Gbps TIA の消費電力との比較を示す。前述した回路手法により Gbps 当たり消費電力が、1/5 の低減が

可能となった。 

 

表 1.2.2.1(ア)-3 TIA の Gbps 当たりの消費電力比較 

25 Gbps 

TIA 

56 Gbps 

TIA 

3.52 mW/Gbps 0.66 mW/Gbps 

 

以上、説明したように Tx を構成するドライバで、0.27 mW/Gbps、Rx を構成する TIA で 0.66 mW 

/Gbps、ドライバと TIA のトータルで 1 mW/Gbps 以下の低消費電力化を達成した。 
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<ベンチマーク> 

シリコンフォトニクス変調器のベンチマークを表 1.2.2.1(ア)-4 に示す。SiGe を採用することで、

他機関よりも変調効率が高く、低駆動電圧で小型化できることが特徴である。特に、GeSi-EA 光変調

器では、他社よりも優れた 70 GHz 以上の帯域を実現している。 

受光器のベンチマークを表 1.2.2.1(ア)-5 に示す。Ge 成長方法や構造の工夫により他社に比べ受信

感度が高く、高速で小型・低電圧駆動可能であることが特徴である。60 GHz の帯域を実現し、PAM4

で重要な線形応答性も良好である。 

 

  

合分波器のベンチマークを表 1.2.2.1(ア)-6 に示す。高度な光回路設計技術と高均一で再現性の高い

シリコンフォトニクス作製技術により低損失・低クロストークが特徴である。 

 

表 1.2.2.1(ア)-4  光変調器のベンチマーク 

表 1.2.2.1(ア)-5 受光器のベンチマーク 
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表 1.2.2.1(ア)-6 合分波器のベンチマーク 

 
光変調器ドライバのベンチマークを表 1.2.2.1(ア)-7 に示す。MZ 光変調器用ドライバに関しては、

ドライバと光変調器を集積した形態での 112 Gbps の報告例は無い。また、IBM の 60 Gbps 送信器は

6 分割電極の入力信号を全て外部で位相調整しているため、実用性は低いと考えられる。Ghent 大よ

り 100 Gbps PAM4 の報告はあるものの、スキュー調整を外部測定器で行なっており、実用化の課題

は残っている。EA 光変調器用ドライバに関しては、112 Gbps の報告は無いものの、106 Gbps の報

告例など高速化が進展している。また、MZ 光変調器ドライバよりも消費電力は低いことが分かる。 

 

表 1.2.2.1(ア)-7 光変調器ドライバのベンチマーク 

受光器 TIA のベンチマークを表 1.2.2.1(ア)-8 に示す。112 Gbps PAM4 の高速性と線形性を CMOS

で両立するのは難易度が高く(特に線形性) 、両立は SiGe が優位である。また、112 Gbps の報告は無

いものの、106 Gbps の報告例など高速化が進展している。但し、106 Gbps の報告例では PN9 段ま

でであり、実用性の観点ではまだ不十分である 
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<まとめ＞ 

低消費電力で 10 Tbps を実現するシリコンフォトニクス集積回路の要素技術開発を行った。開発目

標として、3.6 Tbps の超小型・大容量 WDM チップを実現するための要素素子である 112 Gbps 光変

調器・受光器及びこれらを動作させる電子回路であるドライバ・TIA、更に、16 波長合分波器を開発

した。 

112 Gbps の光変調器については、GeSi-EA 光変調器を選択成長幅 1 µm 以下の狭幅選択 Ge 成長に

より作製することで、C、L 帯共に 1 チップ上で動作可能にし、更に、ドーピング等を最適化するこ

とで 70 GHz 以上の帯域を確保し、112 Gbps PAM4 動作を実証することに成功した。112 Gbps の受

光器については、横型 PIN 接合構造導波路型 Ge 受光器の Ge ファセット部分を n ドーピングするこ

とで光インターコネクションに適用する場合の伝送距離のばらつきにロバストに対応できることを実

証した。また、同構造で 60 GHz の帯域を確保し、TIA と組合わせて 112 GbpsPAM4 動作を実証す

ることに成功した。ドライバについては、最先端 SiGe-BiCMOS プロセスを用いて、高線形動作回路

設計と IC 内広帯域インピーダンス整合を用いた高振幅・低ジッタ化回路設計により、2 Vpp の高振

幅で 112 Gbps PAM4 動作を実証することに成功した。TIA については、ドライバと同様に、最先端

SiGe-BiCMOS プロセスを用いて、デバイスモデルや配線設計の精度を向上させることで良好な 112 

GbpsPAM4 動作を実証することに成功した。更に、受光器と TIA をフリップチップ実装した光レシ

ーバを作製し、世界最高のデータレート動作である 112 GbpsPAM4 動作を実証した。一方、1 

mW/Gbps の低消費電力化に関しては、これらのドライバ・TIA を CMOS で設計した場合の消費電力

をシミュレーションで見積もった。22 nm CMOS を用いた場合、GeSi-EA 光変調器用ドライバでは、

0.27 mW/Gbps、導波路型 Ge 受光器用 TIA では 0.66 mW/Gbps となり、両合計で 1 mW/Gbps 以下

の消費電力を達成できることを明らかにした。更に、16 波長合分波器については、２つの波長帯の異

なる 8 波長 AWG を 2 波長 DMZI バンドパスフィルタで束ねる構造により、16 波長合分波の基本動

作を低損失・低クロストークで実証することに成功した。 

以上より、10 Tbps に向けた超小型・大容量 WDM チップを実現するための要素素子の開発におけ

るプロジェクト目標を全て達成した。 

 

表 1.2.2.1(ア)-8 受光器 TIA のベンチマーク 
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イ) 集積化プロセス技術 

＜開発目標とアプローチ＞ 

10Tbit/ノードの高速光電子集積インターポーザを実現するためには、シリコンフォトニクス技術に

よる種々の高機能の光デバイスを光回路チップに集積する必要がある。そのためには、各光機能デバ

イスの作製プロセスの整合を図り、一つの統合された集積プロセスを構築しなければならない。また、

光回路チップに集積される多数の光デバイスを再現性良く動作させるために、従来にはない高速高精

度のデバイス検証技術を構築し、さらにこのデバイス検証技術を設計・プロセス技術と連携させるこ

とで光デバイス特性の再現性を確保する必要がある。 

上記の観点から、本プロジェクトにおいて、高機能の光デバイスを集積したシリフォト統合化集積

プロセスの開発を行うとともに、光ウェーハプローバによる高速高精度の光デバイス検査技術の確立

を図り、これらとデバイス・回路設計をリンクさせるための設計・プロセス統合ライブラリの構築を

行った。 

シリフォト統合化集積プロセスの開発においては、光トランシーバに集積される変調器、受光器、

合分波デバイス、光 I/O デバイス及び導波路の性能を最大となる検討を加えつつ、これらが整合的に

集積されるシリフォト統合化集積プロセスの開発を行った。また、開発成果の社会実装への展開を念

頭に 300 mm ファンドリにおける技術検証を実施した。 

光ウェーハプローバによるデバイス検証技術構築については、従来の導波路デバイスの高精度評価

に加え、変調器及び受光器の動作特性の高速・自動評価システムの構築を行うとともに、ウェーハレ

ベル評価結果を用いたデバイスパラメータの抽出を行った。 

光集積デバイスの設計データと検査において抽出されたデバイス特性パラメータは設計・プロセス

統合ライブラリとして一元的に管理し、デバイス・回路のシミュレーションを用いて確度の高い設計

が可能なシステムを構築した。さらに、作製プロセスへのフィードバックや回路性能の特性分布予測

を可能とする特性ばらつきのモデル化を行った。 

 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-1 集積化プロセス技術の開発アプローチ 

 

＜シリフォト統合化集積プロセスの開発＞ 

シリコンフォトニクスにおいては、シリコンの高い屈折率を生かし、波長寸法以下の細線幅の導波
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路を用いてチップ内部に信号光を伝搬させることが可能である。しかし、このような強い光の閉じ込

めのために細線エッジのラフネスに起因する散乱損失の発生による伝搬損失の増加、及び線幅のずれ

によるデバイスの波長特性のシフト・劣化が生じるという懸念がある。本プロジェクトでは、40nm 技

術世代の CMOS プロセスを基盤技術として高均一の SOI ウェーハに適用し、特に高精度 ArF 露光技

術による導波路加工プロセスの最適化を図ることで、こうした伝搬損失の低減と波長特性の再現性確

保に取り組んだ。 

細線導波路については、本プロジェクトで開発した統合化プロセス技術を用いて作製した細線導波

路において、プロセス最適化の結果、細線エッジのラフネス(LER)を 2.2nm に低減でき、その結果 300 

mm 径ウェーハ面内で極めて低損失かつ均一な特性の導波路を形成することを確認した。得られた損

失値は世界最高レベルのものである。 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-2 統合化プロセス技術を用いて作製した O 帯シングルモードの 350nm 幅の細線導

波路の電子顕微鏡による平面像(左)、300 mm 径ウェーハ面内の伝搬損失マップ(中)、及び伝搬損

失スペクトル(右) 

 

光 I/O デバイスとしてファイバとの光結合に用いるグレーティングカプラについて、ArF 露光技術

によって可能となるごく狭い幅(~80nm)のトレンチ構造を導波路からグレーティングカプラに至る信

号光の導入部に設けることで、ファイバとの結合効率を大きく向上できることを確認した。また、ウ

ェーハ面内の結合スペクトルの再現性も極めて良好なものであった。 

 

図 1.2.2.1(イ)-3 統合化プロセス技術を用いて作製した O 帯用グレーティングカプラの光学顕微

鏡による平面像(左上)、電子顕微鏡によるアポダイズ部 80nm トレンチ構造の断面像(左下)、アポ

ダイズを有するグレーティングカプラとアポダイズを持ちない均一グレーティングのグレーティ

ングカプラのシングルモードファイバとの結合効率の比較(中)、及びウェーハ面内グレーティン

グカプラ 64 素子の結合効率スペクトル(右) 
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合分波器としては、統合化プロセス技術を用いて作製した８波長の合分波が可能なアレイ型導波路

グレーティング(AWG)について、ウェーハ面内の各デバイスの波長ばらつきが 2nm 以下ときわめて

スペクトル再現性の高い特性を確認した。 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-4 統合化プロセス技術を用いて作製した C 帯用 8 波長分波に用いるアレイ型導波

路グレーティング(AWG)の構造模式図(左)、透過スペクトル(中)、及びウェーハ面内グレーティン

グカプラ 64 素子の特定ポートからの透過スペクトル(右) 

 

変調器については、PN 接合型マッハ・ツェンダ変調器(PN-MZM)のデバイス作製プロセスにおけ

る不純物イオンの注入量、電流の引き出しエリア形成のためのハーフエッチングの深さ、及び不純物

注入領域のずれなどが変調効率や挿入損失に与える影響を実験及びプロセス・デバイスシミュレーシ

ョンによって明らかにし、特に感度の高いプロセス印紙について、精密な制御を行うことで、300 mm

ウェーハ面内の特性ばらつきを極めて低い値(6%)とできることを確認した。 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-5 統合化プロセス技術を用いて作製した C 帯用 PN 接合型マッハ・ツェンダ変調器

(PN-MZM)の透過電子顕微鏡による接合部断面像(左上)、様々なプロセスに製造規格に相当するプ

ロセスのずれを与えたときの変調効率の変化(左下)、PN 接合への逆電圧印加による干渉スペクト

ル変化(右上)、及び 300 mm 径ウェーハ面内の PN-MZM 64 素子の変調効率の分布(右下) 
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高機能の変調器、及び受光器に向けた 300 mm 径ウェーハ対応の Ge エピタキシャル成長装置を用

いた Ge 成膜プロセスについて、Ge 膜が Si 開口部のみで成長する完全な下地選択性の選択エピタキ

シャル条件を確立し、Si 開口部端での Ge 表面のスムースなファセット形成を確認した。また、成長

プロセスの最適化により、下地シリコンとの格子結合長の不整合に起因する貫通転位密度を 1x107 

cm-2 に低減できることを確認した。 

 
図 1.2.2.1(イ)-6 光集積回路試作に適用された 300 mm 径ウェーハ用 Ge エピタキシャル成長装置

の構成模式図(左)、Ge の成長端部におけるファセット形成を示す電子顕微鏡による鳥瞰像(右

上)、及び原子間力顕微鏡による Ge 成長表面の貫通転位の観察(右下) 

 

上記の Ge 膜成長プロセスを用いて作製した Ge 受光器について、従来の SOI 層の上に Ge 膜が担

持され導波光が Ge 膜にエバネッセント結合によって導かれるエバネッセント型 Ge 受光器に加え、

SOI 層にリセス部が形成されその上に Ge 膜が埋め込まれることで導波光がバット結合により効率よ

く Ge 膜に導かれるバット結合型 Ge 受光器プロセスを新規に開発し、理論限界に近い量子効率、300 

mm 径ウェーハ内で均一な感度分布、及び 10-7A 以下の低い暗電流密度を確認した。 

 

図 1.2.2.1(イ)-7 統合化プロセス技術を用いて作製したエバネッセント型 Ge 受光器及びバット結

合型 Ge 受光器の透過電子顕微鏡による断面像(左上、及び左下)、バット結合型 Ge 受光器の受光

感度偏差分布(中)、及び 300 mm 径ウェーハ面内のバット結合型 Ge 受光器 64 素子の暗電流特性

(右) 
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今回開発した統合化プロセスを用い、10 Tbit/ノードの高速光電子集積インターポーザ実証に向けた

ウェーハ試作を実施した。作製したウェーハについて、ダイシングによるウェーハの切り出しのあと、

デバイスチームが主体となり回路実装と評価を行い、高速インターポーザ実現の可能性を実証してい

る。 

 

光集積回路技術にかかわる開発成果の社会実装に向けた 300 mm ファンドリへの展開として、本プ

ロジェクトが開発してきた 40nm 世代 CMOS プロセス、300 mm SOI、及び Ge エピタキシャル成長技

術を基盤とする高精度な導波路加工プロセスの移植を進めるとともに、新規にファンドリ側の有する

高速のデュアルダマシンプロセスの導入を図ることでより高速の回路動作が可能なデバイス設計を行

った。 

 

 
図 1.2.2.1(イ)-8 ファンドリにおいて試作した光集積回路の断面構造 

 

300 mm ファンドリに展開した統合化プロセス技術を適用して作製した C 帯及び O 帯対応の細線導

波路について、これまでの当プロジェクトにおいて確認したものとほぼ同様の伝搬損失の 300 mm ウ

ェーハ面内分布と伝搬損失の線幅依存性を確認した。 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-9 ファンドリにおいて試作した C 帯 440 nm 幅の細線導波路の伝搬損失の 300 mm 径

ウェーハ面内の分布(上)、C 帯及び O 帯の細線導波路の伝搬損失の導波路幅依存性(下) 

 

変調器については、ファンドリにおいて試作した PN-MZM の特性がこれまでの当プロジェクト

において確認したものとほぼ同様の良好な 300 mm ウェーハ面内均一性と変調効率の電圧依存性
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を示すことを確認した。 

 

図 1.2.2.1(イ)-10 ファンドリにおいて試作した PN-MZM の 300 mm 径ウェーハ面内の印加電圧 0V

での変調効率の分布(左)、及び 300 mm 径ウェーハ面内の PN-MZM 64 素子の変調効率の印加電圧

依存性(右) 

 

受光器についても、ファンドリにおいて試作した Ge 受光器の特性がこれまでの当プロジェクトに

おいて確認したものと同様の良好な 300 mm ウェーハ面内均一性と暗電流を示すことを確認した。 

 

図 1.2.2.1(イ)-11 ファンドリにおいて試作したエバレッセント型 Ge 受光器の 300 mm 径ウェーハ

面内の 64 素子の光電流の光強度依存性(左)と暗電流の電圧依存性(右) 

 

これらのデバイス試作を通じて、当プロジェクトの開発成果はファンドリに展開できることを実証

できた。今後の市場開拓に向けて、今回確認できた高い性能再現性と 300 mm ラインの低コスト性は

大きな武器となると考えられる。 
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＜光ウェーハプローバによるデバイス検証技術＞ 

従来の導波路デバイスのウェーハレベルの高精度評価に加え、変調器及び受光器の動作特性の高速・

自動評価システムの構築を行うとともに、ウェーハレベル評価結果を用いた高精度のデバイスパラメ

ータの抽出を行うためのモニタリング光回路の新規考案と実証、プローバを用いたチップ評価技術、

および回路性能の解析的な表現を可能とするデバイスのコンパクトモデルの構築などを通じ、デバイ

ス・回路設計や試作プロセスへの強力なフィードバックを可能とするデバイス検証技術の確立を図っ

た。 

 

＜変調器及び受光器動作特性の高速・自動評価システムの構築＞ 

変調器及び受光器の動作特性の高速・自動評価システムの構築について、シリコン光変調器ならび

に受光器のプロセスばらつきと特性ばらつきとの相関を明らかにするため、ウェーハプロービングシ

ステムを用いた全自動・高精度評価技術を構築した。信号源から出力された電気信号は、RF プローブ

を用いてコンタクトするようになっている。波長可変光源から出射された光は、偏波制御された後に

光ファイバプローブを通ってグレーティングカプラによりシリコン光変調器に入射されるようになっ

ている。また、光ファイバプローブは各ダイで自動調芯されるようになっている。ここでは、非対称

マッハ・ツェンダ干渉計のアーム間位相差を決定する波長を探索するようにし、変調器から出力され

る光信号波形のクロスポイントが 50%になるように調整される。以上から、シリコン光変調器におい

て、変調効率、吸収損失、ならびに消光比をウェーハ上で全自動・高精度で測定することができる評

価技術を構築することに成功した。シリコン受光器についても同様に、受光感度ならびに暗電流をウ

ェーハ上で 50 素子を 2 時間以内に測定できる全自動・高精度の評価技術を構築することに成功した。 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-12  シリコン光変調器ならびに受光器の全自動・高精度評価系の模式図 

 

構築した評価系を用いることによって、300 mm SOI ウェーハ上 64 ダイに作製されたシリコン光変

調器に対する小信号変調効率の DC バイアス依存性を測定し、高消光比を得るために十分小さな変調

効率を実現できていることを確認した。また、変調効率は DC バイアスに対して非線形に変化するこ

とが確認できるとともに、ばらつきが生じており、電圧 V = 0 において平均 1.42  0.04 (3)であるこ
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とが分かった。このばらつきについて、定量的観点に立った上でのインパクトの大小を明らかにする

ため、構築した評価系を用いて、オフセットバイアス V0 = 2.0 V ならびに駆動電圧振幅 Vpp = 1.6 V に

対して消光比の測定を行った結果、消光比は平均 3.93 dB  0.24 (3)であり、かつ非常に小さいウェー

ハ面内ばらつきを実現できていることが分かった。吸収損失については、V0 = 2.0 V に対して位相シフ

タにおける実効屈折率の虚部を測定した結果、平均 6.96  105  2.08  105 (3)であり、低損失を得る

ために十分小さい損失値ならびにそのウェーハ面内ばらつきを実現できていることが分かった。 

 

(a) 

 

(b) 

図 1.2.2.1(イ)-13  (a) シリコン光変調器の小信号変調効率の DC バイアス依存性、(b) V0 = 2.0 

V ならびに Vpp = 1.6 V に対する消光比のウェーハ面内分布 

 

図 1.2.2.1(イ)-14  V0 = 2.0 V に対する位相シフタの実効屈折率の虚部のウェーハ面内分布 
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構築した評価系を用いることによって、300 mm SOI ウェーハ上 64 ダイに作製されたシリコン受光

器に対する受光感度ばらつきを電圧 V = 3V において測定した。本測定については、受光器に近い場

所に作製したグレーティングカプラ対によるショートカット光導波路の透過スペクトルから結合損失

を見積もることで算出した。きわめて小さいウェーハ面内ばらつきであることを確認した。また、暗

電流の DC バイアス依存性についても同様に測定した。実用上、十分な均一性を呈することを確認し

た。 

 
(a) 

図 1.2.2.1(イ)-15  V = 3V に対するシリコン受光器の受光感度ばらつきのウェーハ面内分布 

 

このように、ウェーハレベルプローバの極めて高い調心精度を生かし、かつ変調、受光機能の測定

に必要な機器をプロービング機能と整合させて組み合わせることで、変調器、及び受光器動作特性の

高速・自動評価を実現した。また、変調器と受光器の実際の測定から、統合化プロセスを用いて試作

したこれらのデバイスが 300 mm ウェーハ面内で極めて高い均一性を示すことを明らかにした。 

 

＜細線導波路加工プロセスの高精度モニタリング＞ 

シリコンベースのフォトニック集積回路では、導波路は光学機能素子間の信号光の伝搬経路として

用いられるとともに、ほとんどの波長フィルタデバイスの基本構造ともなっている。これまでの多く

の検討により、導波路のミクロンオーダ以下の製造偏差により波長フィルタに明瞭なスペクトル変化

が生じることが確認されている。したがって、シリコンフォトニクスデバイスの特性再現性を高める

ためには、インラインプロセス制御モニタリング（PCM）手法を確立することが必要である。これま

で、マッハ・ツェンダ干渉計（MZI）またはマイクロリング共振器（MRR）を含む光回路を使用した

スペクトル解析による細線導波路の幅と高さの偏差の抽出が、光 PCM 法として提案されており、当

プロジェクトにおいても MRR の最低次の横電気（TE）伝播モードの透過スペクトルを観測し、測定

された共鳴波長と自由スペクトル範囲（FSR）の変動から、実効屈折率と群屈折率の偏差を抽出し、

これらの屈折率偏差から製造偏差を導いている手法が提案されている。しかし、これまでの抽出手法

では、小さな FSR シフトの測定誤差が、製造偏差の抽出の精度に影響を与えるという課題があった。

今回の新規モニタリング回路により、こうした困難無しに細線導波路の製造偏差をより正確に抽出で

き、サブナノメータの寸法ずれを精度よく見積もれることを理論的及び実験的に示した。 

 今回の新規モニタリング回路は、TE 伝搬モードおよび横磁気（TM）伝搬モード用に設計された

MRR および偏光回転子を備えており、ファイバと結合するグレーティングカプラを変えることで TE

および TM モードそれぞれの共振状態を選択的に作ることができる。 



92 
 

 

図 1.2.2.1(イ)-16 偏波回転分岐器とリング共振器からなる導波路加工モニタ回路を用いた TE モ

ード(左)及び TM モード(右)の共振測定時のセットアップ 

 

実際に試作したモニタリング回路について、TE および TM モードの明瞭な共振ピークが観測され

た。ここで、TM モードは TE モードに比べて、光の閉じ込めが弱いために共振ピークの半値幅が大

きいことが分かる。また、両モード間のクロストークは全く見られなかった。このことから、偏波回

転分岐器における偏波の移行が完全にできていると考えられる。 

図 1.2.2.1(イ)-17 導波路加工モニタ回路で観測された TE モード(左)及び TM モード(右)の共振ス

ペクトル 

 

面内の多数のモニタ回路についてウェーハプローバを持いて同様の測定を行った結果、TE モードと

TM モードのそれぞれについて、300 mm ウェーハ内の共振波長ばらつきを示すスペクトルが得られ

る。 
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図 1.2.2.1(イ)-18 300 mm ウェーハ面内の導波路加工モニタ回路 64 素子で観測された TE モードの

透過スペクトル(左)及び TM モードの透過スペクトル(右)  

 

導波路の幅と高さの偏差が観測された共振ピークのばらつきをもたらしているが、TE モードと TM

モードでは共振ピークシフトへの導波路の幅と高さの偏差の影響の大きさが異なるため、両モードの

シフト量を用いて演算することで、導波路の幅と高さの偏差を抽出することができる。300 mm SOI

ウェーハ上に製造された 64 個のモニタリング回路の測定から抽出された導波路の幅と高さの偏差の

分布は実際のウェーハプロセスにおけるインラインモニタの測定結果の傾向と一致するものであった。 

 

図 1.2.2.1(イ)-19 導波路加工モニタ回路の TE モード及び TM モードの共振波長ばらつきから抽

出された導波路幅と導波路高さの偏差の 300 mm 径のウェーハ面内の分布 

 

 今回のモニタリンク回路による加工偏差抽出の精度について、半導体プロセスのインライン検査手

法と比較した結果、代表的なインライン検査装置である電子顕微鏡観察より半桁以上導波路幅偏差の

ばらつきが少なく、高さについても、SOI 層の初期膜厚分布とサブナノメータの精度で再現するもの

であった。また、及び従来光 PCM 法と比較して、今回の手法は原理的に検出感度が 40%大きく、ま

た 2 桁以上波長測定誤差の影響を受けにくいことが分かった。 
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図 1.2.2.1(イ)-20 新規モニタリング回路による導波路加工偏差抽出精度の従来光 PCM 法との比

較：製造偏差に対する感度(左)、波長誤差の影響(右) 

 

これらの検討を通じて、今回新規に開発したモニタリング回路が従来手法及び半導体プロセスのイ

ンライン検査手法に比べて加工偏差の高い抽出精度を有することが明らかとなった。今回のモニタリ

ング手法の開発により、試作結果の解析をもとに、デバイス・回路設計や試作プロセスとへの適切な

フィードバックが可能となった。 

 

＜プローバを用いたチップ評価技術＞ 

本プロジェクトにおいて、光回路に集積される光デバイスの性能は主にウェーハレベルで評価され

てきたが、光電子集積インターポーザの実証に向けて、光デバイスの特性がアセンブリ後のチップにお

いても維持されていることを検証することが必要である。透過スペクトルの光量ばらつき 0.2dB 以下

の安定した光特性の測定が可能な光ウェーハプローバをベースにチップ測定機能を追加し、集積試作に

より作製したチップ上の光デバイスのウェーハ上での特性と等価であることを検証した。 

チップ特性評価システムの構築として、プローバのチップ専用ステージ上に担持されたチップの端

部には細線導波路をベースとするスポットサイズコンバータが形成されており、ポジショナにマウン

トされたシングルモードファイバとの間でバット型光結合が形成され、この結合を介してチップ上の

デバイス・回路の特性を評価することが特徴となる。この際、チップ端とファイバ端の間隔は 1μm 以

下の精度で制御され、また、高さと奥行き方向については、ポジショナの位置制御により帰還する光

強度を最大化することで 0.3μm 程度の精度で調心することができる。集積プロセスにより作成し工

学グレードのダイシングによりチップ化を行った光集積回路チップについて、このチップ特性評価シ

ステムを用いることで、回路上に形成されたリング共振器の共振スペクトルが再現性よく観測でき、

かつウェーハでの特性と測定精度の範囲内でほぼ一致することが確認できた。 

 

図 1.2.2.1(イ)-21 プローバを用いた端面光結合によるチップ特性評価のための構成図(左)、及

びリング共振器のドロップポートスペクトル観測例(右) 
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＜変調器コンパクトモデルの開発＞ 

デバイスが集積された光回路の特性を調べるうえで、デバイスの性能を少数の特性パラメータで記

述できるコンパクトモデルの構築は重要である。今回、トランスミッタ性能に大きな影響を与える変

調器について、回路性能の解析的な表現を可能とするコンパクトモデルの開発を行った。本モデルは、

PN-MZM の消光比、吸収損失、チャープパラメータを少数のデバイスパラメータ(変調効率と実効屈

折率虚部)で表現することを特徴としている (図 1.2.2.1(イ)-22)。 

本開発では、まず、プロセスばらつきを含む変調効率と実効屈折率虚部のオフセットバイアス（V0）

ならびに駆動電圧振幅（Vpp）依存性を表現するパラメータ（図中 k、、および）を定義することで

パラメータを抽出した(図 1.2.2.1(イ)-23)。実線があるダイの変調器における測定結果、破線がフィッ

ティング関数であり、非線形最小二乗法により全てのダイについてフィッティングパラメータの抽出

が可能である。次のステップでは、消光比、吸収損失、チャープパラメータを、電圧条件と抽出パラ

メータを用いて表現した。本表現において、従来の小信号変調効率定義を用いた場合には、駆動電圧

振幅に対して線形性を仮定しているために誤差が大きくなること、およびチャープ情報を消失してし

まう課題があった。また、従来の大信号変調効率定義を用いた場合には、実際の駆動条件に対して意

味のない値であることから、位相シフト量が煩雑な形式となってしまうことに加え、位相シフト量は

電圧に対して非線形に変化するため、変調効率を表す必要電圧が変調器長とのスケーリング則を満た

さない課題があった。そこで、大信号変調効率の一般形式を提案することで、これらの課題を解決し、

変調器特性を表現することに成功した。具体的には、本モデルを用いることによって、任意のオフセ

ットバイアスと駆動電圧振幅を与えれば、駆動回路の RF 損失とシンボル間干渉による劣化成分を除

いた消光比(図 1.2.2.1(イ)-24(a))、吸収損失(図 1.2.2.1(イ)-24(b))、チャープパラメータ(図 1.2.2.1(イ)-

24(c))を算出可能であることを確認した。 

 

 

 

図 1.2.2.1(イ)-22  マッハ・ツェンダ型シリコン光変調器のコンパクトモデル構築の概念図 
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図 1.2.2.1(イ)-23  位相シフタにおけるパラメータ抽出例、(a) 変調効率、(b) 実効屈折率虚部 

 

 
(a) 

 

 

(b) 
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(c) 

図 1.2.2.1(イ)-24  開発したコンパクトモデルによる算出結果（V0 = 2.0 V、Vpp = 1.6 V）、 

(a) 消光比、(b) 吸収損失、(c) チャープパラメータ 

 

これらのコンパクトモデルの構築とそれを用いた解析を通じて、今回新規に開発した変調器のコン

パクトモデルがデバイスの性能を少数の物理的な特性パラメータで精度よく記述できること、及び変

調振幅やチャープなどの回路性能を解析的に表現できるという点で極めて優れたものであることが確

認できた。 

 

光ウェーハプローバによるデバイス検証技術については、上述したように、従来の導波路デバイス

のウェーハレベルの高精度評価に加え、変調器及び受光器の動作特性の高速・自動評価システムの構

築を行うとともに、ウェーハレベル評価結果を用いた高精度のデバイスパラメータの抽出を行うため

のモニタリング光回路の新規考案と実証、回路性能の解析的な表現を可能とするデバイスのコンパク

トモデルの構築などの検討を行い、これらを通じて、デバイス・回路設計や試作プロセスとへの強力

なフィードバックを可能とするデバイス検証技術を確立することができた。 

 

 

 

設計・プロセス統合ライブラリ 

＜ウェーハレベル評価を用いた統合化プロセスのライブラリ構築＞ 

設計・プロセス統合ライブラリの概念図を図 1.2.2.1(イ)-25 に示す。設計・プロセス統合ライブラリ

とは、シリフォトチップのレイヤ構造などの統合化集積プロセス情報と、それにより作製される各種

光デバイスの個別デバイス情報とその回路シミュレーションを実施するための(ウェーハレベルで抽

出された)デバイスパラメータを併せもち、スケマティック設計に基づいた回路シミュレーションおよ

びシミュレーション結果を反映したレイアウト(GDS ファイル)を自動生成する機能をもつ統合設計管

理環境である。 
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図 1.2.2.1(イ)-25 設計・プロセス統合ライブラリ概念図 

 

代表的なパッシブ光デバイスのパラメータ抽出の例を図 1.2.2.1(イ)-26 に示す。ここではシリフォ

ト統合化集積プロセスを用いて試作された方向性結合器およびマッハ・ツェンダ干渉計の光素子につ

いてウェーハレベルで評価し、特性パラメータを抽出したときの概念図を示している。この抽出した

パラメータは設計・プロセス統合ライブラリとして実装され、光回路の設計者はパラメータ抽出され

たデバイスを大規模に組み合わせた光回路の動作シミュレーションを高速に実行することが可能とな

った。これにより、集積プロセスを反映した精度の高いデバイス設計を可能とすることができ、手戻

りがなく短期間でシリフォトチップ製造することに資する。 

 

 
図 1.2.2.1(イ)-26 デバイスモデル、ばらつきモデルによるパラメータ抽出 

 

図 1.2.2.1(イ)-27 に、実際にパラメータ抽出を行った方向性結合器のデバイス模式図と抽出パラメ

ータのばらつきのウェーハ面内分布を示している。ΔκおよびΔκ0 は、それぞれ𝟑𝝈 = 𝟎. 𝟎𝟎𝟐  𝝁mି𝟏

および𝟑𝝈 = 𝟎. 𝟎𝟎𝟕 であり、40 nm CMOS プロセスで作製された 300 mm ウェーハ面内での高いプロ

セス均一性を示している。 
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図 1.2.2.1(イ)-27 方向性結合器のパラメータ抽出, (a):方向性結合器の模式図, (b):ウェーハ面内シ

ョットマップ,(c)および(d):結合係数 κ, κ0 のばらつきのウェーハ面内分布 [1] 

 

＜設計・プロセス統合ライブラリを用いたラティスフィルタの設計＞ 

設計・プロセス統合ライブラリを用いた低クロストークの大規模ラティスフィルタの設計を実証し

た。前記設計・プロセス統合ライブラリを用いて、実際に設計した大規模波長フィルタ回路の構造を

図 1.2.2.1(イ)-28 に示す。このフィルタは方向性結合器を用いた導波路型マッハ・ツェンダ干渉計を

多段に接続した光ラティスフィルタの一種であり、各ブロック内でカスケード接続するフィルタの段

数を増やすことでクロストークを低減することができる。各ブロックを構成するマッハ・ツェンダ干

渉計型ラティスフィルタの最小単位を論理ブロックとして、各方向性結合器の分岐比や遅延線路長を

管理し、論理ブロックのポート間の接続情報を与えることで自動配線することが可能となっており、 

 

図 1.2.2.1(イ)-28 ライブラリ・パラメータを用いた大規模波長フィルタ回路設計 [1] 
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図 1.2.2.1(イ)-28 のように光素子が多数接続される光回路においても、設計時や回路シミュレーシ

ョン時の配線ミスによる手戻りもなく、レイアウト(GDS ファイル)の自動生成まで可能となった。 

図 1.2.2.1(イ)-29 は図 1.2.2.1(イ)-28 に示した大規模波長フィルタ回路の光回路シミュレーション

の結果である。透過スペクトルの各ラインの色は図 1.2.2.1(イ)-28 に示した透過波長帯の色に対応し

ており、光ラティスフィルタの特徴であるフラットトップ形状を保持したまま、多段接続による低ク

ロストークの波長フィルタが設計できることを示している。また、各透過スペクトルの中心波長、帯

域、クロストークを光通信システムから要求される仕様を入力として与えて、それを実現する光回路

全体の構成を設計することが可能である。 

 

図 1.2.2.1(イ)-29 大規模波長フィルタ光回路の透過スペクトル [1] 

 

今回のラティスフィルタの設計を通じて、統合ライブラリのデバイスパラメータを用いることで大

規模光回路についても確度の高い設計が可能であることが示された。 

 

＜ばらつきモデルを用いたフィルタリング特性のシミュレーション＞ 

前項の光回路設計及びシミュレーションでは、抽出パラメータの平均値を用いて光回路の動作シミ

ュレーションを行った。ここでは更に、光集積インターポーザの特性予測のために、シリフォト統合

化集積プロセスのばらつきをパラメータとする光素子の特性ばらつきモデルの高度化を図り、ばらつ

きモデルを用いたシミュレーションを行った結果を示す。光回路に含まれるパラメータを抽出した際

には、ウェーハ面内の各サイトの個々のデバイスについてパラメータが抽出されるため、それらを用

いて分散共分散行列𝚺を計算することができる。パラメータベクトル𝒙 = ൣ𝒏𝐞𝐟𝐟,   𝒏𝐠,  𝜿,   𝜿𝟎൧
𝒕

およびそ

の平均値を成分としたベクトル𝝁、分散共分散行列𝚺 によって表される多変量正規分布 

𝒇(𝒙) =  
𝟏

ඥ(𝟐𝝅)𝒏|𝜮|
𝐞𝐱𝐩 ൜−

𝟏

𝟐
(𝒙 − 𝝁)𝒕 𝜮ି𝟏(𝒙 − 𝝁)ൠ 

を用いたモンテカルロシミュレーションを行った。結果を図 1.2.2.1(イ)-30 に示す。これによりウェ

ーハ面内のばらつきを含んだ光回路シミュレーションによる事前動作予測が可能となった。 
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図 1.2.2.1(イ)-30 ばらつきモデルを用いた大規模光回路動作シミュレーション 

 

＜ばらつきモデルを用いたトランスミッタ動作シミュレーション＞ 

ばらつきモデルを用いたシミュレーションをトランスミッタ動作に対しても行った(図 1.2.2.1(イ)-

31)。計算には Luceda 社のソフトウェア IPKISS を用いており、さらに実測から得られた 300 mm ウェ

ーハ面内の特性の分散を再現するように多数回の試行を行うモンテカルロ法を適用している。IPKISS

における回路モデルでは、疑似ランダム信号である pseudorandom binary sequence (PRBS)を生成した後

に電気信号を生成させた。分岐した一方はプッシュプル駆動を想定して電圧反転させ、さらに連続波

光源に繋がったマッハ・ツェンダ型シリコン光変調器の各アームに各電気信号を入力させることで光

信号波形を出力させる構成とした。本モデルに対して上述の全自動・高精度評価技術によって測定し

た変調効率を入力パラメータとして用いることで、光信号波形ばらつきの解析を行った(図 1.2.2.1(イ)-

32)。計算条件は、V0 = 2.0 V ならびに Vpp = 1.6 V、PRBS は 7 段とした。ノミナル値について、変調効

率は VL = 1.677 Vcm、CR 時定数は 20ps とし、モンテカルロ法によるばらつき計算では、前者が = 

0.1 Vcm、後者が  = 6 ps とした。この結果から、極めて小さい消光比とジッタばらつきを確認した。 

 

 
 

図 1.2.2.1(イ)-31  IPKISS におけるトランスミッタ動作シミュレーション回路モデル 
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図 1.2.2.1(イ)-32  IPKISS による光信号波形の計算例、(a) ノミナル値に対する計算結果、(b) モン

テカルロ法によって変調効率と CR 時定数にばらつきを仮定した場合の計算結果 

 

これらフィルタ特性、及びトランスミッタ特性の例で明らかなように、ばらつきを考慮したシミュ

レーションにより、製造プロセスに起因する光デバイス・回路の特性ばらつきを高い確度で表現する

ことができる。設計段階でライブラリ・パラメータを用いたこの種のばらつきシミュレーションを繰

り返すことで、集積プロセス固有のプロセスばらつきの影響を最小化する光回路設計のロバストネス

を確保できる。 

 

このように、光集積デバイスの設計データと検査において抽出されたデバイス特性パラメータをラ

イブラリに統合し、さらにデバイス・回路の特性シミュレーション及びばらつきモデルに基づくシミ

ュレーションを行うことで、デバイス・回路のロバストな設計を可能とする性能の特性分布予測を可

能とする設計・プロセス統合ライブラリの構築を行うことができた。 

 

これまで述べたように、集積化プロセスの研究開発において、統合化プロセス、ウェーハプロービ

ング評価、及びデバイス特性ばらつきのモデル解析の技術の開発成果を統合することで、実用展開可

能なプロセス・設計プラットフォーム技術を確立した。これらの一連の技術開発により、集積化プロ

セス技術開発における最終目標である、シリフォト統合化集積プロセス確立による 10 Tbps/ノード集

積インターポーザ実証試作、プロセスばらつきをパラメータとする光素子の特性ばらつきモデルの高

度化、及び一貫プロセスによるシリフォト製造に向けたプロセス・設計統合プラットフォーム構築は

すべて達成されている。 

 

[1] Republished with permission of the IOP Publishing, Ltd, from J. Ushida, T. Murao, A. Shiina, and T. 

Horikawa,” Systematic identification of crosstalk and bandwidth upper limit in highly cascaded Mach-Zehnder 

lattice optical filters,” Jpn. J. Appl. Phys. 61, 022001 (2022); permission conveyed through Copyright Clearance 

Center, Inc. 
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ウ）光実装技術 

これまでシリコンフォトニクスチップを用いた光電子集積インターポーザを実用化するためには光

ファイバとの光結合が大きな課題となっていた。これはシリコンフォトニクス導波路断面積が 0.08 

µm2ほどであるのに対して、シングルモード光ファイバの断面積が 80 µm2ほどと 1000 倍の差があり、

このままでは高効率な光結合を行うことはできない。このため、主要課題の 1 つを高効率かつ小型な

光結合構造の実現とした。目標とする 10 Tbps 級の光電子集積インターポーザでは波長多重技術を用

いるために光結合構造には波長無依存特性も必要となる。また、実際に光結合実装を行う際に上記断

面積からサブ µm の実装精度が必要になるが、従来は実装中に光信号を測定し、測定値から最適な位

置を探し固定するアクティブ調芯実装法が採用されている。アクティブ実装法では実装時間が掛かり

高コストになる。特に目標とする 10 Tbps級の光電子集積インターポーザでは光接続箇所が多いため、

アクティブ実装法では非常に高コストになり、実用化の大きな壁となることが予想される。本課題で

は量産化に優れたパッシブ実装法（画像認識等を用いた実装手法）による光接続技術を研究開発課題

とした。本課題の目標を上記の技術開発を行い、図 1.2.2.1(ウ)-1 に示す光電子集積インターポーザを

試作し、20 Tbps/mm2 の高密度光結合を実現である。 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-1 提案する 10Tbps 級の光電子集積インターポーザ 

 

 具体的には下記課題を設定した。 

 ・3 次元曲面ミラー 

 ・光コネクタ 

 ・光電子集積インターポーザの 10 Tbps 光リンク実証 

 ・インプリントステッパ装置 

 

【最終目標】 

・16 波長多重に対応した波長偏波無依存な曲面ミラーをシリコンフォトニクスに集積 

・上下曲面ミラーの高密度光結合 20 Tbps/mm 2 を実現 

・光コネクタ用位置決め構造の高精度化と高精度実装技術を確立し、12 芯光接続技術を実現 

・マルチチップ実装技術、再配線技術、放熱構造技術を確立 

 

・3 次元曲面ミラー 

＜アプローチ、特長技術＞ 

高性能な高密度光結合を実現するために新しい光結合手法（3 次元曲面ミラー）を提案。曲面ミラ
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ーは表 1.2.2.1(ウ)-1 に示す通り、高密度光結合に適した構造と言える。 

 

表 1.2.2.1(ウ)-1 3 次元曲面ミラーの特徴 

 
 

 3 次元曲面ミラーの作製には図 1.2.2.1(ウ)-2 に示す通り、グレースケール露光を用いた。露光技術

により作製することで、露光技術の高精度重ね合わせ技術（サブ µm）利用することができ、高い光

結合が実現できる。また、3 次元曲面ミラーの実現に向けて、作製技術だけでなく、設計技術、評価

技術に関しても研究開発を行った。 

 
図 1.2.2.1(ウ)-2 グレースケール露光イメージ 

 

＜成果＞ 

シリコンフォトニクスチップに集積される逆テーパ型スポットサイズコンバータの出力ビーム特性

に合わせ、曲面マイクロミラーを設計した。また、設計した曲面マイクロミラーの集積技術を確立し、

ミラーを用いた広波長帯域かつ低偏波依存な表面光入出力を実証した。光の結合系を設計するために、

結合系の光学的特性を理解し、SSC 端から放出される光を有機導波路に最小限の損失で接続するため

に、最適化を行うための設計ツールが不可欠である。我々は物理光学伝搬に基づき光学的解析を行う

Zemax 社製の OpticStudio を用いて検討した。また Python によりツールを作成し、各種パラメータ

の設定、計算の実行並びに出力結果の取得を一体化して実行することを実現した。図 1.2.2.1(ウ)-3 に

示す通り、シリコンフォトニクス導波路の SSC から放出された光は下部ミラーで反射し、ここでビー

ムサイズとビーム拡がりを調整して上ミラーの反射で向きを変え、有機導波路に入射する。下部ミラ

ーに関してはコーニック曲面ミラーとし位置(回転を含む)並びにミラーの曲率半径を最適化した。上

部ミラーに関しては最適化を行った際のミラーの曲率半径が大きく実質的に平面ミラーとなったため、

平面ミラーとし位置および回転角をパラメータとして最適化を行った。 
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図 1.2.2.1(ウ)-3  結合光学検討系モデルと光学設計シミュレート構成図 

 

最適化したビーム断面を確認したところ、SSC から射出した光が下ミラー、上ミラーを通過してビ

ーム径の変換並びにビームの拡がりを抑えて有機導波路に入射していることが確認できた（図

1.2.2.1(ウ)-4）。 

 

 
図 1.2.2.1(ウ)-4 最適化設計時のビーム断面 

 

 

次に製造トレランスに関してシミュレーションした。光結合系の特性はミラー形状及び、ミラー配

置位置の影響を受ける。そのため製造時に発生する製造パラメータのバラツキにより、どの程度の特

性劣化が発生するかを確認するため、意図的に製造パラメータをずらした光結合のシミュレーション

を行い、製造パラメータのズレによる影響を評価して図 1.2.2.1(ウ)-5 トランスカーブを作成した。1dB

の損失を与える下ミラーの位置精度は±0.5um,ミラー角度は±1°であることがわかった。 
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図 1.2.2.1(ウ)-5 上下ミラーのトレランスカーブ 

 

設計した曲面マイクロミラーの集積技術を確立し、ミラーを用いた広波長帯域かつ低偏波依存な表

面光入出力を実証した。本ミラーはレーザー描画装置を用いたグレースケールリソグラフィ技術によ

り集積された（図 1.2.2.1(ウ)-6)。なお、研究開発サイクルの加速のため本研究ではレーザー描画装置

を用いたが、先行研究にて同様のことを i 線ステッパ装置でも実現可能であることを実証している。

曲率設計値 R1=68, R2=45 µｍ のミラーを試作し、その表面形状を評価した結果、ほぼ設計曲率と同

等の曲率を得ることに成功した (図 1.2.2.1(ウ)-7)。また、集積技術については上記ミラー作製技術だ

けでなく、封止技術まで確立している。この技術により、凹凸 0.05 µｍ以下の非常にフラットな表面

を持つ封止を実現している (図 1.2.2.1(ウ)-8)。本ミラーを用いることで追加でレンズなどを使用する

ことなく、スポットサイズコンバータからの出力光を反射させるだけで、出力光をコリメートするこ

とに成功した (図 1.2.2.1(ウ)-9)。本来、スポットサイズコンバータからの出力光は光の放射角が非常

に大きいため一般的なシングルモードファイバとの結合効率は低いが、このコリメート効果により出

力光の放射角を低減しシングルモードファイバとの結合効率を高めることが可能となる。実際にシン

グルモードファイバとの結合効率を評価した結果、曲面ミラーを用いない場合と比較し TE 偏光にて

1.4dB、TM 偏光にて 3.4dB 結合効率を向上させることに成功した (図 1.2.2.1(ウ)-10)。また、短距離

光通信で用いられる O バンド (波長 1.26~1.36 µｍ) 全域を対象として、波長依存性の低い光結合 (波

長依存性 1dB 以下) が可能であることを実証した。さらには、スポットサイズコンバータと曲面ミラ

ーの設計を最適化することで、O バンド帯全域に渡って偏波依存性の低い光結合 (偏波依存性 平均
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0.3dB) が可能であることも実証した。 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-6 シリコンフォトニクスチップに集積した曲面ミラー 

(a) 立体図、(b) 上面図、(c) 高さプロファイル計測結果 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-7 集積した曲面ミラーの曲率評価結果（黒ドット：測定結果、橙線：理想曲面） 

(a)

Curved 
m icro-m irror

Si 
waveguide

Si waveguide
facet

z

xy

Edge of Si waveguide M irror surface

20 µm

Curved mirror

M etal-film  
covered area 

Edge of Si 
waveguide

(b)

x'

x

45°

y

z'

(c)



108 
 

 

図 1.2.2.1(ウ)-8 封止表面評価結果 (a) 上面顕微鏡写真、(b) 表面平坦性計測結果 

 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-9 SSC 出力光および曲面ミラー出力光の FFP 評価結果 
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図 1.2.2.1(ウ)-10 曲面ミラーによる光結合効率の向上結果 

 

下ミラーにより、垂直に跳ね上げられた光を、上ミラーで 90 度折り曲げて、水平な導波路に導く構

造の実証試作を行った。（図 1.2.2.1(ウ)-11 イメージ図と上ミラー部分の３D 高さ測定例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-11 ミラー部分の断面イメージと上ミラー付近の３D 高さ測定例 
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上ミラーは、導波路を被覆するクラッド層の必要箇所に、４５度の傾斜を持つスロープを形成して

実現した。スロープを形成する方法は、クラッド樹脂が露光量に応じて硬化する量が増加するネガ型

レジストの特徴を有することに鑑み（図 1.2.2.1(ウ)-12 露光量と硬化する樹脂の厚みの例）、下ミラ

ー直上に塗布したクラッド樹脂に対して、グレースケール露光を行い、その後現像処理を行うことと

した。露光量と硬化する樹脂の厚みは図 1.2.2.1(ウ)-13 のように、単純な比例関係ではないので、露

光のプロファイルを調整して、上ミラー面が直線状のスロープになるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-12 露光量と硬化樹脂の厚み   図 1.2.2.1(ウ)-13 上ミラー断面の露光形状と、 

                       出来た形状の例 

次に、上ミラーのスロープ形状を決定づける製造条件の影響を明確化した。たとえば、ミラーを形

成するクラッドの膜厚に関しては、露光条件を同じにすると、膜厚が厚い場合は、その分、ミラーが

上方向に平行移動する様子が見られた。（図 1.2.2.1(ウ)-14）。ミラー面と、ポリマー導波路の高さを合

わせるためには、膜厚のコントロールが重要であることが分かった。ミラー面の傾きの角度に関して

は、横方向の露光強度の相対的な関係は維持したうえで、露光総量を上下することにより、角度が変

化する様子が見られた。（図 1.2.2.1(ウ)-15）下ミラーの角度の出来栄えに応じて、上ミラーの角度を

調整できるポテンシャルのあることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-14 クラッド膜厚によるミラー断面  図 1.2.2.1(ウ)-15 露光総量とミラー角度 

 

 

＜ベンチマーク＞ 

シリコンフォトニクスの普及及び持続的な広帯域化に向けて、波長及び偏波依存性の低い表面光結

合技術は非常に重要な要素技術である。シリコンフォトニクスにおける現在最も一般的な表面光結合

デバイスはグレーティングカップラであるが、グレーティングカップラは回折現象を基礎としたデバ
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イスであるために、波長・偏波依存性が強い。例えば、裏面メタル構造を利用した 2D グレーティン

グカップラが報告されているが、偏波依存性は低いものの結合効率の 1-dB 帯域は約 30nm である (B. 

Chen, et. al., Opt. Express 28, 4001-4009 (2020)) 。これに対し、本ミラーでは低い偏波依存性と波

長依存性を実証することに成功した。結合効率の 1-dB 帯域は O バンド全域 (波長範囲 100nm) にわ

たるため、上記グレーティングカップらと比較し波長帯域を 3 倍に向上させることに成功している。 

 

・光コネクタ 

＜アプローチ、特長技術＞ 

光電子集積インターポーザ用多芯光コネクタの検討を行った。多芯光コネクタは精度よく既存の多

芯光ファイバコネクタと接続するのはもちろんのこと、量産性に優れた構造であることが求められる。

本課題では既存の MT ファイバコネクタと接続可能な樹脂光コネクタを検討した。 

光電子集積インターポーザ用光コネクタのアセンブリ技術を確立した。光電子集積インターポーザ

では光再配線としてシングルモードポリマー導波路を用いる。そのため、光電子集積インターポーザ

用光コネクタには高精度 (誤差±数 µm 以下) のアセンブリ技術が求められる。このような高精度位

置合わせは、従来から現在に至るまでアクティブアライメント (ファイバから出力されるパワーをモ

ニタリングしながら最適な位置にファイバを調芯し、その状態を保持しながら接着固定する技術) で

行われている。しかしながらアクティブアライメントは生産スループットが低く非常に高コストとな

る。そのため今後持続的に光 IO ポート数を向上させていく際のボトルネックとなることが懸念され

ている。よって、より高スループットかつ低コストなアセンブリの実現に向けて、シングルモード結

合に対応した高精度パッシブアライメント技術の確立が期待されている。 

本研究におけるパッシブアセンブリは、ポリマー導波路形成済み有機基板とコネクタの両者に形成

した専用位置決め構造により行う。これらの位置決め構造を用いて、有機基板上の所定の位置にコネ

クタをガイドし位置決めする。(図 1.2.2.1(ウ)-16) 高精度な位置決めを実現する上で、各々の位置決

め構造を設計通りの位置に正確に形成することが必要不可欠である。また、同位置決め構造を用いて

精度良く位置決めするアセンブリ技術を確立することも不可欠である。上記位置決め構造の形成につ

いては、産総研で保有していたコア技術をベースとしているが、本研究では同構造を用いた位置決め

技術の確立 (位置決めツールの開発、位置決め条件、位置決め終了条件、接着方法、など) を行った。 
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図 1.2.2.1(ウ)-16 光コネクタのパッシブアセンブリコンセプト図 

 

 

＜成果＞ 

コネクタを介して光ファイバとポリマー導波路の突き合わせ結合を行うため、コネクタインターフ

ェース面にポリマー導波路端面を設置する必要がある。そこで突き合わせ結合対応コネクタおよびポ

リマー導波路付き有機基板の試作を行った。コネクタとしては導波路端面露出用の窓構造を有するも

のを試作した。ポリマー導波路付き有機基板としては、コネクタ窓構造に導波路端面を挿入するため

の突起構造を実現できる外形加工技術を確立した。なお、同外形加工技術は一般的な有機基板の外形

加工技術とは異なり、ポリマー導波路端面の光学的平坦性を担保できる高精度な加工技術である。 

以上の技術により試作したコネクタをポリマー導波路付き有機基板にアセンブリし (図 1.2.2.1(ウ)-

17)、光学特性を評価した (図 1.2.2.1(ウ)-18)。その結果コネクタ接続による光ファイバとポリマー導

波路の光結合に成功した。光ファイバのアクティブアライメントと比較して過剰損失約 3dB のコネク

タ結合を実現した。波長特性としては O バンド全域に渡る広帯域な結合特性を得た。得られた過剰損

失の内訳としてはファイバ-ポリマー導波路間にあるギャップ由来の損失が 1.5dB、位置合わせ誤差に

起因するロスが 1.5dB (約 3 µｍの位置ズレに相当) と見積もられる。今後の課題としては、構造最適

化によるさらなる低損失化、封止・ハウジング技術の確立、レンズ付きコネクタの検討、などが挙げ

られる。 
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図 1.2.2.1(ウ)-17 光コネクタパッシブアセンブリ前後のポリマー導波路集積基板 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-18 パッシブアセンブリした光コネクタの過剰損失評価結果 

(a) 測定系、(b) 過剰損失スペクトル 

 

・光電子集積インターポーザの 10 Tbps 伝送実証 

＜アプローチ、特長技術＞ 

 本課題では各要素技術の集積に必要な実装技術（シリコンチップ埋め込み技術等）と集積化技術を

研究開発した。また実際に様々な光電子集積インターポーザ構造を試作し、実際に 20 Tbps/mm2 の高

密度伝送実証を行った。 

 

＜成果＞ 

シリコン導波路と光波長多重信号が伝送可能なシングルモードファイバとの接続に適した異種導波

路接続構造を実現するために、シリコンフォトニクスチップをプリント基板へ高精度に埋め込む技術

を開発した。異種導波路接続構造で利用するシングルモードポリマー光導波路をシリコンフォトニク

スチップと光電子集積インターポーザの基板上に形成するためには、シリコンフォトニクスチップと

基板の表面高さが一致するよう埋め込む必要がある。シリコンフォトニクスチップを吸着するコレッ

トを利用した表面高さ制御と、搭載時に同時に接着剤を硬化させる工程を組み合わせることで、5 μ

m 以下の精度で表面高さを合わせてシリコンフォトニクスチップをプリント基板に埋め込むことに成
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功した（図 1.2.2.1(ウ)-19）。 

 

図 1.2.2.1(ウ)-19 (a) シリコンフォトニクスチップ埋め込み工法の模式図、(b)光集積回路チップと基

板の表面高さ測定例 

 

光電子集積インターポーザはシリコンフォトニクスチップを有機基板に埋め込み、その上層に光再

配線を形成した構造となっている。(図 1.2.2.1(ウ)-20) 光再配線は上層のポリマー導波路、およびポ

リマー導波路とシリコンフォトニクスをつなぐ上下ミラー光結合構造により成り立っており、この光

再配線を形成する技術を確立した。まずはシリコンフォトニクスチップ単体にて光再配線を形成し損

失評価を行った。(図 1.2.2.1(ウ)-21) 評価した損失には、上下ミラー (図 1.2.2.1(ウ)-22) を用いたシ

リコン導波路-ポリマー導波路間光結合損、およびポリマー導波路損が含まれる。波長依存性の低いミ

ラー結合を用いることで、S,C,L バンドのほぼ全域をカバーする非常に広帯域な特性を得ることに成

功した。(±1dB の波長帯域は 1460〜1600nm) また、WDM デバイスを集積したシリコンフォトニク

スチップを実際に有機基板に埋め込み光再配線を形成した。TX および RX 用の 16ch-WDM デバイス

が 1 チップあたり 3 セットずつ集積されている。今回 2 チップを有機基板に埋め込み光再配線を形成

した。よって総 ch 数としては TX,RX それぞれ 96ch である。上記シリコンフォトニクスチップおよ

び光再配線上で、112G-PAM4 信号の伝送が可能であることを確認することで、およそ 10 Tbps の信

号伝送を収容可能であることを示した。 
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図 1.2.2.1(ウ)-20 光電子集積インターポーザ基板を用いた光電コパッケージのコンセプト図 

(a) 俯瞰図、(b) 断面図 

 

 

 

図 1.2.2.1(ウ)-21 光再配線の損失スペクトル測定結果 
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図 1.2.2.1(ウ)-22 試作した上下ミラーのレーザー顕微鏡写真と高さプロファイル測定結果 

 

光電子集積インターポーザの応用例として、51.2 Tb/s スイッチ用光電子集積インターポーザがある。

シリコンフォトニクスチップ埋め込み技術に対してチップ位置精度の改善やプロセス温度制御の改善

を行うことに加え、モールド技術やシングルモードポリマー光導波路との集積化技術を開発し、マル

チチップの埋め込み工程の基本検討を行った。図 1.2.2.1(ウ)-23 には、マルチチップ実装技術を適用し

た、51.2 Tb/s スイッチ用光電子集積インターポーザのコンセプトモデルを示す。32 チップが基板に埋

め込まれ、基板端の光モジュールまでポリマー光導波路で接続されている。 

 

図 1.2.2.1(ウ)-23 51.2Tb/s スイッチ用光電子集積インターポーザのコンセプトモデル 
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光電子集積インターポーザの応用例として、小型光モジュールがある。シリコンフォトニクスチッ

プとポリマー光導波路を用いた光電子集積インターポーザ構造の伝送動作を実証するため、曲面マイ

クロミラーとシングルモードポリマー光導波路を用いて、シリコン導波路とシングルモードファイバ

との異種導波路接続構造を作りこんだ小型光モジュールを試作した。試作工程の概略図と、試作した

光モジュールの外観写真を図 1.2.2.1(ウ)-24 に示す。5 mm×5 mm のシリコンフォトニクスチップに曲

面マイクロミラーを形成後、キャビティを形成したプリント基板へ埋め込み、シングルモードポリマ

ー導波路を形成した。このシリコンフォトニクスチップを埋め込んだ基板に対して、ドライバ IC やチ

ップコンデンサを実装し、ワイヤボンディング、電気コネクタ実装、ヒートシンクおよびファイバリ

ボン実装を行い光モジュールを完成させた。光モジュール基板のサイズは 12 mm×12 mm である。試

作したモジュールを用いて、曲面マイクロミラーとシングルモードポリマー光導波路を用いた光接続

構造において、アクティブ素子を集積化して初めて 25Gb/s×4 チャンネルの光および電気出力のアイ

波形を確認した。 

 

図 1.2.2.1(ウ)-24 (a)モジュール試作工程、(b)試作した小型光モジュール 

 

 

通信波長帯において低損失かつ高速大容量光伝送可能な光電子集積インターポーザの研究開発を進

めてきた。56 Gb/s PAM4 光信号かつ複数光波長を用いた際に発生しうるポリマー光導波路内の非線

形光学効果による影響の検討や破壊検査を行い、ポリマー光導波路１本あたり 800 Gb/s 以上の伝送

速度（56 Gb/s PAM4 x 16 波長）が可能であることを実証した。2022 年度から 2021 年度にかけては、

当該ポリマー光導波路、三次元光ミラー、シリコン光導波路を用いた三次元光配線で構成される光電

子集積インターポーザ基板の開発に着手した。光電子集積インターポーザ基板は熱膨張係数の事なる
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複数の材料を用いている事から、光電子集積インターポーザ基板の温度依存性の影響を小さくするた

め、シリコン基板とポリマー層の厚さ等の最適化を行い、コパッケージの次世代標準としても想定さ

れている 112 Gb/s PAM4 光信号を用いて、光電子集積インターポーザ基板に対する高速・高温動作

時の光伝送試験を行った。 

製作した光電子集積インターポーザ基板のテストチップを図 1.2.2.1(ウ)-25(a)、(b)に示す。テスト

チップは、シリコン光導波路で構成される 1×8 MMI スプリッタ（両端にスポットサイズコンバータ

が含まれる）と、マイクロミラー、ポリマー導波路へと接続されている。 

図 1.2.2.1(ウ)-25(c)は、25 ℃および 85 ℃における光電子集積インターポーザ基板の挿入損失の波

長依存性を示している。本測定結果から、温度上昇に伴う挿入損失の変化がほとんど見られないこと

が分かる。挿入損失のわずかな劣化は、調芯系のアライメントによる測定誤差の範囲内であると考え

ている。また、挿入損失は約 23dB ほどであるが、その内訳は光入力パワーを 8 分岐するための MMI

スプリッタの挿入損失が両端のスポットサイズコンバータも含めて約 18.0 dB と大半を占めており、

三次元光配線部分のマイクロミラーとポリマー導波路の損失は約 3.0～4.0 dB と見積もられる。 

 

図 1.2.2.1(ウ)-25：シリコン導波路（MMI スプリッター）、一対のマイクロミラー、ポリマー導波路を

備えた光電子集積インターポーザ基板の(a)断面図と(b)全体図。(c) 25 ℃および 85 ℃における光電子

集積インターポーザ基板の挿入損失の波長依存性 

 

図 1.2.2.1(ウ)-25 (b)の光電子集積インターポーザ基板を用いた 112 Gb/s PAM4 光伝送試験の測定

系を説明する。1545nm のレーザーダイオードから発生した CW 光、任意波形発生器（AWG）、ニオ

ブ酸リチウム（LiNbO3）強度変調器を用いて 112 Gb/s PAM4 の光信号波形を生成する。光信号は、

光増幅器（EDFA）で増幅された後、ヒータ上に設置された光電子集積インターポーザ基板にカップ

リングされる。シリコン光導波路は TE 偏波用に設計されているため、光信号の偏波を偏波コントロ

ーラによって制御する。光電子集積インターポーザ基板伝送後の光信号は、EDFA で光増幅を行う、

当該 EDFA の自然放出（ASE）雑音を光フィルタで除去し、光検出器（PD）で受信した光信号のア

イパターンをオシロスコープでモニターする。 

今回の測定では、光電子集積インターポーザ基板通過後の出力光信号波形の信号品質を TDECQ

（transmit and dispersion eye closure quaternary）で評価した。なお、112Gb/s PAM4 変調方式を

用いるイーサーネット標準規格では、受信時の光波形の TDECQ 値が 3.4 dB 以下であることが要求

されている。図 1.2.2.1(ウ)-26 (a)は、光電子集積インターポーザ基板を同じ挿入損失を持つ光固定減



119 
 

衰器に置き換えて、リファレンスとした 112Gb/s PAM4 のアイパターンである。リファレンス信号の

TDECQ は 1.40 dB であった。図 1.2.2.1(ウ)-26(b)は、光電子集積インターポーザ基板を 25℃（室温）

の環境下で測定した 112Gb/s PAM4 のアイパターンである。TDECQ は 1.60 dB とわずかに劣化した

が、リファレンスとわずかな差しかないことから、光電子集積インターポーザ基板伝送時の光学ペナ

ルティが十分に低いことを裏付けている。TDECQ のわずかな低下は、光電子集積インターポーザ基

板の入出力面と調芯系で用いた光ファイバの間で発生した多重反射によるものと考えている。図

1.2.2.1(ウ)-26 (c)は、光電子集積インターポーザ基板を 85℃の環境下で測定した 112Gb/s PAM4 のア

イパターンである。測定された TDECQ（＝1.65dB）は、室温での測定値とほぼ同じ結果であった。

112 Gb/s PAM4 光変調信号を用いた高温化での伝送実証に加え、数値解析を用いて光電子集積インタ

ーポーザの構成における高い温度トレーランスを明らかにした。解析手法としては、有限要素法を用

いて温度による形状変化を評価し、物理光伝搬においてシリコン導波路からポリマー導波路までの光

結合効率を求めた。解析により、波長 1550 nm において CPO Collaboration の要求仕様である 15℃か

ら 85℃の範囲内で 90%の結合効率を満たすことを示した。 

これらの結果から、光電子集積インターポーザ基板は熱膨張係数の大きく異なる異種材料が混在す

る構造にもかかわらず、高速かつ高温環境下において、信頼性の高い動作が可能であることを実証し

た。光電子集積インターポーザ基板がコパッケージ技術の実用化への第一歩となることを期待したい。 

 

図 1.2.2.1(ウ)-26：112Gb/s PAM4 アイパターン(a)リファレンス、(b)25℃環境下、(c)85℃環境下 

 

＜ベンチマーク＞ 

光電子集積インターポーザにおいて、異種導波路接続構造としてポリマー光導波路を利用すること

で、シリコンフォトニクスチップの小型化・低コスト化や実装密度向上が可能である。局面マイクロ

ミラーとシングルモードポリマー光導波路を組み合わせた光接続構造で、パッシブだけではなくアク

ティブ動作まで実証した点は他機関と比較して大幅なアドバンテージを有している。また、光電子ハ

イブリッドシステム、光電子集積サーバにおいて、光電子融合インターポーザは電子回路の近傍に設

置されるなど、高温環境下での動作が要求される。それに加えて、光電子コパッケージ技術の次世代

標準としても想定されている 112 Gb/s PAM4 光信号において、標準化で定義されているような高い

伝送品質が要求される。製作した光電子融合インターポーザは、シリコンとポリマーという熱膨張係

数が 2 桁以上異なる材料で三次元集積されているにもかかわらず、高速かつ高温環境下において、信

頼性の高い動作が可能であることを実証した。尚、現状では三次元光配線を行った光電子融合インタ

ーポーザにおいては、先進的技術としてロードマップでは上げられているが、達成している機関は存

在せず、本研究成果はコパッケージ技術の実用化の観点から新たな一歩を切り拓いたと言える。 
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・インプリントステッパ法を用いた大面積露光装置の開発 

＜アプローチ、特長技術＞ 

光電子インターポーザのポリマーの構造体には、光導波路や、光路変換ミラーなどマイクロスケー

ルの構造体の形成が必要となる。そこで直接描画法によって形成したミラー構造上などに、50mm 角

以上の大面積露光により、シングルモードポリマー導波路パターンを重ね露光する装置が必要となる。

本研究では微細構造が彫り込まれたモールドを紫外光で硬化する樹脂（ポリマー）に押し付け、紫外

光を照射し、モールドを離型することによって、マイクロ構造体を高精度にパターニング可能なイン

プリント技術を活かしたステッパ装置を開発する（図 1.2.2.1(ウ)-27）。産総研が培ってきたインプリン

ト研究の実績・経験を融合することにより、光電子インターポーザの作製に用いる大面積露光法の確

立を目指す。 

 

図 1.2.2.1(ウ)-27 直接描画法と大面積露光法を組合せたハイブリッド露光技術 

 

＜成果＞ 

ます基本設計を行い、産総研のこれまでのナノインプリント技術を投入することにより、1 年間で

プロトタイプ機を完成させた。図 1.2.2.1(ウ)-28 (a)に開発装置の構想図と完成写真を示す。可動域

200mm 角のウェーハ XYθステージ、ロードセル（荷重センサー）を搭載した 3 軸から構成されるモ

ールドテーブル、平行光 UV、マシンコントローラーによるインプリントシーケンシャルプログラム

を搭載した装置している。この装置を用いて図 1.2.2.1(ウ)-28 (b)のように 200mm ウェーハ面内に 64 シ

ョットのステップアンドリピート、ラインパターン 100nm の解像度でのインプリント動作を実証し

た。また、4 軸にロードセルを搭載して圧力制御させることにより、2N 以下の低圧力でのインプリン

ト動作を可能にした。 
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図 1.2.2.1(ウ)-28  (a)200mm ウェーハ対応のナノインプリントステッパーの構想図と開発装置写真、 

(b) 200mm ウェーハ全域に 100nm パターンでステッパ実証したウェーハ写真 

 

次に 1 ショットの露光面積の大面積化のためにショットサイズ 50mm 角用の空圧式のウェーハステ

ージに改良を施し、図 1.2.2.1(ウ)-29 (a)のように 50mm 角の領域で欠陥のないポリマーパターンの形

成に成功した。そして、図 1.2.2.1(ウ)-29 (b)に示すようにクラッド層に幅 7 µｍの導波路構造をパター

ニングし、コアを埋め込んだシングルモードパターンの試作を行った。ビーム評価の結果、シングル

モードの伝搬を確認し、インプリント装置でシングルモード光導波路構造の試作が可能であることを

実証した。また、インプリント装置のアライメントシステムを構築し、画像処理エンジンによるパタ

ーン読み込み機能とモアレ稿によるパターン検出方法を採用することにより、100nm 精度での位置合

わせ機能を実現した。 

図 1.2.2.1(ウ)-29  (a)空圧式ステージによる 50mm ショットサイズでのインプリント結果 

(b)シングルモードポリマー導波路の試作結果 

 

図 1.2.2.1(ウ)-30 (a)のように光電子インターポーザの上ミラー構造をレーザー描画で形成した下ミ

ラーに位置合わせしながらインプリントするプロセスの構築を行った。PDMS レプリカモールドでイ

ンプリントすることにより、図 1.2.2.1(ウ)-30 (b)、(c)のようにポリマー導波路面に上ミラー構造の形成

に成功した。 
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図 1.2.2.1(ウ)-30  (a)PDMS モールドによるインプリント作製法による上部ミラー構造の断面図、(b)

上部ミラー構造の試作サンプルの顕微鏡画像（c）試作した上部ミラー面のレーザー顕微鏡解析画像 

 

＜ベンチマーク＞ 

これまでインプリント装置はメーカーによって販売されているが、パターニングエリア 50mm 角以

上、アライメント精度 100nm 以下を満たし、高さ方向に制御性が高い光電子インターポーザのパター

ニングに適した装置は、世の中にはない。本開発では、光電子インターポーザに適した機能を持つ

200mm ウェーハ対応のステップアンドリピート型のナノインプリントステッパーの開発に成功した。

この装置は、光電子インターポーザの量産に向けて大幅なアドバンテージを有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



123 
 

1.2.2.2 光電子集積インターポーザのシステム化技術 

エ）情報処理システム化技術 

 ①光電子融合サーバボード 

ポスト 5G/6G 時代に向けて今後ますます増加する膨大な通信量、ネットワークの複雑化、大量なデ

ータ輻輳などの課題を解決するため、将来の IoT システムに対して更なる大容量化、低遅延化、省電

力化が求められている。本プロジェクトでは将来 IoT システムやコンピューティングの大容量化、省

電力化を実現するために 10 Tbps インターコネクト伝送を実現する光電子融合サーバボードの開発を

進めてきた。本項では光電子融合サーバボードを構成する集積シリコンフォトニクス回路技術、ガラ

スインターポーザ基板技術、光配線導波路技術など要素技術の開発成果と試作した光電子融合サーバ

ボードを用いた光インターコネクトのシステム検証について報告する。 

 

【最終目標】 

光電子融合サーバボードのプロトタイプを試作して良好な伝送品質を持つ 10 Tbps 伝送可能な CPU

間インターコネクトのシステム化技術を確立する。 

 

＜光電子融合サーバボードの概要＞ 

本プロジェクトで開発する光電子融合サーバボードのコンセプトを図 1.2.2.2(エ)①- 1 に示す。シリ

コンフォトニクス光 I/O チップとガラス基板を用いた光電子集積インターポーザを構造上の特長とす

る。シリコンフォトニクス光 I/O チップは、毎秒 112 ギガビット（112 Gbps）の伝送速度をもつレー

ンを 16 個備えており、それらは光 I/O チップ内に集積された光合分波器により 16 波の光信号で波長

多重（Wavelength Division Multiplexing : WDM）される。このシリコンフォトニクス光 I/O チップを CPU

チップの両翼に 3 個ずつ計 6 個配置することで 112 Gbps×16 波長×3×2～10 Tbps の伝送性能を発揮

する。シリコンフォトニクス光 I/O チップの光信号は、ガラス基板上の低損失ポリマー導波路と光コ

ネクタにより高密度光インターフェースを実現する。サーバボードとガラス基板光電子集積インター

ポーザは LGA（Land Grid Array）ソケットを介して接続され、サーバシステムへの実装が容易な構成

とした。 

ここで示したコンセプトは、スーパーコンピュータの更なる高性能化に向けた技術の方向性に合致

している。ムーアの法則が限界に近づきつつあり、半導体プロセスの微細化が進展してもコスト低減

につながらないフェーズに突入したことから、コンピューティングの高性能化に向け、微細化への取

組みとともに、プロセッサと複数のチップレットによるマルチチップパッケージ化、ヘテロジニアス

集積化への取組みが進んでいる。高密度実装技術により、光モジュールを CPU パッケージに統合する

Co-Packaged Optics (CPO)や Near Packaged Optics (NPO)の提案・標準化議論も活発である。こうした状

況においては、CPU/システム高性能化で実装部品の大型化が進むと予想されるため、既存の有機基板

を用いたインターポーザでは、反りが増大しマルチチップ実装が困難となる。また、大きい誘電正接、

表面粗さによる電気伝送損失が大きくなるという課題も深刻となる。一方、熱膨張率がシリコンに近

く寸法安定性の高いガラス基板を用いた場合、反りが小さく安定した実装プロセスが実現するととも

に、CPU 近傍へチップを多数搭載した高密度マルチチップ実装が可能と予想できる。更に、誘電率、

誘電正接が低く表面平坦性も高いことから、高速伝送特性の向上が期待できる。 

本プロジェクトは、ガラス基板を用いた光電子集積インターポーザによる高密度実装光電子融合サ

ーバボードを開発し、サーバシステムへ実装して高速動作実証を行うことを目的とする。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 1 光電子融合サーバボードのコンセプト 

 

＜光電子融合サーバボード実現への課題設定とアプローチ＞ 

本項では、前項で概要を説明した光電子融合サーバボードの実現に向けた課題とアプローチについ

て説明する。 

10 Tbps 伝送可能な光電子融合サーバボードの構成要件から、以下の課題を設定した。 

課題１ 光電子集積インターポーザにおける CPU パッケージ-光エンジン間の 112 Gbps 電気信号の

品質確保 

課題２ シリコンフォトニクスによる集積型 WDM 合分波器の高精度な波長制御 

課題３ 光電子集積インターポーザにおける光信号の品質確保 

課題４ 既存システムへの実装可能な構造 

これらの課題へのアプローチについて説明する。 

 

アプローチ１（ガラス基板インターポーザの利用） 

課題１の高速電気信号の高密度伝送に向けては、後に述べるように、単純に CPU パッケージと光エ

ンジンの距離を縮めるというだけでなく、大型化・多ピン化のトレンドにある CPU パッケージとの実

装性を念頭に置き、シリコンと熱膨張率が近く、高速電気伝送に適した誘電特性と平坦性を併せ持つ

ガラス基板をインターポーザとして使用する。 

 

アプローチ２（WDM 技術） 

課題２の WDM 技術に向けては、シリコンフォトニクスは微細加工による高密度集積に適するもの

の、製造性や温度変動などにより光導波路の屈折率がミクロにばらついて、優れた合分波フィルタ特

性を得るのが難しいという課題があることから、後に述べるように、フィードバック制御機構を有す

るシリコンフォトニクス WDM 合分波器を開発する。 

 

アプローチ３（光配線技術） 

課題３の光信号の品質確保に向けては、光電子集積インターポーザへのガラス基板導入と WDM 技

術導入を前提に、ガラス基板上への高密度・低損失シングルモードポリマー導波路による光配線技術

と、ガラス基板上のポリマー導波路とシングルモード光ファイバアレイを高密度かつ低損失に光接続

する光コネクタ技術を開発する。 
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アプローチ４（既存サーバを用いた構成検証と課題抽出） 

課題４の既存システムへの実装可能な構造に対しては、実際に既存のサーバシステムを利用し、既

存電気インターフェースと互換性がある光インターフェースを試作して、光インターフェースに置き

換えた上でシステムを動作させ、特に温度環境や放熱に着目しつつ構成上の要諦や課題を抽出し、光

電子融合サーバボードの開発にフィードバックさせる。このとき、電気インターフェースと光インタ

ーフェースとの比較についても実施する。 

 

以上述べた課題とアプローチを図 1.2.2.2(エ)①- 2 にまとめた。また、本研究開発の 2020 年度から

2021 年度の実施計画を図 1.2.2.2(エ)①- 3 に示した。各課題とアプローチは開発項目としてまとめた。

本書では、この後、各課題に対するアプローチと成果の詳細を述べ、次節において、これらの成果を

ベースにした光電子融合サーバボードの試作と CPU 間インターコネクトの検証結果を報告する。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 2 本研究開発の課題とアプローチ 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 3 実施計画 
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＜高速・高密度伝送に向けたガラスインターポーザ構造の開発＞ 

高速伝送における光電子変換実装構造で最も重要な点は、CPU から光電子変換素子までの距離を短

くすることにある。物理的な距離だけを単純に考えるならば、CPU が実装されるパッケージ基板を拡

大して CPU のすぐ横に光電子変換素子を配置するという、オンパッケージ実装構造が最適となるが、

以下に示す観点から、その実現には克服すべき課題がある。 

・半導体サプライチェーン 

現在の半導体サプライチェーンにおいては、パッケージ基板に CPU が実装された CPU パッケージ

の単位で検査、保証されている。したがって、光電子変換素子をオンパッケージで実装する場合、CPU

パッケージとしての検査、保証対象に光電子変換素子が含まれることとなるため、新規設計の他、サ

プライチェーンの変更が必要となり、開発、製造性、管理運用の観点からも実現までには多くの交渉

と多額の費用が必要となる。 

・冷却 

CPU は発熱体であるため、光電子変換素子を隣接して配置して冷却構造を CPU と共有する場合、

光電子変換素子は CPU と同等の温度になることを前提とする必要がある。 

CPU よりも低い温度で使用することを想定するならば、新規な冷却技術、構造が必要となる。 

・CPU パッケージ実装性（基板反り） 

CPU チップの大型化には限界があるものの、システム性能向上を目的に、積層メモリを含む複数の

チップを実装するマルチチップ化や、チップトレイなどの技術開発により、CPU パッケージは大型、

多ピン化がすすみ、システムボードへの実装が困難となっている。この最大の原因は、チップ材料で

あるシリコンと、基板材料であるガラスコンポジット材料との熱膨張率差による基板反りである。光

電子変換素子のオンパッケージ化によってパッケージ基板のサイズが拡大することは、仮に曲率が等

しくても反り量（システムボードとパッケージの間隙差）が増加するため、はんだによる BGA（Ball 

Grid Array）、着脱可能な LGA（Land Grid Array）いずれの場合においても深刻な問題となる。 

上記の課題は、技術的に解決不可能なものではないが、光電子変換素子を活用した CPU 間光インタ

ーコネクトの実用化を考えた場合、先ずは、できる限り既存の半導体サプライチェーン、CPU パッケ

ージ実装構造、冷却技術を用いた形態で、CPU 間光インターコネクトの有効性を実証することが必要

と考える。本検討においては、既存のサーバシステムを流用し、実用化可能、かつ、112 Gbps PAM4 伝

送まで適用化可能な、CPU 間光インターコネクトを実証するための実装構造を立案することを目的と

する。 

光電子融合サーバボードの構造を検討する前提として、既存のサーバシステムを流用する以上、CPU

パッケージとシステムボード、および、CPU の冷却構造はそのまま用いることとした。これは、それ

らに変更を加えることは新たなシステムを構築するに等しく、本来の目的である、CPU 間光インター

コネクト実証に必ずしも必要ではないと判断したためである。また、これによって、課題である半導

体サプライチェーンと冷却は、既存のものが適用できることとなる。 

具体的なアプローチとして、本来 CPU パッケージとシステムボードが接合されている部分に光電

子変換素子を搭載した基板を挿入し、CPU 間光インターコネクトに必要な高速伝送配線だけを CPU

パッケージから引き出して直近に配置した光電子変換素子へ接続、残りの配線（電気、制御、インタ

ーフェース）は全てそのまま基板のスルービアを経由してシステムボードへ接続する、インターポー

ザ構造を立案した。 

立案したインターポーザ構造の概要を図 1.2.2.2(エ)①- 4 に示す。CPU パッケージと光電子変換素子
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間の高速伝送配線については、112 Gbps 伝送を可能とするため、伝送損失を低減することを目的に、

システムボードの配線ルールに準じた幅約 200 μm の差動配線とし、配線長をできる限り短くするこ

ととした。 

基板上に光電子変換素子と CPU パッケージを実装したインターポーザは、CPU パッケージよりも

大きなサイズとなるため、 CPU パッケージが実装されるべきシステムボード上の領域に実装しよう

としても、システムボード上に実装された部品と干渉してしまい、そのままでは実装できない。そこ

で、システムボード上に部品高さをクリアするためのスペーサを実装してインターポーザを持ち上げ、

光電子変換素子が実装された部分が中に浮く構造とした。 

光電子変換素子実装部を中に浮かせることは、冷却（風の流路確保）、インターポーザ実装面積の活

用（浮いた部分の裏面活用）など、高密度実装設計の自由度を拡大する観点から有利であると考える。

また、インターポーザとスペーサの間は、既存冷却構造の加圧による LGA 接続とすることで、着脱可

能とした。LGA 接続構造は、はんだ BGA 接続構造とは異なり、温度変化による寸法や反りの変化に

よって発生する応力変化を、接点のズレによって吸収可能であるため、大型 CPU パッケージの実装技

術としても有利である。上記の構成とすることで、既存のシステム構成を変更することなく、CPU パ

ッケージの直近に、最短距離で光電子変換素子を配置することが可能となる。 

インターポーザ基板の材質としては、CPU の材料であるシリコンと熱膨張率が近く、剛性、平坦性

に優れたガラスの適用を前提とした。これは、従来の有機基板では、今後のマルチチップ化、チップ

トレイによって増加するチップ面積を実装した場合、発生する反りによって実装が困難となることを

予想し、基板材質の変更によって反りの問題に対して抜本的な解決を図る試みである。シリコンと熱

膨張率が近いガラスでは、将来的にチップトレイやシリコンインターポーザを直接実装する構造で反

りを抑えるのに有効であることは当然であるが、今回の検討において使用する有機基板を用いた CPU

パッケージでも利点がある。それは、LGA ソケット実装におけるガラスインターポーザの反り方向

（凹凸）である。 

有機基板を用いた CPU パッケージでは、シリコンと有機基板との熱膨張率差により室温では、CPU

パッケージの中央部が LGA ソケットから離れる形状となる。一方、CPU パッケージを実装したガラ

スインターポーザでは熱膨張率差の関係が上下逆になるため、CPU パッケージの中央部が LGA ソケ

ットに近づく形状となる。この様子を図 1.2.2.2(エ)①- 5 に示す。LGA ソケットは CPU パッケージの

上面と、システムボードの裏面から圧力を加えて接合する構造であるが、その加圧は、CPU パッケー

ジ、あるいは、インターポーザの外側から押さえつける構造となる。そのため、必然的に外周に力が

かかり易く、中央部が加圧されづらい。この点で、CPU パッケージ中央部が LGA ソケットに近いガ

ラスインターポーザは、LGA ソケット加圧構造の特徴上、望ましい反り形状が予想され、有機基板を

用いた CPU パッケージにおいても，課題の一つである CPU パッケージ実装性（基板反り）を改善す

ることができる。また、ガラス基板の利点は熱膨張率、剛性、平坦性といった機械的な部分だけでは

なく、低誘電正接、低吸水率であるため、高速伝送特性についても有利である。 

以上についてまとめる。既存のサーバシステムを流用しながら CPU パッケージの直近に光電子変

換素子を配置して、CPU 間光インターコネクト実証が可能な、インターポーザ実装構造を立案した。

立案した構造は、半導体サプライチェーン、冷却、CPU パッケージ実装性（基板反り）という、CPU

間光インターコネクト実用化における課題を解決するものである。また、実装性の観点においては、

ガラス基板と LGA ソケットを適用することで、CPU パッケージ大型化における問題に対する抜本的

な解決策とした。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 4 インターポーザ構造の概要 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 5 CPU パッケージ、ガラスインターポーザの反り形状 

 

[WDM 技術] 

＜フィードバック制御による低クロストーク WDM 技術の開発＞ 

光電子融合サーバボードの 10 Tbps 化とこれを用いたサーバシステム動作実証に向け、高密度大容

量化のファイバ数律速を解消する技術としてシリコン光集積回路の波長分割多重(WDM)化を進めた。

ここで中核となる技術が WDM フィルタであるが、シリコン光集積回路上に実現しようとすると波長

チャネル間のクロストークが増大する問題がある。これは光集積回路製造時の光導波路寸法ばらつき

により生じる光路長誤差がシリコン光集積回路では大きくなってしまうのが原因であり、光送受信器

の小型大容量化の障壁となっていた。またサーバボードに搭載する光送受信器はマイクロプロセッサ

という高消費電力電子集積回路と共に近接実装することが求められる。この場合電子集積回路の発熱

により光送受信器に動的温度変化が生じる。この動的温度変化も WDM フィルタの波長チャネル間ク

ロストークを発生させる原因となる。我々はこれらの問題を解決する新しい WDM フィルタとして

Cascaded AMZ Triplet (CAT)を開発した。本技術により製造誤差・動的温度変化等により生じる光路

長誤差を全自動でモニタし補償し、クロストークを抑えることが可能になる。誤差モニタ・補償機能

を実現する制御回路は電子集積回路チップに搭載しシリコン光集積回路上に直接実装することが可能

であり、制御回路を含めて WDM フィルタ全体を集積小型化することが可能である。本技術によりシ

リコン光集積回路を用いながら約-50 dB という極めて小さいクロストークを実現するとともに、動的

に変化する環境温度下で常時エラーフリー動作を実現した。本技術によりサーバシステムに WDM 技

術の導入が可能になり、ファイバ数律速の解消によりサーバシステムのインタコネクションボトルネ

ック解消が可能になる。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 6 CAT の構成（Mon : パワーモニタ、Inc/Dec : 制御回路） 

 

Si PIC (Photonics Integrated Circuit)上の分波器にクロストークが発生するのは、導波路寸法誤差

による干渉計位相誤差が原因である。従って位相誤差を検出できれば、それをヒータ等の移相器で補

正することでクロストークを抑えることが可能になる。CAT は図 1.2.2.2(エ)①- 6 に示すように AMZ 

Triplet をバイナリツリー状に接続したものである。AMZ Triplet は 3 個の同一 AMZ から構成され、

WDM デインタリーバの機能を持つ。本構造を用いれば位相誤差がパワーモニタ検出値に反映され、

ヒータ電流をディザリングしながらこの値が増大・減少する方向に制御することで位相誤差を極小化

することが可能になる。バイナリツリー上で後段に位置する AMZ Triplet の波長間隔を前段の倍にす

ることで、全体として分波器の機能を実現できる。ヒータ制御回路は図 1.2.2.2(エ)①- 7 に示すように

180 nm CMOS 等の低コスト IC 上に搭載し、PIC 上に直接フリップチップボンディングすることで

低コスト・小型化を図る。図 1.2.2.2(エ)①- 8 に AMZ Triplet の構造およびそのシンボルを示す。図

1.2.2.2(エ)①- 9 は AMZ Triplet 構造をバイナリツリー状に配置することで構成した、4、8、16、32、

64 波長 CAT デマルチプレクサ（分波器）の構造を示す。図 1.2.2.2(エ)①- 10 は、図 1.2.2.2(エ)①- 9

に示したデマルチプレクサの動作をシミュレーションした結果であり、透過スペクトルを示している。

最上段は制御開始時のもので、製造ばらつきによる位相誤差のため正常な透過スペクトルは得られて

いない。その状態から、ここで提案する制御を適用すると徐々に位相誤差が小さくなり、最終的に最

下段に示すように誤差が補正され、良好な分波特性が得られることが見てとれる。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 7 CAT の実装形態 
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図 1.2.2.2(エ)①- 8 AMZ Triplet の構造、AMZ Triplet は同一のアーム長差Lを持つ 3 つの同一の

AMZ から構成される WDM デインタリーバとして機能 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 9 4、8、16、32、64 波長 CAT デマルチプレクサの構造 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 10 4、8、16、32、64 チャネル CAT デマルチプレクサの透過スペクトル 

  （最上段 : 制御開始時、最下段 : 誤差補正後、中 2 段 : 中間状態） 
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CMOS制御 ICを集積した 4チャネルWDM用CATデマルチプレクサを試作し動作実証を実施し、

25 Gb/s NRZ 信号に対して高速温度変化条件下でエラーフリー動作を実現した。以下にその内容を示

す。 

［PIC+EIC アセンブリ搭載 CAT デマルチプレクサ］ 

PIC とコントローラ用 EIC で構成される CAT デマルチプレクサの構造を図 1.2.2.2(エ)①- 11(a)に

示す。PIC はバイナリツリー構造に接続した 3 つの AMZ Triplet から構成される。TSMC 180 nm 

CMOS プロセスで試作した制御用 EIC は Supervisory Controller と Control Element (CE)で構成さ

れ、各 CE が各 AMZ に備わるヒータ対を駆動する。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 11 (a) CAT の構造、(b) PIC+EIC アセンブリ、(c) EIC の詳細画像 

 

各 CE はヒータドライバを 2 個持ち、それぞれがヒータ対の 1 つを駆動する。図 1.2.2.2(エ)①- 12

に示すように、繰り返し周期 1 µs、100 階調のパルス幅を持つパルス幅変調（PWM）信号をヒータ駆

動に用いた。Supervisory Controller (SC)が各 CE の動作順序とタイミングを決定する。SC が CE に

トリガをかけると CE は制御シークエンスを 1 サイクル分実行する。まずパルス幅を微小に増減させ

るディザリングを実施し、増減させた時の 2 モニタ信号をサンプルアンドホールド回路で保持する。

次にこれらの保持信号を比較器（Comp）で比較し、その結果に基づきパルス幅を増加させるか減少さ

せるかを決定する。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 12 Control Element (CE)の構造 
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[誤差補正動作の実証] 

O バンド 400 GHz 間隔 4-ch WDM 信号に対して分波の実証実験を実施した。PIC+EIC アセンブ

リに外部から供給される電気信号は 1.8、3.3 V 電源と 100 MHz クロック、SPI インタフェース（コ

マンド・ステータスの通信用）のみである。WDM 信号を入射し EIC 動作を開始させた後評価したス

ペクトルを図 1.2.2.2(エ)①- 13 に示す。EIC 動作の開始とともに瞬時にクロストークが信号ピークの-

50 dB まで抑圧されるという結果が得られた。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 13 4 ポートから得られた分波後の光信号スペクトル 
 

[動的温度変動下の分波特性] 

自動誤差補正機能は時間変動する誤差の補正にも適用可能であり、CPU や DSP 等とコパッケージ

した場合に起こる動的温度変化条件下においても動作することが見込まれる。これを評価するために

PIC ダイ下有機基板の下に装着した熱電クーラ(TEC)を用いて PIC に温度変化を生じさせ動作特性評

価を実施した。図 1.2.2.2(エ)①- 14(a)に示すように TEC 電流 ITEC を 0、1.5、-1.5、0 A と 100 秒毎

に変化させ、PIC の透過スペクトルのシフト量からシフト量と温度の関係を示す係数 0.07 nm/°C を

用いて温度の時間変化を導出したところ最大および最小時において温度変化はそれぞれ+23、-3°C と

いう結果が得られた（図 1.2.2.2(エ)①- 14(b)）。同様の ITEC 変化のもと、すなわち図 1.2.2.2(エ)①- 14 

(b)に示した PIC 温度変化のもとで EIC を動作させながら 4 チャネル WDM 信号のデマルチプレクシ

ングを実施した。図 1.2.2.2(エ)①- 14(a)に示すようにパルス幅変化は図 1.2.2.2(エ)①- 14(b)の温度変化

を縦方向に反転したものと同様の形をしている。一定温度(図中 A)におけるアイ波形の品質が 0.33、-

0.53°C/s の温度変化条件下(図中 B、 C)においても劣化せず保持されており、スペクトルも同様に全

く劣化を示していないことが分かる（図 1.2.2.2(エ)①- 14(c)）。これらの結果に示す通り、集積 CAT が

期待通りの温度変化耐性を持つことを確認した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 14 動的温度変化状況における 25 Gb/s NRZ 変調信号の分波特性 

(a)パルス幅変化、(b)温度変動プロファイル、(c) A、B、C 点における分波信号スペクトル 

 

光電子融合サーバボードの 10 Tbps 化とこれを用いたサーバシステム動作実証に向け、高密度大容

量化のファイバ数律速を解消する技術としてシリコン光集積回路の WDM 化を進めた。中核となる技

術として WDM フィルタの開発を行い、シリコン光集積回路で課題であったクロストークの問題を解

消することに成功した。サーバボードに搭載する光送受信器はマイクロプロセッサという高消費電力

電子集積回路と共に近接実装することが求められ、電子集積回路の発熱により光送受信器に動的温度

変化が生じ、この動的温度変化も WDM フィルタの動作を妨げる要因であったが、本技術によりこの

問題も解消可能であることを実証した。本技術によりサーバシステムに WDM 技術の導入が可能にな

り、サーバシステムのインタコネクションの大容量化が期待できる。 

 

[スケーラビリティの実証] 

CAT は多段化により容易にチャネル数を増大することが可能であるが、実際に 5 段構成の CAT を

試作し、32 チャネルのデマルチプレクスに成功した。図 1.2.2.2(エ)①- 15(a)に試作した 32 チャネル

CAT デマルチプレクサの構造、図 1.2.2.2(エ)①- 15(b)にフリップチップ実装した PIC+EIC アセンブリ

を示す。EIC の回路構成は図 1.2.2.2(エ)①- 16(a)に示すように、4 チャネル CAT を多段化したもので

ある。32 チャネル WDM 信号を入射しながら EIC の動作を開始した後の各 CE のパルス幅の変化を図

1.2.2.2(エ)①- 16(b)に示す。4 チャネルと同様に数秒でパルス幅は安定化し、この間に誤差の補正が終

了したことを示している。図 1.2.2.2(エ)①- 17(a)にパルス幅安定化後に各ポートの出力信号を測定し

た結果を示す。信号パワーとクロストークパワーの比の値として 43.8 dB が得られ、32 チャネルに拡

大した CAT においてもクロストークが抑制されることが分かる。図 1.2.2.2(エ)①- 17(b)にクロストー

ク・損失をまとめる。全チャネルのクロストークの総和として求められるトータルクロストークの値

として-38.5 dB という値が得られ、Si PIC で実現したデマルチプレクサとして最も低いクロストーク

を実現することに成功した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 15 (a) 32 チャネル CAT デマルチプレクサの構造、(b)フリップチップ実装した

PIC+EIC アセンブリ 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 16 (a) 32 チャネル CAT の制御チップ構成、(b)各 CE のパルス幅の変化 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 17 (a) 32 出力ポートの出力信号スペクトル、(b) 各ポートのクロストーク    

および透過率 

 

[トランシーバによる WDM 技術検証] 

10 Tbps CPU 間インターコネクト実現に必要な光エンジン技術の原理実証機として、前項で開発し

た WDM 技術を搭載したシリコンフォトニクス光エンジンを試作した。 

シリコンフォトニクス WDM 光集積チップは、外形寸法 5 mm×7 mm 内に、光入出力領域、MUX（合

波）・DEMUX（分波）領域、光変調器・受光器領域等が配置され、ドライバチップ、WDM 制御チッ

プを実装することにより、25 Gbps×4 波の WDM 信号の送受信が行える仕様となっている。 

図 1.2.2.2(エ)①- 18 に WDM 光集積チップの外観写真を示す。TX（送信）側と RX（受信）側で、
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以下の様な光回路構成を有する。 

TX 側は、外部の光源より供給される 4 波長のレーザ光が、光入出力領域に設けられた 4 つの GC

（グレーティングカプラ）よりチップ内にそれぞれ入射する。光電子融合サーバボードは CPU などの

発熱源の直近に光エンジンを搭載するため、熱の影響を受けるレーザは離れた場所に配置することが

望ましいためである。入射光は光変調器領域に配置した Mach–Zehnder 干渉計タイプの変調器（Tx1～

Tx4）で 25 Gbps の NRZ（Non-Return-to-Zero）信号光に変調される。MUX 領域で合波された後、送信

用 GC（Tx out）より WDM 光として出射される構成である。 

RX 側は、受信用 GC（Rx in）より入射した WDM 信号光は DEMUX 領域で 4 波長に分波された後

に、受光器領域の 4 個の Ge フォトダイオード（Rx1～Rx4）でそれぞれに光電変換される構成である。 

WDM は O バンド（1310 nm 帯）で動作し、400 GHz 間隔となるように設計した。類似規格である

100GBASE-LR4（IEEE 802.3bm）の 800GHz 間隔に対して、2 倍の密度である。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 18 WDM 光集積チップの外観写真 

 

WDM 光集積チップは、直径 300 mm、SOI（Silicon on Insulator）厚 205 nm、BOX（Buried Oxide）厚

2 µm、総厚約 775 µm の SOI ウエハを用い、300 mm ウエハプロセスにより製造された。その際、FEOL

（前工程）と BEOL（後工程）で異なるファウンドリを用いた。図 1.2.2.2(エ)①- 19 に WDM 光集積チ

ップの断面構造の概略図を示す。FEOL 工程では主に、Si 導波路加工、イオン注入、Ge エピ層形成、

ヒータ層形成、コンタクトホール形成、2 層のメタル層（M1,M2）形成、パッシベーション層形成等

を行った。一方で BEOL 工程では主に有機密着層形成ならびに UBM（Under Bump Metal）形成を行っ

た。有機密着層は、WDM 光集積チップ上にドライバチップならびに制御回路チップをそれぞれフリ

ップチップ実装した際の多数の微細バンプ接続部の歩留り改善を目的として形成した。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 19 WDM 光集積チップ断面構造概略図 
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この光集積チップを用いたシリコンフォトニクス光エンジンの外観写真を図 1.2.2.2(エ)①- 20 に、

ブロック構成を図 1.2.2.2(エ)①- 21 に示す。光集積チップを駆動・制御するドライバチップおよび制

御チップは、光集積チップ上にフリップチップ実装されている。これにより、小型化と配線長の短縮

によるシグナルインテグリティの確保を図っている。WDM 信号の MUX および DEMUX は、電源投

入時のイニシャライズおよび運用時の微修正を行うフィードバック制御回路が必要である。MUX は

ADC（アナログ-デジタル変換回路）および DAC（デジタル-アナログ変換回路）をマイクロコントロ

ーラで制御することで、DEMUX は前項で述べた専用 IC を搭載して実現している。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 20 シリコンフォトニクス光エンジンの外観写真 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 21 シリコンフォトニクス光エンジンの構成 

CDR: Clock Data Recovery、TIA：Transimpedance Amplifier 

 

この光エンジンを図 1.2.2.2(エ)①- 22 に示すトランシーバとして試作した。トランシーバの性能評

価を簡便に実施するために、市販の QSFP（Quad Small Form-factor Pluggable）評価ボードに装着でき

る形状としているが、完全には QSFP 規格に準拠していない。トランシーバ基板には光エンジンおよ

び電源回路、制御回路が搭載されている。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 22 試作トランシーバ 

       

試作したトランシーバの特性を図 1.2.2.2(エ)①- 23 の構成で評価した。2 台のトランシーバを対向

して配置し、それぞれに PPG（パルスパターン発生器）と BERT（ビットエラーレートテスタ）を接

続して、波長可変レーザからのレーザ光を供給する。トランシーバへ任意のパワーの WDM 信号を入

力するため、光アンプと VOA（可変光アッテネータ）を組み合わせている。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 23 試作トランシーバの評価系（QSFP28 の場合、破線は使用しない） 

 

TX からの光出力のスペクトルは、図 1.2.2.2(エ)①- 24 に示すように 4 波長が均一に合波されてお

り、光集積チップの MUX およびそのフィードバック制御回路の動作を確認した。前項の DEMUX の

結果と併せて、WDM に必要な MUX および DEMUX の動作を実証したことになる。 

トランシーバの TX および RX の出力波形を図 1.2.2.2(エ)①- 25 に示す。アイが十分開口した良好

な品質である。これを送受信したときの BER（ビット誤り率）を図 1.2.2.2(エ)①- 26 に示す。4 チャ

ンネルとも BER＜10-12 のエラーフリー伝送を実現できていることを示している。パワーのばらつき

は、チャンネルごとの損失ばらつきを反映していると思われる。 

10 Tbps CPU 間インターコネクト実現に必要な光エンジン技術の原理実証機として試作したトラン

シーバの WDM 動作およびエラーフリーのデータ伝送を確認した。これにより、光エンジンとしての

原理的な動作を実証した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 24 トランシーバ出力の光スペクトル 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 25 トランシーバ出力波形 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 26 25.0 Gbps 動作のビット誤り率（PRBS7：疑似ランダム信号） 

 

WDM の MUX および DEMUX は前述のようにフィードバック制御で性能を維持できる。制御エラ

ーが発生した場合、MUX は単純に光パワーが弱くなるだけであるが、DEMUX は他波長の混入による

信号の劣化が生じる。通常の動作状態でフィードバック制御が必要となるのは、温度ドリフトに対し

てである。そこで、温度への追従性を調査した。ここでは温度そのものではなく、温度係数（0.07 nm/℃）

に相当する波長ずれを与えることで、疑似的に温度ドリフトを表現した。 

図 1.2.2.2(エ)①- 27 に DEMUX のフィードバック制御の効果を示す。フィードバック制御が OFF 状

態では数℃のドリフトでエラーが発生したのに対し、ON 状態では±20 ℃に相当する変動でもエラー

フリーを実現しており、フィードバック制御の有効性を確認した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 27 DEMUX のフィードバック制御 

 

［ガラスインターポーザへの光配線技術の開発］ 

10 Tbps の広帯域インターコネクトバンド幅を有する光電子融合サーバボード用ガラスインターポ

ーザの高密度多チャネル光配線として、ポリマー導波路が有望である。図 1.2.2.2(エ)①- 28 にガラス

インターポーザ用光接続構造の模式図およびモックアップの外観写真を示す。シリコンフォトニクス

光チップとドライバや TIA が集積された電気チップがダイボンディングされ、電気光信号変換を行う

光エンジンとして機能する。光エンジンはインターコネクトを行う LSI 近傍に配置され、電気配線長

を短くすることで 100 Gbps 以上の高速信号伝送を低消費電力で行える構造としている。光配線は 2 つ

のミラー構造を有するポリマー導波路で形成され、基板端で光ファイバアレイに接続されている。こ

れにより、低背かつ高密度で複数の光エンジンとの入出力チャネルを基板端の一か所に集約でき、冷

却機構や他の基板上の電子部品との部品干渉が起こらない高密度光配線が実現できる。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 28 高密度ガラスインターポーザ上光配線 (a)模式図、(b)モックアップの外観写真 

 

基板上のポリマー導波路と光ファイバアレイを高密度かつ低損失に光接続するため、図 1.2.2.2(エ)

①- 29 に示す新規の光ファイバアセンブリ構造を考案した。高精度位置合わせを要するシングルモー

ドでの光接続のため、高精度 V 溝アレイを有する V 溝チップを基板端に埋め込み、新開発の蓋付き小

型フェルール（5 mm × 6 mm × 0.3 mm-t）を用いて、12 本のファイバアレイを V 溝アレイに押圧しな

がら一括搭載可能な構造とした。これにより、パッシブでも各ポリマー導波路と各光ファイバとの位

置および高さを高精度に位置合わせすることができる。蓋付き小型フェルールを V 溝上で接着固定
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し、ファイバアレイの逆端の標準多心光コネクタで着脱が可能となるピグテイル構造とした。開発し

たこの構造にプロジェクト開発の上下ミラーを形成し、ガラス基板上での光配線技術の検証を行った。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 29 提案したポリマー導波路への光ファイバアセンブリ構造 

 

ガラスインターポーザへの光配線用ポリマー導波路のレーザ顕微鏡像、断面写真、および損失デー

タを、それぞれ図 1.2.2.2(エ)①- 30 (a)、(b)および(c)に示す。露光プロセスにより、矩形形状のコアが

得られ、1.31 m の波長帯の光に対してシングルモード伝搬を示した。カットバックにより、その伝搬

損失は 0.5 dB/cm、モード不整合による結合損失は 0.6 dB と低損失の特性が得られた。さらに、配線

引き回しのため、曲げを有する導波路の評価を行い、6 mmR で 0.2 dB 以内の曲げ特性を確認した。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 30 開発したポリマー導波路 (a)レーザ顕微鏡像、(b)断面写真、(c)損失データ 

 

開発した光導波路を用いてファイバアセンブリを試作した。図 1.2.2.2(エ)①- 31 にファイバアセン

ブリの外観、およびファイバとポリマー導波路の接続箇所の外観を示す。半導体プロセスで形成した

1 m 以内の高精度 V 溝チップを再配線プロセス用のモールド樹脂に埋め込んで、基板とし、V 溝チ

ップのアライメントマークを基準としてポリマー導波路を基板上に形成した。また、射出成型で蓋付

き小型フェルールを試作し、ファイバアレイを実装後に V 溝チップ上に搭載して接着固定した。接続

箇所の外観より、ファイバは V 溝上で非常に高精度に整列しており、提案したファイバアセンブリの

実現に成功した。ファイバと導波路間の接続部には、反射防止および保護のため透明樹脂封止した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 31 開発したファイバアセンブリおよびファイバとポリマー導波路の 

接続箇所の外観 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 32(a)に可視光入力時の外観、同図(b)に 1.31 m の波長帯での各チャネルでの接続

損失、および同図(c)にその温度依存性評価の結果を示す。ファイバアレイ側から可視光を入力し、入

力光が導波路内部を伝搬していることを視覚的に確認した。また、各チャネルの接続損失は低く、全

12 チャネルの平均接続損失は 1.45 dB であり、シングルモードでのパッシブ実装技術としては世界最

高レベルの低損失での光接続を実証した。高番号のチャネルが僅かに高い傾向がみられるが、これは

フェルールの V 溝チップへの押圧方法の微修正により他のチャネルと同レベルまで低損失化が実現

可能と考えている。反射減衰量は約 33 dB であり、これは光ファイバ、ポリマー導波路、およびそれ

らの間に充填した透明樹脂の屈折率値からの計算予測値に近く、本構造での伝送路間で空隙が存在し

ないことを明らかにした。また、10 Tbps クラスの光電子融合サーバボードでの LSI は消費電力量が高

く、高効率冷却機構でもガラスインターポーザ端での温度上昇が予測される。本アセンブリでの温度

依存性では、55 ºC のステージ温度上でも損失変動は 0.3 dB 以内と非常に小さく、実用上の有効性を

明らかにした。（図 1.2.2.2(エ)①- 32(c)参照） 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 32 (a)可視光入力時の外観、(b)試作ファイバアセンブリの接続損失、 

(c)温度依存性 

 

ガラスインターポーザへの光配線技術の検証を目的とし、開発したポリマー導波路、光ファイバア

センブリ、およびプロジェクトで開発した階調露光による上下ミラー構造を用いて、小型ガラス基板

上への光配線の試作を行った。図 1.2.2.2(エ)①- 33 に検証構造の模式図を示す。ガラス基板表面にザ

グリ加工を行い、前述の V 溝チップ、および別途準備したループバック導波路を持つシリコンフォト

ニクスチップを埋め込み、ポリマー導波路、上下ミラーを形成する。同図に示すように、上下ミラー

構造により、ポリマー導波路とシリコン導波路の結合は 2 回反射を行い、空間光学的に接続される。
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上部ミラー面は平面空気全反射、下部ミラー面は凹面金属膜反射でスポットサイズ変換機能も担って

いる。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 33 ガラス基板上への光配線技術検証構造の模式図 

 

試作したガラス基板上光配線の写真およびレーザ顕微鏡像を図 1.2.2.2(エ)①- 34 に示す。同図(a)の

低倍率写真ではパターニングされた上部クラッドによりピッチ変換の形状が確認できる図 1.2.2.2(エ)

①- 34(b)はチップ内に形成した下部ミラーの写真およびレーザ顕微鏡像を示す。写真中の黄色い部分

は金蒸着膜をミラー面にパターニングしたものである。1.31 m の光に対して曲率が最適化されてお

り、下部ミラーの単独評価でも 2-3 dB 程度と、プロジェクトから報告されている値と同程度の損失

値を達成した。同図(c)は上部ミラーの写真およびレーザ顕微鏡像を示す。図 1.2.2.2(エ)①- 33 断面図

における下部クラッド 2 がパターニングされており、パターニングされた開口部境界に設計値に近い

寸法、位置で上部ミラーの形成を実現した。ガラス基板上へのポリマー導波路、および上下ミラーの

製造可能性を確認した。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 34 ガラス基板上光配線の写真およびレーザ顕微鏡像 

（(a)ポリマー導波路、(b)下部ミラー、(c)上部ミラー） 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 35(a)、(b)に光ファイバアレイをアセンブリしたガラス基板上光配線の外観を示す。

ガラス基板でも問題なく、ファイバアセンブリが可能であること実証した。同図(c)に、各チャネルで

の 1.31m 帯の光学評価による挿入損失データを示す。中央付近のチャネルが約 20 dB と安定してい

る一方、端付近のチャネルで損失が高い傾向がみられる。チップとガラス基板の境界付近で膜厚が他

より厚くなっており中央付近のチャネルと比較して各構造の寸法、形状値が設計値と乖離していたた

めである。各構造の寸法、形状値が設計値に近い中央付近のチャネルでは、片方向での光学損失はル

ープバックの約 20 dB の半分の約 10 dB となり、内訳としては、各要素のばらつきを含めた単体評価

の結果より、ファイバアセンブリで 2 dB、ポリマー導波路で 1 dB、上下ミラーで 6 dB、および過剰損

1 dB 程度と推測される。本結果によりガラス基板上での光ファイバからシリコンフォトニクスチップ

までの光配線技術の検証を達成した。今後、各製造プロセスの見直し、特に上下ミラーの形状、寸法
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の改良によりさらなる低損失化が可能であると考える。以上の結果より、光電子融合サーバボード用

ガラスインターポーザへのポリマー導波路光配線技術適用可能性の目途が得られた。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 35 光ファイバアレイ実装ガラス基板光配線サンプル (a)(b)外観、(c)挿入損失 

 

光電子融合サーバボードに適用するためのガラスインターポーザ上光配線には高密度かつ低損失、

さらに高温での安定性が不可避の要件である。提案したファイバアセンブリは従来の標準多心コネク

タである MT フェルールよりも設置面積が小さく、低背も実現しており、世界最高レベルでの高密度

となっている。また、その損失もシングルモードでのパッシブ実装においては世界最高レベルの低損

失接続性能が得られている。さらには高温環境においても変動は見られず、サーバ用実装技術として

有望な構造であると結論付けられる。一方、シリコンフォトニクスとの接続効率やプロセス歩留まり

については、各製造プロセス改良を行いながら今後向上していく必要がある。 

光電子融合サーバボード用のガラスインターポーザ上光配線実現に向けて、シングルモードポリマ

ー導波路および高密度パッシブファイバアセンブリの研究開発を行った。ポリマー導波路は 0.5 dB/cm

と低損失な評価結果が得られ、また、基板上に形成したポリマー導波路と接続するために考案した新

規ファイバアセンブリ構造では平均 1.45 dB と非常に低接続損失の特性を示し、新たな光実装技術の

開発に成功した。また、ガラス基板上で上下ミラーと組み合わせたループバック構造の試作サンプル

により、現状、片道約 10 dB の挿入損失でのガラス基板上でのポリマー導波路による光配線技術の検

証を達成した。今後上下ミラーの改良を中心に全体的にプロセスを改良し、さらなる低損失化が可能

と考えられる。以上の結果より、ポリマー導波路による光配線技術のガラスインターポーザへの適用

可能性の目途が得られた。 

 

［既存サーバを用いたシステム実装構成の検証と課題抽出］ 

 本研究開発で掲げるシステム化技術の確立を達成するには、10 Tbps 伝送動作を可能とする要素技

術に留まらず、光電子融合サーバボードのサーバシステムへの実装構成の検証が必要となる。サーバ

システムへの実装上の課題としては、例えば製造面では、CPU パッケージと光エンジンとの混載にお

いて、リフロー工程で生じる反りの影響を低減する実装構造が挙げられる。また、システム性能面で

は、高速電気信号の配線長短縮の観点で、高温で動作する CPU パッケージ近傍に光エンジンを配置す

ることが望ましく、冷却構造に特別な工夫が必要か否かという課題もある。これら以外にも潜在する

課題をあらかじめ抽出する必要がある。本節では、サーバシステムへの実装上の課題を抽出し、光電

子融合サーバボードの構造設計や試作にフィードバックすることを目的とした活動の成果を報告する。 

 本研究開発のテーマである光電子融合サーバボードは近い将来の高性能サーバシステムへの適用を

想定したものであり、現状 10 Tbps もの伝送帯域を必要とするサーバシステムは存在しないことから、
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システム実装構成の検証は次のように進めた。 

・電気インターフェース（I/F）を有する既存のサーバシステムを利用 

・電気 I/F と互換性があり、同等の伝送帯域を有する光 I/F を試作 

・既存サーバシステムの電気 I/F を光 I/F へ置き換え 

・光 I/F で置き換えた既存サーバのシステム動作性能を評価 

 

以下得られた成果について報告する。 

・既存サーバシステムの決定 

初めに、システム実装構成の検証に使用する既存サーバシステムを決定した。決定した既存サーバ

システムは、筐体内に PCI 規格サーバボードを複数枚搭載可能な構造であり、PCI 規格サーバボード

は Mini-SAS 規格に準拠した 100 Gbps（25 Gbps×4 チャネル）×5 ポートの電気 I/F を有する。複数の

PCI 規格サーバボードを電気ケーブルで接続して並列演算トポロジを形成する。今後、PCI 規格サー

バボードを既存サーバボードと呼ぶ。既存サーバシステムの筐体は、PCI の空冷規格（45℃、5 m/s）

に適合した冷却機構を有する。 

・電気 I/F と互換性があり、同等の伝送帯域を有する光 I/F の試作 

次に、既存サーバボードの電気 I/F と同等の伝送帯域をもち、互換性を有する光 I/F を試作した。既

存サーバボードの電気 I/F は 25 Gbps×4 チャネルのポートを 5 個備えている。そこで、シリコンフォ

トニクス技術をベースとする光 IO コアを 5 個用いた光電子変換ボード（EO ボード）により、電気 I/F

を光 I/F に置き換える構造とした。光 IO コアは、1 個あたり 25 Gbps×4 チャネルの伝送帯域を低消費

電力で実現し、モジュールサイズも 5 mm 角と小さいことから高密度実装に適すると判断した。 

基本構造の決定に続き、EO ボードの詳細構成を設計した。EO ボードの基材は樹脂基板とし、図

1.2.2.2(エ)①- 36 左の断面構造に示すように、EO ボードと既存サーバボードは、高さ 5 mm のスタッ

クコネクタを介して脱着可能な構造とした。既存サーバボード側のスタックコネクタは中継基板に取

り付けられており、中継基板の裏面は電気 I/F ソケット用のスルーホールに埋め込んだ Cu ボールとは

んだで実装される。図 1.2.2.2(エ)①- 36 左の断面構造での電源配線（Power integrity、PI）および信号

配線（Signal integrity, SI）の解析結果を同図右および図 1.2.2.2(エ)①- 37 に示す。電源配線、信号配線

ともに十分安定な設計性能を有し、25 Gbps 信号の伝送シミュレーションでは良好なアイ開口が得ら

れた。 

・既存サーバシステムの電気 I/F を光 I/F へ置き換え 

以上の設計に基づき EO ボードを試作し、既存サーバボードに実装した（図 1.2.2.2(エ)①- 38）。5 個

の光 IO コアがわずか間隔 5 mm で高密度に配置されている。EO ボードは CPU パッケージの直近に

配置され、電気配線長は最長で 65 mm であった。光 IO コアには、サーバシステムの冷却風を想定し

て構造設計したヒートシンクを取り付け、過度な発熱を抑制した。既存サーバボードへの実装前に EO

ボード単体での評価を実施し、25 Gbps×20 チャネルの高密度同時動作を確認した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 36 光電子変換ボード（EO ボード）の断面構造（左）、25 Gbps 信号の伝送シミュレ

ーション結果（右） 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 37 電気伝送路の周波数応答特性（左）、電源インピーダンス特性（右） 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 38 試作した EO ボードと既存サーバボードへの実装 

 

・光 I/F で置き換えた既存サーバのシステム動作性能評価 

高密度 EO ボードを既存サーバに搭載しシステム動作させることで、システム実装技術の課題を抽

出した。まず、システム動作中の既存サーバ内部の温度分布を実測したところ、図 1.2.2.2(エ)①- 39 に

示すように、最悪条件で、CPU 近傍は約 70℃まで、光 I/F 部は約 60℃まで上昇することが分かった。
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この結果から、シリコンフォトニクス技術を用いた光エンジンは動作上限温度が 80℃以上と高く、

CPU 直近への近接配置が可能との知見を得た。更に、既存サーバの冷却機構をそのまま利用できる目

途を得た。 

前項の SI 解析で示したように、今回の構造は電気配線長が最長 65 mm と長く、25 Gbps の信号伝送

には耐えられるが、光電子融合サーバボードの目標 112 Gbps（56 GBaud、PAM4）には届かない。上

述の通り、シリコンフォトニクス光エンジンは CPU 直近への配置が可能であるが、それでも、伝送損

失の大きい樹脂基板では目標達成へのハードルが高い。基板材料の選択が課題となる。これを光電子

融合サーバボードの設計にフィードバックした。 

次に、電気インターコネクトと光インターコネクトで既存サーバシステム動作を比較した。既存サ

ーバは複数の既存サーバボードを搭載し、それらをインターコネクトで接続してトポロジを形成し、

高い並列演算性能を得る。そこで、図 1.2.2.2(エ)①- 40 左に示すように、既存サーバの筐体内に、電

気 I/F サーバボード 2 枚の対向ペアと、光 I/F サーバボード 2 枚の対向ペアを格納し、対向ペアをそれ

ぞれ、Cu ケーブル、光ファイバで接続してトポロジを形成する。システム動作の検証には、専用のテ

ストプログラムを用いた。図 1.2.2.2(エ)①- 40 右にテストプログラム実行結果の一例を示す。同図右

上の結果は長さ 6 m の光ファイバを用いた場合で、すべてのテストステップで「OK」が表示されてお

り、正常にシステム動作することを示している。一方、同図右下の結果は長さ 3 m の Cu ケーブルを

用いた場合で、テスト結果に「NG」が表示されており、電気 I/F サーバボード間の信号疎通不良のた

めにシステム動作できない状態であることを示している。図 1.2.2.2(エ)①- 41 左は、ケーブル長を変

えながら、電気インターコネクトと光インターコネクトのシステム動作を比較した結果を示す。電気

インターコネクトは 24 Gbps、距離数 m で信号劣化を示し、システム動作しなくなる一方で、光イン

ターコネクトでは光ファイバ長 300 m 以上でのエラーフリー伝送を確認し、システム動作が可能であ

ることが分かった。以上の知見より、図 1.2.2.2(エ)①- 41 右に示すように、シリコンフォトニクスを

用いた光インターコネクトにより、サーバシステムの並列接続数を増やすことができ、結果として並

列演算性能の向上に有利になることが分かった。更に、電気インターコネクトでは Cu ケーブル長に

依存した最適調整が必要だが、光インターコネクトでは伝送特性が距離（光ファイバ長）にあまり依

存しないので調整が不要である。サーバ運用面での光インターコネクトの有用性を確認できた。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 39 既存サーバがシステム動作中の既存サーバボードの温度分布 
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図 1.2.2.2(エ)①- 40 電気、光インターコネクトを実装した既存サーバ（左）、そのシステム動作評価

結果の例（右） 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 41 光インターコネクトと電気インターコネクトの比較（左）、システム動作可能な

ケーブル長と並列ノード数、演算性能の試算結果（右） 

 

 既存サーバシステムの電気 I/F を光 I/F に置き換えシステム動作を検証し、サーバシステムへの実装

上の課題を抽出して、後節で述べる光電子融合サーバボードの構造設計や試作にフィードバックした。

また、動作上限温度が 80℃以上と高いシリコンフォトニクスは専用の冷却機構なしでも CPU への近

接配置が可能であり、高速電気配線の短縮による広帯域化に有利との知見が得られた。更に、電気イ

ンターコネクトと光インターコネクタのシステム動作を比較し、光インターコネクトの有効性を実証

した。 

 

[光電子融合サーバボードの試作とシステム実証] 

光電子融合サーバボードプロトタイプの試作 

既存のサーバシステムを流用したガラスインターポーザ構造の、光電子融合サーバボードプロトタ

イプの試作を行った。 

光電子融合サーバボードプロトタイプの試作において、以下の各部材について特性評価、あるいは、

信頼性評価とともに、光電子融合サーバボードプロトタイプとしての組み立てを実施し、実用化にお

ける以下の課題抽出とその対策立案までを行う。 

・ガラスインターポーザ（112 Gbps PAM4 伝送フィジビリティ検証） 
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・LGA ソケット（熱サイクル、高温高湿試験） 

・冷却・LGA 加圧構造（冷却構造設計、実装応力解析） 

以下にそれぞれの課題に対する対策を説明する。 

・ガラスインターポーザ 

試作したガラスインターポーザ基板の層構成を図 1.2.2.2(エ)①- 42 に、外観を図 1.2.2.2(エ)①- 43 に

それぞれ示す。 

今回試作したガラスインターポーザでは、貫通ビア径が最大でφ80 μm と、CPU パッケージの電

源ビアが要求する許容電流値が満たせないという問題が発生した。このため、φ80 μm のビアを 4 つ

並列接合することで対応した。 

ビア径が大きくできない最大の理由は、ガラスへの Cu めっき密着性不足である。これは、ガラス

基板の低コスト化、適用範囲拡大において、今後に向けた課題として残る。 

また、インターポーザでは配線以外に、穴開けや、ザグリ加工が部分的に必要となるが、ガラスに

対してそのような加工を機械加工で行うと微細なチッピングが発生し易く、応力が加わった場合にク

ラックの起点となる恐れがある。そこで今回の試作では、穴開け、ザグリ加工は全てケミカルエッチ

ングで実施し、チッピングが発生しないように配慮した。 

112 Gbps PAM4 伝送フィジビリティ検証について、図 1.2.2.2(エ)①- 44 に、今回実際に使用したガ

ラスインターポーザ配線を実測した伝送特性（S パラメータ）を示す。比較として、有機基板で同等

の配線を試作、実測した結果も示した。 

図から明らかなように、ガラスインターポーザの伝送特性は、有機に比べて低損失である。これは、

有機基板材料に比べて誘電正接が小さいことに起因していると考えられる。 

この S パラメータを用いて 112 Gbps PAM4 のアイパターンをシミュレーションした結果を図

1.2.2.2(エ)①- 45 に示す。 

評価の結果得られたアイパターンは、開口高さ（32 mV）、幅（0.20 UI）のクライテリアを満たすこ

とから、今回試作したガラスインターポーザ構造は、112 Gbps PAM4 の光インターコネクト実装構造

として適用可能であることが明らかとなった。 

・LGA ソケット 

試作した LGA ソケット（2 種）の外観、およびコンタクトの拡大を、図 1.2.2.2(エ)①- 46 に示す。 

2 種の違いはコンタクトピンの違いで、一つはエッチングで形成された金属ピンを樹脂に埋め込ん

だもの、もう一つは半ドラム上に形成されたシリコーンゴムの表面にメッシュ状のコンタクトを巻き

付けたピンを樹脂ハウジングに埋め込んだものである。金属ピンのものはコンタクトを得るための荷

重が＞4 gf で実績があるコンタクトピンであるのに対して、メッシュ状のコンタクトを巻き付けたピ

ンのものは、フィールドでの実績はないものの、より低荷重の＞1 gf でコンタクトが得られることか

ら、2 種を試作して比較評価した。 

LGA ソケットの位置合わせ機構については、システムボード上に搭載したスペーサ側と、ガラスイ

ンターポーザ側とでは、有機基板（スペーサ）、LGA ソケットのハウジング、ガラスインターポーザ、

それぞれの熱膨張率を考慮した異なる構造とした。 

LGA ソケットのハウジングは樹脂のため、有機基板との熱膨張差は小さく、位置合わせは機械的な

ピンの勘合とした。一方、LGA ソケットのハウジングとガラスインターポーザの熱膨張差は大きく、

ガラスインターポーザに穴をあけたピンの勘合では、停止→稼働時の温度差によりガラスに局所的な

応力が発生し、破壊するリスクが大きいと考えた。そこで、LGA ソケットのハウジングにガラスイン
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ターポーザ外形に合わせて位置合わせ用ピンを立て、ガラスインターポーザの外形で位置合わせする

構造とした。これにより、温度が上昇した場合には、相対的にピンがガラスから離れる方向へ異動す

るため、システム稼働時の温度上昇でガラスインターポーザに応力がかからない位置合わせ構造を実

現できた。 

外形基準ということは位置合わせ精度も低下せざるを得ないが、今回試作した LGA ソケトピンは

垂直方向に伸縮する構造であり、折れ曲がったコンタクトピンを用いてワイピングを必要とする構造

とは異なるため、今回用いる CPU パッケージの仕様である、 1 mm ピッチのφ0.55 mm BGA パッド

で、十分な位置合わせ精度が得られるものと判断した。 

試作した LGA ソケットに対して試験用の実装構造を組み立て、サーバ製品 5 年相当の信頼性評価

（高温高湿放置、熱サイクル）を実施した。その結果、金属ピンの LGA ソケットについては問題が見

られなかったのに対して、メッシュ状のコンタクトを巻き付けたピンの LGA ソケットは、高温高湿

放置、熱サイクルともに断線が発生した。断線の原因はピンを埋め込んだ樹脂ハウジングの変形であ

り、高温時に樹脂の弾性率が低下し、荷重に耐えられず変形したものと考えられる。今回の試作では

紫外線硬化型樹脂を用いた３D プリンタを使った簡易成形で行ったため、ソケット量産品で一般に用

いられる液晶ポリマーに比べて耐熱性が低いとはいえ、樹脂ハウジングを大型の LGA ソケットに適

用する場合、十分な耐熱、耐荷重を事前検討する必要があることが明らかとなった。 

・冷却・LGA 加圧構造 

冷却構造（ヒートシンク）は、既存システムの実装構造（システムボードの取り付け穴、システム

ボード裏面のバックプレート）を流用することとした。しかし、既存のシステムは冷却を目的とした

加圧構造であるのに対して、本試作では LGA ソケットを接続するための加圧が必要となるため、ヒ

ートシンクの設計では冷却、LGA ソケット加圧の両面からシミュレーションを実施し、システムとし

て成立するかどうか、事前検討を実施した。 

冷却シミュレーションとして、CPU 稼働時の発熱を考慮した温度分布を解析した結果、CPU の発熱

がほぼ全てヒートシンクに流れることによって、ガラスインターポーザ上に実装された光電子変換素

子には影響なく、独立した冷却構造を考えれば良いことが明らかとなった。冷却シミュレーションに

よって得られた CPU 周辺の温度分布図を図 1.2.2.2(エ)①- 47 に示す。 

加圧構造としての実装応力シミュレーションでは、ヒートシンク荷重の増加に耐えられる強度を持

たせるために、CPU パッケージに接する Cu 板の厚みを増加させることで、LGA ソケット全体でコン

タクトに必要な荷重がかけられることが明らかとなった。実装応力シミュレーションによって得られ

た LGA ソケットコンタクト面の接圧分布図を図 1.2.2.2(エ)①- 48 に示す。 

・光電子融合サーバボードプロトタイプアセンブリ 

試作した各部材と、既存システムの CPU パッケージ、システムボードを用いて、光電子融合サーバ

ボードプロトタイプのアセンブリを実施した。ガラスインターポーザ上への CPU パッケージ、光モジ

ュール実装については、事前にはんだリフローのための温度プロファイルを検討、取得し、一度のは

んだリフローで実装できるように準備した。CPU パッケージ実装後、LGA ソケット接合面の反り形状

を観察した結果、予想通り、CPU パッケージ中央部でシステムボードとの距離が小さくなる形状とな

っていることが確認できた。 

CPU パッケージ、光モジュールが実装されたガラスインターポーザを、LGA ソケットを介してシス

テムボードに接続する工程を図 1.2.2.2(エ)①- 49 に示す。システムボード上にはんだ実装されたスペ

ーサには LGA ソケットに設けられた位置合わせ用ピンが勘合する穴が開いており、LGA ソケットは



150 
 

容易にスペーサ上で位置決めできる。LGA ソケットとガラスインターポーザの位置合わせは、LGA ソ

ケットに設けられた 6 本の位置合わせピンへの、三辺の外形突き当てで行い、その後、ヒートシンク

を上から四角のボルトで加圧固定することで組立が完了する。 

組立後、システムボードに設けられた CPU パッケージ接続確認用のクーポンを用いて、LGA ソケ

ット、ガラスインターポーザを介して、システムボードと CPU パッケージが電気的に接続されている

ことを確認した。組立が完了した光電子融合サーバボードプロトタイプの外観を図 1.2.2.2(エ)①- 50

に示す。 

既存のサーバシステムを流用しながら CPU パッケージの直近に光電子変換素子を配置して、112 

Gbps の伝送速度による CPU 間光インターコネクトを可能にする、光電子融合サーバボードプロトタ

イプを試作した。主な開発部材として、ガラスインターポーザ基板、LGA ソケット、冷却・LGA 加圧

構造を開発し、実用化に向けた評価を行った。その結果、CPU パッケージと光電子変換素子をガラス

インターポーザ上に短距離で実装し、それを LGA ソケットでシステムボードに接続することで、既

存のサーバシステム開発の延長技術で、112 Gbps の高速光インターコネクトが適用可能であることを

実証できた。また、LGA ソケットの試作では信頼性評価で問題が発生し、今後の実用化において解決

すべき信頼性での課題（ソケットハウジングの高耐熱、高耐荷重化）が明らかとなった。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 42 ガラスインターポーザ基板の層構成 
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図 1.2.2.2(エ)①- 43 試作したガラスインターポーザ基板の外観 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 44 試作したガラスインターポーザ基板配線を実測した伝送特性 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 45 実測した伝送特性を用いた 112 Gbps PAM4 アイパターンシミュレーション結果 
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図 1.2.2.2(エ)①- 46 試作した LGA ソケット（2 種）の外観とそのコンタクト 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 47 冷却シミュレーションによる CPU 周辺の温度分布図 
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図 1.2.2.2(エ)①- 48 応力シミュレーションによる LGA ソケットコンタクト面の接圧分布図 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 49 光電子融合サーバボードプロトタイプの組み立て工程 
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図 1.2.2.2(エ)①- 50 試作した光電子融合サーバボードプロトタイプの外観 

 

CPU 間インターコネクト（システム化）の実証 

 本節では、前節で報告した光電子融合サーバボードを使用した CPU 間インターコネクトの検証結

果を報告する。本研究開発では、光電子集積インターポーザのシステム化技術として、光電子融合サ

ーバボードを試作し、試作した光電子融合サーバボードをサーバシステムに搭載して CPU 間インタ

ーコネクトのデモ実証を実施することを最終目標と掲げており、本節は最終成果の報告との位置づけ

となる。 

 本研究開発のテーマである光電子融合サーバボードは将来の高性能サーバシステムへの適用を目指

している。このため、インターコネクトのデモ実証は、現在商用化されているスーパーコンピュータ

に採用されている高性能 CPU を使用する。スーパーコンピュータに採用されている高性能 CPU は、

Beyond Moore を見越したチップレット、マルチチップ化など最新トレンドを実装しており、次世代高

性能サーバシステムへの光電子融合サーバボードの技術適用性を検証するには最適な選択と言える。

以上を踏まえて、CPU 間インターコネクトの検証は次のように進めることとした。 

・スーパーコンピュータ用高性能 CPU を搭載する評価用サーバシステムの準備 

・評価用サーバシステムへの光電子融合サーバボード搭載 

・評価用サーバシステムを用いた CPU 間インターコネクト実証 

 以下、各成果について報告する。 

・スーパーコンピュータ用高性能 CPU を搭載する評価用サーバシステムの準備 

 実際のスーパーコンピュータシステムの階層構成を図 1.2.2.2(エ)①- 51 に示す。本書で報告する評

価用サーバシステムは、同図では赤枠で示した階層まで、すなわちシェルフ相当までをカバーするも

のである。本研究開発では、評価用サーバシステムの BoB（Brunch of Blades）相当部分に 2 台のサー

バボードを搭載した構成となっている。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 51 スーパーコンピュータシステムの階層構造と評価用サーバシステムの位置づけ 

 

・評価用サーバシステムへの光電子融合サーバボード搭載 

 2 枚の光電子融合サーバボードをそれぞれ BoB#0、BoB#1 に搭載し、光ファイバで接続して対向接

続を形成した。光電子融合サーバボードを搭載した評価用サーバシステムのシェルフ相当部内部の様

子を図 1.2.2.2(エ)①- 52 に示す。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 52 光電子融合サーバボードを搭載した評価用サーバシステム外観（左）と 

その拡大写真（右） 

 

・評価用サーバシステムを用いた CPU 間インターコネクト実証 

 CPU 間インターコネクト実証実験系を図 1.2.2.2(エ)①- 53 に示す。光電子融合サーバボードに搭載

された CPU には、外部インターコネクト用高速信号を処理する Serdes が集積されている。今回の実

証実験では、Serdes が有する複数のポートの内、4 ポート（0x00～0x03）を使用する。各ポートは 25 

Gbps の伝送帯域を持ち、トータルで 25 Gbps×4 ポート（=100 Gbps）の CPU 間インターコネクトが

形成される。Serdes の各ポートは、光電子融合サーバボード上のガラスインターポーザを通して光 IO

コアの送受信チャネルに接続される。図 1.2.2.2(エ)①- 53 では、0x03－ch1、0x02－ch2、0x01－ch3、

0x00－ch4 が接続されている。光 IO コアの各チャネルには光ファイバが実装されており、これを介し

て 2 台の光電子融合サーバボードが対向接続され、CPU 間インターコネクトが形成される。光電子融

合サーバボードの外部にはドングルが配置される。外部コントローラからドングルを介して CPU 内

の Serdes を直接制御することにより、CPU 間インターコネクトへの高速信号送受信を行う。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 53 CPU 間インターコネクト実証実験系 

 

 対向での CPU 間インターコネクト実証実験に先立ち、まず、樹脂基板を用いた光電子融合サーバボ

ードとガラス基板を用いた光電子融合サーバボードとの信号伝送特性を比較した。評価用サーバシス

テムの BoB#0 のみに樹脂基板またはガラス基板サーバボードを搭載して BoB#1 はブランクとした。

更に ch1 から ch4 の送信ファイバと受信ファイバを結合させてループバックを形成した。図 1.2.2.2(エ)

①- 54 に樹脂基板光電子融合サーバボードとガラス基板光電子融合サーバボードのループバック（LB）

特性を示す。信号伝送速度は 25 Gbps、送信信号のイコライザ設定は図中に示した設定とした。同一条

件では、ガラス基板光電子融合サーバボードの伝送特性が樹脂基板より優れていることを確認できた。

高速伝送化という課題に対し、ガラス基板の有効性を示すことができた。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 54 樹脂基板光電子融合サーバボードとガラス基板光電子融合サーバボードの LB

特性比較 

 

 図 1.2.2.2(エ)①- 55 に、CPU 間インターコネクトの実証実験結果の例を示す。図 1.2.2.2(エ)①- 53 の

実証実験系において、BoB#1 の光電子融合サーバボードから BoB#0 の光電子融合サーバボードへ 25 

Gbps 信号を伝送させたときのビット誤り率（BER）を計測してアイ開口を測定した。なお、本実証実

験では、送信イコライザを最適化し、図 1.2.2.2(エ)①- 54 の設定とは異なる設定としている。図

1.2.2.2(エ)①- 56 には、図 1.2.2.2(エ)①- 55 の縦軸である電圧振幅においてアイ開口の電圧マージンと

BER の関係をプロットした。ch1 から ch3 では 10-12 以下の BER 特性が、ch4 では 10-10 以下の BER 特

性が得られており、対向での信号疎通ができていることを確認した。この結果より、試作した光電子

融合サーバボードによる CPU 間インターコネクトを実証した。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 55 CPU 間インターコネクトの実証実験結果（BER 測定によるアイ開口評価、

25 Gbps） 

 

 

図 1.2.2.2(エ)①- 56 CPU 間インターコネクト実証実験結果（アイ開口の電圧マージンと 

BER の関係） 

 

＜光電子融合サーバボードの概要＞の項において、スーパーコンピュータの更なる高性能化に向け

た技術の方向性として、高密度実装による省電力、大容量化の流れを述べた。光モジュールを CPU パ

ッケージに統合する Co-Packaged Optics (CPO)や、光モジュールを CPU パッケージに近接する Near 

Packaged Optics (NPO)の提案・標準化の議論が進んでいる状況にある。図 1.2.2.2(エ)①- 57 で示すよう

に、本プロジェクトで開発した光電子融合サーバボードを CPO や NPO と比較すると、光モジュール

を CPU パッケージに近接配置する構成であり、NPO の構造に近い。ただし、実装時の反りの問題を

抑制しつつ電気信号の高速伝送性能に優れたガラス基板をインターポーザに用いた点、LGA ソケット

によりサーバボード（マザーボード）との脱着が可能な構造とした点が重要な特長であり、実システ

ムへの搭載を意識した構造としている。更に、本プロジェクトで開発した光配線技術とファイバアセ

ンブリ技術は、高密度かつ低損失、さらに高温での安定性を有し、サーバ用実装技術として有望な構

造を実現している。これらの点で、最近始まった CPO、NPO の議論に対して、アドバンスを有すると

考えられる。 
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図 1.2.2.2(エ)①- 57 コパッケージ構造、ニアパッケージ構造と本プロジェクトの構造 

 

 光電子集積インターポーザのシステム化技術として、ガラス基板をインターポーザに適用した光電

子融合サーバボードを試作し、スーパーコンピュータ用高性能 CPU を使用する評価用サーバシステ

ムに搭載して、CPU 間インターコネクトの 25 Gbps×4 チャネル信号疎通の実証を達成した。また、樹

脂基板との比較により、ガラス基板の高速信号伝送化への有効性を実証した。 

 

[10 Tbps サーバボードに向けた技術展開] 

 以上報告したガラス基板をインターポーザに適用した光電子融合サーバボードに、前項で報告した

WDM 技術すなわち温度無依存 WDM 合分波技術を融合することで、10 Tbps 伝送が実現する。すなわ

ち、ここで報告した WDM 技術は、フィードバック制御を利用し、温度変動や素子ばらつきの影響を

補償することができる。このため、高温で動作するサーバシステム内での安定動作や、シリコンフォ

トニクスでは他に例を見ない多波長化への道を拓く技術と言える。図 1.2.2.2(エ)①- 58 は、提案する

WDM 技術を用いて試作した多波長分波器のチップ写真とシミュレーション結果を示している。 

 

 
図 1.2.2.2(エ)①- 58 10 Tbps サーバボードに向けた WDM スケーラビリティ技術 

 

これらの結果より、112 Gbps×16 波 WDM シリコンフォトニクスチップをガラス基板光電子集積イ

ンターポーザ上にマルチチップ実装することで、10 Tbps 伝送が実現する見通しを得た。 

 

[まとめ] 

 10 Tbps の CPU 間インターコネクトを実現する光電子融合サーバボードの実装技術を確立した。

シリコンと近い熱膨張率を持ち、剛性、平坦性に優れたガラス基板を光電子集積インターポーザの有

望な基板材料と考え、ガラス 4 層で構成する合計 2 mm 厚のガラス基板を開発した。試作したガラス

インターポーザは 112 Gbps PAM4 の電気信号伝送が可能な高速電気特性を示した。光配線技術とし

てポリマー導波路とファイバを接続する高精度なコネクタアセンブリ技術を開発し、ポリマー導波路
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は 0.5 dB/cm と低損失な結果が得られ、ポリマー導波路と接続する新規ファイバアセンブリ構造では

平均 1.45 dB の低接続損失特性を示した。ガラス基板上にスーパーコンピュータ用高性能 CPU と高密

度光エンジン(光アイオーコア 5 台)搭載ボードを実装した光電子集積インターポーザを LGA ソケット

を介して接続する光電子融合サーバボード実装技術を開発した。試作した光電子融合サーバボードを

評価用サーバシステムシェルフに収納、CPU 内で高速信号処理を行う SERDES から 25 Gbps 信号を生

成し、サーバ間 25 Gbps×4 チャネル光信号疎通を確認した。また製造誤差や環境温度変動に対応でき

る自律制御型の WDM フィルタを開発した。光回路に集積した受光器で信号強度をモニタし、透過特

性をフィードバック制御することで異なる波長の信号間で-50 dB 以下のクロストークを実現し、4 波

長から 32、64 波長までスケーリングできることを実証した。以上の技術確立により 10 Tbps 光電子

融合サーバボードの実現が可能であることを示した。 
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②ラックスケール並列分散システム 

【最終目標】 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み合わせた

光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いてサーバ電力量を 30％削減可能

であることを示す。 

＜アプローチ、特長技術＞ 

まず、本プロジェクトの目標の一つである、サーバの消費電力量を 3 割削減する方法に関して、そ

の方針を以下に説明する。IT 機器の省エネルギー化とは、ある仕事（アプリケーション）に対して、 

消費電力量 ＝ 平均消費電力 × 実行時間    (1) 

を小さくすることである。クラスタ・サーバで並列分散処理を行う場合、式(1)右辺第 2 項に関して、 

実行時間 ≈ 演算時間 ＋ 通信時間     (2) 

と近似することができる。ここで通信時間とはプロセッサ間でデータを共有するために行うプロセッ

サ間の通信時間である。例えば演算時間と通信時間が同程度で、式(1)右辺第 1 項が変わらない場合、

通信時間を約 6 割削減することで式(2)右辺の実行時間は約３割減少し、式(1)左辺のサーバ全体の消費

電力量を約 3 割削減することが可能である。そこで我々は、並列分散処理を実行するクラスタ・サー

バのノード間の通信時間を削減することによりアプリケーションの実行時間を削減し、結果としてア

プリケーション単位でのサーバ消費電力量を 3 割以上削減することを方針とした。通信時間を削減す

るためには、通信帯域幅を広くすること、通信遅延時間を短くすること、および通信回数を少なくす

ることが有効である。そこで我々は、これらを同時に実現出来る計算ノード間ネットワーク・アーキ

テクチャとして、光ハブを提案している。 

光ハブの構成および動作の概略を図 1.2.2.2(エ)②-1 に示す。光ハブ全体の物理的構成（物理トポロ

ジー）は、複数の計算ノードが波長ルータを中心にスター状に接続された構成となっている。各計算

ノードは光送信器および光受信器を持ち、計算ノードの数を N とすると、光送信器は N 個の光変調器

（Mod）と N×1 波長合波器（Mux）、光受信器は N 個の受光器（PD）と 1×N 波長分波器（Demux）を

持つ。光送信器では、N 個の変調器で N 個のキャリア波長を変調した N チャンネルの信号が波長合波

器で波長多重されて波長ルータに接続された 1 本の光ファイバに出力される。逆に光受信器では、波

長ルータに接続された１本の光ファイバから入力した波長多重信号が、波長分波器で N チャンネルの

信号に分離され N 個の受光器で電気信号に変換される。各計算ノードの光送受信器は、シリコンフォ

トニクスを用いた光電子集積インターポーザにより、小型化、高密度化、広帯域化、低消費電力化さ

れる。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-1 光ハブの構成と動作の概略 
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波長ルータは N 個の入力ポートおよび出力ポートを有し、入力ポートと波長によってその出力ポー

トが循環的に決まる光素子である。例として８入力８出力の波長ルータの動作を表 1.2.2.2(エ)②-1 に

示す。光ハブの論理トポロジーは全ノード間を直接接続したフルメッシュ接続と等価である。波長ル

ータを用いない場合、N 個のノード間をフルメッシュ接続するためには、図 1.2.2.2(エ)②-2 に示す通

り N(N-1)本の光ファイバが必要であり、N がある程度大きい場合にはファイバ本数が多くなりすぎて

実現困難であったが、上記提案の光ハブでは、図 1.2.2.2(エ)②-1に示す通り光ファイバの本数は 2N本

でよく、光ファイバの本数を桁違いに減らすことができ、ノード間をフルメッシュ接続することが可

能となる。なお、図 1.2.2.2(エ)②-1の右図、図 1.2.2.2(エ)②-2共に、ノード間の接続を示す 1本の線は

双方向通信を行うための 2 本の光ファイバを表している。 

図 1.2.2.2(エ)②-1 に示す通り、光ハブの各計算ノードには、プロセッサ側の入出力ポートと通信相

手ノード（波長）に対応したネットワーク側ポートの間を任意に接続するスイッチが必要になる。

我々はこれを分散スイッチと呼んでいる。一方、従来の Ethernet や InfiniBand (IB)のスイッチは、ノー

ド間にハブ状（スター型またはツリー型）に設置されるので、集中スイッチと呼んでいる。集中スイ

ッチは、全ノードからのトラフィックがスイッチに集中するため、ネットワークの規模や帯域幅が集

中スイッチの容量で制限されてしまうという課題がある。一方、分散スイッチは、各スイッチの規模

が集中スイッチの約 1/N であり、各ノードに分散配置されるため、上記集中スイッチの課題を緩和す

ることができる。また、分散スイッチを用いたネットワークは、集中スイッチに比べて光送受信器数

を半減できるという利点もある。 

 

表 1.2.2.2(エ)②-1 波長ルータの入出力ポートと波長の関係 

 

図 1.2.2.2(エ)②-2 光ハブの論理トポロジー 

 

上記提案の光ハブを用いることで、計算ノード間通信の帯域幅、遅延時間、通信回数を以下の通り

改善し、通信時間を削減することができる。 

 シリコンフォトニクス、光電子集積インターポーザ、および波長多重を用いることにより、光

送受信器を小型・高密度・高速化し、計算ノード間通信の帯域幅を広帯域化 

 計算ノード間をフルメッシュ接続することにより、パケットの衝突が発生しないため、従来必

要だったパケットのルーティング、待機、再送等の制御によって生じる時間を削減し、計算ノ

ード間通信の遅延時間を短縮 

 計算ノード間をフルメッシュ接続することにより、従来集合通信で必要だった複数回の通信回

数を 1 回にし、計算ノード間通信の通信回数を削減 
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計算ノード間を光ハブで接続した並列分散処理システムの全体像イメージを図 1.2.2.2(エ)②-3 に示

す。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-3 計算ノード間を光ハブで接続した並列分散処理システムの全体像イメージ 

 

＜成果＞ 

2018 年度の成果は以下の通りである。 

[デバイス・レイヤ] 

デバイス・レイヤでは、光集積回路の構成要素デバイスの仕様の検討を行い、第 2 期で開発した集

積光 I/O コアの IC 及び IC 接続部分の構造は共通とし、高密度波長多重(DWDM)用に C 帯(1550 nm 帯)

で動作する構成要素デバイスに変更し、送信器(Tx)側は外部光源からのTE光入力と光変調器からの光

出力することとし、受信器(Rx)側は偏波分散の影響を抑える幅広導波路をフォトダイオード(PD)の前

に配置してシングルモードファイバ(SMF)で接続する構造を基本構造とした。そして数種類に絞った

構成要素デバイスおよび光接続構造の課題の抽出をして選定方針を明確化した。 

[波長多重ネットワーク（レイヤ１）] 

波長多重ネットワーク（レイヤ１）では、先ずネットワークシミュレータを用いたノード間波長多
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重ネットワークのシミュレーション環境を構築し、そのシミュレーション環境を用いてノード間波長

多重ネットワークのリンク設計を行った。本ネットワークでは、多波長光源から発生した等波長間隔

の多波長光が、光アンプ後スプリッタで分割されて各計算ノードに送られる。計算ノードの送信(Tx)

部において、光変調器で FPGA の電気信号から光変調信号が生成され、アレイ回折格子(AWG)で多重

化される。一方、計算ノードの受信(Rx)部において波長多重された光変調信号が AWG で波長分割さ

れて受光器で電気信号に変換される。Tx 部と Rx 部の間には前後に光アンプが配置された波長ルータ

が配置され、各ノード間がフル接続される(図 1.2.2.2(エ)②-4)。この構成をもとに光変調強度(OMA)、

S/N 比などに着目して 1 波長におけるリンク設計を行い、基本仕様を定めた。そしてその構成部品の

仕様の検討を行い、選定方針を明確化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-4 ノード間波長多重ネットワークのリンク設計、(a)レベルダイヤグラム、 

(b)25Gb/s 受信波のシミュレーション 

 

[ネットワーク・アーキテクチャ／制御（レイヤ２＆３）] 

ネットワーク・アーキテクチャ／制御では、ノードの構成、ネットワークの制御方法および分散ス

イッチの仕様等を検討し、ポイント・ツー・ポイント（P2P）通信の動作検証を行うと共に、FPGA論

理および FPGA カードの１次設計を行った。 

2018 年度は、光ハブのノードの構成、制御方法等を検討し、P2P 通信の動作検証を行った。具体的

には、光ハブの論理フルメッシュ接続によるノード間通信を模擬するため、自走アプリおよび分散ス

イッチ v1 を実装した２台の FPGA カード間を光接続で直結し、FPGA 間 P2P 通信のオフロード動作の

実証実験を行った。分散スイッチ v1 の構成を図 1.2.2.2(エ)②-5 に示す。分散スイッチ v1 は、制御レ

ジスタ(Control Register)、クロスバー・スイッチ(Crossbar Switch)、メモリ(Memory)から効率よくデー

タを取り出すための DMAC(Direct Memory Access Controller)で構成される。計算ノード間で通信を行う

場合には、並列分散処理プログラミングの標準規格である MPI (Message Passing Interface)の使用を想

定し、ノード毎に、MPIの通信パラメータを Control Registerに設定する。分散スイッチ v1は、Control 

Register の設定に基づき、自発的にクロスバー・スイッチと DMAC を稼働する。DMAC はメモリ制御

部と接続され、効率よくメモリからデータの入出力を行う。これにより、低遅延で高効率な P2P 通信

を実行する。この分散スイッチ v1 を、任意の電子回路を実装可能で、複数の光 I/O と１つの DDR4 メ

モリが繋がった FPGA カードに実装した。そして、評価アプリ Computation Logic に実装した通信時間

を評価するアプリを用いて、P2P 通信における送信ノードの遅延時間を見積もった。その結果、0.34 

s と低遅延な結果が得られた。この結果は、図 1.2.2.2(エ)②-6 に示すように、同様な方法で評価した

(a) (b) 
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ギガビットイーサネットの約 13 s の初期遅延時間を約 1/30 に削減できるだけでなく、通信 1 回あた

りの遅延時間である約 1.5 s も約 1/5 に削減できることを示している。更に、この光ハブの通信時間

は、文献調査によって得られた NVIDIA 社の最新のチップ間通信技術である NVLINK の初期遅延時間

と比べても約 1/30 と小さく、良好な結果である。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-5 分散スイッチ v1 の構成 図 1.2.2.2(エ)②-6 送信ノードでの P2P 遅延 

 

[並列分散処理アプリケーション] 

並列分散処理アプリケーションでは、HPC 等の並列分散システムの評価で使用されるベンチマー

ク・プログラムを選定し、そのソースコードにおけるノード間データ伝送部分を光ハブに適用できる

コードに改変し、仮想ハードウェア上のシミュレーションにより実行速度の分析を行った。 

具体的にはまず、論理フルメッシュ接続である光ハブに適した通信アルゴリズムを検討した。論理

フルメッシュ接続で、P2P 通信を行う場合を考える。通信パスとして送受信ノード間の 1 本のリンク

だけを使う場合(直接ルーティングと呼ぶ)を図 1.2.2.2(エ)②-7(a)に示す。この場合、同図に示す通り、

1 本のリンクでは比較的帯域幅が狭く、多数の使われていないリンクが存在するため、通信が非効率

になる場合がある。そこで図 1.2.2.2(エ)②-7(b)に示すマルチパス・ルーティングを導入する。すなわ

ち、送信ノード内で送信データは N 分割(N：ノード数)され、まずその内の N-1 個が送信ノード以外

の N-1 ノード(内 1 が受信ノード、N-2 が中継ノード)に Scatter され(1st-hop)、次に送信ノードに残っ

た 1個と N-2個の中継ノードのデータが受信ノードへ Gatherされる(2nd-hop)。この方法により、実効

帯域幅を直接ルーティングに対して N/2 倍に拡大することができる反面、通信遅延時間は 2 倍になる。

そのため、送信データサイズを s、リンクの帯域幅を B、通信遅延時間を L とすると、s ≤ BLN/(N-2) 

(遅延律速)のときは直接ルーティングを、s > BLN/(N-2) (帯域律速)のときはマルチパス・ルーティン

グを用いる。他の通信パターン(Bcast, Reduce, Allreduce 等)についても、同様にマルチパス・ルーティ

ングにより帯域幅の N/2 倍化が可能である。 
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図 1.2.2.2(エ)②-7 直接ルーティングとマルチパス・ルーティング 

 

提案した光ハブの性能を予測するため、並列計算シミュレータ SimGrid によるシミュレーションを

行った。SimGrid は既存の MPI を使った並列計算コードを仮想並列計算プラットフォーム上で実行し、

その実行時間をシミュレーションすることができる。光ハブと比較する従来型のネットワーク・トポ

ロジーとして、3D トーラス(3D-torus)型およびツリー(Tree)型との比較を行った。SimGrid でシミュレ

ーションした MPI_Bcast の通信時間を図 1.2.2.2(エ)②-8 に示す。前述の通り、光ハブではメッセージ

サイズが BLN/(N-2)より小さいときには直接ルーティング、それより大きいときにはマルチパス・ル

ーティングを行っている。いずれの場合でも、光ハブは従来型ネットワークに比べて 1 桁程度高速で

あることを確認した。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-8 SimGrid による MPI_Bcast の通信時間シミュレーション 

 

 

2019 年度の成果は以下の通りである。 

[デバイス・レイヤ] 

2019 年度は、FPGA カードの光電子集積インターポーザに用いる光集積回路を試作し評価を行った

(図 1.2.2.2(エ)②-9)。符号誤り率(BER)測定において送受信とも C 帯でのエラー・フリー動作(25 Gbps, 

PRBS 231-1)を確認した。特に Rx 側では、TE/TM の偏光入力に対し, 45°偏光は TE/TM 偏光の間に

BER 曲線が存在することから、偏波分散によるジッタが十分抑制されていることを確認した。 
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図 1.2.2.2(エ)②-9 (a)光集積回路のレイアウトの一例とその(b)Tx 側および(c)Rx 側の符号誤り率特性 

 

更にその評価結果を基に、最終デモに用いる光集積回路のパラメータを決定した。Tx 側は 4ch の

SiGe 変調器、Rx 側は 4ch の導波路 PD とし、光接続構造は偏光保存ファイバ(PMF)を含む SMF アレ

イを光集積回路の端面で結合する方式とし、その端面部にスポットサイズ変換器を集積した。これと

インターポーザ化を考慮した寸法調整をし、図 1.2.2.2(エ)②-10 にレイアウト示す最終デモ用シリフ

ォト光集積回路の設計を行い、ウエハプロセスを開始した。 

 
図 1.2.2.2(エ)②-10  最終デモ用シリフォト光集積回路レイアウト (7.1 mm × 5 mm) 

 

次に FPGA カードの開発計画について述べる。ラックスケール並列分散処理システムのネットワー

ク・アーキテクチャ／制御の基本動作と広帯域通信を行うため、光電子融合サーバボードのアクセラ

レータおよびネットワーク・インターフェースとして、1 次試作カード（FPGA-HP）の試作および動

作実証（2018 年度～2020 年度）と 2 次試作カード（FPGA-HP2）の試作および動作実証（2019 年度

～2021 年度）を行った。試作した 2 種のカードの諸元を表 1.2.2.2(エ)②-2 に示す。１次試作カード

（FPGA-HP）は、第２期で開発した光 IO コアを用いた光電子集積インターポーザを FPGA カード上

に実装して動作検証を行い、第 3 期で開発する波長多重に対応した光電子集積インターポーザを実装

した FPGA-HP2 に向けた技術的な課題抽出（電気・冷却特性、実装・機構検証）を目的とした。 

 

 

 

 

 

 

 

(a) (b) (c) 
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表 1.2.2.2(エ)②-2 試作カード諸元 

 1 次試作カード（FPGA-HP） 2 次試作カード（FPGA-HP2） 

FPGA 
  外形サイズ : 52.5 mm×52.5 mm、1 mm ピッチ BGA 

  Transceiver: 64ch@28.3 G + 32ch@17.4 G 
  LE       ： 2,073K 

メモリ（帯域,-容量） HBM2（512 GB/s, 8GB） 

光 IF帯域 
～800 Gbps 送受 

（25 Gbps/ch×4ch x8pcs） 

IF接続 ch数 
  光伝送 ： 32ch 

  電気伝送：  2ch ＋16ch（PCIe Gen3x16） 

光 Port 12-MPO×8port（MMF） 12-MT×8port（SMF） 

冷却方式 空冷（FAN 有/無） 空冷（FAN 無のみ） 

カード寸法 
266.5 mm×111.15 mm  

PCIe 規格準拠 
266.5 mm×133.65 mm 

 

 

2018～2019 年度に設計・試作を行った 1 次試作カード（FPGA-HP）の詳細構成を図 1.2.2.2(エ)②-

11 に示す。汎用サーバに実装可能な PCIe 規格準拠とし、ネットワーク・アーキテクチャ／制御の動

作確認を行うための FPGA（52.5 mm×52.5 mm、1 mm ピッチ BGA、HBM2：512 GB/s）を選定し搭

載した。また、カード上に 4 チャネルのトランシーバタイプ（4ch-TRx）の光 IO コアを用いた光電子

集積インターポーザを最大 8 個搭載（脱着）可能で、光の入出力コネクタとして 12 芯 MPO コネクタ

をカード端に 8 個実装することで 1 カードあたり最大 800 Gbps の光の帯域を有する。冷却において

は、カード上に実装する空冷ファンの有無を変更出来るようにすることでカードを実装するサーバ機

種の変更が可能とし汎用性を持たせ各種サーバにて検証可能な構造とした。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-11  1 次試作カードおよび光接続イメージ 

 

[波長多重ネットワーク（レイヤ１）] 

波長多重ネットワークの光源・ルータ・アンプボードの仕様を確定し、送受信器以外の主要構成部

品を用いたリンク実験による評価を開始し、25 Gbps でのアイ開口を確認した。 

[ネットワーク・アーキテクチャ／制御（レイヤ２＆３）] 

2019 年度は、2018 年度の成果をもとに広帯域化と集合通信の低遅延動作を実証した。広帯域化に

はネットワーク側だけでなく、ノード内（メモリ側）の帯域幅も考慮する必要がある。既存の FPGA
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カードではメモリ制御部や DMAC の 1 チャンネルあたりの帯域の拡大には限界があるため、ノード

数に応じて複数チャンネルのメモリ制御部や DMAC を配置する分散スイッチ v2 を設計した。 

我々が開発したノード間フルメッシュ光配線接続との比較を行うため、図 1.2.2.2(エ)②-12 に示す

ノード間が電気配線接続された従来型の CPU クラスタを構築した。各サーバの演算チップには、

CPU として Xeon Gold 5215(10 core)を用いた。スレッド機能も使うことで１CPU 当たり 20 プロセス

の同時処理が可能である。通信には 100 Gbpsの InfiniBandを用い、中央の電気スイッチに直接接続す

る Tree トポロジーで評価した。また、アプリケーション実行時にメモリ帯域で律速されないよう、

DDR4 メモリを 8 個接続し、広帯域なメモリ帯域を実現している。このクラスタを用い、CPU 上のメ

モリ間の集合通信を行った際の通信時間を調査した。並列データ処理においては、必要な時に 1 度通

信の指示が発生するため、Start-up Latency という初回の通信指示に要する通信時間を評価した。集合

通信の中で、特に全ノード間で通信を行う Allgather, Alltoall, そして Allreduceの結果を図 1.2.2.2(エ)②

-13 に示す。データサイズが小さい領域でも、Allgather と Allreduce の start-up latency は数十 μs 以上を

要し、Alltoall においてはさらに遅い数十 ms となった。これは、メモリに関する設定の時間や PCIe

バスを経ての HCA の設定時間が必要なためである。さらに Alltoallでは、データの書き込みの際にノ

ード間でのデータの転置作業も必要となる。少ないメモリ・チャンネルで転置を含めた作業を行うに

はより複雑な作業が必要で、それに伴う作業で数十 ms の時間がかかったと考える。また、各ノード

の送信データサイズから Start-up latency を割って出した、各ノード当たりのスループットの結果を図

1.2.2.2(エ)②-14 に示す。1 ノード当たり 100 Gbps のネットワーク帯域を有するが、データサイズが１

MB/ノードにおいてもスループットは 10 Gbps 以下と小さかった。また、1 GB/ノードとより大きなデ

ータにおいても 30 Gbps 程度のスループットしか出なかった。これは、従来の通信では、確実に集合

通信を行うため、Log2N（N はノード数）と複数ステップに分けてデータの移動を行うためである。 

専用の演算チップを導入してデータ処理を高速化させていくと、演算時間よりもこのような集合通

信に要する時間の方が長くなる。すると、並列データ処理としてノード数を増やしても、アムダ―ル

の法則により通信時間で性能が律速され、性能がスケールしなくなる。この Start-up latency の抜本的

な削減と、通信ステップの削減が重要である。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-12  従来 CPU クラスタ 
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図 1.2.2.2(エ)②-13 InfiniBand での集合通信時間 図 1.2.2.2(エ)②-14 InfiniBand での集合通信スルー

プット 

 

FPGA は、内部のハードウェアリソースが有限であるという制約はあるが、新しいアーキテクチャ

専用のハードウェア回路を実装できる。また、データフロー処理によるデータ処理の高速化や、任意

の回路の書き換えが可能で、且つ、広帯域な外部接続用の I/O と広帯域メモリも用意できる。そこで、

FPGA を用いて並列データ処理の高速化を実証することを目標とした。 

FPGA 上に、並列データ処理機構と合わせた広帯域な通信機構を実現する上で、FPGA 上のハード

ウェアリソースの利用を如何に抑えるかが重要となる。先行して FPGA クラスタの研究を行っている

理研では、既存のパケット通信用の IP を FPGA 内で直接駆動する検討も行われている。しかしなが

ら、FPGAでのデータフロー処理を確実に行うためには、通信用の IPだけでは不足し、専用のバック

プレッシャー回路が必要となる。これらの機構をすべて用意していくと、数 100 Gbps/ノードの構成

で、全ての FPGA のロジック（Intel 社の FPGA においては、ロジックは Adaptive Logic Modules 

(ALMs)に相当）を使ってしまう。従来の通信 IP によらない、新しい、軽量な通信制御方式の導入が

必要である。我々は、最新の広帯域メモリである HBM2 の多メモリ・チャンネル特性に着目した軽

量なネットワーク機構である OPTWEB を新たに導入した。図 1.2.2.2(エ)②-15 に OPTWEB を実現す

るための FPGA内のブロック図と、FPGA間の接続の両方を示す。OPTWEB は、複数の FPGA間をフ

ルメッシュ接続し、ネットワーク間の制御を簡易化するとともに、集合通信を 1 回で実現できる。 

OPTWEB の基本構成として、ノード間は 1 つの双方向のリンクで接続される。このリンクには、

リンク専用の専用回路（Link IP）が用意され、例えば Intel の FPGA では SerialLite III（SL3）が使わ

れる。OPTWEB の内部は、ノード数の 2 倍の数の Direct Memory Access Controller（DMAC）を有し、

且つ、それを一括で制御できる M_DMAC と、内部の経路を切り替えてフルメッシュに接続されたノ

ード間の通信経路を設定する Distributed Switch が配置される。 

先ず、M_DMAC とメモリとの接続について示す。全 FPGA（FPGA 数 n）を使った集合通信では全

ての DMAC を用い、一度に全てのデータの Read/Write を行う。少ないハードウェア利用量で各

DMACが効率よく広帯域のデータを取り出せるよう、専用のメモリ・チャンネル M#k(k は 0～ｎ-1 の

整数)を用意する。この時、1 つの DMAC で同時に双方向の Read/Write が実現できるよう、M#k には

2 つの独立した Psuedo channel を持たせる。この M#k を、メモリマップドバスでの１ｘ２のバススイ

ッチを介し Read 用の DMAC(R#k)と Write 用の DMAC(W#k)の両方に接続する。次に M-DMAC と

Distributed Switch 間について説明する。M_DMAC の各 DMAC からは、メモリマップドバスと比べて
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より簡易な制御バスとデータレーンで構成されるストリームバスで接続される。そして、Changeover 

Switch を介して Distributed Switch と、並列分散処理でのデータ処理を担う Data Processing Core と接続

される。Distributed Switch はデータ送出側（図 1.2.2.2(エ)②-15 の上部）と、データ受信側（図

1.2.2.2(エ)②-15 の下部）で構成が異なる。データ送出側は、M_DMAC の R#k と接続され、その入力

データは Distributor でノード数分コピーされる。ノード数分の Distributor からの信号は 1 つの Nx1 ス

イッチに接続され、1 つの R#k が選択される。その後、FPGA 間の制御を担う Sync IP と FPGA 間のリ

ンクを構築するための Link IPを経由して別の FPGAと接続される。一方、データ受信側は、各 FPGA

からのデータが Link IPと Sync IPを経由して NxNスイッチに接続される。その後、Changeover Switch

を介して M_DMACのそれぞれの W#kに接続される。ただし、自ノードで折り返すストリームバスは

Sync IP や Link IP を介さず直接 Nx1 スイッチから NxN スイッチへ接続される。M_DMAC から出てく

るストリームバスの実効帯域に対し、Link IP での通信帯域を合わせることで、データの滞留が最小

限に抑えられる。また、M_DMAC と Distributed Switch はクロック周波数を同じにして同じストリー

ムバスの実効帯域にすることで、ブロック間の Buffer も不要となり ALMs の利用量を削減できる。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-15 OPTWEB を実現するための FPGA 内ブロック図 

 

ここで、Sync IP は従来のようなパケットごとの処理でなく、通信単位毎に処理する簡易な機構を

導入した。図 1.2.2.2(エ)②-16 に示すように、FPGA 間での通信において、データと制御信号との区別

をするため、1 クロック分の信号が来たときは制御信号として、2 クロック以上の信号が来たときは

先頭の 1 クロック分の情報を除いた後に残りをデータとして扱う。そのため、データ送出時には、送

信側の Link IP では 1 クロック部の制御信号を付加してデータを送出する。Link IP の SL3 はクロック

毎のデータを正確に再生できるため、この簡易な機構で制御信号を判別できる。そして、Command 

Sequencerを使って、M_DMACと Distributed Switchを図 1.2.2.2(エ)②-17のフローに従って指示を出す

ことで、確実な通信を行う。Barrierを行う時は、各 FPGAは接続するリンク全てで制御信号を送出す

る。そして、全てのリンクで制御信号が来た後、Barrier が完了したとして終了する。 

データ通信を実行する場合、先ず通信に関するメモリ領域を管理する DMAC に指示を出すととも

に、通信の種類を判断し、どのリンクを使うかを判別する。そして、Distributed Switch 内のスイッチ

を設定するとともに、データサイズを元にイーガー通信かランデブー通信のどちらを行うかの判定を

する。データサイズが小さい場合はイーガー通信としてすぐにデータの送出を開始する。一方データ
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サイズが大きい場合は、ランデブー通信として受信側の準備確認を行う。受信側の FPGA の関連する

リンクの Sync IPから制御信号を送出し、送信側の FPGAの関連するリンクの Sync IP で全手の制御信

号が到達すると、データ送出を開始する。設定したデータ量の送受を確認すると、送受それぞれのノ

ードで通信が完了となる。ただし、この状態では次の通信指示が来ても開始できない。受信側の関連

するリンクの Sync IP が受信完了済みを通知するための制御信号を送出し、送信側が関連するリンク

の全ての制御信号を確認した時点で次の通信の受付が可能となる。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-16 Sync IP における制御信号とデータ 

 

図 1.2.2.2(エ)②-17 OPTWEB を実現するための FPGA 内のフロー図 

 

この方式に沿って FPGA 間での通信が問題なくできるかを確認するため、図 1.2.2.2(エ)②-18 に示

す HBM2 が搭載された FPGA カードを 4 枚用意し、FPGA 間が 50 Gbps/link でフルメッシュ接続され

た評価系を用意した。Link IP には SL3 を用い、図 1.2.2.2(エ)②-17 で示した機構を 4 台構成に拡張し

た回路設計を行い、その回路を各 FPGA に実装した。また、各 FPGA のコマンドシーケンサーに通信

を複数回連続実行するフローと、その各通信に要する時間を正確に計測するためのカウンタ回路を用

意し、各通信の特性を評価した。 
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図 1.2.2.2(エ)②-18 FPGA カード 4 台での評価機構 

 

図 1.2.2.2(エ)②-19 に Barrier 特性を示す。4 台間で大きな時間差があっても、1 回の Barrier で約 0.3 

μs の時間差に収まった。さらに Barrier を繰り返すことでさらに 0.02 μs まで削減された。このように

OPTWEB を用いることで FPGA 間の時間差を簡単に 1 μs 以下に抑えられた。これは、実際の通信時

のランデブー通信などの制御信号のやり取りも同様に短時間でできることを意味し、通信の低遅延化

が期待できる。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-19 Barrier 特性 

 

次に SendRecv, Scatter, Gather, Broadcast, Alltoall, そして Allgather の並列分散処理で用いられる主要

な通信に関し、128 MiB のデータの通信に要する時間を計測して実効帯域を見積もった。図

1.2.2.2(エ)②-20 に、最も時間の要したリンクでの実効帯域の結果を示す。全ての通信において約 45 

Gbps/link の結果が得られた。図 1.2.2.2(エ)②-20 に示すように FPGA 間のリンクの物理帯域は 50Gbps 

(25 Gbps x2)であるが、Link IP に用いた SL3 の通信効率は仕様上 90%となっている。この 45 Gbps/link

の結果は SL3 による通信効率の低下によるものである。更に、2FPGA 間の通信である SendRecv と、

全ノードの全てのリンクを使って通信する Alltoall, Allgather で、実効帯域のデータサイズ依存性の結

果を図 1.2.2.2(エ)②-21 に示す。横軸のデータサイズは、各リンク当たりに通信するデータサイズで

ある。Alltoall や Allgather と複雑な通信でも、各リンクで 1 対 1 の SendRecv と同等の実効帯域が得ら

れた。また、Start-up latency を 0.8 μs としたときの理論カーブと一致する結果が得られた。この低遅

延な特性は他の通信でも同様である。図 1.2.2.2(エ)②-22にも各リンクで通信するデータサイズが 64B

の時の、各通信の Start-up latency の結果を示す。Barrier に関しては、実際のデータの通信がないため、

メモリの設定に要する時間がかからない。そのため Start-up latency は 0.4 μs と短い。その他の通信は、

メモリ設定を含む初期設定に 0.3 μs、そしてデータの移動に 0.4 μs の時間を要するが、トータルで

Start-up latency は 0.7 μs と小さい結果が得られた。なお、これらはイーガー通信での結果である。

Allgather に関しては、同じデータサイズでランデブー通信した場合の結果も示す。ランデブー通信で

事前に受信準備の確認をしても、Start-up latency はわずか 0.1 μs しか増えなかった。これは、制御信

号のやり取りの間にメモリ設定の準備ができるためである。これらの評価から、OPTWEBでの FPGA
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間接続では、低 Start-up latency で高効率のデータ転送が可能であることが示された。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-20 各通信における実効帯域＠128MiB  

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-21 実効帯域のデータサイズ依存性 

 

図 1.2.2.2(エ)②-22 各通信における Start-up latency 

 

さらに、高効率な集合通信を活用することで、フルメッシュ接続で不得意とする 1 対 1 通信の広帯

域化も可能であることを実証した。従来のネットワーク手法では、1 対 1 通信では 1 つのリンクしか

用いない。そのため、1 つのノード当たり X Gbps の帯域を有していても、接続ノード数 N の場合は

X/N Gbps の帯域になってしまう。この問題を回避するために、我々は図 1.2.2.2(エ)②-7 に示すような

Multipath Routingを提案した。例えば 1対 1通信の場合、先ず Scatterでデータをばらまいた後、Gather

で目的ノードにデータを集める。このように 2 回の集合通信に分けることで広帯域な通信が可能であ

る。これを図 1.2.2.2(エ)②-18 で示した FPGA4 台の構成と、さらに 8 台に拡張した構成で検証した結
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果を図 1.2.2.2(エ)②-23(a)に示す。Multipath Routing により 2 回の通信が必要となるためデータサイズ

が小さい時の通信時間は通常の通信の 2 倍となる。しかしながら、データサイズが大きい時は、使用

するノード数が多いほど Multipath Routing により短時間で通信が可能となる。通信時間から実効帯域

を見積もった結果を図 1.2.2.2(エ)②-23(b)に示す。N＝４で 2 倍、N＝８でさらに 2 倍の帯域増が確認

できた。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-23 Multipath Routing による通信時間と実効帯域 

 

このように低遅延で広帯域の通信が可能である OPTWEB の軽量性を図 1.2.2.2(エ)②-24 に示す。8

台の FPGA を 50 Gbps/link で接続した構成での ALMs の利用率を示しており、1FPGA 当たりのネット

ワーク帯域の総和は 400 Gbps/FPGA の結果である。この OPTWEB の基本構成でも、ALMs の利用量

は 30％と小さく抑えられた。また、このうち OPTWEB 専用で用いられる Distributed Switch と SL3 の

合計はわずか 12.7%と小さかった。それ以外は Data Processing Core でのデータ処理にも活用できるた

め、本構成の軽量性が示された。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-24 OPTWEB 8 ノード 400 Gbps 構成での ALMs 利用率 

 

[並列分散処理アプリケーション] 

アプリケーションレイヤでは、並列計算シミュレータ SimGrid を用いて、並列計算ベンチマークで

ある NAS Parallel Benchmarks (NPB)の Integer Sort (IS)、Fourier Transform (FT)、Data Traffic (DT)、およ

び Graph500 の実行時間をシミュレーションした。その結果を図 1.2.2.2(エ)②-25 に示す。縦軸は実行

時間の逆数を 3D-torus を 1 として相対値で示した。今回シミュレーションを行った各ベンチマークの

最大のモデルサイズは、IS と FT が Class-C、DT が Class-B、Graph500 は Scale factor が 26 であり、こ

れらのモデルサイズでの各ベンチマークの主要な通信パターンは、IS が Alltoallv、FT が Alltoall、DT

が Send/Recv、Graph500 が Allgather であった。同図に示す通り、IS, FT, Graph500 のように集合通信
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が主要な通信パターンであるアプリケーションでは、光ハブによってアプリケーションの実行を高速

化できる可能性が高いことを確認した。一方、DT では光ハブによる顕著な高速化効果は出ていない。

この原因は、DT の主要な通信パターンである Send/Recv をマルチパス・ルーティング化するために、

MPI の片方向通信(Put/Get)を MPI_Win_lock モードで用いたが、その前処理および同期処理に時間が

掛かっているためと推定しており、まだ 2 倍程度の高速化の余地があると見込んでいる。また、今回

のシミュレーションでは暫定的に通信遅延時間は全て 1 s/Link で共通としたが、光ハブの論理フル

メッシュ・トポロジーは従来の方式に比べて本質的に低遅延化が可能であり、更なる高速化が可能と

見込んでいる。これらの成果を並列計算機の国内会議 SWoPP2019および国際会議 HPC-Asia2020等に

て発表した。また、光ハブを模した 4ノード間フルメッシュ光配線を用いた並列計算システムを構築

し、従来のツリー型電気配線に比べてソーティング処理を約１桁高速化出来ることを CEATEC 2019

等にて実演した。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-25 SimGrid による並列分散ベンチマークのシミュレーション 

 

より実用的な並列計算アプリケーションとして、科学技術アプリケーションへの光ハブの適用も検

討している。物理方程式を差分化して計算する有限差分法(時間領域は FDTD, 周波数領域は FDFD と

呼ばれる)は、電磁波をはじめとする波の散乱解析に於いて並列化が容易なことから幅広く利用され、

しかも光ハブのアプリケーションとしても適していることが明らかになった。 

一例として電磁波の有限差分法では、マックスウェル方程式の電場と磁場を 3 次元メッシュに差分

化して計算する。並列計算を行う場合、空間分割して各ノードにそれぞれの 3 次元メッシュを割り当

てる。(図 1.2.2.2(エ)②-26 左図参照) 特に FDTD では、電場と磁場を交互に計算するが、その際に隣

接するノード表面の磁場と電場の情報をノード間で伝送しなければならない。従って、ノード間の通

信帯域と遅延が各計算ステップに必要な時間の低減に大きな影響を与える。(図 1.2.2.2(エ)②-26 右図

参照) この特徴は、弾性波や物質波等、他の波動解析でも同様である。 光ハブではスイッチを介さず

直接ノード間で広帯域・低遅延伝送が可能なため、有限差分法の高速計算が期待できる。 
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図 1.2.2.2(エ)②-26 左図：空間分割したノードの 3 次元メッシュ. 電場(E-data)を計算する際、 ノード

内の磁場(H-data)だけでなく隣接するノード表面の磁場も必要. ノード間で H-data を伝送. 右図：計

算ステップ(横軸)と空間分割したノード間(縦軸 z 方向のみ表示)の関係. 通信帯域と遅延の改善で

FDTD の計算ステップ時間 Δt を短縮可能. また計算と通信を同時に行えば、 Δt の更なる短縮も可能 

 

光ハブの有用性を有限差分法で実証するために、先ずは計算自体の有用性を提示する必要がある。 

シリコンフォトニクスの設計解析は、有限差分法の良い適用事例の一つである。 シリコンとシリカ

は大きな屈折率差で強い光閉じ込めを実現する反面、従来の近似解析法が使えず、有限差分法による

直接計算が多く用いられる。 しかも光回路の解析規模を拡大するには、光導波路の曲げに柔軟に適

応できる座標系に対する差分が必須である。 そこで任意の直交曲線座標を設定できる有限差分法を

導入し、光導波路構造(図 1.2.2.2(エ)②-27 左図)の光損失の計算を実行した(図 1.2.2.2(エ)②-27 右図)。

部分的な計算ではあるが、低損失・コンパクトな光回路を有限差分法で設計可能な事を示した。 今

後も計算法の有用性を示しつつ、解析規模を拡大し並列化を進め、光ハブへの適用を目指す。 

 

      

図 1.2.2.2(エ)②-27 左図：曲げ導波路の誘電率分布 (a)チップ面内の分布 (b)幅が広い導波路断面 (c)

幅が狭い導波路断面  右図：FDFD 計算結果. 曲げ導波路伝搬長(横軸)と光損失パワーと入射パワー比

(縦軸)の関係. 赤は左図の曲げ構造、青が狭い導波路を曲げた場合の損失. 実用的な伝搬長(>12μm)で

は、 曲げながら幅を変えた構造の方が低損失.低損失な幅広導波路の適用範囲を広げることが可能 

 

2020 年度の成果は以下の通りである。 

[デバイス・レイヤ] 

2020 年度は、最終デモで用いる光集積回路チップおよび光電子集積インターポーザの試作を行っ

た。本光電子集積インターポーザでは、交換が容易となるように FPGA カードとの挿抜を可能とした

ソケットを有するインターポーザ基板に、ドライバ/TIA IC がフリップチップ実装された光集積回路
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を搭載し、放熱のためのヒートシンクが搭載されている。一方接続する 12ch ファイバ・アレイは中

央の ch5-ch8 に PMF を、その両側のチャンネルに SMF を並べ、光集積回路の端面側にファイバ・ブ

ロックを、反対側は 12 芯の MT コネクタが接続されている。光集積回路側端面のスポットサイズに

近くなるように、小径ファイバを用い、MT 側で通常径のファイバとなるよう中間部に熱拡散拡大コ

ア(TEC)領域が構成されている(図 1.2.2.2(エ)②-28 (a))。実装工程ならびにファイバ接続強度の検討を

行った結果、光集積回路チップの端面をインターポーザ基板から突き出した構造でファイバ実装を実

現した。インターポーザ基板のフットプリントは 12 mm×12 mm であり、25 Gb/s × 4 ch 送受、帯域幅

密度 69.4 Gb/s/cm2の光電子集積インターポーザを実現した(図 1.2.2.2(エ)②-28(b))。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-28 最終デモ用、(a)ファイバ・アレイ構造、(b)光電子集積インターポーザの俯瞰写真 

 

電気伝送設計 

FPGA カード（FPGA-HP／FPGA-HP2）の SI/PI (Signal Integrity：信号品質 / Power Integrity：電源品

質)をシミュレーションにより解析し、製造前段階で電気特性を把握し、詳細設計へ反映させた。こ

のことにより、25 Gbps/ch の高速電気信号および電源の品質確保を行った。図 1.2.2.2(エ)②-29 に

FPGA カード内の高速電気伝送経路および給電経路の概略図を示す。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-29 高速電気伝送経路および給電経路の概略図 

 

信号品質においては、FPGA と光電子集積インターポーザ間の 25 Gbps 電気伝送に対応するため、

この高速伝送路部のモデル化を行い、シミュレーションにて解析を実施した。図 1.2.2.2(エ)②-30 に

FPGA と光電子集積インターポーザ間の差動配線の減衰特性、および反射特性を解析した結果を示す。

一般的な光モジュールの規格（OIF-CEI-28G-VSR）と比較し、十分なマージンを確保するとともにイ

(a) (b) 
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ンピーダンス整合を確認した。特にソケットから高速信号線を引出す Via と FPGA 部の Via にバック

ドリルを適用し特性の改善を行った。また、信号配線同士に十分な間隙を確保することでクロストー

ク影響を最小化した。図 1.2.2.2(エ)②-31 に、Via 単体の S パラメータをバックドリル有無で比較した

結果例を示す。Via 構造の最適化により基本周波数（12.5 GHz）における減衰特性は 2.5 dB 程度、反

射特性は 16.5 dB 程度の改善効果がある。 

図 1.2.2.2(エ)②-30 FPGA と光電子集積インターポーザ間の S パラメータ解析 

     （左：減衰特性、右：反射特性） 

図 1.2.2.2(エ)②-31 Via 単体の S パラメータ解析（左：減衰特性、右：反射特性） 

電源品質においては、図 1.2.2.2(エ)②-29 に示す VR (Voltage Regulator)と光電子集積インターポーザ

のソケット間の給電経路のモデル化を行い、シミュレーション解析した。電源インピーダンスの最適

化を実施した結果を図 1.2.2.2(エ)②-32 に示す。基板構造で決まる 10 MHz 付近の電源のインピーダン

ス特性がターゲットインピーダンスを満たしていることを確認し、更に他の電源とのアイソレーショ

ン確保にて干渉の最小化を図った。 

         

図 1.2.2.2(エ)②-32 電源インピーダンス特性解析 
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実際の電気伝送品質を確認するためカード上の FPGA内の受信部の電気波形の確認と PRBS 231-1の

パターン伝送における受信部の BER（ビット・エラー・レイト）テストにて全チャネル BER＜10-12

＠PRBS 231-1 の検証を実施した。図 1.2.2.2(エ)②-33 に 1 Port（4ch）分の 25 Gbps 伝送時の FPGA 内受

信波形（Eye）の観測結果を示す。各チャネルにおいて十分な Eye 開口にて信号品質を確認した。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-33  試作カード FPGA 内受信波形（Eye） 

 

[波長多重ネットワーク（レイヤ１）] 

波長多重ネットワークの光源、ルータ、アンプの各ボードの仕様を確定し、主要構成部品の入手し、

試作を行った。光源は波長可変光源 1 台につき 1 波長を設定し、16 波長分 16 台を搭載した多波長光

源で、制御を一括で行い波長グリッドを正確に設定できる(図 1.2.2.2(エ)②-34(a))。光源から各ノード

の Tx 部までは、PMF で接続するものとするため、Erbium doped fiber amplifier (EDFA)(図 1.2.2.2(エ)②

-34 (b))およびスプリッタ(図 1.2.2.2(エ)②-34 (c))は PMF 対応のものを使用した。波長ルータ・ボード

(図 1.2.2.2(エ)②-34 (d))は同一波長光信号間のクロストークによる光信号品質劣化を抑制するため石英

系 AWG を 2 段縦続接続する構成としたが、接続段数が増えることにより蓄積される光スペクトル狭

窄による光信号品質劣化を抑制するためにフラットトップ AWG を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-34 波長多重ネットワークの主要構成部品の外観写真、(a)多波長光源、 

(b)EDFA 光アンプ、(c)光スプリッタボード、(d)波長ルータ・ボード 

 

(a) 

(c) 

(b) 

(d) 
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また、FPGA を搭載した FPGA カード 1 枚に、光電子集積インターポーザを搭載して(図 1.2.2.2(エ)

②-35(a))、多波長を用いた波長多重および波長ルーティング動作の検証を行った。200 GHz 間隔の 16

波長(インターポーザ 4 台分)で 25 Gb/s 疑似ランダムビット列(PRBS)31 段の信号を伝送し、FPGA に

実装されたトランシーバツールキットにより符号誤り率(BER)測定を行い、計算ノードの入力パワー

が 1 dBm 以上で 16 波長の BER が同時に 10-12以下になることを確認した(図 1.2.2.2(エ)②-35(b)の青い

セル部分)。最終段の EDFA の光出力がチャンネルあたり 6 dBm 設定であることからネットワークに

は十分なマージンがあることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-35 光電子集積インターポーザを搭載した FPGA カードの(a)外観写真と(b)動作特性 

 

[ネットワーク・アーキテクチャ／制御（レイヤ２＆３）] 

2020 年度は、2019 年度で確定した OPTWEB を使ったアプリケーション実装の指針確立と、更なる

OPTWEB の広帯域化を行った。業界トップクラスの最大 409 GB/s のメモリ帯域、送受各 100 GB/s の

ネットワーク帯域、最大 32 ノードのフルメッシュ接続が可能な 32 チャンネルのネットワーク・ポー

トを有する並列リンク版 FPGA カードを試作し、FPGA クラスタのデータセンターへの適用を積極的

に進めている事業者に貸し出し、高い評価を受けた。また、最終デモで用いる波長多重版 FPGA カー

ドの論理設計および試作を行った。更に、深層学習等において律速要因となる集合通信（Allreduce

通信）に関して、フルメッシュ光接続、マルチ・パス通信およびメモリ・アクセス回数削減等により、

8 ノードの並列分散システムで、従来の CPU 間を InfiniBand 電気接続した場合に比べて、3 倍以上の

高速化を実証した。 

図 1.2.2.2(エ)②-36 に示すように、物理的に 50 Gbps/リンク（2×25 Gbps/リンク）で FPGA 間を最

大 16 枚の FPGA で完全に接続できるファイバ・シートを用意した。このシートは、8 芯の MPO コネ

クタを介して FPGAカードに接続することができ、FPGA間で 100 Gbps/リンク（4×25 Gbps/リンク）

の Gbps で 8 台の FPGA 間のフルメッシュ接続ネットワークを実現した。 

内部のデータレーン幅は、HBM2 のチャネルに合わせて 256 ビット幅とした。内部動作周波数を

200 MHz に設定することで、1M#n あたり 51.2 Gbps で読み書きが可能となる。2 つの M#n を 1 つのノ

ードとの通信用に用意し、FPGA 間も 90 Gbps/リンクでの接続を実現することで、この FPGA カード

で最大 720 Gbps/FPGA のネットワーク帯域が実現できる。アプリケーションの仕様に応じてこの

OPTWEBの構成を最適化した。FPGA内の回路は、インテル Quartus Prime Proバージョン 19.4を使用

して、Verilog ハードウェア記述言語（HDL）で開発したデザインを合成した。 

比較のために、同じ数の CPU（Xeon Gold 5215, 2.5GHz）と 8 個の 187.2 Gbps 帯域の DDR4 メモリ

(a) (b) 
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を備えたサーバを用意し、InfiniBand（IB）アダプタ（CX555A-ECAT）を介して 1 台の IB スイッチ

（SB7700）に 100Gbps/リンクで接続した。CPU コア数も 1から 8まで変化させた。CPU サーバの OS

には、CentOS Linux v7.8.2003 を使用した。CPU サーバの集団通信用インターフェースには、

OpenMPI v4.1 を使用した。90 Gbps/リンクで、１FPGA 当たりのネットワーク帯域を 720 Gbps/FPGA

まで拡大したときの Alltoall 通信の結果を図 1.2.2.2(エ)②-37示す。CPU での比較評価では、１CPU 当

たりに用いるコア数を 1個と 8個の両方の結果を示す。どちらにしても、Alltoall通信のメモリ設定に

要する大きな Start-up latency のために実行時間は遅い。それに対し、OPTWEB を用いた Alltoall では、

1 μs 以下の Start-up latency のために大幅に実行時間が改善できた。HBM2 のメモリサイズで決まる上

限のデータサイズが 2 KiB においては、1 ノード当たりのデータ量を実行時間で割った１FPGA 当た

りのスループットが 716 Gbps/FPGA となった。これは想定するネットワーク帯域 720 Gbps/FPGA を

99％活用していることを意味し、非常に高効率の Alltoall 通信が実現された。また、CPU＋IB に対し

て、2 KiB で 22.8 倍高速化されたことも確認できた。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-36 ファイバ・シートによる   図 1.2.2.2(エ)②-37  Alltoall 実行時間 

FPGA 間フルメッシュ接続       

[サーバ] 

ラックスケール並列分散処理システムを構成する光電子融合サーバボードのベースとなるサーバの

選定を行った。サーバ選定の主な要求条件としては、サーバラックに高密度に搭載するためサーバボ

ード自身の厚みが 1U であること、FPGA カード１枚を搭載し、FPGA カード上の光電子集積インタ

ーポーザ及び FPGA、さらにサーバボード上の CPU を効率よく冷却できる構造であること、光電子

集積インターポーザ及び AWG に接続される光ファイバをサーバボード内に収容できるエリアを持

ち、サーバフロント面及びリア面に光ファイバ入出力エリアを確保できることとした。光電子融合サ

ーバボード内の実装イメージを図 1.2.2.2(エ)②-38 に示す。また、光電子融合サーバボード内に収容

する光ファイバの接続コネクタや、長さを含めた光ファイバのイメージを図 1.2.2.2(エ)②-39 に示

す。 
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図 1.2.2.2(エ)②-38 光電子融合サーバボード内の実装イメージ 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-39 光電子融合サーバボードに収容する光ファイバ、光コネクタのイメージ 

 

[並列分散処理アプリケーション] 

ソートは、リレーショナルデータベース、MapReduce や Spark などの分散ビッグデータ処理用の

フレームワーク、レイ・トレーシングやレンダリングなどのコンピュータ・グラフィックス、グラ

フ検索、N体シミュレーションなどの科学的計算など、幅広いアプリケーションで使用される。 

ソートは、これまでに最も多くのアルゴリズムが研究された計算処理の一つであり、各アルゴリ

ズムの特徴は、計算の複雑さ(operational complexity)で表すことが出来る。例えば、バブルソートま

たは挿入ソートの平均の計算複雑さは O(n2)、クイックソートまたはマージソートは O(n log n)であ

る。ここで、n はソートされるキーの数である。一般に、2 つのキー間で比較を繰り返すアルゴリ



183 
 

ズムでは、平均の複雑さを O(n log n)より小さくすることは出来ない。本開発では、上記のような

キー間を比較が必要ない計数ソート(Counting sort)をソート・アルゴリズムとして採用した。計数ソ

ートの平均的な計算の複雑さは O(n+K)である。ここで、K はキー範囲であり、キーの数 n よりも小

さい場合、計数ソートの計算の複雑さは、すべてのソート・アルゴリズムの中で最も小さくなる。

ソートの処理速度や扱えるデータ量を増やすためには、多数のプロセッサによる並列分散処理が有

効である。これまでに多数の CPU や GPU を用いた分散ソートの報告があるが、多数の FPGA を用

いた分散ソートの報告は無かった。我々は多数の FPGA 間を高速な光配線で接続した並列分散シス

テム上で、高速な分散ソートの実現を目指した。 

ソーティング処理されるデータは、列型データベースを意識し、key と value のセットとし、それ

ぞれ 4-byte 整数とした。ただし、key の種類数は 64（key の値は 0～63）である。ソーティング処理

では、key と value のセット（レコード）が key の昇順に並び替えられる。FPGA クラスタの場合、ソ

ーティング処理後には、例えば key が 0 のレコードはノード 0 のメモリ・チャンネル 0 に、key が 63

のレコードはノード 7 のメモリ・チャンネル 7 に格納される。 

FPGA に実装した分散計数ソートの工程フローを図 1.2.2.2(エ)②-40 に示す。この工程フロー図では、

key または value データのメモリへの read/write 単位でフローを分割している。各ステップで、データ

の readと writeが対になっている場合は、readのメモリ・チャンネルおよびメモリ領域と write のメモ

リ・チャンネルおよびメモリ領域が重ならないようにしており、read から write までは 1 本のパイプ

ラインとして同時に実施することが出来る。そのためメモリ・アクセス回数（パイプラインのシリア

ル本数）は、read と write の対で 1 回と数えると、この図 1.2.2.2(エ)②-40 の工程数と同じ 11 となる。

以下に図 1.2.2.2(エ)②-40 の各工程を簡単に説明する。 

工程①では、keyデータをメモリから readし、keyの種類ごとに出現回数を数え上げ、keyの種類ご

との出現度数表（ヒストグラム）を作成し、フリップ・フロップに保存する。このヒストグラムは後

の工程⑥と⑦で、Alltoallv 通信を行う際に、送信先毎の key 数として利用される。工程②では、key

データを read し、その上位 3 bits から、次工程③でその key が移動する行先メモリのメモリ・チャン

ネル番号(0～7)の表を作成しブロック RAMに保存する。工程③では、keyを readし、工程②で作成し

た表に従ってクロスバー・スイッチを切り替え、key を行先メモリに write する。なお、工程②と③

は、ブロック RAM の容量を節約するため、512-burst 毎にブロック RAM を上書きしながら行う。工

程④は工程②と同じ動作であり、工程⑤は工程③の key を value に置き換えた動作になる。工程⑥で

は、送信元ノードで key を read し、ノード間で Alltoallv 通信を行い、送信先ノードで key を write す

る。この際、工程①で作成したヒストグラムを用いて、各送信先に何個の key を送るかの情報を獲得

し、Alltoallv 通信の終了判定に利用している。ノード間はフルメッシュ接続されており、各ノード間

は専用のリンク帯域が確保されている。また、予め工程③で送信先ノードに対応したメモリ・チャン

ネルに接続されたメモリ領域に key を移動済みであるため、メモリからネットワーク・ポートまでも

専用のバスが確保されている。これらの仕組みにより、送信元メモリから受信先メモリまで専用の帯

域を使ったデータの移動が可能になる。工程⑦では、工程⑥の key を value に置き換えた動作を行う。

工程⑧⑨および工程⑩⑪では、工程②③および工程④⑤の上位 3 bits を下位 3 bits に置き換えた動作

をそれぞれ行う。このような仕組みにより、工程②③、工程④⑤、工程⑧⑨および工程⑩⑪に、ほぼ

同じ回路を用いることができ、FPGA の回路規模の節約になる。 

図 1.2.2.2(エ)②-41 に今回の実機検証で用いた回路構成のハードウェアリソース量の結果を示す。

ソータ単体の ALMs の利用量は 40 %と高かった。この高い利用量のため、HBM2 は 1 つのみを活用
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することとし、回路全体を構成した。最終的に ALMs の利用量は 81％に達した。なお、バッファ用

の高速メモリである M20K の利用率は 18.1%、DSP の利用率は 0%と、ハードウェアリソース量は小

さく抑えられている。動作周波数は 125 MHz、OPTWEB の有効リンク帯域は、32Gbps/リンク

（256Gbps/FPGA）となった。この場合、ネットワークのバイセクション帯域は 512Gbps であり、IB

を 100Gbps/ノードで動作させた競合 CPU クラスタのバイセクション帯域幅 400Gbps とほぼ同等とな

った。ソート用のデータは、key と value の対（レコード）の数は 227 個、key の種類数は 64（key の

値は 0～63）、key の分布はランダムとし、FPGA では HBM2、CPU では DDR4 のメモリに配置した。 

図1.2.2.2(エ)②-42に、８ノードで分散計数ソートを行った際の実行時間の結果を示す。まず、CPU

間を InfiniBandで接続した場合、1コアでの実行時間は 0.51秒、8コアでは 0.165秒となり、コア数が

8倍に増えたにもかかわらず、高速化は約 3倍にとどまった。その原因は、CPUクラスタでは Alltoall

の通信負荷が高いためであると推定した。今回の評価では、Key データと Value データのデータサイ

ズはそれぞれ 64 MiB/ノードである。ノード 1 台当たりのデータ量を実行時間で割った値であるスル

ープットは 10.9 Gbps/FPGA と小さく、Alltoall 通信だけを見ても IB の帯域（100 Gbps/ノード）を活

用できていない。次に、FPGA 間を OPTWEB 接続した場合、実行時間は 0.03 秒となり、CPU(1 コア)

に対して 17倍、CPU(8コア)に対して 5.3倍の高速化を達成した。このとき、FPGAクラスタで得られ

たソーティングのスループット（key の総 byte 数をソーティング処理時間で割った値）は、17.3 GB/s

であった。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-40 分散計数ソートの工程フロー 
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図 1.2.2.2(エ)②-41 分散計数ソートのハードウェア  図 1.2.2.2(エ)②-42 分散計数ソートの実行 

リソースの利用量                 時間 

 

2021 年度の成果は以下の通りである。 

[デバイス・レイヤ] 

2021 年度は、最終デモで用いる光電子集積インターポーザのファイバ・アレイ実装の改善を行っ

た。12 芯ファイバ・アレイの導波路端面の接続において、当初 Tx 側の ch1-ch8 の経路をモニタして

いたが外側の Rx 側 ch12 側の位置ずれを抑えることにより、Rx 側のロスを改善した(図 1.2.2.2(エ)②-

43)。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-43 ファイバ・アレイ実装の改善 (a)説明図、(b)Tx 側ロスの変化、 

(c)Rx 側ロスの変化 

 

上記改善試作により、最終デモ用として送受信器の損失を波長ルーティング設計のパワーバジェッ

トに対して十分低く抑え、消費電力の抑制に貢献することを可能とする光電子集積インターポーザを

まず FPGA カード 1 枚分 8 台確認し (図 1.2.2.2(エ)②-44)、そして 8 ノード全体で 64 台以上を確保し

た。 

 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 1.2.2.2(エ)②-44 光電子集積インターポーザ 8 台の(a)Tx 側および(b)Rx 側の損失分布 

 

また、光電子集積インターポーザの波長依存性を評価し、波長ルーティングで用いる波長範囲(光周

波数換算で 192.0~195.0 THz, 200 GHz 間隔)においてほぼ波長依存性のないことを確認した(表

1.2.2.2(エ)②-3)。このことは、使用する波長毎に別々の光電子集積インターポーザを用意する必要が

無いこと、および EDFA での一括増幅におけるパワー調整が容易になることを示している。 

 

表 1.2.2.2(エ)②-3 (a)Tx 側ロスおよび(b)Rx 側パワー変換効率の波長依存性 

 

FPGAカードでは、2次試作カード（FPGA-HP2）の冷却及び光ファイバ接続性を考慮した最適な実

装構造、及び FPGA カードを光電子融合サーバボードに搭載した際の冷却性および光ファイバ収容性

を考慮した最適なサーバボード内実装構造を検討した。図 1.2.2.2(エ)②-45 に 2次試作カード（FPGA-

HP2）の構造図を示す。FPGA が搭載された実装基板をアルミニウム製のフランジとスティフナーで

挟み込むことで剛性のある構造体とし、光電子集積インターポーザは冷却・電気配線・光ファイバ接

続を考慮し基板の長辺側一列に配置、FPGA の発熱を冷却するフィンタイプのヒートシンクを取付け、

ヒートシンクに効率よく冷却風を流すためのカバーを取り付けている。図 1.2.2.2(エ)②-46に 2次試作

カードおよびラックサーバ(8 ノード接続)を示す。 

 

(a) (b) 

(a) (b) 
Optical
frequency
(THz)

ch9 ch10 ch11 ch12

192.0 0.49 0.44 0.47 0.42
192.2 0.50 0.46 0.45 0.42
192.4 0.50 0.47 0.45 0.44
192.6 0.50 0.46 0.47 0.43
192.8 0.50 0.47 0.45 0.44
193.0 0.50 0.48 0.47 0.43
193.2 0.49 0.47 0.46 0.43
193.4 0.50 0.47 0.44 0.43
193.6 0.51 0.43 0.45 0.42
193.8 0.50 0.46 0.44 0.43
194.0 0.51 0.47 0.45 0.42
194.2 0.51 0.47 0.48 0.43
194.4 0.51 0.47 0.46 0.43
194.6 0.51 0.46 0.43 0.43
194.8 0.51 0.46 0.48 0.44
195.0 0.51 0.47 0.47 0.43

Power resposibity (mA/mW)
Optical
frequency
(THz)

ch1 ch2 ch3 ch4

192.0 13.6 13.7 13.4 14.0
192.2 13.6 13.7 13.4 13.9
192.4 13.6 13.7 13.6 13.9
192.6 13.8 13.9 13.4 13.9
192.8 13.8 13.8 13.5 13.9
193.0 13.8 13.6 13.6 14.0
193.2 13.9 13.8 13.6 14.0
193.4 14.2 13.9 13.7 14.0
193.6 13.9 14.0 13.7 14.2
193.8 14.0 13.9 13.8 14.0
194.0 14.1 14.0 13.8 14.2
194.2 14.0 13.8 13.7 14.1
194.4 14.0 14.2 13.8 14.2
194.6 14.1 14.3 13.8 14.4
194.8 14.0 14.1 13.8 14.1
195.0 14.0 14.3 14.0 14.3

Tx loss at max power (dB)
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図 1.2.2.2(エ)②-45 2 次試作カード（FPGA-HP2）構造図 

 

図 1.2.2.2(エ)②-46 2 次試作カードおよびラックサーバ(8 ノード接続) 

 

[波長多重ネットワーク（レイヤ１）] 

波長多重ネットワークでは、ラックスケールの並列分散処理システムに適用可能な波長多重ネット

ワークを構築し(図 1.2.2.2(エ)②-47)、そのリンク検証を行った。1 ノードあたり 8 台のインターポー

ザを搭載し、8 ノード間のフル接続波長ルーティング同時動作(全 64 台、全 224 ch、総バンド幅 5.6 

Tbit/s)をエラー・フリーで実証した(図 1.2.2.2(エ)②-48)。また、フル接続波長ルーティングシステム

の消費電力をワットメータで測定し、電気配線で構成される InfiniBand システムに対して同程度(約

1.2 倍)に抑えられることを確認した。 
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図 1.2.2.2(エ)②-47 (a)8 ノード間フル接続波長ルーティング・ネットワーク構成と 

(b)8 ノードラックサーバの外観写真 

 

図 1.2.2.2(エ)②-48 8 FPGA ノード間のフル接続波長ルーティング動作におけるエラー・フリー実証 

[サーバ] 

光電子融合サーバボード内実装構造 

FPGA カードを光電子融合サーバボード内に実装した状態を図 1.2.2.2(エ)②-49 に示す。サーバボー

ドには 6 台のファンが内蔵されており、下側 2 台のファンはサーバボード上の CPU 及びメモリを冷

却するために使用し、上側 2 台のファンは FPGA カードに搭載されている FPGA の冷却に使用、上か

ら 3 番目のファンは FPGA カード上の光電子集積インターポーザを冷却するために使用する。 

図 1.2.2.2(エ)②-49 光電子融合サーバボード内の実装状態及び冷却風の流れを示す図 
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FPGA カード上の光電子集積インターポーザを冷却するための専用のダクトを設置した。光電子集

積インターポーザ冷却用のダクトと、ダクトをサーバボード内に設置したイメージを図 1.2.2.2(エ)②-

50 に示す。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-50 光電子集積インターポーザ冷却用ダクトの設置イメージ図 

 

光電子融合サーバボード内の光ファイバ収容 

FPGA カード上の光電子集積インターポーザに接続される光ファイバを収容するイメージを図

1.2.2.2(エ)②-51 に示す。光電子融合サーバボード内の光ファイバ収容エリアにて、光電子集積インタ

ーポーザ、AWG、フロント及びリア側から配線される光ファイバの余長をフォーミングし、MPO コ

ネクタを中央付近に整列配置、それぞれ対応したチャネルの光ファイバを接続する。 

図 1.2.2.2(エ)②-51 光電子融合サーバボード内の光ファイバ接続・収容イメージ図 

 



190 
 

サーバラック内構成 

ラックスケール並列分散処理システムを構成するラックへの搭載物について、光信号ファイバ配線

や、光源ファイバ配線、電源配線を考慮し、搭載位置の最適化検討を実施した。ラックへの搭載物と

しては、１U光電子融合サーバボード 8台、無停電電源 3台、光源ボード 1台、光アンプボード 3台、

光スプリッタボード 1台、波長ルータ・ボード 1台、他ストレージや通信機器であり、高さ 33Uの 19

インチ標準ラックを採用し、図 1.2.2.2(エ)②-52 に示す各装置の実装構造に決定した。 

 

図 1.2.2.2(エ)②-52 並列分散処理ラックサーバシステムのラック内実装構成図 

 

[並列分散処理アプリケーション] 

分散乱流シミュレータ 

集積光インターポーザを搭載している FPGA-HP2カードを用いた並列分散処理システムの優位性を

示すために、乱流数値シミュレーションを行うデモアプリケーションを作成した。オープンソースの

乱流シミュレーションである SpectralDNS を基にして、演算および通信処理は FPGA を用いて高速化

し、その結果を可視化するアプリケーションである。今回の並列処理システムの構成は、FPGA-HP2

カードが搭載されたラック型サーバ 8台で全ノードが集積光インターポーザを用いてメッシュ接続さ

れている。成果として、8ノード間 Alltoall 通信と高負荷な演算を融合した分散 3D-FFT と、乱流数値

シミュレーションに必要な各種演算を全て OpenCL カーネルで実装した。OpenCL への実装において

は乱流シミュレーションの内部詳細を把握したうえで、C++でリファレンス実装を行い全体のシステ

ム構築を行った。その結果、本システムは、1 ノードあたり 1CPU の場合と比べ、10 倍以上の高速化

を実現した。また、リアルタイムで 3D 表示可能なアプリケーションを作成した。図 1.2.2.2(エ)②-53

にアプリケーションの動作例を示す。 
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図 1.2.2.2(エ)②-53 乱流数値シミュレーションの動作例 

 

有限差分法電磁界シミュレータ 

光電子集積サーバに親和性の高いアプリケーションとして有限差分（FDTD:  Finite Difference Time 

Domain method)法の最適化に取り組んだ。特にシリコンフォトニクスのデバイス設計に利用される電

磁波の FDTD 法に絞って、様々な検討を行った。 2020年度と 2021年度には、粗いグリッドのまま計

算精度を向上できる前処理法を導入し、計算量低減に成功した。並列処理を進めても、グリッドサイ

ズを粗くしないと計算資源を圧迫してしまう。そこで各ノードのメモリに余裕をもたせ、且つ計算電

力量を削減するために、有限差分法におけるグリッドサイズの粗視化を進めた。図 1.2.2.2(エ)②-54

に電磁波の有限差分法である FDTD 法で用いるグリッドを示す。 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-54 左図は幅 400 nm、高さ 200 nm の Si 導波路とその周囲の計算領域を示す.各グリ

ッドは Yee cell によって媒質の 6 成分が配置される.右図は平均で 50 nm のグリッドサイズをもつ不均

一グリッド 

 

目標値として、平均グリッドサイズを 50 nm とし、計算精度を誤差 1%以下に設定した。 このサイ

ズは Si 導波路を伝播する光の実効波長のおよそ 1/10 の粗さなので、そのままでシミュレーションを

行うと計算誤差が 1%以上生じてしまい、デバイス設計に支障を生じる。一方、光ファイバを含めた 

106 µm3 程度の領域を計算する場合、この粗さでも必要な要素数は 1011 であり、これ以上グリッドを
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細かくするとシステム記憶容量を越えてしまう。 

上記の目標を達成するため、計算アルゴリズムを改変せず、前処理のみで計算精度を向上させる検

討を行った。計算誤差にはグリッドと光学構造の不整合に依って生じる誤差と、有限差分に依って生

じる誤差の２種類が有る。前者は、Yee cell 内の媒質パラメータの平均化によって不整合を緩和する

手法が知られているが、媒質パラメータが２階のテンソルで表現され、アルゴリズムに影響を与える

と共に、計算量も３倍に増加する。そこでパラメータを増やすこと無く平均化を行い、不整合による

誤差を低減することに成功した (図 1.2.2.2(エ)②-55)。一方、後者の誤差は、微分を単純な差分に置き

換えたため生じる。その補正を単純な前処理に依って与える事が可能になり、差分誤差を効果的に削

減することに成功した(図 1.2.2.2(エ)②-56)。 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-55 幅 400nm、高さ 200nm Si 導波路の有効屈折率のグリッドサイズ依存性(但し、計

算には高精度差分法を用いている) Yee cell 内の平均化処理でグリッドサイズが 50nm でも誤差が 1%

以下に収まっている (a) 基底モード(TE-mode)、(b) 励起モード(TM-mode) の計算結果 

 

 
 

図 1.2.2.2(エ)②-56 差分補正による有効屈折率誤差の削減 左側が基底モード(TE-mode) 、右側が励起

モード(TM-mode) を示す、それぞれの緑が差分補正の前処理を施した計算結果  
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以上の取り組みにより、並列化しやすい FDTD 法の特徴を活かしたまま、計算誤差 1%以下を維持

してグリッドサイズを大きくすることが出来た。前処理法を使用せずに精度を維持する場合、グリッ

ドサイズは少なくとも 1/2に縮小する必要が有る。FDTD法の計算量は 3次元グリッド数の 4/3乗に比

例するため、精度を維持したまま前処理法によって計算電力量は 1/16 に削減することが可能となっ

た。 

 

分散ソータ 

2020年度に開発した光接続された 8つの FPGAによる分散計数ソータには、以下の２つの課題があ

った。１つ目は、電気配線接続された CPUシステムに比べて 5.3倍高速だったが、メモリ・アクセス

回数が多く、更に高速化出来る余地があったこと、２つ目は、キーの範囲がメモリチャネルの総数で

ある 64 に制限されていたことである。そこで 2021 年度は、1 つ目の課題に対して計数ソートのメモ

リ・アクセス回数の削減を行い、２つ目の課題に対しては基数ソートを導入することでキーの範囲の

拡大を行った。 

まず、１つ目の課題に対するメモリ・アクセス回数の削減について述べる。我々の方式の分散計数

ソートでは演算時間はほぼ無視できるため、分散ソートのスループットは、主にメモリ・アクセスと

ノード間通信の遅い方に律速され、その理論ピーク性能 T は、 

 𝑇 = 𝑁 min (
ௐெ


,




)        (3) 

で表される。ここで、N はノード数、W は 1 メモリ・チャンネル当たりのバス幅、M は 1 ノード当た

りのメモリ・チャンネル数、 C はクロック周波数、A はメモリ・アクセス回数、B はノード帯域、m

は通信回数であり、min 関数内の第 1 項および第 2 項はそれぞれメモリ・アクセスおよびノード間通

信に起因するスループットである。メモリ・アクセス律速の場合は、一度メモリから読み出したデー

タをなるべく長いパイプラインで処理した後にメモリに書き込むことにより、メモリ・アクセス回数

を削減することが高速化に有効である。2020 年度に開発した計数ソータでは、式(3)の各パラメータ

の値は、N=8、W=32 byte、M=8、C=125 MHz、A=11、 B=32 GB/s、m=2 であり、この場合はメモリ・

アクセス律速となり、期待される理論ピーク性能は 23 GB/s、実測値 17.3 GB/sは理論ピーク値の 74%

だった。 

一般にデータベースでは 1 つの key に対して複数の value が付随してレコードを形成することが多

いが、ソーティングの処理能力を議論する場合には、value の処理を含めると話が複雑になるため、

key のみの処理で議論することも多い。そこで 2021 年度は value の処理を削除し、key のみを扱うこ

ととした。value の処理を削除すると、図 1.2.2.2(エ)②-40 に示した 11 の工程の内、④⑤⑦⑩⑪の 5 つ

の工程を削除することができ、メモリ・アクセス回数も 11 回から 6 回に削減することができた。ま

た、工程①のヒストグラム作成工程および工程②の行先メモリ表の作成工程を、工程③のクロスバ

ー・スイッチ切り替え工程に併合して 1 本のパイプライン化した。また、工程⑧の行先メモリ表の作

成工程を、工程⑨のクロスバー・スイッチ切り替え工程に併合して 1 本のパイプライン化した。これ

らにより、メモリ・アクセス回数は 3回に削減され、スループットの理論ピーク性能は 102 GB/sとな

った。 

従来 FPGA 間通信では、実際に送信または受信されたメッセージサイズをカウントし、シーケンサ

で指定のメッセージサイズと比較することで通信の終了を検知していたが、その代わりに EOP (End 

of Packet)を送受信することで通信終了を検知する方式に変更した。これにより、工程⑥のAlltoallv通

信の際に事前に送信先毎のメッセージサイズを確定する必要がなくなり、工程①のヒストグラムの作
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成が不要となった。そこで工程①と②を 1 本のパイプラインに併合し、メモリ・アクセス回数を 2 回

に削減した。これにより、スループットの理論ピーク性能は 154 GB/s となった。 

 更に、FPGA 内のバス幅を半分、クロック周波数を 2 倍にし、キーの範囲を 4 ビットにすることで、

１つの FPGA 内で送信側の処理と受信側の処理を同時に行えるようにし、計数ソート１回当たりのメ

モリ・アクセス回数を１回に削減した。このとき、式(3)の各パラメータは、N = 8、W = 16 バイト、

M = 8、C = 300 MHz、A = 1、B = 45 GB / s、m = 1 であり、式(3)から導出される計数ソートの理論ピ

ーク・スループットは 307.2 GB /s となった。 

 次に２つ目の課題であるキーの範囲を拡大するために行った基数ソートの導入について述べる。基

数ソートは、キーを複数の桁に分け、その桁ごとに計数ソートを行うアルゴリズムである。我々は、

キーを 4 ビットごとに分け、4 ビットごとに計数ソートを 8 回行うことで 32 ビットのキー範囲までソ

ートを可能にした。この方式では、FPGA 内の同一回路を繰り返し利用することが出来るため、

FPGA リソースを節約することが出来る。32 ビットの基数ソートの合計メモリ・アクセス数は 8 であ

り、式(3)の理論上のピーク・スループットは、4ビット分散計数ソートの 8分の 1、すなわち 38.4 GB 

/ s となった。 

 

[消費電力量削減の実証実験] 

上記の通り設計された分散基数ソータを、図 1.2.2.2(エ)②-47(b)に示す 8ノードのラックサーバシス

テムに実装し、32 ビット整数をキーとしてソート処理の実験を行った。キーの数は、227=134,217,728

個である。実験は、8 ノードの FPGA 間を光配線（波長ルーティング＋OPTWEB）で接続したシステ

ム、および 8 ノードの CPU 間を電気配線（InfiniBand EDR）で接続したサーバシステムで行い、それ

ぞれのソート処理時間を計測した。また、それぞれのソート処理中の消費電力も測定した。その結果

を図 1.2.2.2(エ)②-57 に示す。ソート処理時間は、電気配線サーバシステムが 0.731 秒、光配線サーバ

システムが 0.015 秒となり、光配線サーバシステムにより電気配線サーバシステムに比べてソート処

理時間を 98％削減できた。一方、消費電力は、電気配線サーバシステムが 3427.0 W、光配線サーバ

システムが 4018.5 W とそれほど大きな差は無かった。その原因は、光配線サーバシステムの消費電

力の 83％は、電気配線サーバシステムと共通の 1U サーバの消費電力であり、光配線で消費する電力

は 17％と相対的に小さいためである。消費電力量は、消費電力×時間であるので、これらの結果か

ら電気配線サーバシステムおよび光配線サーバシステムの消費電力量を計算すると、電気配線サーバ

システムが 2503.5 J、光配線サーバシステムが 60.7 J となり、光配線サーバシステムにより電気配線

サーバシステムに比べて消費電力量（消費エネルギー）を 98％削減することができた。 



195 
 

(a)実行時間       (b) 消費電力           (c) 消費電力量 

図 1.2.2.2(エ)②-57 電気配線および光配線サーバシステムによる分散基数ソートの実験結果 

 

[将来技術]  

集積型コム光源 

 今回開発した波長ルーティングを用いたラックスケール・サーバシステムおいては、波長多重用光

源として市販の多波長光源（図 1.2.2.2(エ)②-34(a)）を用いたが、将来的にはその小型・低電力・低

コスト化が望まれる。これらの要求を満たす多波長光源として、集積型コム光源の初期検討を行った。 

集積型コム光源の構成を図 1.2.2.2(エ)②-58(a)に示す。自由スペクトル間隔(FSR)が 200 GHz となる

リング共振器フィルタ、C 帯で 16 波分を通過し、その外側を抑制する帯域フィルタ、導波路ミラー

で構成されるシリフォト基板上に、2電極の反射型半導体光アンプ(RSOA)をフリップチップ実装する

ことにより、RSOA の反射端面と導波路ミラーで構成される共振器長の 2 倍(=基本周回長)をリング周

回長の整数倍となるように設定し、外部共振器型モード同期による光周波数コム光源として動作する。

図 1.2.2.2(エ)②-58(a)に示す全体構成の内、図 1.2.2.2(エ)②-58(b)に示すシリフォト光回路の試作・評

価を行い、図 1.2.2.2(エ)②-58(c)(d)に示す通り、そのフィルタ動作を確認した。今後 2 電極 RSOA の

活性層に量子ドットを適切に用いることにより、更なる利得帯域の拡大や各波長チャンネルの相対強

度雑音の抑制が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-58  小型多波長光源の(a)構造、(b)試作したシリフォト回路の写真、 

(c)100 GHz 用フィルタ特性、(d)200 GHz 用フィルタ特性 

(c) 

(a) (b) 

(d) 
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ポリマ導波路ミラー型光電子集積インターポーザ 

 今回開発したラックスケール・サーバシステムおいては、光電子集積インターポーザと SMF アレ

イの光学的接続は、アクティブ・アライメントによる端面結合方式で行ったが、将来的には、さらな

る高密度・高信頼・低コスト化が望まれる。これらの要求を満たす実装方式として、ポリマ導波路ミ

ラー型光電子集積インターポーザの初期検討を行った。その断面構造を図 1.2.2.2(エ)②-59(a)に示す。

シリコンフォトニクスチップをインターポーザ基板に内蔵し、基板上にポリマ光導波路を形成し、シ

リコンフォトニクスチップ上のシリコン光導波路とポリマ光導波路間を 2 段ミラーにより接続し、ポ

リマ光導波路と SMF 間を MT コネクタで接続する構造になっている。試作した光電子集積インター

ポーザの写真を図 1.2.2.2(エ)②-59(b)に示す。試作の都合上、図 1.2.2.2(エ)②-59(a)に示した光コネク

タの部分がポリマ導波路と SMF アレイ・ガラスブロックとの接着構造となっているが、それ以外の

部分は図 1.2.2.2(エ)②-59(a)に示した構造の通り試作した。送信器の光出力、受信器の電気出力共に、

25 Gbps の NRZ 信号でのアイ開口動作を確認した(図 1.2.2.2(エ)②-59 (c))。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2.2(エ)②-59 導波路ミラー型光電子集積インターポーザ 

(a)断面構造、(b)試作インターポーザの外観写真、(c)アイ開口波形(25 Gbp/s, PRBS31 段) 

 

＜ベンチマーク＞ 

図 1.2.2.2(エ)②-57 に示した通り、我々が開発した計算ノード間を光配線で接続したラックスケー

ル・サーバシステムは、従来の計算ノード間を電気配線で接続したサーバシステムに比べて、ソート

処理の実行時間を 98％削減した。すなわち、光配線サーバシステムにより、従来の電気配線サーバ

システムに比べて 48 倍の処理の高速化を実現した。この高速化に伴う消費電力の増加は高々17％で

あった。ソート等のワークロードの処理に必要なエネルギーは、その消費電力と処理時間の積で表さ

れる。したがって、我々が開発した計算ノード間を光配線で接続したラックスケール・サーバシステ

ムは、従来の計算ノード間を電気配線で接続したサーバシステムに比べて、48 倍の高速化と 98％の

消費エネルギー削減を同時に実現した。 

 

＜まとめ＞ 

サーバの消費電力量を 30％以上削減することを目標に、計算ノード間を光配線で接続したラック

スケール・サーバシステムの開発を行った。 

サーバのワークロードごとの消費電力量（消費エネルギー）は、そのワークロードを実行中の消費

電力とそのワークロードの実行時間の積で表される。したがって、消費電力量の削減のためには、消

費電力の削減および実行時間の削減すなわち処理の高速化が重要である。我々は、ラックスケール・

サーバシステムを構成する各技術レイヤにおいて、表 1.2.2.2(エ)②-4 に示すアプローチを取り、表

1.2.2.2(エ)②-4 に示す消費電力削減要因および実行時間削減要因の貢献により、消費電力量の削減を

(c) Tx 光出力   Rx 電気出力 
(a) 

(b) 
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行った。その結果、我々が開発した計算ノード間を光配線で接続したラックスケール・サーバシステ

ムは、従来の計算ノード間を電気配線で接続したサーバシステムに比べて、48 倍の高速化と 98％の

消費電力量削減を同時に実現した。 

 

表 1.2.2.2(エ)②-4 消費電力量削減に向けたアプローチと削減要因 

技術レイヤ アプローチ 
消費電力量削減要因 

実行時間削減 消費電力削減 

アプリケーシ

ョン 

計数ソート 

最小計算量アルゴリズム 

  

最小メモリ・アクセス 

転置回路による安定ソート化 

分散ソート 
グローバル・パイプライン 

高速 Alltoall 通信 

基数ソート 同一 FPGA 回路の繰り返し利用 

サーバ ラックサーバ 波長ルーティング対応設計 空冷設計 

ネットワーク 

（レイヤ 2&3） 
OPTWEB 

簡素化フロー/ルーティング制御 

  軽量ネットワーク回路 

FPGA メモリ間専用線 

ネットワーク 

（レイヤ 1） 

波長ルーティング 

高均一信号品質 
高エネルギー効率 EDFA 

パッシブ波長ルータ 

高帯域密度光コネクタ 
オフチップ光源の集中管理 

光コネクタ数の削減 

フルメッシュ・ 

ネットワーク 

パケット衝突考慮不要 パケットスイッチの不要化 

直径１のネットワーク EO/OE 変換の半減 

デバイス 

カスタム FPGA カード 広帯域メモリ＆ネットワーク 低クロック周波数 

DWDM 用ｲﾝﾀｰﾎﾟｰｻﾞ オンボード・オプティクス C 帯 & SMF 対応 

シリコンフォトニクス 高帯域密度光トランシーバ 低電気容量デバイス 
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1.2.2.2(オ) 情報通信システム化技術 

＜位置づけ、最終目標＞ 

飛躍的な利用拡大が期待されるデータセンタの性能を最大限に活かした IoT 社会の進展のためには、

データセンタに集約される膨大なデータの流れを収容する情報通信ネットワークの構築が急務となっ

ている。IoT を支えるアクセスネットワークとして期待されるのは第５世代移動通信（5G）である。

現状の 5G はまだほとんどが 4G 設備上で提供されていて、フルスペックの 5G は限られた場所でスポ

ット的に提供されているのみにとどまっているが、今後、ポスト 5G とも呼ばれる本格的な 5G サービ

スの提供に向けては、スモールセルと呼ばれる小さなエリアごとに基地局を面的に設置する必要があ

る。そうなると基地局の設置数は 4G ネットワークの約 100 倍に上ることが想定されるので、基地局

装置には設置場所を選ばない小型化が求められる。 

 

図 1.2.2.2(オ)-1 5G における基地局の高密度化 

 

ポスト 5G において多数のスモールセルアンテナを結ぶフロントホールネットワークには様々な方

式が検討されているが、中でも TWDM-PON（Time Wavelength Division Multiplexing–Passive Optical 

Network）の構成を用いてスモールセルアンテナを既存の光アクセスファイバ網に収容する方式が設

備コストの観点から有望である。TWDM-PON は、上り下り各 4 波長を多重して、1 波長あたり 10 Gbps

で、トータルで上り下り各 40 Gbps の通信を行う方式である。5G の普及のためには、スモールセルア

ンテナに内蔵可能な、超小型の TWDM-PON 用 ONU（Optical Network Unit）の開発が待たれている。 

 

 

図 1.2.2.2(オ)-2  TWDM-PON によるスモールセル接続と ONU の小型化 
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そこで、本システム化技術開発では、「1.2.2.1 光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術」

で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザの技術を適用することにより、TWDM-PON

で用いる一芯双方向波長多重光トランシーバ及びこれを搭載した ONU を小型化するための要素技術

を開発することを目的とした。 

下記の技術開発を行った。 

・ 上り下り各 4 波長多重の送受信機能をシリコンフォトニクス技術により集積する WDM 一芯双

方向光送受信チップ 

・ WDM 一芯双方向光送受信チップ上に集積可能な高感度受光器 

・ WDM 一芯双方向光送受信チップを光電子集積インターポーザ基板に埋め込んで、光ファイバ

に偏波無依存で光結合させる実装技術 

 

【最終目標】 

 光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載することにより、光加

入者端末装置を 10 cm×2 cm×2 cm 以下のサイズに小型化するための実装技術を開発する。 

 

＜アプローチ、特長技術＞ 

克服すべき主な課題は次の３点である。 

・光ファイバ通信網を通ってくる光信号は不定偏波なので、偏波無依存受信が必要。 

・光ファイバの多分岐に伴う信号光減衰に対応できる高感度受信が必要。 

・5G の小型基地局に内蔵するための小型実装技術が必要。 

そのためのアプローチは、まず、TWDM-PON 集積チップの開発である。TWDM-PON で用いる上り

下り各 4 波長多重の一芯双方向光送受信機能をシリコンフォトニクス技術により超小型の光送受信チ

ップに集積した上、偏波ダイバーシティの光回路構成により偏波無依存受信を実現した。この TWDM-

PON 集積チップには、「1.2.2.1 光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術」で開発した偏波分

離・回転素子及び波長合分波回路などの要素デバイス技術を適用した。 

次に、APD（アバランシェフォトダイオード）導入による受光素子の高感度化である。図 1.2.2.2(オ)-

3 に従来及び本プロジェクト開発の APD 型 Ge（ゲルマニウム）受光器の断面模式図を示す。高い受

光感度を得るために APD 型で雪崩増倍現象を利用して受光感度を増倍させる Ge 受光器である。光吸

収領域と増倍領域を分離して効率的に雪崩増倍が生じるようにした SAM（Separated Absorption and 

Multiplication）構造であり、Ge 膜が光吸収領域、SOI 層のノンドープ領域が増倍領域として動作する。

また、Ge の吸収端付近の波長帯域である 1600 nm 帯の光も高感度で受信するために、Ge 光吸収領域

を伝搬する光が金属電極で散乱、吸収されることがないよう、Ge 光吸収領域にメタルコンタクトが不

要な横型 SAM 構造とした。さらに、高効率、低偏波依存でシリコン導波路と Ge 光吸収領域とを光学

的に結合させるために、同図(a)に示す従来のエバネッセント型に対して、同図(b)本提案構造 1 に示す

バットジョイント型とした。本構造は、Ge 光吸収領域にイオン注入、コンタクトホール、電極形成が

不要なため、ほとんどの工程を成熟した CMOS プロセスで製造できるメリットもある。さらに、同図

(c)に示す本提案構造 2 は、本提案構造 1 の SAM 構造と比較すると、光吸収領域と増倍領域の間にチ

ャージ領域が追加されている SACM（Separated Absorption, Charge and Multiplication）構造であり、チ

ャージ領域の作用で Ge 光吸収領域に印加されるバイアス電圧が調整されることで、より効率的に増

倍領域にバイアスが印加され、SAM 構造よりも低バイアスで増倍が得られるメリットがある。チャー
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ジ領域を追加するため、製造上イオン注入プロセスが多くなるデメリットはあるが、暗電流を下げる

効果も期待される。 

 

 

(a) 従来構造（エバネッセント横型 SAM 構造）(b) 本提案構造 1（バットジョイント横型 SAM 構造） 

(c) 本提案構造 2（バットジョイント横型 SACM 構造） 

図 1.2.2.2(オ)-3 APD 型 Ge 受光器の断面模式図 

 

さらにもう一つのアプローチは、光電子集積インターポーザを用いた小型化実装技術の開発である。

本プロジェクトで開発した電子光集積インターポーザを用いた TWDM-PON ONU 用光トランシーバ

は、シリコンフォトニクス技術を用いて超小型化した TWDM-PON 集積チップをインターポーザ基板

に埋め込むことにより、光送受信チップと制御回路 IC とが一体で実装されていることが特徴である。

このような実装形態をとることにより、光送受信チップと制御回路 IC がコネクタを介さずにインタ

ーポーザ上の配線で接続できる。送信光と受信光の波長帯が離れており、受信光の偏波がランダムな

ので、光信号を入出力するポートには、「1.2.2.1 光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術」

で開発した波長無依存・偏波無依存動作可能なポリマーミラーを採用した。一方、送信用外部光源を

入力するポートには、TE（Transverse Electric）偏波動作のグレーティングカプラを用いることとした。

断面構造概略を図 1.2.2.2(オ)-4 に示す。 
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図 1.2.2.2(オ)-4 TWDM-PON ONU 用光電子集積インターポーザの基本構造 

 

 

＜成果＞ 

[TWDM-PON 集積チップ] 

TWDM-PON 集積チップは、上り下り各 4 波長多重の一芯双方向光送受信機能をシリコンフォトニ

クス技術により集積した光回路チップである。図 1.2.2.2(オ)-5 に示すように、ここには「1.2.2.1 光電

子集積インターポーザのデバイス・実装技術」で開発した偏波分離・回転素子及び波長合分波回路な

どの要素デバイス技術が 5 mm×3.5 mm に収まる 1 個のシリコンチップに集積されている。偏波無依

存受信のために、受信ブロックは図 1.2.2.2(オ)-6 に示すように、偏波分離回転素子と２個の AWG 

（Arrayed Waveguide Grating）で偏波ダイバーシティを構成している。 

 

図 1.2.2.2(オ)-5 試作した TWDM-PON 集積チップ 
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図 1.2.2.2(オ)-6 受信ブロックの偏波ダイバーシティ構成 

 

 図 1.2.2.2(オ)-7 に、TWDM-PON 集積チップの光受信動作評価で得られた受信波形を示す[1] 。 10 

Gbps×4 波長の光受信動作に加えて、偏波ダイバーシティによる偏波無依存受信を実証した。 

 

 

図 1.2.2.2(オ)-7 10 Gbps×4 波長受信波形（偏波無依存） 

 [WDM フィルタ] 

TWDM-PON 集積チップの構成要素である WDM フィルタにおいては、主に受信側の波長を分離す

る構造として、従来より AWG を利用した素子構成としていた。受信光においては偏波状態がランダ

ムなので、偏波無依存の光回路が必要となる。そのために、TWDM-PON 集積チップの受信光回路に

は図 1.2.2.2(オ)-6 に示した偏波ダイバーシティ構成を用いている。初段に偏波分離素子を構成し、偏

波状態を TE 偏波及び TM（Transverse Magnetic）偏波に分離する。さらに偏波回転素子を用いて TM

偏波状態を TE 偏波に固定する。それぞれの光信号を波長分離し受光素子である PD（Photo detector）

に入射させる。このため、波長分離素子である AWG を 2 素子利用していた。しかしながら、製造誤

差の影響を考慮するとそれぞれの AWG の特性を個別に制御することが必要となり制御システムに負

荷をかけることが確認されたため、本プロジェクトでは波長制御を簡易化するための構造として図

1.2.2.2(オ)-8 に示すように双方向 AWG 構造を新たに採用した。これにより、波長制御するべき素子が

一つとなるとともに占有面積に関しても従来の 60 %程度に縮小され光集積回路チップの小型化が期

待できる。波長分離間隔を 100 GHz Grid として設計した双方向 AWG の光学測定結果を図 1.2.2.2(オ)-

9 に示す[2]。同図に示すように設計通りの波長間隔で波長分離できていることが分かる。また消光比

は、約 20 dB と比較的良好な結果が得られている。TE 偏波 及び TM 偏波に設定した光を入射させた

場合の測定結果がそれぞれ実線及び破線で記載されているが、両偏波状態に対して波長間隔及び分離

波長が一致している。 
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図 1.2.2.2(オ)-8 双方向 AWG を用いた受信側光回路 

 

 

図 1.2.2.2(オ)-9 双方向 AWG の光学測定結果 

 

AWG を利用した構成では、波長ごとに分光したのち必要な波長チャネルを選択する操作を行うが、

波長可変フィルタを利用して、より簡単な構成で波長チャネルを選択することも可能である。この目

的のために波長可変フィルタの試作も行った[3]。図 1.2.2.2(オ)-10 にその構造と光学特性測定結果を

示す。構造は Bragg グレーティングを使用したもので、3 対のグレーティングとそれに挟まれた 2 対

の共振器導波路により構成されるものを選択した。この構造によりコンパクトな素子で 100 GHz 間隔

の波長チャネルに対応することができる。2 対の共振器構造で、スロープが急峻でトップ部分が広い

波長選択ピーク形状を得ることができる。 

Bragg グレーティングの周期、周期数、掘り込みの深さや共振器導波路の長さなどを、プロセスの

特性に応じて調整していくことで、所望の特性を示すものを得ることが可能となった。またこの素子

と TM 偏波基本モードを TE 偏波１次モードへと変換し、TE 偏波は基本モードに保つ作用を有する素

子を組み合わせることで、偏波無依存で動作できることを確認している[3]。 
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図 1.2.2.2(オ)-10 Bragg グレーティング波長フィルタ（構造及び光学測定結果） 

 

 [アバランシェフォトダイオード] 

図 1.2.2.2(オ)-11 (a)～(d)に、試作したバットジョイント横型 SAM 構造をもつ APD 型 Ge 受光器の暗

状態の電流電圧特性、波長 1600 nm 帯における受光感度と周波数応答の測定結果をそれぞれ示す[4]。

暗電流については同図(a)に示す通り、逆方向電流 10 μA 時の逆方向電圧をブレークダウン電圧 VBR、

ブレークダウン電圧 VBR の 90 %の逆方向電圧における逆方向電流を暗電流 ID と定義すると、暗電流

ID は 8.29 μA だった。受光感度については同図(b)に示す通り、逆バイアス 15.5 V において、波長 1600 

nm の TE 偏波光に対する受光感度は、APD 型 Ge 受光器が受光する光のパワー（光入力パワー）が-16 

dBm のとき 25.9 A/W、TM 偏波光に対する受光感度は、同じく光入力パワー-16 dBm のとき 27.4 A/W

だった。また、同図からわかる通り、APD 型 Ge 受光器の受光感度は光入力パワーに依存し、低パワ

ーほど高受光感度となった。光入力パワー-26 dBmにおいては130 A/Wを超える受光感度が得られた。

この理由は、一般的に知られているように、APD の直列抵抗と負荷抵抗を流れる光電流による電圧降

下により、光電流の増加に伴い増倍領域にかかる電圧が低下するため[5]と考えている。APD 型 Ge 受

光器の波長 1600 nm における受光感度としては、我々の知る限り世界最高レベルの値が得られた。周

波数応答については同図(c)に示す通り、逆バイアス 15.5 V において、波長 1600 nm に対する遮断周波

数は 15.9 GHz となり、10 GHz を十分超えた。ビットエラーレート（BER: Bit Error Rate）の測定結果

を同図(d)に示す。TWDM-PON ONU 受信仕様は、BER が 10-3 となる受光パワーを最小受信感度と規定

しており、APD 単体での最小受信感度は-22 dBm が得られた。 

図 1.2.2.2(オ)-12 (a)～(c)に、試作したバットジョイント横型 SACM 構造をもつ APD 型 Ge 受光器の

暗状態の電流電圧特性、波長 1600 nm帯における受光感度と周波数応答の測定結果をそれぞれ示す[6]。

暗電流については同図(a)に示す通り、784 nA だった。SAM 構造と比べると暗電流は 1/10 以下になり、

SACM 構造とすることで狙い通り暗電流を低減することができた。受光感度については同図(b)に示し

た。逆バイアス 12 V において、波長 1600 nm の TE 偏波光に対する受光感度は、光入力パワー-19 dBm

のとき 14.7 A/W、TM 偏波光に対する受光感度は、同じく光入力パワー-19 dBm のとき 21.7 A/W だっ
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た。同図からわかる通り、SAM 構造と同様に受光感度は光入力パワーに依存し、低パワーほど高受光

感度となった。また、SAM 構造と比べると受光感度は半分程度ではあったが、SACM 構造とすること

で狙い通り受光感度が最大となる逆バイアスを 4 V 低減することができた。一方、SAM 構造と比べる

と受光感度の偏波依存性が大きくなった。原因については詳細を検討中だが、SACM 構造に起因する

ものではなく、Ge 光吸収領域形成時の残留応力によるものと考えている。今後は Ge 成膜条件を最適

化することで残留応力を低減し偏波依存性の低減を図る。周波数応答については同図(c)に示す通り、

逆バイアス 13 V において、波長 1600 nm に対する遮断周波数は 4～5 GHz となり、SAM 構造とは異

なり 10 GHz を超えることができなかった。SAM 構造と比べてチャージ領域が追加されていることで

p-Si と n-Si の間の距離が長くなり、キャリアの走行時間が長くなったことが原因と考えている。今後

は Ge 幅や p-Si と n-Si の間の距離等、設計を最適化することで SACM 構造 APD 型 Ge 受光器の周波

数応答の改善を図る。 

                

      (a) 暗状態の電流電圧特性      (b) 波長 1600 nm 帯における受光感度 

 

     

(c) 波長 1600 nm 帯における遮断周波数    (d) ビットエラーレート測定結果 

                      （10 Gbps, NRZ, PRBS 231-1） 

図 1.2.2.2(オ)-11 SAM 構造を有する APD 型 Ge 受光器の特性評価結果（設計値：Ge 幅 1 μm、 

素子長 200 μm、増倍領域幅 0.4 μm） 
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(a) 暗状態の電流電圧特性      (b) 波長 1600 nm 帯における受光感度 

 

(c) 波長 1600 nm 帯における遮断周波数 

 

図 1.2.2.2(オ)-12 SACM 構造を有する APD 型 Ge 受光器の特性評価結果 

（設計値：Ge 幅 1.6 μm、素子長 200 μm、増倍領域幅 0.4 μm、チャージ領域幅 0.4 μm） 

 

 [送信光源] 

TWDM-PON システムにおける光トランシーバの問題点として、アップストリーム信号が決められ

たタイミングでのみ送信できるバースト信号であることが挙げられる。すなわち、他チャンネルや他

ONU へのクロストークを低減するため、光バースト信号生成に対応した光ゲートスイッチとしても機

能する光増幅器が必要である。送信モジュールを構成する要素は、LD（Laser Diode）光源・光変調器・

光増幅器であるため、変調器のみシリコンで形成するよりも、すべてを InP（リン化インジウム）ベー

スで一括形成するほうが合理的である。以上の方針に基づき、今回試作した多波長光源は、図

1.2.2.2(オ)-13 の写真に示すように、4 チャンネル DBR（Distribution Bragg Reflector）-LD アレイからの

出力を 3dB カプラで合波し、EA（Electrical Absorption）変調器および半導体光増幅器（SOA: 

Semiconductor Optical Amplifier）を介して出力する集積チップ構造となっている。各 DBR-LD は、前後

の DBR、活性層（SOA）、位相調整領域（PS: Phase Shifter）から構成されている。各構成要素それぞれ

に電極が形成されており、個別に駆動することで波長の微調整が可能である。なお、モジュール化し

た際の電極配置を考慮した非対称なレイアウトを採用している。 
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多波長光源としての特性評価にはモジュール化が必要なので、多波長光源としての動作特性は後述

のモジュール評価の項で紹介することとして、ここでは同一ウェハ上に同時に試作した多波長光源用

各要素デバイスの評価結果を図 1.2.2.2(オ)-14 (a)～(c)に示す。(a)は、電流パルス駆動した DBR-LD 単

体の I-L 特性の温度依存性（25, 50, 75 ℃）と 25 ℃における I-V 測定結果である。25 ℃における発振

しきい値は 15 mA、微分効率は 0.037 W/A であった。温度上昇と共に、しきい値の増加、光出力の低

下が見られ、50 ℃ではレーザー発振が得られたが、75 ℃ではレーザー発振しなかった。(b)は、DBR

の周期と発振波長の関係を図示したものである。TWDM-PON システムで利用される 1532.68-155.04 

nm の波長への合わせこみが可能であることが確認できた。EA 変調器集積 LD の静的消光比の電圧依

存性を(c)に示す。TWDM-PON 仕様の消光比 6 dB を得るには、少なくとも 3-4 V 程度が必要なことが

確認できた。 

 

図 1.2.2.2(オ)-13 TWDM-PON 用多波長光源の顕微鏡写真 

 

(a) DBR-LD 部の I-L/I-V 特性       (b)  DBR による波長コントロール 

 

(c) EA 変調器部の静的消光比 

図 1.2.2.2(オ)-14 多波長光源用各要素デバイスの評価結果 
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 [光結合構造：光信号入出力] 

図 1.2.2.2(オ)-15 に示すように、送受信光を入出力するポートには「1.2.2.1 光電子集積インターポ

ーザのデバイス・実装技術」で開発したポリマーミラー構造を用いて、TWDM-PON 集積チップ入出

力光を基板法線方向へ入出力する。ポリマーミラーは下部クラッド材料に埋め込まれるが、下部クラ

ッド材料の屈折率をシリコン導波路の有効屈折率に近い 1.5 付近に選ぶことにより、シリコン導波路

端面 A 部の反射損失を抑制している。ポリマーミラーにより効率的にコリメート光に変換できるよう

なモードフィールド分布をシリコン導波路端面で得るために、シリコン導波路終端部には逆テーパ型

のスポットサイズコンバータを設けた。 

 

図 1.2.2.2(オ)-15 送受信光入出力ポート概略図 

 

送受信光入出力に使用するポリマーミラー構造の形成手順を図 1.2.2.2(オ)-16 に示す。まず、光集

積回路が形成されたシリコンフォトニクスチップ上の、シリコン導波路のスポットサイズコンバータ

端部に接する位置に、SiO2（二酸化ケイ素）層およびシリコン支持基板をドライエッチングすること

により 100 μm×100 μm のキャビティを形成する（同図 1）。キャビティ深さは、キャビティ底がシリ

コン導波路の下 10 μm になるように加工する。続いて感光性ポリイミドをスピン塗布（同図 2）、レ

ーザー描画装置によるグレースケールリソグラフィと感光部の現像、350 ℃のキュアプロセスにより

凹面形状の傾斜面を持つポリマーミラーを形成する（同図 3）。次に、金（Au）を金属蒸着で成膜し

（同図 4）、パターニングを施すことでポリマーミラーの凹面傾斜部に金属ミラー面を形成する（同

図 5）。その後、クラッド材をスピン塗布によりポリマーミラーを形成しているキャビティに充填

（同図 6）した上で、TWDM-PON 集積チップ上の電極パッド部の開口パターニングを施すことで、

インターポーザ構造を形成する。 
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図 1.2.2.2(オ)-16 ポリマーミラー構造形成手順 

 

今回作製したインターポーザ構造では、図 1.2.2.2(オ)-4 に示したように 8 °off の角度を持つ曲げ

ファイバをポリマーミラーに結合する。効率的な光結合を得るために、光学シミュレーションにより

ミラー形状の最適化設計を行った結果、理想的なポリマーミラー形状のパラメーターは、図

1.2.2.2(オ)-17 の断面模式図に示すように、H：15.20 μm、：40.8 º、L：17.08 μm、Ry：52.05 μm、

および Rx：21.50 μm と計算された。 

 

 
 

図 1.2.2.2(オ)-17 ポリマーミラー形状の各パラメーターを示す断面模式図 

 

シミュレーションで計算された理想形状にポリマーミラーが形成できるように、塗布条件、描画条

件、現像条件、キュア条件などプロセス条件の最適化を行ない、ポリマーミラー形状の各寸法が H：

14.87 μm、：41.0 º、L：18.08 μm、Ry：46.65 μm、Rx：20.23 μm のポリマーミラーを完成させた。

図 1.2.2.2(オ)-18 にポリマーミラーを形成した TWDM-PON 集積チップの写真を示す。また、図

1.2.2.2(オ)-19 に作製したポリマーミラーの断面ラインプロファイルと 3 次元画像を示す。 
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図 1.2.2.2(オ)-18 ポリマーミラーを形成した TWDM-PON 集積チップの上面写真 

 

 

図 1.2.2.2(オ)-19 作製したポリマーミラーの断面ラインプロファイルと 3 次元画像 

 

 
図 1.2.2.2(オ)-20 ポリマーミラー結合損失評価に使用した測定器構成 

 

今回作製したポリマーミラーについて、図 1.2.2.2(オ)-20 に示すような測定系を用いて結合損失を

評価した。波長 1570 nm および出力 10 dBm のレーザー光を曲げファイバよりシリコンフォトニクス

光集積回路チップに入力し、チップ内に内蔵された Ge フォトダイオードの出力光電流を測定した。

その後、Ge フォトダイオードの波長 1570 nm における受光感度と測定光電流から Ge フォトダイオ

ードに到達した光パワーを算出し、光集積回路内の種々の光素子の伝搬損失を差し引いてポリマーミ

ラーの結合損失を求めた。その結果、ポリマーミラーの結合損失は 8.04 dB と見積もられた。 

 

[光結合構造：外部光源入力] 

外部光源入力ポートには、表面入出力に広く利用されているグレーティングカプラを用いた。送信
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用外部光源が TE 偏波で固定されているため、外部光源の波長帯域で結合効率が TE 偏波で最大とな

るような設計を行う必要がある。採用したグレーティングカプラにおいても製造プロセスに負荷がか

からないように一般的な扇形でピッチ間隔をアポタイズした構造を採用した。試作したグレーティン

グカプラの平面図及び光学的結合効率測定結果を図 1.2.2.2(オ)-21 に示す。同図(b)より、最大結合効

率-3.3 dB/port、1 dB 帯域 25~30 nm と外部光源接続のためのグレーティングカプラとしては十分な実

力を持つことが確認できた。グレーティングカプラからの出射角度は 8 °として、ポリマーミラーと

同様に 8 °off の角度を持つ曲げファイバに最適結合できる設計とした。 

 

 

(a)平面図 

 

 
(b) シングルモードファイバとの光学的結合効率測定結果 

図 1.2.2.2(オ)-21 グレーティングカプラ平面図及び光学的結合効率測定結果 

 

 [光トランシーバモジュール] 

 上記要素技術を組み合わせて TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジュールを試作した。入出力信

号光を高効率に結合して小型に実装するために、ミラー構造で上面に光ファイバ結合するための光電

子集積インターポーザ基板と外部電気通信を行うためのマザーボード基板を分離する設計とした。モ

ジュール基板の写真を図 1.2.2.2(オ)-22 に示す。光電子集積インターポーザは、光集積回路およびその
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内部にポリマーミラーが形成された TWDM-PON 集積チップと、高速通信を確保するため受信部用の

トランスインピーダンスアンプ（TIA: Transimpedance Amplifier）を回路基板に埋め込んで一体化した

構造で、光トランシーバの基本機能が 10 mm×15 mm のサイズに集積されている。TIA から出力され

た信号は、合計で 4 Ch（チャンネル）分存在しそれらを高速に切替える必要があることからマザーボ

ード基板上に高速切替対応可能な電子スイッチを搭載している。インターポーザ基板とマザーボード

基板間の高周波伝送にはハーフスルーホールを用いた電極を用いることで 10 Gbps の高速通信可能と

している。図 1.2.2.2(オ)-23 が試作した光トランシーバモジュールであり、10 cm×2 cm×2 cm に収ま

るサイズとなっている。 

 

図 1.2.2.2(オ)-22 モジュール基板 

 

 
図 1.2.2.2(オ)-23 光トランシーバモジュール 

 

モジュール全体の構成概略を図 1.2.2.2(オ)-24 に示す。送信光源モジュールは、[送信光源]の項に記

載した４波長の DBR レーザーと EA 変調器を集積した InP チップを搭載している。送信経路は、送信

光源モジュールからの信号光を WDM フィルタで合波して、光ファイバに送信する経路となる。受信

経路は、受信信号光を WDM フィルタで受信光回路側に分波する経路となる。受信光回路は、双方向

AWG を用いた偏波ダイバーシティによる偏波無依存４波長の受信回路である。 
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図 1.2.2.2(オ)-24 TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジュールの構成概略 

 

 [モジュール動作実証] 

試作した光トランシーバモジュールの評価結果を以下に記す。 

図 1.2.2.2(オ)-25 は評価測定系の構成概略図である。収容局舎側の４波多重送受信動作は市販の装

置を組み合わせて再現した。評価対象の光トランシーバモジュールは、基地局側４波多重送受信動作

を再現する系の中のモジュール評価基板に取り付けて評価した。 

 

図 1.2.2.2(オ)-25 光トランシーバモジュール評価系の構成概略 

 

まず送信側の動作について説明する。図 1.2.2.2(オ)-26 に 10 Gbps で動作させたときの 4 チャンネ

ル分のアイパターンとそれぞれに対応する光スペクトルを示す。送信光源モジュールの駆動条件は、

LD 駆動電流 80 mA、SOA 駆動電流 70 mA、変調器逆バイアス-4 V、電圧振幅 6 V、TEC（ Thermo-

Electrical Controller）温度 25 ℃である。消光比は 2.5~3.0 dB が得られた。今回の集積光源チップでは

EA 変調器の長さが 100 m と短かったが、図 1.2.2.2(オ)-14 (c)の結果から、より長い 200~300 m の

EA 変調器を用いれば 6 dB 以上の消光比が得られる見通しが得られている。発振波長に関しては

1532.68-155.04 nm の TWDM-PON の仕様の範囲内に入っており、DBR や位相調整領域へのバイアス

印可により波長調整が可能である。 
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図 1.2.2.2(オ)-26 光トランシーバモジュール送信光の 10 Gbps アイパターンと波長スペクトル 

 

次に、受信特性を評価した結果を以下に示す。今回試作した光トランシーバモジュールに搭載した

TWDM-PON 集積チップで用いた PD は、図 1.2.2.2(オ)-27 に示す周波数応答に優れた PIN（p 型-i 型-n

型）-PD である。この PIN-PD の基本特性を評価した結果は、逆バイアス 3 V において、暗電流は 2.71 

μA、波長 1600 nm における受光感度は TE 偏波で 1.30 A/W、TM 偏波で 1.09 A/W、遮断周波数は 27.6 

GHz であった。図 1.2.2.2(オ)-28 (a)～(b)に、試作した 2 台の TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジ

ュール（モジュール No.A 及び No.B）の受信側出力波形を示す。モジュール No.A については、上段

は BER が最小になる偏波状態（Best 偏波）での波形、下段は BER が最大になる偏波状態（Worst 偏

波）での波形である。モジュール No.B については、偏波依存性が小さいので、上段に TE 偏波での波

形、下段に TM 偏波での波形を示した。 

 

 

 

図 1.2.2.2(オ)-27 PIN-PD 型 Ge 受光器の断面模式図 
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 (a) モジュール No.A（10 Gbps, NRZ, PRBS 231-1, 平均受光パワー-3.6 dBm） 

 

 
(b) モジュール No.B（10 Gbps, NRZ, PRBS 231-1, 平均受光パワー-4.4 dBm） 

図 1.2.2.2(オ)-28 TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジュールの受信側出力波形 

 

 チャンネル選択により 4 波長から 1 波長を選択して受信できることを実験的に示すことができた。

モジュール No.B においては Ch 2 で受信側出力波形が得られなかったが、この原因は、PIN-PD 型 Ge

受光器自体の受光感度不良であることが分かっている。同図からわかる通り、各チャンネルに対応す

る受信波長の間隔は 0.8 nm であり、TWDM-PON の波長間隔仕様 100 GHz（約 0.8 nm）と一致した。

また、受信側出力波形におけるアイ開口状態は、いずれのチャンネルにおいても入力光偏波依存性が

ほとんど認められなかった。ただし、時間軸上のアイ開口部位置に若干の偏波依存性があるのは、

TWDM-PON 集積チップ内の Si 導波路の偏波分散が表れたものであり、今後 Si 導波路の設計変更に

より改善できると考えている。 

 上記光送受信動作評価により、サイズ 10 cm×2 cm×2 cm のパッケージに収容できる光トランシー

バモジュールにおいて、上り下り各 4 波長多重、10 Gbps の一芯双方向送受信動作、及び偏波無依存

受信動作が実証できた。 

図 1.2.2.2(オ)-29 に、試作した 2 台の TWDM-PON ONU 用光電子集積インターポーザ送受信モジュ

ールの各チャンネルにおける BER 測定結果を示す。 
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Ch 1: 波長 1602.3 nm             Ch2 : 波長 1603.1 nm 

                

 Ch 3: 波長 1603.9 nm              Ch 4: 波長 1604.7 nm 

(a) モジュール No.A 

  

Ch 1: 波長 1601.9 nm              Ch2 : 波長 1602.7 nm 

      Ch 3: 波長 1603.5 nm             Ch 4: 波長 1604.3 nm 

(b) モジュール No.B 

図 1.2.2.2(オ)-29 TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジュールの受信側ビットエラーレート測定 

結果（10 Gbps, NRZ, PRBS 231-1） 

測定不可 
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 TWDM-PON ONU 受信仕様は、BER が 10-3 となる受光パワーを最小受信感度と規定していること

から、図 1.2.2.2(オ)-29 から当該送受信モジュールの最小受信感度は、モジュール No.A においては-7

～-5 dBm、モジュール No.B においては-8～-7 dBm と求められる。TWDM-PON ONU 受信仕様で定め

られている最小受信感度は-28 dBm であるため、今回の PIN-PD を用いた光トランシーバモジュール

では、まだ 20 dB 以上の感度改善が必要である。そのため、前章で報告した SACM 構造 APD 単体で

最小受信感度の評価を試みた。その結果を以下に示す。 

TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジュールのファイバ結合損、導波路損失、WDM フィルタ挿

入損失等を考慮すると、当該送受信モジュールで TWDM-PON ONU 受信仕様で定められている最小

受信感度-28 dBm を達成するには、表 1.2.2.2(オ)-1 に示すように PD 単体での最小受信感度は-34.5 

dBm が求められる。 

 

表 1.2.2.2(オ)-1 光トランシーバモジュールのロスバジェット 

 
 

図 1.2.2.2(オ)-30 に単体の SACM 構造 APD を搭載した受信モジュールの波長 1600 nm の光信号に

おける受信出力波形を示す。APD には逆バイアス 10.3 V を印加した。同図からわかる通り、入力光

の偏波依存性が無いクリアなアイ開口が得られた。 

 

 
図 1.2.2.2(オ)-30 単体の SACM 構造 APD を搭載した受信モジュールの受信出力波形 

（10 Gbps, NRZ, PRBS 231-1, 平均受光パワー-13.8 dBm@TE/-13.9 dBm@TM） 

 

図 1.2.2.2(オ)-31 に単体の SACM 構造 APD を搭載した受信モジュールの BER 測定結果を示す。横

軸は単体の SACM 構造 APD が受信する平均光パワーである。同図からわかる通り、受信光平均パワ

ーが大きい領域と小さい領域で、BER 特性の傾きが異なった。受信光平均パワーが大きい領域で

は、単体の SACM 構造 APD を搭載したチップと光入力用光ファイバを調芯装置によりアクティブ調

芯していることによる調芯揺らぎに起因する BER 特性が表れているものと考えられる。一方、受信

光平均パワーが小さい領域では、単体の SACM 構造 APD の素子特性に起因する BER 特性と調芯揺
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らぎに起因する BER 特性が合算されていると考えられるが、単体の SACM 構造 APD の素子特性に

起因する BER 特性に比べると、調芯揺らぎに起因する BER 特性は無視できる程小さいため、BER

測定結果から最小受信感度を求めるにあたっては、受信光平均パワーが小さい領域の BER 特性から

求めることとする。 

 

 

図 1.2.2.2(オ)-31 単体の SACM 構造 APD を搭載した受信モジュールのビットエラーレート測定結果

（波長 1600 nm, 10 Gbps, NRZ, PRBS 231-1） 

 

以上を踏まえて、単体の SACM 構造 APD を搭載した受信モジュールの最小受信感度を求めたとこ

ろ、TE 偏波、TM 偏波共に-20.5 dBm が得られた。SACM 構造 APD については、まだ試作回数が少な

く、目標とする受光感度を得るに至っていないが、これまでの試作評価と理論的な考察から、今後チ

ャージ領域の幅とドーピングレベルを最適化することにより TWDM-PON 規格の要求感度が実現でき

る見通しが得られている。 
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＜ベンチマーク＞ 

APD 型 Ge 受光器のベンチマークを表 1.2.2.2(オ)-2 に示す。APD 型 Ge 受光器については、PETRA

が本プロジェクトでこれまで開発してきたのは、波長 1600 nm 帯の高感度受光を狙ったものであり、

他にあまり例を見ないため、厳密なベンチマークは難しい。本プロジェクトで開発した SACM 構造の

APD は、他の APD よりも概ね印加電圧を低く抑えることができたと言える。今後は SACM 構造 APD
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のチャージ領域のドーズ量を含めた設計の最適化で更なる高感度化、高速化を目指す。 

 

表 1.2.2.2(オ)-2 APD 型 Ge 受光器のベンチマーク（( )内は未発表の参考値） 

 

 

現在入手可能な TWDM-PON ONU 用の光トランシーバモジュールは 10 cm×2 cm×2 cm に近いサ

イズに小型化されたものもあるが、送信側に１個の波長可変レーザー、受信側に 1 個の波長可変フィ

ルタを搭載しており、波長切り替えには 0.5～1 s の時間を要する。それに対して本開発の光トランシ

ーバモジュールは送信側に 4 波長のアレイレーザー、受信側に 4 個の PD アレイを用いてこれを電気

的に切り替えることにより、1 ms 以下の高速の波長切り替えが可能である。この特長により同程度の

サイズであっても、PON 仮想化によるネットワーク資源のダイナミックな制御に対応できる点で優位

である。 

 

表 1.2.2.2(オ)-3 TWDM-PON ONU 用光トランシーバモジュールの比較 

 

 

[1] H. Ono, et al., ISPEC 2019, C-3 

[2] S. A. Srinivasan, et al., ECOC 2019, Tu.1.E 
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[3] Z. Huang, et al., Optica, vol.3, no.8, pp.793 (2016) 
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[5] N. J. D. Martinez, et al., Optics Express, vol.24, no.17, pp.19072 (2016) 

[6] A. Samani, et al., OFC 2019, Th3B.1 

[7] Y. Kang, et al., nature photonics, DOI:10.1038/NPHOTON.2008.247 

[8] H. Ono, et al., ISPEC 2021, P-38 

 

 

＜まとめ＞ 

5G スモールセル基地局に組み込み可能な TWDM-PON 用の超小型光トランシーバ開発を目的とし

て、モジュールサイズを 10 cm×2 cm×2 cm に小型化するための要素技術を確立した。上り下り各 4

波長多重、10 Gbps の一芯双方向送受信機能をシリコンフォトニクス技術により 5 mm×3.5 mm のワ

ンチップに集積した光送受信チップを試作して、偏波無依存受信動作を実証した。また、アバランシ

ェフォトダイオード導入による受光器の高感度化に取り組み、光吸収領域と増倍領域を分離した SAM

構造により、最大 130 A/W の受光感度を達成した。ビットエラーレートを評価した結果、最小受信感

度-22 dBm を得た。さらに、光送受信チップを回路基板に埋め込んだ光電子集積インターポーザ及び

ポリマーミラーを用いた偏波無依存の光結合構造を備え、サイズ 10 cm×2 cm×2 cm のパッケージに

収容できる光トランシーバモジュールを試作して、上り下り各 4 波長多重、10 Gbps の一芯双方向送

受信動作、及び偏波無依存受信動作を実証した。 
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1.2.3 (ii)国際標準化 

標準化活動 

【位置づけ、最終目標】 

 国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとともに、

プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進する。また、

フォーラム標準化機関[OIF(Optical Internetworking Forum）、IEEE802.3（Ethernet Working Group）、COBO

（Consortium for On-Board Optics）]、並びにデジュール標準化機関[IEC（International Electrotechnical 

Commission）]等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ広く世界の市場で受け入れられるよ

うにするために、光電子集積インターポーザに関わる国際標準化を積極的に推進する。表 1.2.3-1 に標

準化の活動スケジュールを示す。 

【最終目標（2021 年度末）】 

 光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフェースに関し、

提案した標準化案の採択推進活動を行う。 

 2018 年度は、光電子集積インターポーザのデータセンタ等の次世代高速光伝送への適用について、

IEEE802.3、OIF、COBO 等における標準化へのコンセンサス形成と提案を行った。 

 2019 年度は、光電子集積インターポーザの IEEE802.3、OIF、COBO 等における標準化の提案を行

い、標準化テーマへの採用を目指した。 

 2020 年度は、光電子集積インターポーザの IEEE802.3、OIF、COBO 等におけるデータセンタ等への

適用に向けた標準化案の提案を行った。 

 2021 年度は、光電子集積インターポーザの IEEE802.3、OIF、COBO 等におけるデータセンタ等への

適用に向けた標準化案の採択推進活動を行う。 

 

表 1.2.3-1 標準化の活動スケジュール 

 

 

【アプローチ、特長技術】 

本活動においては、本プロジェクトの成果である光実装部品／システムのグローバル展開に向け、

事業化の観点から本プロジェクトの成果を、我が国で保持すべき技術としてブラックボックス化すべ

き部分と、オープンにして広く普及を図るべき部分に切り分け 、オープン部分の国際標準化を図る。

具体的には、フォーラム標準化機関 OIF(Optical Internetworking Forum）、IEEE802.3（Ethernet Working 

Group）、COBO（Consortium for On-Board Optics）、並びにデジュール標準化機関 IEC（International 

Electrotechnical Commission）等の標準化動向を踏まえ、光電子集積インターポーザに関わる国際標準

化を積極的に推進する。標準化に当たっては、国内外の有力企業と協調しながら進める。 

 

【成果】 

光電子集積インターポーザの標準化に関しては、2018 年度と 2019 年度においては、光電子集積パ
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ッケージの標準化に関し、OIF や COBO において主要ユーザ、特にデータセンタ向けに Si フォトニク

スの低消費電力性、小型、高密度信号伝送技術の紹介を行い、標準化提案に向けたコンセンサス形成

を行った。技術背景として、データセンタのスイッチ容量の拡大に伴い、スイッチラックの前面プレ

ート（フェースプレート）に実装するプラガブル光トランシーバモジュール形態の信号密度の限界が

指摘され新たな技術として Si フォトニクスを中心とする光電子集積技術、パッケージ技術が求められ

ている。 2019 年度には、前述のプラガブル光トランシーバに代わる実装方式として、スイッチ LSI

と光インターフェースがパッケージレベルで集積される“Co-package”と呼ばれる実装形態が議論さ

れるようになり、光電子集積インターポーザの適用分野として Co-package 標準化に関与することとし

た。 

 
図 1.2.3-1 光電子集積インターポーザ技術を適用した Co-package 標準化の項目と関係する標準化母体 

 

図 1.2.3-1 に示すように、Co-package は LSI 近傍に小型の光トランシーバを実装したパッケージ技術

全体を示し、電気インターフェース、光トランシーバの構造やサイズ、その実装技術、さらに光接続

方式やコネクタなど、標準化項目は多岐にわたる。本プロジェクトでは 2012 年以降、Si フォトニク

スパッケージ技術の標準化に参画しており、小型・低消費電力な SI フォトニクスパッケージの標準化

活動を継続しており、OIF、COBO、IEC、IEEE802.3 などの関連する標準化母体における技術的なプレ

ゼンスを確立してきた。 

Co-package の応用が期待されるデータセンタでは、次世代のスイッチの目標性能を 51.2 Tbps とし

て Co-package の標準化議論が始まった。OIF では、新しい技術である Co-package の要素技術や技術課

題、適用分野を明確化し、標準化すべき項目を議論するフレームワークが 2020 年 11 月に発足した。

COBO においても同様のワーキンググループが発足し（2020 年 11 月）、幅広く意見を集約している。

このような Co-package の標準化を進めるにあたり、主要メンバーへのインプットを行うとともに、標

準化プロジェクト発足に向けたコンセンサス形成の議論を行った。 

我々は、51.2 Tbps スイッチの Co-package の実現形態として光電子集積インターポーザの要素技術

を結集し、2020 年 3 月に図 1.2.3-2 に示すようなコンセプトモデルを作成した。16 波長の多重化を用

い、信号レート 100 Gbps/ch とした 1.6 Tbps の光トランシーバチップを、スイッチ LSI の周りに 32 個
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配置する。各々の光トランシーバチップの光入出力は、ミラーを形成したインターポーザ基板上のポ

リマー導波路で基板端のエッジコネクタに集約する構造であり、Co-package サイズ 80 mm 角、トラン

シーバチップサイズは 12 mm 角である。WDM 回路、ポリマー導波路基板などの要素技術の詳細は本

報告書の各章参照。 

 

 

 

図 1.2.3-2 光電子集積インターポーザ技術を適用した 51.2 Tbps スイッチパッケージの 

コンセプトモデル 

 

データセンタ用のスイッチ応用に関しては、Microsoft と Facebook が主導する Co-package Optics 

Collaboration（CPO）において、100 Gbps x 32 ch の 3.2 Tbps 光トランシーバパッケージを用いる 51.2 

TbpsスイッチのCo-package構成の仕様が公開された（2021年 2月/ http://www.copackagedoptics.com/wp-

content/uploads/2021/02/JDF-3.2-Tb_s-Copackaged-Optics-Module-PRD-1.0.pdf)。 

データセンタ用のスイッチ、AI（人工知能）、ディープラーニングなどのコンピューティングノード

間を繋ぐインターコネクト等、Co-package の適用範囲は広いが、システム要件としては、信号速度、

チャンネル数、信号遅延（レイテンシ）などの要求値が異なる。共通する項目を標準化していく方向

性として、電気信号インターフェースと光トランシーバパッケージのフットプリント（寸法）と信号

入出力パッド／ピンの配置を共通化する標準化を先行で行うこととなった。 

3.2 Tbps 光トランシーバパッケージの標準化は、データセンタースイッチに特化した CPO の仕様が

ベースのため、汎用性がない。これに対し、我々は OIF のフレームワークにおいて、小規模コンピュ

ーティングからデータセンタ応用まで、汎用性を持たせるための標準化項目を検討し、我々のコンセ

プトモデルのような 16 ch パッケージと CPO の 32 ch の光パッケージ間のピン配置の共通化や実装方

法の共通化議論を行った。具体的な汎用パッケージの標準化は今後も継続される。 

インターフェースの共通化については、OIF の電気インターフェース標準である Common Electrical 

Interface の 112 Gbps の標準化策定に参画し、LSI と Si フォトニクスチップ間の短距離の電気接続に適

用する CEI-112G-XSR（Extreme Short Reach）規格の仕様を確定させた（2021 年 12 月）。本プロジェク

トの成果である Si フォトニクスドライバ・レシーバ回路および集積パッケージを実用化する際に、標

準化された電気インターフェースが利用できるので、幅広い応用分野への展開が期待できる。 
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IEC では光ファイバ通信に関する国際規格制定を担う第 86 専門委員会（TC86）の小委員会 SC86 に

おいて、光電子集積構造の標準化に参画した。Si フォトニクスや化合物半導体とシリコン電気回路と

の集積による光集積回路 PIC（Photonic Integrated Circuit）は将来の高速高効率な情報伝送手段として

重要とされており、継続して標準化活動を行っている。光電子集積インターポーザの前段階の技術で

ある PIC 標準化においては、2015 年からプロジェクトリーダとして、Si フォトニクスのパッケージ標

準化を主導してきた。 

パッケージ構造に関する標準は、IEC 62148-19:Fibre optic active components and devices - Package and 

interface standards - Part 19: Photonic chip scale package として完成し、2019 年 5 月 2 日に発行された（図

1.2.3-3）。光電子集積インターポーザへのアップグレードに向けた議論を COBO,OIF の Co-package 標

準化と連携しながら行っている。 

光トランシーバとしての標準化は、性能標準（Performance standard）として、25 Gbps/ch までの標準

化を完了し、IEC 62149-11:”Fibre optic active components and devices - Performance standards - Part 11: 

Multiple channel transmitter/receiver chip scale package with multimode fibre interface” として 2020 年 4 月

8 日に発行された。112 Gbps 動作へのアップグレードについては、本プロジェクトの成果を踏まえ、

モジュールレベルの実用化と並行して標準化される予定である。 

図 1.2.3-3 IEC から発行された光電子集積パッケージ標準の表紙（IEC 62148-19） 

 

さらに IEC ではパッケージの他、高密度光実装に必要となる高密度光ファイバアレイや光コネクタ

等の光コンポーネントについてもエコシステムの構築に向けた標準化活動を推進している。光インタ

ーフェース標準に関しては IEC 62496-4 Interface standards において Si フォトニクス光電子集積インタ

ーポーザの高密度光接続を想定して、従来の 250 μm ピッチの並列ファイバコネクタの２倍の高密度

化となる、ファイバーアレイコネクタの 125 μm 狭ピッチ光インターフェースの定義を加え、今後の

実用化に向けたファイバアレイ標準、コネクタ標準への要求仕様をまとめた。 

 

以上の IEC における PIC パッケージ標準化および光電子集積インターポーザでの継続的な貢献が認
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められ、2020 年 9 月に電気・電子技術の標準化活動への貢献と業績に対して贈られる IEC1906 賞を受

賞した。 

 

【ベンチマーク】 

低消費電力なトランシーバ IC 技術、ポリマー導波路を集積したインターポーザ実装技術等、優位性

を確保しながら Co-package の分野で標準化を推進してきた。一方で、データセンタ向けの Co-package

については、データセンタのシステムベンダ主導で技術ロードマップと仕様に基づいた標準化が先行

している。Microsoft と Facebook が主導する CPO の 3.2 Tbps 光パッケージは、仕様がシステムベンダ

の間でほぼ決まってから OIF で標準化を開始しており、この狙いは、デバイス、パッケージ、実装の

すべての分野に関わる新しいエコシステム（供給網や検査体制等）を立ち上げるためであると言える。

その点で、我々のアプローチは、汎用性を持たせるためのインターフェースやフットプリントの共通

化に重点を置いており、データセンタ以外への波及効果がある。大規模なデータセンタのスイッチに

特化するよりも、より広い適用分野を有するコンピューティング全般に適用可能な標準化を推進する

上で、小型、低消費電力な Si フォトニクスパッケージ技術の優位性を生かした標準化活動を行ってい

る。 

 

【まとめ】 

光電子集積インターポーザの適用分野として、COBO,OIF において LSI と光インターフェースをパ

ッケージレベルで集積する Co-package 標準化を推進し、データセンタからコンピューティングの幅広

い分野に適用可能な標準体系として、インターフェースと物理仕様であるサイズやピン配置の標準化

を進展させた。IEC において光電子集積インターポーザの標準化体系を確立し、パッケージと光イン

ターフェースの標準化を達成した。 

 

1.2.4 ③成果普及活動 

1.2.4.1 成果普及・人材育成活動 

＜位置づけ、最終目標＞ 

東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構において、プロジェクト成果の普及のための人材

育成並びに成果普及を図る。 

大学院生を対象とした光エレクトロニクス分野に関わる教育カリキュラム「ナノ量子情報エレクト

ロニクス特論」および学内外の学生や社会人を対象とした公開セミナー「フォトニクス・イノベーシ

ョンセミナー」を継続的に実施してプロジェクト成果の活用および当該領域の研究開発および社会実

装を推進する人材を育成する。 

 

＜アプローチ＞ 

フォトニクスイノベーション共創プログラムでは、以下の課題について成果普及活動を行う。 

(a) 人材育成 

（ア）企業集中講義を含む大学院教育カリキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」 

（イ）学内外の学生と社会人のためのフォトニクスに関する公開セミナー「フォトニクス・イノベー

ションセミナー」 
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＜成果＞ 

「フォトニクスイノベーション共創プログラム」においては、プロジェクト成果の普及と普及を支

える人材の育成を目指して活動した。 将来の本分野を支える人材の育成として実施した大学院生向

けカリキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」は、光エレクトロニクスのみならず、物理学、

半導体工学、情報科学など工学、理学、数理科学などを含む講義によるフォトニクスの成果の普及を

担う高度な人材の育成となった。 

フォトニクス・イノベーションセミナーにおいては、2018 年度に 4 回のセミナー、2019 年度に 3 回

のセミナー、2020 年度に 4 回のセミナー、2021 年度に 1 回のセミナーを開催した。2018 年度は、量

子情報、光コム、トポロジカルフォトニクス、光電子融合集積技術に関するセミナーを開催した。延

べ 300 名以上の参加者を得て、光電子融合技術に関して基礎理論から応用技術、産業化に至る幅広い

領域の教育と技術の啓蒙に寄与した。東京での開催に加えて、京都、仙台でも開催することで、東京

に限らず関西地区や東北地区の社会人を含むフォトニクス技術の研究者の参加者を得て、プロジェク

ト成果の普及とフォトニクス分野の人材教育としての機能を果たした。2019 年度においても、異種材

料集積技術やフォノンエンジニアリング、量子ドット、フォトニック結晶、量子情報、光電子融合技

術に関するセミナーを開催した。東京に加えて、再度京都でも開催することで、東京地区と関西地区

の研究者や学生などの交流を促進し、フォトニクス分野の人材教育に貢献した。2020 年度以降におい

ては、コロナ禍の影響を受けて、すべてオンラインという形でセミナーを開催した。2020 年度におい

ては、光集積回路を用いた量子情報処理、トポロジカルフォトニクス、光電子融合技術、光ファイバ

通信最新動向に関するセミナーを実施した。2021 年度においては光電子融合技術に関するセミナーを

実施した。オンライン開催とすることで、開催場所にとらわれず国内外の研究者や学生らの参加を得

たことで、プロジェクト成果の普及とフォトニクス分野の人材教育に貢献を果たした。 

フォトニク・イノベーションセミナーの実施実績を以下に示す。 

 

表 1.2.4.1.-1 フォトニクス・イノベーションセミナーの開催実績 

開催日 テーマ 講演題目・講演者 参加者数 

2018 年 

6 月 15 日 

だれにでもわかる量子

情報 

量子鍵配送のセキュリティ：Why and How 

小芦雅斗（東京大学工学系研究科附属 光量子科

学研究センター 教授・センター長） 

光量子コンピュータの基礎から応用まで 

武田俊太郎（東京大学大学院工学系研究科物理工

学専攻 助教） 

55 名 

2018 年 

10月 24日 

光コム基礎から応用、

シリコンフォトニクス

最新動向 

光コムによる光波の自在操作と周波数物差しを

超えた応用展開 

美濃島薫（電気通信大学 教授、JST ERATO 知的

光シンセサイザ研究総括） 

シリコンフォトニクス集積回路トランシーバと

今後の動向 

中村隆宏（技術研究組合光電子融合基盤技術研究

所 研究統括部長） 

78 名 
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2018 年 

12 月 3 日 

シリコンフォトニクス

の最先端 

Advances in Photonics and electronics Convergence 

System Technology 

荒川泰彦（東京大学 ナノ量子情報エレクトロニ

クス機構 特任教授） 

Electronic-Photonic Integration Platforms: Datacom, 

RF and Sensing 

L. C. Kimerling（Thomas Lord Professor of Material 

Science and Engineering, Massachusetts Institute of 

Technology） 

Photonic Integration of Ultra-High-Q Optical 

Resonators for Next-Generation Clocks and Hertz-

Absolute-Accuracy Optical Frequency Synthesizers 

K. Vahala （ Professor, California Institute of 

Technology） 

166 名 

2019 年 

2 月 28 日 

フォトニクスの最先端 トポロジカルフォトニクス：トポロジーを活用し

た光制御 

岩本敏（東京大学生産技術研究所 准教授） 

誘導ラマン散乱による生体の振動分光イメージ

ング 

小関泰之（東京大学大学院工学系研究科電気系工

学専攻 准教授） 

44 名 

2019 年 

7 月 18 日 

異種材料集積フォトニ

クスとナノ構造フォノ

ンエンジニアリングの

最新動向 

「化合物半導体異種材料集積によるシリコンフ

ォトニクスの新たな展開」 

松尾慎治（NTT 先端集積デバイス研究所 上席

特別研究員） 

「フォトニクスからフォノニクスへ ～ナノ構

造を使った高度な熱流制御～」 

野村政宏（東京大学生産技術研究所 准教授) 

34 名 

2019 年 

10月 23日 

- 量子ドットフォトニクスの進展～黎明期から実

用化まで～ 

荒川 泰彦（東京大学ナノ量子情報エレクトロニ

クス研究機構 特任教授） 

フォトニック結晶の進展と将来展望 

野田 進（京都大学工学研究科電子工学専攻 教

授） 

光子を操るー光量子計測とその展望 

竹内 繁樹（京都大学工学研究科電子工学専攻 

教授） 

- 名 
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2019 年 

11 月 26 日 

シリコンフォトニクス

の最先端 

Advances in Photonic and Electronic Convergence 

System Technology 

荒川 泰彦（東京大学 ナノ量子情報エレクトロ

ニクス機構 特任教授） 

The 2020 Integrated Photonic Systems Roadmap – 

International Grand Challenges and Key Needs for 

Silicon Photonics 

Lionel C. Kimerling（Thomas Lord Professor of 

Material Science andEngineering, Massachusetts 

Institute of Technology） 

High-speed and Energy-efficient Optical Link Based 

on Silicon Photonics and CMOS Electronics 

H. Rong（Intel Labs） 

159 名 

2020 年 

10月 12日 

- 光集積回路を用いた量子情報処理 

松田 信幸（東北大学工学研究科通信工学専攻 

准教授） 

72 名 

2020 年 

11 月 16 日 

- トポロジカルフォトニクス：トポロジーを活用し

た光導波路の可能性 

岩本 敏（東京大学先端科学技術研究センター 

教授） 

75 名 

2020 年 

11 月 30 日 

シリコンフォトニクス

の最先端 

Advances in Photonic and Electronic Convergence 

System Technology 

Y. Arakawa (The University of Tokyo) 

Standardization for Photonic Integration: Materials, 

Processes and Architecture 

L. C. Kimerling (Massachusetts Institute of 

Technology) 

Quantum Dot Optoelectronic Devices on Si 

J. Bowers (University of California, Santa Barbara) 

- 名 

2021 年 

1 月 21 日 

- 光ファイバ通信におけるディジタル革命 ～符

号化変調・光空間多重技術～ 

五十嵐 浩司（大阪大学工学研究科電気電子情報

通信工学専攻 准教授） 

53 名 

2021 年 

12月 13日 

シリコンフォトニクス

の最先端 

Progress in Photonic Electronic Convergence 

Technologies through National Projects in Japan 

Y. Arakawa (The University of Tokyo) 

Pb/s I/O with Electronic-Photonic Integration 

L. C. Kimerling (Massachusetts Institute of 

Technology) 

- 名 
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High Temperature Quantum Dot Laser Reliability on 

Si 

J. Bowers (University of California, Santa Barbara) 

 

 

＜まとめ＞ 

東京大学において、成果普及、人材育成に向けたプログラム「フォトニクスイノベーション共創プ

ログラム」を実施し、光エレクトロニクス分野におけるイノベーション創出に向けた人材育成を推進

した。大学院生向けカリキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」では、光エレクトロニクス

とその関連分野の講義に加え企業での集中講義を行い、フォトニクスの成果普及に実践的に貢献する

高度な人材を育成した。フォトニクス・イノベーションセミナーでは、光電子融合技術に加えて、量

子情報や光コムなど広範なフォトニクス技術に関する基礎から産業化までの講演を開催した。東京に

加えて、京都や仙台などでもセミナーを開催した。またコロナ禍以降においてはオンライン開催とす

ることで、学内外の学生や社会人から多くの参加者を得たことで、当該技術の社会実装を推進する人

材の育成に寄与した。 

 

1.2.4.2 普及活動 

＜位置づけ、最終目標＞ 

シリコンフォトニクスに関連する技術開発は、米国の AIM（American Institute for Manufacturing 

Integrated Photonics）や、欧州の国家プロジェクトに見られるように、世界規模でしのぎが削られてい

る状況である。このような状況において、研究開発と併行して、ニュースリリース、展示会への出展、

シンポジウム開催等の取組みを通じて、世界規模で本事業のプレゼンスを高め、開発技術の優位性を

示すとともに、光エレクトロニクス技術の普及促進を行う。 

 

＜成果＞ 

PETRA と東京大学が主催する国際会議「ISPEC（International Symposium on Photonics and Electronics 

Convergence）」と、一般財団法人光産業技術振興協会と共催している「光産業技術シンポジウム」を開

催し、2018 年度～2021 年度の事業テーマである、光電子集積インターポーザとそれを用いたシステム

化の有効性を広くアピールした。「ISPEC」では国際的な技術交流を、「光産業技術シンポジウム」では

業界内の技術交流を積極的に行った。 

また、CEATEC、InterOpto 等の展示会活動を活用して、広報活動を展開した。海外でのプレゼンス

を高めるために、2018 年度は OFC （米国）、2019 年度は ECOC（欧州）の展示会に出展した。 

更に、これらの内容を PETRA-WEB、活動報告の中で紹介するとともに、一部はプレスリリースを

した。 
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1.2.5 実用化・事業化に向けての見通しおよび取組について（公開） 

成果の実用化・事業化に向けた戦略として、知財戦略とシリフォト設計・プロセス統合プラットフ

ォームの構築が挙げられる。 

知財戦略として、オープン・クローズ戦略を図 1.2.5-1 に示す。オープン戦略は、インターポーザの

外観、性能、製造方法等を知財化し、電気・光の入出力に関わるインターフェース部は標準化を図る。

クローズ戦略は、実装方法、装置仕様等をブラックボックス化して、事業化における強みにする。 

 
図 1.2.5-1 オープン・クローズ戦略 

また、図 1.2.5-2 に示すようにシリフォト統合化集積プロセスと設計・プロセス統合ライブラリ技

術を構築し、組合員企業やアイオーコア社に展開することで、低コストでシリフォトチップ供給が可

能となるプラットフォームとして活用する。 

 
図 1.2.5-2 シリフォト設計・プロセス統合プラットフォームの構築 

 

1.2.5.1 光電子融合サーバボード 

 

図 1.2.5.1-1 スーパーコンピュータ 28 年の性能推移 

スーパーコンピュータの性能は、図 1.2.5.1-1 に示すように、堅調な需要と技術革新に支えられなが
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ら、ここ 28 年間で約 700 万倍に向上した。しかしながら、近年はその伸びが鈍化するとともに、消費

電力が課題として顕在化している。この原因として、すでに報告したように、ムーアの法則が限界に

近づきつつあり、半導体プロセスの微細化が進展しても性能向上とコスト低減につながらないフェー

ズに突入したことがある。今後の更なるスーパーコンピュータの高性能化の方向性として、半導体プ

ロセスの更なる微細化への流れは依然としてあるものの、実装面での技術革新、すなわちプロセッサ

と複数のチップレットによるマルチチップパッケージ化や、テクノロジやデバイスが異なるチップを

集積するヘテロジニアス集積化が注目されている。一方、更なる大容量化と省電力化に向けて光モジ

ュールと LSI パッケージの統合や光モジュールを LSI パッケージに近接配置するような高密度実装技

術が注目されている。この流れの中で Facebook 社と Microsoft 社が設立した Co-Packaged Optics (CPO) 

Collaboration では光モジュールを LSI パッケージに統合する CPO 技術が議論されている。また標準化

団体である OIF では光モジュールを LSI パッケージに近接実装する Near Packaged Optics（NPO）技術

が提案され活発な議論がすすんでいる。 

図 1.2.5.1-2 で示すように、本プロジェクトで開発した光電子融合サーバボード技術を CPO や NPO

と比較すると、光モジュールを LSI パッケージに近接配置する構成であり、NPO の構造に近い。ただ

し、実装時の反りの問題を抑制しつつ高速伝送性能に優れたガラス基板をインターポーザとして用い、

サーバボード（マザーボード）との脱着を可能とする LGA ソケットを採用するなど、実システムへの

搭載を意識した構造と言える。更に、本プロジェクトで開発した光配線技術とファイバアセンブリ技

術は、高密度かつ低損失、さらに高温での安定性を有し、スーパーコンピュータへの実装技術として

有望な構造を実現している。 

 

図 1.2.5.1-2 CPO 構造、NPO 構造と本プロジェクトの構造 

データセンターサーバや高性能コンピュータ（HPC）市場は今後も堅調な成長を維持すると予想さ

れる。ある調査会社は 2022 年時点で HPC 市場は世界で 450 億米ドル規模であり、7%の CAGR で 2030

年までに 720 億米ドルに達すると予想している。これは気象・防災、創薬、交通など AI／ビッグデー

タを活用する様々な分野での需要が大きく拡大しているためであり、HPC 市場の成長に対する社会の

期待は大きい。 

本プロジェクトで開発したサーバ間光インターコネクト技術は、次世代の高性能サーバシステムお

よびそれを支える大規模ネットワークの差異化技術として期待している。本プロジェクトで開発した

技術を他社に先駆けていち早く事業化するために、サーバ事業関連部門と定期的な情報交換を行って

いる。サーバ実装コストを含めた全体のコストダウンや光 I/O の供給を含めたサプライチェーンの検

討を進めていく。 
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1.2.5.2 ラックスケール並列分散システム 

Big Data や AI で扱うデータ量・計算量ともに増大しており、図 1.2.5.2-1 に示す様に国内市場におい

て 2020 年度は 6.7 倍、2030 年度は 14.1 倍で成長している（2015 年度比）。また、世界的に扱うデータ

量は、2 年毎に倍増している。 

 

 

図 1.2.5.2-1  Big Data／AI で扱うデータ量・計算量ともに増大 

 

世界的な市場規模は、HPC(High Performance Computing)の領域において図 1.2.5.2-2 に示す様に、シ

ステム規模別に見ると分散処理を必要とするユーザーの 6 割が 64 ノード以下の構成であり、1.2 兆円

のパークが見込まれる。1 ラック規模のシステムを実用化・事業化のターゲットとすることが有望で

ある。 

 

図 1.2.5.2-2 分散処理を必要とするユーザーの 6 割が 64 ノード以下の構成 

 

国内の特に AI 市場規模予測を図 1.2.5.2-3 に示す。2025 年度においては国内 AI ビジネス市場は、約
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3,750 億円(プロダクト)が見込まれ、HPC やラックサーバ領域において波長ルータや光ネットワークカ

ードを組み込み、伝送性能向上とコスト削減によりビジネスの拡大が期待される。 

 

 

図 1.2.5.2-3 国内の市場規模予測 

 

ラックスケール並列分散システムは消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技

術を用いた接続技術を組み合わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを

用いてサーバ電力量を 30％削減可能であることを実証した。 

また、ラックスケール並列分散システムを FPGA(Field Programmable Gate Array)の論理回路として実

装した FPGA+光ボードで実際のアプリケーションを動作させ、OPTWEB でノード間を接続すること

で、従来のサーバ（Xeon）に比べ実効性能が向上することを実証した。 

昨今、注目を集めている人工知能(AI：Artificial Intelligence)や、分散処理向けのシステムとして

OPTWEB の有効性が見込まれる。 

今後の事業化に向けて、ボードを試作し具体的用途の検討を促進すると共に、市場動向や競合他社

の動向を見据えタイムリーに実用化できるよう検討・開発を行う。 

並行してラックスケール並列分散システムを量産化レベルに仕上げるための信頼性確認、歩留まり

向上するための検討を進めると共に、ラックスケール並列分散システムをより使いやすく、汎用的な

部品とするための検討も進める。具体的には、ラックスケール並列分散システムは光部品を光ファイ

バで接続するための光コネクタが多いため、組立が容易に出来ない課題もある。実用化のためには誰

でも取り扱いやすい形態が必須と考え、一括接続可能なコネクタの様な交換が容易となるモジュール

化の検討も進める。 
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1.2.5.3 情報通信システム化技術 

日本を含む世界では既に 5G サービスの提供が始まっているが、現状の 5G はまだほとんどが 4G 設

備上で提供されていて、フルスペックの 5G は限られた場所でスポット的に提供されているのみにと

どまっている。今後、ポスト 5G とも呼ばれる本格的な 5G サービスの提供に向けては、スモールセル

と呼ばれる小さなエリアごとに基地局を面的に設置する必要がある。そうなると基地局の設置数は 4G

ネットワークの約 100 倍に上ることが想定されるので、基地局装置には設置場所を選ばない小型化が

求められる。多数のスモールセルアンテナを結ぶフロントホールネットワークには PON の構成を用

いてスモールセルアンテナを既存の光アクセスファイバ網に収容する方式が設備コストの観点から有

望である。 

「1.2.2.2(オ) 情報通信システム化技術」項の開発は、5G ネットワークを支える PON システムへの

適用を目指すものであり、ONU の小型化により、設置場所を選ばない小型のスモールセル基地局装置

が実現され、5G の本格的な普及を加速させることが期待される。5G の機能拡張における面的な基地

局の敷設に併せて、PON 仮想化によるネットワーク資源割当制御機能を利用した PON 資源のダイナ

ミックな制御や、サービス毎にネットワークスライスを構築することによる効率的なネットワーク運

用も視野に入れている。 

        

図 1.2.5.3-1 ONU 小型化によりポスト 5G の本格的普及を加速 

 

図 1.2.5.3-2 PON 仮想化によるネットワーク資源割当制御 
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現在国内の 4G マクロセル基地局は約 70 万局が設置されている。ポスト 5G におけるスモールセル

基地局の設置密度は 4G マクロセル基地局の約 100 倍と想定されるが、実際にはすべての地域でポス

ト 5G に向けたスモールセルの面的な敷設が早急に求められるわけではない。2030 年までに現在の 4G

サービスエリアの 40%に 5G スモールセルが面的に敷設展開されると仮定すると、2,800 万局が新たに

設置されることになる。その前提で国内の PON 装置の市場規模を予測すると、図 1.2.5.3-3 に示すよ

うに、2022 年比で約 1.8 倍に拡大すると推計される。 

 

図 1.2.5.3-3 国内の PON 装置市場規模予測 

 

今後の事業化に向けては、モバイルキャリアへのヒアリングを実施し、5G スモールセルの敷設計画

を調査するとともに、ローカル 5G への展開も考慮し、CATV 事業者などへもヒアリングを行い、ネッ

トワーク構成に対する展望や課題を探る。また、業界の標準化活動に参加することで、システムレベ

ルで他社/他装置との接続検証、各通信キャリアでのフィールド試験に参加し、参入優位となる RFP に

つなげる。従来より、標準化団体における PON システムの標準化活動を先導してきたが、今後も海外

も視野に入れてシステム全体としての技術の普及活動を行う。 
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結び 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発プロジェクトでは、電気回路と光回路の

特徴を活かした要素技術の実装・集積化による光配線・光素子の新たな機能創出を図り、情報機器の

小型化低消費電力化を実現し、システムレベルでの光配線技術の有効性を世界に先駆けて示すととも

に、その事業化への道を拓いていくことを目的に遂行した。 

その結果、本プロジェクトでは、光配線技術と電子回路技術を融合した光エレクトロニクス実装シ

ステム基盤技術を確立し、システムレベルでの光配線技術の有効性を実証するとともに、その事業化

への道を拓くことができた。 

 

特に注力して開発した技術の例としては、下記を挙げることができる。 

• シリコンフォトニクス超小型光 I/O コア 

・変調器、受光器、光源、波長多重光回路などの基盤デバイス技術 

・シリコンフォトニクス集積化プロセス技術 

・量子ドットレーザや新型変調器などの革新的デバイス技術 

 

また、スーパーコンピュータ用高性能 CPU と高密度光エンジン搭載ボードを実装した光電子集積

インターポーザを接続する光電子融合サーバボード実装技術を開発した。この技術を用いて試作した

光電子融合サーバボードでの動作実証も含めて、10 Tbps 光電子融合サーバボードの実現が可能であ

ることを示した。 

一方、開発した計算ノード間を光配線で接続したラックスケール・サーバシステムでは、従来の計

算ノード間を電気配線で接続したサーバシステムに比べて、48 倍の高速化と 98％の消費電力量削減

を同時に実現した。第三期当初の目標値である 30％をはるかに凌ぐ、消費電力量削減を達成した。 

さらには、5G スモールセル基地局に組み込み可能な TWDM-PON 用の超小型光トランシーバ開発

を目的として、光送受信チップを回路基板に埋め込んだ光電子集積インターポーザ及びポリマーミラ

ーを用いた光結合構造を備え、サイズ 10 cm×2 cm×2 cm のパッケージに収容できる光トランシーバ

モジュールを試作して動作を実証した。 

 

製品化を目指したこれらの技術開発の推進により、光トランシーバの分野において、研究開発フェ

ーズから事業フェーズへの橋渡しを達成することができた。 

本プロジェクトの成果が、今後のデジタルトランフォーメーションおよびグリーントランスフォー

メーションの統合的発展に活用されることを期待する。 
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2. 研究発表・講演、文献、特許等の状況 

 

(1) 研究発表・講演 

 

発表者 所属 タイトル 雑誌名・学会名・イベント名等 発表年月日 

田中 有 PETRA 

IoT 社会の進展を支える次世

代大容量シリコンフォトニク

ス技術 

光産業技術マンスリーセミナー 2018 年 5 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

Chip-scale optical transceiver 

“Optical I/O core” for 

interconnections among boards 

and LSIs based on silicon 

photonics technology 

North American Workshop on Silicon 

Photonics for High Performance 

Computing 

2018 年 5 月 

竹村 浩

一 
PETRA 

Optical co-packaging with 

silicon photonics 
Optical Interconnects Conference 2018 2018 年 6 月 

鄭 錫煥 PETRA 
Silicon Photonics Technologies 

for High-Density Interconnects 

Opto-Electronics and Communication 

Conference (OECC) 2018 
2018 年 7 月 

鄭 錫煥 PETRA 

Silicon Photonics Device 

Technologies for On-Chip 

WDM Applications 

Opto-Electronics and Communication 

Conference (OECC) 2018 
2018 年 7 月 

藤方 潤

一、他 

PETRA、

東京大学 

高性能 Si/SiGe 変調器と光集

積回路への応用 

電子情報通信学会 レーザ・量子エ

レクトロニクス研究会 
2018 年 7 月 

岡本 大

典、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

シリコンフォトニクスを用い

た高速・高密度光インターコ

ネクトの現状と将来展望 

東北大学 第 600 回伝送工学研究会 2018 年 7 月 

青木 剛 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

On-Package High-Density 

Silicon Photonics Optical 

Transceiver 

44th European Conference on Optical 

Communication (ECOC2018) 
2018 年 9 月 
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森戸 健  

(株)富士通

研究所、

PETRA 

Flip-chip-bonding Based Hybrid 

Integration for High 

Performance Silicon Photonics 

PICs 

44th European Conference on Optical 

Communication (ECOC2018) 
2018 年 9 月 

小野 英

輝、他 

PETRA、

沖電気工

業(株） 

TWDM-PON 光トランシーバ

集積チップの 4 チャンネル

Rx 動作 

2018 年電子情報通信学会ソサイエ

ティ大会 
2018 年 9 月 

岡本 大

典、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

25-Gb/s × 4-ch Chip-Scale 

Optical Receiver Operating up to 

85°C with Temperature-

Compensation Function 

2018 International Conference on Solid 

State Devices and Materials 

(SSDM2018) 

2018 年 9 月 

藤方 潤

一 
PETRA 

High-Speed Ge/Si Electro-

Absorption Optical Modulator 

for Low Power Optical 

Interconnection 

2018 International Conference on Solid 

State Devices and Materials 

(SSDM2018) 

2018 年 9 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

TM0 モード励起した MOS 型

Si 光変調器のキャリア蓄積モ

ードによる高効率動作の検討 

第 79 回応用物理学会春季学術講演

会 
2018 年 9 月 

中村 隆

宏 、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

Advanced optical 

interconnection technologies 

based on silicon photonics for 

future computing systems 

The International Conference on 

Photonics in Switching and Computing 

2018 (PSC2018) 

2018 年 9 月 

中村 隆

宏  
PETRA 

Hybrid Integration of LD chips 

on optical I/O cores 

44th European Conference on Optical 

Communication (ECOC2018) 
2018 年 9 月 
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清水 隆

徳 
PETRA 

Flip-chip-bonding technology of 

hybrid integrated laser source on 

silicon substrate and its optical 

interconnect application 

44th European Conference on Optical 

Communication(ECOC2018) 
2018 年 9 月 

早川 明

憲 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

Silicon Photonics Technologies 

for High-Dense Integrated 

Optical Interconnects 

PHOTONICS2018 2018 年 10 月 

青木 剛 PETRA 

高密度オンパッケージ シリ

コンフォトニクス光 TRx の

開発 

フォトニックデバイス応用技術研究

会 
2018 年 10 月 

岡山 秀

彰 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

シリコン光導波路を用いた 

Bragg グレーティング 

サイバネットシステム 光通信セミ

ナー2018 
2018 年 10 月 

堀川 

剛、他 

PETRA、

AIST 

Validation Flow for SOI 

photonic Integrated Circuits 

using Multi-parameter 

Extraction Technique 

Japan SOI Design Workshop 2018 年 10 月 

指宿 康

弘、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

光 I/O コア多心一括実装の検

討 
2018 実装学会ワークショップ 2018 年 10 月 

天野 建 
PETRA、

AIST 

ポリマー光導波路を用いた光

電気ハイブリッドパッケージ

技術 

フォトニックデバイス応用技術研究

会 
2018 年 10 月 

天野 

建、他 

PETRA、

AIST 

High density optical card edge 

connector for polymer optical 

waveguide on printed circuit 

board 

IEEE CPMT Symposium Japan 2018 2018 年 11 月 

天野 建 
PETRA、

AIST 

ポリマー光導波路を用いた高

密度光回路基板の研究開発 
第 68 回 OPT 公開研究会 2018 年 11 月 
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中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクス集積回

路を用いた光インターコネク

ション 

NICT 調査検討委員会 2018 年 11 月 

田中 有 PETRA 
IoT 社会の進展を支えるシリ

コンフォトニクス技術 

Photonic Device Workshop 2018 

(LQE12 月研究会) 
2018 年 12 月 

田中 信

介 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

CMOS ドライバ集積シリコン

フォトニクス小型・低電力

PAM4 光送信機 

レーザー学会学術講演会第 39 回年

次大会 
2019 年 1 月 

蘇武 洋

平 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

光受信機における二次元グレ

ーティングカプラの偏波依存

性の低減 

OPE 研究会 2019 年 1 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

Introduction and Status of  

PETRA Project   

Integrated Photonic Systems Roadmap I 

Winter Meeting in Japan 2019 
2019 年 1 月 

鄭 錫煥 PETRA 

Wide spectral range operable 

and fabrication tolerant Si-wire 

WDM (De)Multiplexers for 

optical interconnects 

SPIE Photonics West 2019 2019 年 2 月 

田中 信

介 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

低電力 CMOS ドライバ集積

シリコン光変調器 

2019 年度電子情報通信学会総合大

会 
2019 年 3 月 

小野 英

輝、他 
PETRA 

Butt-Coupled Waveguide 

Germanium Avalanche 

Photodiodes with Lateral SAM 

Structures 

OFC 2019 2019 年 3 月 
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岡山 秀

彰、他 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

非対称方向性結合器型偏波変

換 Bragg グレーティング 
応用物理学会 2019 年 3 月 

佐々木 

浩紀 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

Development of silicon 

photonics integrated circuits for 

next generation optical access 

networks 

ISDCS 2019 2019 年 3 月 

堀川 

剛、他 

PETRA、

AIST 

Validation Flow for SOI 

photonic Integrated Circuits 

using Multi-parameter 

Extraction Technique 

IPKISS User Group Meeting 2019 年 3 月 

竹村浩

一、他 
PETRA 

チップスケール Si フォトニ

クス・トランシーバにおける

レーザー・ダイオードの封止

工程 

第 33 回エレクトロニクス実装学会

春季講演大会 
2019 年 3 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

横型 PIN 接合構造を用いた導

波路型 Ge 受光器の高速動作

特性の検討 

第 66 回応用物理学会春季学術講演

会 
2019 年 3 月 

臼杵 達

哉 
PETRA 

多モード光導波路における光

散乱の解析 

第 66 回応用物理学会春季学術講演

会 
2019 年 3 月 

竹村 浩

一、他 
PETRA 

Packaging Technologies for 

Chip-scale Silicon Photonic 

Trensceivers 

International Conference on Electronics 

Packaging (ICEP) 2019 
2019 年 4 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

Optical interposer for 10-Tbps 

interconnection 

The 2nd North American Workshop on 

Silicon Photonics for High Performance 

Computing  

2019 年 5 月 

臼杵 達

哉、他 
PETRA 

Silicon Photonics and Optical 

Hub for Computing System 

1st LBNL/R-CCS Workshop on New 

Frontiers of Computer Architecture and 

System Software towards Post-Moore 

Era 

2019 年 5 月 
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竹村 浩

一 
PETRA 

Si フォトニクスによる光電子

集積化とその動向 

エレクトロニクス実装学会 システ

ム設計研究会公開研究会 
2019 年 6 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

On-board optics and optical 

interposer for high-bandwidth 

interconnection 

 1st Special Symposium on Silicon 

Photonic of the Future (SSPhF 2019)  
2019 年 6 月 

秋山 知

之 
PETRA 

A Demultiplexer with a 

Complete Fabrication-Error-

Correction Capability Enabling 

High-Wavelength-Count(> 64 

ch) Dense WDM on Low-Cost 

Si PIC Platforms 

24th OptoElectronics and 

Communications Conference / 

International Conference on Photonics 

in Switching and Computing 2019 

2019 年 7 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

Silicon waveguide polarization 

beam splitter using reversed 

delta beta coupler structure 

OECC/PSC 2019 2019 年 7 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

Silicon waveguide polarization 

rotation Bragg grating using 

directional coupling 

OECC/PSC 2019 2019 年 7 月 

小野 英

輝、他 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

Receiver Characteristics of 4ch 

Transceiver Module with Si 

Photonics Integrated Chip 

Suitable for TWDM-PON ONU 

OECC/PSC 2019 2019 年 7 月 

臼杵 達

哉 
PETRA 

Numerical Designing of Optical 

Waveguide by Curvilinear 

Coordinates 

19th International Conference on 

Numerical Simulation of 

Optoelectronic Devices (NUSOD2019) 

2019 年 7 月 
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鄭 錫煥 PETRA 

Wideband 1×8 Silicon Optical 

Demultiplexer Based on Point-

Symmetrical Cascade Mach-

Zehnder Interferometers 

Advanced Photonics Congress 2019 2019 年 7 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクス光送受

信器 ‐光インターコネクショ

ンへの適用- 

光通信システム研究会（OCS) 

Summer School 2019 
2019 年 7 月 

水谷 健

二、他 

PETRA、

NEC 

光ハブによる Accelerator 間直

接フルメッシュ接続に向けた

Distributed Switch によるメモ

リ間通信特性 

Summer United Workshops on Parallel, 

Distributed and Cooperatirve 

Processing 

2019 年 7 月 

賣野 

豊、他 
PETRA 

ノード間波長ルーティング・

インターコネクト（光ハブ）

を用いた並列計算システム 

Summer United Workshops on Parallel, 

Distributed and Cooperatirve 

Processing 

2019 年 7 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

High-Efficiency of Narrow-

Width MOS Capacitor Type Si 

Optical Modulator with TM 

Mode Excitation 

GFP2019 2019 年 8 月 

乗木 

暁、他 

AIST、

PETRA 

Mirror-based silicon-photonics 

vertical I/O with coupling 

efficiency enhancement for 

standard single-mode fiber 

The 45th European Conference on 

Optical Communication 
2019 年 8 月 

鄭 錫

煥、他 

PETRA、

沖電気工

業(株)、

AIST 

Silicon Photonics Based 16λ-

WDM Demultiplexers for 

Operating in C-band and O-band 

Spectral Regimes 

45th European Conference on Optical 

Communication 
2019 年 9 月 
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秋山 知

之、他 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

A WDM Demultiplexer Having 

an Automatic Fabrication-Error-

Correction Capability to Enable 

Integration on Low-End Si PIC 

Platforms 

45th European Conference on Optical 

Communication 
2019 年 9 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

Si Optical Modulator with 

Strained SiGe Layer and Ge 

Photodetector with Lateral PIN 

Junction for 56 Gbaud Optical 

Transceiver 

SSDM2019 2019 年 9 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

進行波電極構造を利用した

1.3μm 波長帯高速 Si 光変調器

の検討 

第 80 回応用物理学会秋季学術講演

会 
2019 年 9 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

Ge/Si リブ導波路構造を用い

た電界吸収型光変調器の検討

Ⅲ 

第 80 回応用物理学会秋季学術講演

会 
2019 年 9 月 

竹村 浩

一、他 

PETRA、

AIST 

Vertical Optical and Electrical 

Interconnection for Chip-Scale-

Packaged Si Photonic 

Transceivers 

The IEEE International 3D Systems 

Integration Conference (3DIC)  
2019 年 10 月 

乗木 

暁、他 

AIST、

PETRA 

Optical TSV Using Si-Photonics 

Integrated Curved Micro-Mirror 

The IEEE International 3D Systems 

Integration Conference (3DIC)  
2019 年 10 月 

秋山 知

之、他 

PETRA、

富士通

(株)、(株)

富士通研

究所 

ローエンド Si プロセスで高

歩留り・温度無依存動作を 

実現する自動誤差補正機能を

備えた超低クロストーク 

WDM 分波器 

電子情報通信学会 OPE・LQE・

OCS11 月研究会 
2019 年 11 月 

青木  剛 PETRA 
ビッグデータ社会を支える光

インターコネクト実装技術 

第４１回  ナガセ マイクロエレク

トロニクスセミナー 
2019 年 11 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

Reflective Silicon Arrayed 

Waveguide Grating using One-

Dimensional Photonic Crystal 

reflector 

MOC2019 (24th MICROOPTICS 

CONFERENCE) 
2019 年 11 月 
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牛田 

淳、他 

PETRA、

AIST 

Consistent parameter extraction 

and wafer-level variation 

analysis for DCs, MZIs, and 

MRRs 

EOS Topical Meeting on Integrated 

Optics 2019 
2019 年 11 月 

堀川 剛 
PETRA、

AIST 

ハイブリッド集積シリコンフ

ォトニクス技術の最新動向 
第 71 回 OPT 公開研究会  2019 年 11 月 

乗木 

暁、他 

AIST、

PETRA 

Beam Waist Controlled Vertical 

Optical Path Conversion Using 

Integrated Curved Micro Mirror 

for Silicon Photonics 

MOC2019 (24th MICROOPTICS 

CONFERENCE) 
2019 年 11 月 

竹村 浩

一 
PETRA 

超小型 Si フォトニクス光ト

ランシーバの耐熱性 

電子情報通信学会 ポリマー光 部品

(POC)研究会 
2019 年 11 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクス技術の

光インターコネクションへの

展開 

日本学術振興会 179 委員会 2019 年 12 月 

田中 有 

富士通

(株)、

PETRA 

LSI 間の大容量伝送を実現す

るシリコンフォトニクスデバ

イス 

結晶加工と評価技術第 145 委員会 

第 167 回研究会 
2020 年 1 月 

堀川 剛 
PETRA、

AIST 

大口径 SOI を用いた光集積デ

バイスの製造・評価技術 

立行政法人日本学術振興会 結晶加

工と評価技術第 145 委員会 
2020 年 1 月 

賣野 

豊、他 
PETRA 

Parallel computing systems with 

wavelength routing interconnect 

"Optical Hub" 

International Conference on High 

Performance Computing in Asia-Pacific 

Region (HPC Asia 2020) 

2020 年 1 月 

田中 有 

富士通

(株)、

PETRA 

High-speed and large-capacity 

integrated silicon photonics 

technologies  

SPIE Photonics West 2020 2020 年 2 月 

牛田 淳、

他 

PETRA、

AIST 

Device & Process Validation 

Flow in PETRA Silicon 

Photonics Platform 

Southampton 大学 セミナー 2020 年 2 月 

村尾 覚、

他 

PETRA、

AIST 

Device Verification Technnique 

for Active Devices in PETRA 

Silicon Photonics Platform 

Southampton 大学 セミナー 2020 年 2 月 
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須田 

悟、他 

PETRA、

AIST 

Transmission of 43-Gb/s optical 

signals through a single-mode 

polymer waveguide for LAN-

WDM 

SPIE Photonics West 2020 2020 年 2 月 

乗木 暁、

他 

PETRA、

AIST 

MT-ferrule compatible passive 

optical coupling for single-mode 

polymer waveguide in co-

packaged optics 

SPIE Photonics West 2020 2020 年 2 月 

小野 英

輝、他 

沖電気工

業(株)、

PETRA 

高感度低偏波依存 1600nm 帯

受光可能な導波路型 Ge-APD 
2020 年電子情報通信学会総合大会 2020 年 3 月 

天野 

建、他 

AIST、

PETRA 

アクティブオプティカルパッ

ケージ実現に向けたシリコン

フォトニクス用マイクロミラ

ー 

2020 年電子情報通信学会総合大会 2020 年 3 月 

竹村 浩

一、他 

PETRA、

AIST 

コパッケージングへ向けた Si

フォトニクス内蔵基板 

第 34 回エレクトロニクス実装学会

春季講演大会 
2020 年 3 月 

乗木 暁、

他 

PETRA、

AIST 

曲面マイクロミラーを用いた

シリコンフォトニクスの広帯

域垂直光 I/O 

第 34 回エレクトロニクス実装学会

春季講演大会 
2020 年 3 月 

須田 

悟、他 

PETRA、

AIST 

シングルモードポリマー光導

波路を用いた 43Gb/s 光伝送

および LAN-WDM による大

容量化 

第 34 回エレクトロニクス実装学会

春季講演大会 
2020 年 3 月 

乗木 暁、

他 

PETRA、

AIST 

Key technology developments of 

active optical package (AOP) 

substrate for co-packaging of 

silicon photonics 

SPIE Photonics Europe 2020 2020 年 3 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクスによる

集積化・高密度化の進展と将

来展望 

2020 年電子情報通信学会総合大会 2020 年 3 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

歪 SiGe 層を用いた C バンド

帯高性能 Si 光変調器および

Si 光トランシーバへの応用 

2020 年電子情報通信学会総合大会 2020 年 3 月 
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岡本 大

典、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

A 25-Gb/s × Four-Channel 

Chip-Scale Optical Receiver 

Operating at up to 85°C with a 

Temperature-Compensation 

Function 

第 67 回応用物理学会春季学術講演

会 
2020 年 3 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

Ge/Si リブ導波路構造を用い

た電界吸収型光変調器の検討

（Ⅳ) 

第 67 回応用物理学会春季学術講演

会 
2020 年 3 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

High-Speed and 16λ-WDM 

Operation of Ge/Si Electro-

Absorption Modulator for C-

band Spectral Regime 

OFC2020 2020 年 3 月 

水谷 健

二 
PETRA 

光ハブ用 Distributed Switch に

よる、 複数ノード上 HBM２

メモリ間の集合通信特性 

Summer United Workshops on Parallel, 

Distributed and Cooperative Processing 
2020 年 7 月 

賣野 豊 PETRA 
ノード間光ハブ接続を用いた

並列行列積計算の高速化 

Summer United Workshops on Parallel, 

Distributed and Cooperative Processing  
2020 年 7 月 

小野 英

輝  

沖電気工

業(株）、

PETRA 

高感度低偏波依存 1600nm 帯

受光可能な導波路型 Ge-APD 

電子情報通信学会 レーザ・量子エ

レクトロニクス（LQE）研究専門委

員会 8 月研究会 

2020 年 8 月 

竹村 浩

一 
PETRA 

部品内蔵技術のシリコンフォ

トニクスへの展開 

エレクトロニクス実装学会部品内蔵

技術委員会 2020 年度第 2 回公開研

究会 

2020 年 8 月 

小野 英

輝、他 

沖電気工

業(株)、

PETRA 

高感度低偏波依存 1600nm 帯

受光可能な導波路型 Ge-APD 

電子情報通信学会 レーザ・量子エ

レクトロニクス（LQE）研究専門委

員会 8 月研究会 

2020 年 8 月 
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藤方 潤

一 
PETRA 

High-Speed Ge/Si Electro-

Absorption Optical Modulator 

with C-band Wavelengths 

Operation at high Temperature 

up to 85℃ 

SSDM2020 2020 年 9 月 

岡山 秀

彰 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

偏波変換器を使用した偏波無

依存 Si 導波路 Bragg グレー

ティング共振器波長フィルタ 

第 81 回応用物理学会秋季学術講演

会 
2020 年 9 月 

藤方 潤

一 
PETRA 

Ge/Si リブ導波路構造を用い

た電界吸収型光変調器の高温

動作に関する検討 

第 81 回応用物理学会秋季学術講演

会 
2020 年 9 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工

業(株)、

PETRA 

偏波変換器を使用した偏波無

依存 Si 導波路 Bragg グレー

ティング共振器波長フィルタ 

第 81 回応用物理学会秋季学術講演

会 
2020 年 9 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

High-Speed Ge/Si Electro-

Absorption Optical Modulator 

with C-band Wavelengths 

Operation at high Temperature 

up to 85℃ 

SSDM2020 2020 年 9 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

Ge/Si リブ導波路構造を用い

た電界吸収型光変調器の高温

動作に関する検討 

第 81 回応用物理学会秋季学術講演

会 
2020 年 9 月 

岡山 秀

彰 

沖電気工

業(株）、

PETRA 

Silicon Waveguide 

Contradirectional Coupler 

Polarization Rotation Bragg 

Grating 

2020 IEEE Photonics Conference (IPC) 2020 年 10 月 

天野 建 
AIST、

PETRA 
光実装技術の取り組み CEATEC2020 2020 年 10 月 

天野 建 
AIST、

PETRA 

シリコンフォトニクス向けポ

リマー光材料インターフェー

ス 

光通信技術展（FOE） 2020 年 10 月 



249 
 

小倉 一

郎 
PETRA 

Si フォトニクスと光インター

コネクションの最新動向 
光通信技術展（FOE） 2020 年 10 月 

小倉 一

郎 
PETRA 

Si フォトニクスと光インター

コネクションの最新動向 
光通信技術展（FOE） 2020 年 10 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクスによる

集積化・高密度化の進展と将

来展望 

Photonics Device Workshop 2020 2020 年 11 月 

藤方 潤

一 
PETRA 

Si photonics devices for 

electronics-photonics 

convergence system 

大阪大学フォトニクスセンター 

2020 年度フォトニクスセミナー 
2020 年 11 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクスによる

集積化・高密度化の進展と将

来展望 

Photonics Device Workshop 2020 2020 年 11 月 

藤方 潤

一 
PETRA 

Si photonics devices for 

electronics-photonics 

convergence system 

大阪大学フォトニクスセンター 

2020 年度フォトニクスセミナー 
2020 年 11 月 

堀川 剛 PETRA 

A Compact Monitoring Circuit 

to Accurately Extract 

Fabrication Deviations in Silicon 

Waveguides 

The 46th European Conference on 

Optical Communication (ECOC) 
2020 年 12 月 

乗木 暁

博 

AIST、

PETRA 

Demonstration of Optical Re-

Distribution on Silicon 

Photonics Die Using Polymer 

Waveguide and Micro Mirrors 

The 46th European Conference on 

Optical Communication (ECOC) 
2020 年 12 月 

小野 英

輝  

沖電気工

業(株）、

PETRA 

1600nm 帯受光に適した高利

得導波路型 Ge-SACM-APD 
2021 年電子情報通信学会総合大会 2021 年 3 月 

秋山 知

之 

PETRA、

富士通㈱ 

シリコン光集積回路上多波

長・高スペクトル効率波長多

重を実現する Cascaded AMZ 

Triplet 型分波器 

2021 年電子情報通信学会総合大会 2021 年 3 月 
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村尾 覚

志 
PETRA 

キャリア空乏型マッハ・ツェ

ンダシリコン変調器における

光位相シフタのコンパクトモ

デルの提案およびパラメータ

抽出 

2021 年電子情報通信学会総合大会 2021 年 3 月 

岡山 秀

彰 

PETRA、

沖電気工

業(株） 

モード次数変換と異幅導波路

間回折を使用した Si 導波路

Bragg グレーティング素子 

第 68 回応用物理学会春季学術講演

会 
2021 年 3 月 

藤方 潤

一 
PETRA 

横型 PIN 接合構造を用いた導

波路型 Ge 受光器の高速動作

特性の検討(II) 

第 68 回応用物理学会春季学術講演

会 
2021 年 3 月 

村尾 覚

志 
PETRA 

Compact modeling and 

parametric extraction of phase 

shifters in carrier-depletion 

Mach-Zehnder silicon 

modulators 

Photonics West 2021 2021 年 3 月 

天野 建 
AIST、

PETRA 

Development of optical coupling 

technologies for Si-photonics-

die embedded package substrate 

SPIE Photonics West Digital Forum 

2021 
2021 年 3 月 

乗木 暁

博 

AIST、

PETRA 

アクティブ光パッケージ基板

に向けたマイクロミラー・ポ

リマー導波路集積技術 

第 35 回エレクトロニクス実装学会

春季講演大会 
2021 年 3 月 

竹村 浩

一 
PETRA 

部品内蔵基板を用いたコパッ

ケージ用小型光モジュールの

検討 

第 35 回エレクトロニクス実装学会

春季講演大会 
2021 年 3 月 

小野 英

輝、他 

沖電気工

業(株)、

PETRA 

1600nm 帯受光に適した高利

得導波路型 Ge-SACM-APD 
2021 年電子情報通信学会総合大会 2021 年 3 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工

業(株)、

PETRA 

モード次数変換と異幅導波路

間回折を使用した Si 導波路

Bragg グレーティング素子 

応用物理学会春季学術講演会 2021 年 3 月 
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藤方 潤

一、他 
PETRA 

横型 PIN 接合構造を用いた導

波路型 Ge 受光器の高速動作

特性の検討(II) 

第 68 回応用物理学会春季学術講演

会 
2021 年 3 月 

秋山 知

之、他 

PETRA、

富士通(株) 

シリコン光集積回路上多波

長・高スペクトル効率波長多

重を実現する Cascaded AMZ 

Triplet 型分波器 

電子情報通信学会総合大会 2021 年 3 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

Compact modeling and 

parametric extraction of phase 

shifters in carrier-depletion 

Mach-Zehnder silicon 

modulators 

Photonics West 2021 2021 年 3 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

キャリア空乏型マッハ・ツェ

ンダシリコン変調器における

光位相シフタのコンパクトモ

デルの提案およびパラメータ

抽出 

電子情報通信学会 総合大会 2021 年 3 月 

水谷 健

二、他 

PETRA、

NII 

Accelerating Parallel Sort on 

Tightly-Coupled FPGAs enabled 

by Onboard Si-Photonics 

Transceivers 

OFC2021 2021 年 6 月 

八重樫 

浩樹 
PETRA 

5G ネットワーク向け超小型

光トランシーバー 

エレクトロニクス実装学会 部品内

蔵技術委員会公開研究会 
2021 年 6 月 

秋山 知

之、他 

PETRA、

富士通(株) 

A Crosstalk-Free (-49 dB) 

Silicon WDM Demultiplexer 

Controlled Fully Automatically 

with an ASIC 

OFC2021 2021 年 6 月 

天野 建 

他 

PETRA, 

AIST 

Polymer Waveguide-coupled 

Co-packaged Silicon Photonics 

Transceiver Modules 

OFC 2021 2021 年 6 月 

賣野 

豊、他 

PETRA、

NII 

フルメッシュ接続された

FPGA クラスターによる分散

ソートの高速化 

Summer United Workshops on Parallel, 

Distributed and Cooperative Processing 

(SWoPP 2021) 

2021 年 7 月 
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中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクスの基礎

と光トランシーバの集積化・

高密度化応用 ～これからの

時代に必要な大容量光インタ

ーコネクションのキーテクノ

ロジー～ 

サイエンス＆テクノロジー セミナ

ー 
2021 年 7 月 

天野 建 
PETRA, 

AIST 

ポリマー光導波路を用いた光

電気ハイブリッドパッケージ

技術 

日本工業出版「光アライアンス」 2021 年 7 月 

天野 建 
PETRA, 

AIST 

光電コパッケージにおける光

実装技術 
光産業技術マンスリーセミナー 2021 年 7 月 

岡山 秀

彰、他 

PETRA、

沖電気工

業(株) 

多モードシステム用 MMI カ

プラ構成とその応用 
第応用物理学会秋季学術講演会 2021 年 9 月 

清水 隆

徳、他 
PETRA 

Error-Free Operation for Fully 

Connected Wavelength-Routing 

Interconnect among 8 FPGAs 

with 2.8-Tbit/s Total Bandwidth 

47th European Conference on Optical 

Communication(ECOC2021) 
2021 年 9 月 

秋山 知

之、他 

PETRA、

富士通(株) 

Temperature-Insensitive 

Crosstalk-Free WDM 

Demultiplexing Using 

Controller-Integrated Cascaded 

AMZ Triplet on Si Nano-

Waveguide PIC Platform 

47th European Conference on Optical 

Communication 
2021 年 9 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

マッハ・ツェンダ型シリコン

光変調器のアーム間不均衡に

よる OMA ペナルティの評価 

2021 年応用物理学会秋季学術講演

会 
2021 年 9 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

シリコン光変調器の消光比お

よび位相シフタ吸収損失のウ

ェーハレベル自動評価技術の

開発 

2021 年電子情報通信学会ソサイエ

ティ大会 
2021 年 9 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

シリコンフォトニクスによる

光トランシーバの集積化・高

密度化の進展 

FOE2021 2021 年 10 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

SCR を活用したシリコンフォ

トニクス集積回路技術の構築 
第 13 回 TIA シンポジウム 2021 年 10 月 
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秋山 知之 
PETRA、

富士通(株) 

シリコン光集積回路で多波

長・高スペクトル効率波長分

割多重を実現する Cascaded 

AMZ Triplet 型分波器 

フォトニックデバイス応用技術研究

会 
2021 年 10 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

キャリア空乏マッハ・ツェン

ダ型シリコン光変調器におけ

る位相シフタのコンパクトモ

デルの提案ならびにパラメー

タ抽出 

2021 年 10 月電子情報通信学会光エ

レクトロニクス（OPE）研究会 
2021 年 10 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

マッハ・ツェンダ型シリコン

光変調器のアーム間不均衡に

よる OMA ペナルティの理論

および実験的検討 

2021 年 10 月電子情報通信学会光エ

レクトロニクス（OPE）研究会 
2021 年 10 月 

中村 隆

宏 
PETRA 

SCR を活用したシリコンフォ

トニクス集積回路技術の構築 

2021 年第 3 回 TIA ナノエレクトロ

ニクス MG 委員会 
2021 年 11 月 

岡山 秀

彰、他 

PETRA、

沖電気工

業(株) 

Polarization rotator Bragg 

grating assisted wavelength 

selective polarization alignment 

arXiv 2021 年 12 月 

賣野 

豊、他 

PETRA、

NII 

A 243-GB/s Distributed 

Counting Sort by Reduced 

Memory Accesses on an Eight-

FPGA Cluster 

27th Asia and South Pacific Design 

Automation Conference (ASP-DAC 

2022) 

2022 年 1 月 

田中 有 
PETRA、

富士通(株) 

High-speed Silicon photonics 

link in high performance 

computing(tentative)  

Resource Disaggregation In High 

Performance Computing (RESDIS-Asia 

2022), Workshop at HPC Asia 2022 

2022 年 1 月 

青木 剛、

乗木暁博 

他 

PETRA, 

AIST 

High-Density Passive Assembly 

of Fiber Optic Array to Single-

Mode Polymer Waveguides 

Using Embedded V-grooves for 

Co-packaged Optics 

SPIE Photonics West 2022 2022 年 1 月 
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須田 悟史 

他 

PETRA, 

AIST 

112-Gb/s PAM4 transmission 

using polymer-waveguide-

coupled silicon-photonics for 

next-generation co-packaged 

optics 

SPIE Photonics West 2022 2022 年 1 月 

岡本 大

典、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

超小型 Si-Photonics トランシ

ーバ“光 I/O コア”の進展 
電子情報通信学会 2022 年総合大会 2022 年 3 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

マッハ・ツェンダ型シリコン

光変調器のデュアル駆動によ

るチャープ可変量の理論的検

討 

2022 年応用物理学会春季学術講演

会 
2022 年 3 月 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

マッハ・ツェンダ型シリコン

光変調器のアーム間不均衡に

よるチャープへの影響検討 

2022 年電子情報通信学会総合大会 2022 年 3 月 
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(2) 論文 

 

発表者 所属 タイトル 

雑誌名・学会

名・イベント名

等 

ページ 発表年月日 

Y. Hinakura, 

et al. 

横浜国立大

学 

Electro-optic phase matching 

in Si photonic crystal slow 

light modulator using 

meander-line electrodes 

Optics Express 11538 - 11545 2018 年 4 月 

J. Kwoen,et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

All MBE grown InAs/GaAs 

quantum dot lasers on on-axis 

Si (001) 

Opt. Express 11568 - 11576 2018 年 4 月 

J. 

Tatebayashi, 

et al. 

The 

University 

of Tokyo 

Nanowire-quantum-dot lasers 

on flexible membranes 
Appl. Phys. 

065002-1 -  

065002-4 
2018 年 5 月 

H. 

Yoshikawa, et 

al. 

Sharp 

Corporation, 

The 

University 

of Tokyo 

Observation of infrared 

absorption of InAs quantum 

dot structures in AlGaAs 

matrix toward high-efficiency 

solar cells 

Jpn. J. Appl. 
062001-1 -  

062001-5 
2018 年 5 月 

R. Katsumi, 

Y. Ota, et al. 

The 

University 

of Tokyo 

Transfer-printed single-photon 

sources coupled to wire 

waveguides 

Optica 691 - 694 2018 年 5 月 

T. H. Xiao, et 

al. 
東京大学 

Mid-infrared high-Q 

germanium microring 

resonator 

Optics Letters 2885 – 2888 2018 年 6 月 

A. Osada, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Transfer-printed quantum-dot 

nanolasers on a silicon 

photonic circuit 

Appl. Phys. 

Express 

072002-1 - 

072002-4 
2018 年 6 月 
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K. Kuruma, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Time-resolved vacuum Rabi 

oscillations in a quantum-dot-

nanocavity system 

Phys. Rev. B 
235448-1 - 

235448-7  
2018 年 6 月 

J. Fujikata, et 

al. 

東京大学、

PETRA 

High-performance Si optical 

modulator and Ge 

photodetector and their 

application to silicon 

photonics integrated circuit 

ECS Trans. 17 – 25 2018 年 7 月 

C. P. Ho, et 

al. 
東京大学 

Tunable grating coupler by 

thermal actuation and thermo-

optic effect 

IEEE Photonics 

Technology 

Letters 

1503 – 1506 2018 年 7 月 

Y. Ota, et al. 

The 

University 

of Tokyo 

Advanced Photonic Crystal 

Nanocavity Quantum Dot 

Lasers 

IEICE Trans. 

Electron 
553 - 560 2018 年 7 月 

Q. H. Vo, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Two dimensional photonic 

crystal nanocavities with 

InAs/GaAs quantum dot 

active regions embedded by 

MBE regrowth 

Jpn. J. Appl. 

Phys. 

 08PD03-1 - 

08PD03-4   
2018 年 7 月 

N. Nishiyama, 

et al. 

東京工業大

学 

Si-photonics-based Layer-to-

layer Coupler Toward 3D 

Optical Interconnection 

IEICE 

Transactions on 

Electronic 

501 - 508 2018 年 7 月 

J. Suzuki, et 

al. 

東京工業大

学 

Highly efficient double-taper-

type coupler between III-

V/Silicon-on-insulator hybrid 

device and silicon waveguide 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

501 - 508 2018 年 8 月 

T.-H. Xiao, et 

al. 
東京大学 

High-Q germanium optical 

nanocavity 
Photonics Res. 925 – 928 2018 年 9 月 
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J. Kang, et al. 東京大学 

Ge photodetector 

monolithically integrated with 

amorphous Si waveguide on 

wafer-bonded Ge-on-insulator 

substrate 

Optics Express 30546 – 30555 2018 年 11 月 

Y. Ota, et al. 

The 

University 

of Tokyo 

Topological photonic crystal 

nanocavity laser 
Commun. Phys. 1 - 8 2018 年 11 月 

H. 

Yoshikawa, et 

al. 

Sharp 

Corporation, 

The 

University 

of Tokyo 

InAs/GaAs quantum dot 

infrared photodetectors on on-

axis Si (100) substrates 

Electron. Lett. 1395 - 1397 2018 年 11 月 

Q. Li, et al. 東京大学 

Ultra-power-efficient 2 × 2 Si 

Mach-Zehnder interferometer 

optical switch based on III-

V/Si hybrid MOS phase 

shifter 

Optics Express 35003 – 35012 2018 年 12 月 

Takashi 

Asano, et al. 

Kyoto 

University 

Photonic Crystal Devices in 

Silicon Photonics 

Proceedings of 

the IEEE 
  2018 年 

Daiki 

Yamashita, et 

al. 

Kyoto 

University, 

Osaka 

Prefecture 

University 

Lasing dynamics of optically-

pumped ultralow-threshold 

Raman silicon nanocavity 

lasers 

Physical Review 

Applied 
  2018 年 

Daiki 

Yamashita, et 

al. 

Kyoto 

University, 

Osaka 

Prefecture 

University 

Strongly asymmetric 

wavelength dependence of 

optical gain in nanocavity-

based Raman silicon lasers 

Optica   2018 年 

Takashi 

Asano, et al. 

Kyoto 

University 

Optimization of photonic 

crystal nanocavities based on 

deep learning 

Optics Express   2018 年 

Y. Akashi, et 

al. 

Waseda 

Univ. 

NICT 

Demonstration of All-Optical 

Logic Gate Device using 

MQW-SOA and 10Gbps 

XNOR Operation  

Physica Status 

Solidi A,  
1800529 2018 年 
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岡山 秀

彰、他 

沖電気工業

(株）、

PETRA 

Wavelength filter using twin 

one-dimensional photonic 

crystal cavity silicon 

waveguides 

Electronics 

Letters 
107–109 2019 年 1 月 

岡本 大

典、他 

PETRA、

アイオーコ

ア株式会社 

25 Gb/s × Four-Channel Chip-

Scale Optical Receiver 

Operating up to 85°C with a 

Temperature-Compensation 

Function 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics (JJAP) 

SBEE04-1～6 2019 年 2 月 

T. Fujigaki, et 

al. 
東京大学 

High-efficiency Ge thermo-

optic phase shifter on Ge-on-

insulator platform 

Optics Express 6451 – 6458 2019 年 2 月 

J. Kwoen, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

High-temperature continuous-

wave operation of directly 

grown InAs/GaAs quantum 

dot lasers on on-axis Si (001) 

Opt. Express 2681 - 2688  2019 年 2 月 

M. Takenaka, 

et al. 

東京大学、

PETRA 

III-V/Si hybrid MOS optical 

phase shifter for Si photonic 

integrated circuits 

IEEE/OSA 

Journal of 

Lightwave 

Technology 

1474 – 1483 2019 年 3 月 

J. Kwoen, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Elimination of anti-phase 

boundaries in a GaAs layer 

directly-grown on an on-axis 

Si(001) substrate by 

optimizing an AlGaAs 

nucleation layer 

Jpn. J. Appl. 
SBBE07-1 - 

SBBE07-5 
2019 年 3 月 

R. Katsumi, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Quantum-dot single-photon 

source on a CMOS silicon 

photonic chip integrated using 

transfer printing 

APL Photonics 
036105-1 -  

036105-6  
2019 年 3 月 

田中 有 PETRA 

Recent Progress in 

Development of Large-

Capacity Integrated Silicon 

Photonics Transceivers 

電子情報通信学

会英文論文誌 C 
357-363 2019 年 4 月 
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太縄 陽

介、他 
PETRA 

Polarization insensitive 

wavelength de-multiplexer 

using arrayed waveguide 

grating and polarization 

rotator / splitter 

Electronics 

Letters 
475-476 2019 年 4 月 

中村 隆宏 PETRA 

Fingertip-size optical module, 

"Optical I/O Core", based on 

silicon photomics integration 

and optical/electrical 

assembly, and its application 

to FPGA 

IEICE 

Transactions C 
333-339 2019 年 4 月 

T. Sanjoh, et 

al. 
東京大学 

Thermal properties of III–V 

on a SiC platform for photonic 

integrated circuits 

Jpn. J. Appl. 

Phys 
SBBE06 2019 年 4 月 

Y. Taguchi, et 

al. 
東京大学 

Numerical analysis of Ge/Si 

hybrid MOS optical modulator 

operating at mid-infrared 

wavelength 

Jpn. J. Appl. 

Phys 
 SBBE03 2019 年 4 月 

A. Tamada, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Single Plasmon Generation in 

an InAs/GaAs Quantum Dot 

in a Transfer-Printed 

Plasmonic Microring 

Resonator 

ACS Photonics 1106 - 1110  2019 年 4 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工業

(株）、

PETRA 

Asymmetric directional 

coupler type contra-directional 

polarization rotator Bragg 

grating 

JJAP Brief Notes 68002 2019 年 5 月 

Y. Hinakura, 

et al. 

横浜国立大

学 

64 Gbps Si photonic crystal 

slow light modulator by 

electro-optic phase matching 

Optics Express 14321 - 14327 2019 年 5 月 

Y. Ota, et al. 

The 

University 

of Tokyo, 

National 

Institute for 

Materials 

Science 

Photonic crystal nanocavity 

based on a topological corner 

state 

Optica 786 -  789  2019 年 5 月 
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C.-P. Ho, et 

al.a 
東京大学 

Mid-infrared tunable Vernier 

filter on a germanium-on-

insulator photonic platform 

Optics Letters 2779 – 2782 2019 年 6 月 

乗木 暁、

他 

AIST、

PETRA 

45-degree curved micro-

mirror for vertical optical I/O 

of silicon photonics chip 

Optics Express 19749-19757 2019 年 7 月 

W. Lin, et al. 

The 

University 

of Tokyo 

Spin-dependent directional 

emission from a quantum dot 

ensemble embedded in an 

asymmetric waveguide 

Opt. Lett. 3749 - 3752 2019 年 7 月 

W. Zhan, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Emission at 1.6 μm from InAs 

Quantum Dots in 

Metamorphic InGaAs Matrix 

Phys. Stat. Sol. 

(b) 

1900392-1 -  

1900392-6  
2019 年 9 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工業

(株）、

PETRA 

Reflective arrayed waveguide 

grating with parallel arms 

using one-dimensional 

photonic crystal reflector 

Electronics 

Letters 
  2019 年 10 月 

鄭 錫煥 PETRA 

Broadband 1×8 Channel 

Silicon-Nanowire-Waveguide 

WDM Filter Based on Point-

Symmetric Mach-Zehnder 

Interferometric Optical 

Couplers in O-band Spectral 

Regime 

Optics Express 3564-3575 2019 年 12 月 

Y. Ota, et al. 

The 

University 

of Tokyo, 

NTT 

Corporation, 

RIKEN, 

CNRS,  

University 

of California 

Berkeley 

Active topological photonics Nanophotonics 547 - 567 2019 年 12 月 

Ryotaro 

Konoike, et 

al. 

Kyoto 

University 

On-chip dynamic time 

reversal of light in a 

coupled-cavity system 

APL Photonics  2019 年 
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Takashi 

Asano, et al. 

Kyoto 

University 

Iterative optimization of 

photonic crystal nanocavity 

designs by using deep neural 

networks 

Nanophotonics  2019 年 

Masahiro 

Nakadai, et al. 

Kyoto 

University, 

Osaka 

Prefecture 

University 

Statistical evaluation of Q 

factors of fabricated photonic 

crystal nanocavities designed 

by using a deep neural 

network 

Applied Physics 

Express 
 2019 年 

鄭 錫煥、

他 

PETRA、

沖電気工業

(株)、AIST 

Polarization Diversified 16λ 

Demultiplexer Based on 

Silicon Wire Delayed 

Interferometers and Arrayed 

Waveguide Gratings 

Journal of 

Lightwave 

Technology 

2680-2687 2020 年 1 月 

R. Katsumi, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

In situ wavelength tuning of 

quantum-dot single-photon 

sources integrated on a 

CMOS-processed silicon 

waveguide 

Appl. Phys. Lett.  
041103-1 - 

041103-15  
2020 年 1 月 

Y. Miyatake, 

et al. 
東京大学 

Computational design of 

efficient grating couplers 

using artificial intelligence 

 Jpn. J. Appl. 

Phys. 
SGGE09 2020 年 3 月 

Q. Li, et al. 東京大学 

Optical phase modulators 

based on reverse-biased III-

V/Si hybrid metal-oxide-

semiconductor capacitors 

IEEE Photonics 

Technology 

Letters 

345 – 348 2020 年 3 月 

乗木 暁、他 
PETRA、

AIST 

Beam Waist Controlled 

Vertical Optical Path 

Conversion Using Integrated 

Curved Micro Mirror for 

Silicon Photonics 

Japanese journal 

of applied 

physics 

SOOB02 2020 年 4 月 

M. Takenaka, 

et al. 
東京大学 

III-V/Si hybrid optical 

modulators based on MOS 

capacitor 

Proc. SPIE 1136402 2020 年 4 月 

C.-P. Ho, et 

al. 
東京大学 

Tunable germanium-on-

insulator band-stop optical 

filter using thermo-optic effect 

IEEE Photonics 

Journal 
1 – 7 2020 年 4 月 



262 
 

K. Kuruma, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Surface-passivated high-Q 

GaAs photonic crystal 

nanocavity with quantum dots 

APL Photonics 
046106-1 - 

046106-6 
2020 年 4 月 

庄司雄哉 
東京工業大

学 

不揮発機能を有する磁性光

スイッチ 
光アライアンス  20 - 24 2020 年 4 月 

Y. Wang, et 

al. 

東京工業大

学 

High-quality InP/SOI 

heterogeneous material 

integration by room 

temperature surface-activated 

bonding for hybrid photonic 

devices 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

52004 2020 年 4 月 

鄭 錫煥、

他 

PETRA、

AIST 

Phase behaviors for silicon-

wire multistage delayed 

interferometric WDM filters 

across whole 300-mm silicon-

on-insulator wafer 

Journal of 

Optical Society 

of America B 

1847-1856 2020 年 5 月 

乗木 暁、他 
PETRA、

AIST 

Mirror-based silicon-

photonics vertical I/O with 

coupling efficiency 

enhancement for standard 

single-mode fiber 

Journal of 

Lightwave 

Technology 

3147-3155 2020 年 5 月 

Z. Zhao, et al. 東京大学 

Efficient mid-infrared 

germanium variable optical 

attenuator fabricated by spin-

on-glass doping 

IEEE/OSA 

Journal of 

Lightwave 

Technology 

 4808 – 4816 2020 年 5 月 

J, Kwoen, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Classification of Reflection 

High-Energy Electron 

Diffraction Pattern Using 

Machine Learning 

Crystal Growth 

and Design 
5289 - 5293 2020 年 5 月 

Y. Hinakura, 

et al. 

横浜国立大

学 

Development of 64 Gbps Si 

photonic crystal modulator 

IEICE 

Transaction on 

Electronics 

635 - 644 2020 年 7 月 

K. Kuruma, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Strong Coupling Between a 

Single Quantum Dot and an 

L4/3 Photonic Crystal 

Nanocavity 

Appl. Phys. 

Express 

82009-1 - 

82009-5  
2020 年 7 月 



263 
 

天野 建 
AIST、

PETRA 

アクティブオプティカルパ

ッケージ実現に向けたシリ

コンフォトニクス用マイク

ロミラー 

応用物理学会フ

ォトニクスニュ

ース 

 12-16 2020 年 8 月 

Y. Hinakura, 

et al. 

横浜国立大

学 

Silicon photonic crystal 

modulators for high-speed 

transmission and wavelength 

division multiplexing 

IEEE Journal of 

Selected Topics 

in Quantum 

Electronics 

4900108 2020 年 9 月 

R. H. 

Neranjith, et 

al. 

東京工業大

学 

All-optical serial-to-parallel 

converter based on nonlinear 

effects in silicon 

microring resonators 

IEICE 

Electronics 

Express 

20200227 2020 年 9 月 

藤方 潤一 PETRA 

High-speed Ge/Si electro-

absorption optical modulator 

in C-band operation-

wavelengths 

Optics Express 33123-33134 2020 年 10 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

High-speed Ge/Si electro-

absorption optical modulator 

in C-band operation-

wavelengths 

Optics Express 33123 - 33134 2020 年 10 月 

太田 泰友 

他 

The 

University 

of Tokyo 

転写プリント法による光素

子のシリコン上ハイブリッ

ド光集積 

レーザー研究  545 - 549 2020 年 10 月 

T. Murai, et 

al. 

東京工業大

学 

Nonvolatile magneto–optical 

switches integrated with 

magnet stripe array 

Optics Express 31675 – 31685 2020 年 10 月 

庄司雄哉 他 
東京工業大

学 

シリコン導波路上への磁性

材料貼り合わせによる集積

型光アイソレーター 

レーザー研究 540 - 544 2020 年 10 月 

T. Mitarai, et 

al. 

東京工業大

学 

Design and measurement of 

broadband loop mirror with 

curved directional coupler 

based on Si waveguides 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

112002 2020 年 10 月 



264 
 

岡山 秀彰 

沖電気工業

(株）、

PETRA 

Polarization insensitive silicon 

waveguide wavelength filter 

using polarization rotator and 

mode conversion Bragg 

grating with resonator cavity 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

128002 2020 年 11 月 

岡山 秀

彰、他 

沖電気工業

(株)、

PETRA 

Polarization insensitive silicon 

waveguide wavelength filter 

using polarization rotator and 

mode conversion Bragg 

grating with resonator cavity 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

128002 2020 年 11 月 

S. Ohno, et al. 
東京大学、

PETRA 

Taperless Si hybrid optical 

phase shifter based on a metal-

oxide-semiconductor capacitor 

using an ultrathin InP 

membrane 

Optics Express 35663 – 35673 2020 年 11 月 

S. A. M. E. 

Moataz, et al. 

東京工業大

学 

Fabrication of Si photonic 

waveguides by electron beam 

lithography using improved 

proximity effect correction 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

126502 2020 年 11 月 

T. Murai, et 

al. 

東京工業大

学 

Magneto-optical Microring 

Switch Based on Amorphous 

Silicon-on-Garnet Platform for 

Photonic Integrated Circuits 

IEICE Trans. 

Electron. 
645–652 2020 年 11 月 

S. Isawa, et al. 

Waseda 

Univ. 

NICT 

Regional band-gap tailoring of 

1550nm-band InAs quantum 

dot Intermixing by controlling 

ion implantation depth 

Physica Status 

Solidi A 
1900521 2020 年 

Y.Hiraishi, et 

al. 

Waseda 

Univ. 

Univ. of 

Tokyo 

InAs/GaAs Quantum Dot 

Intermixing by Dry Etching 

and Ion Implantation”,  

Physica Status 

Solidi A 
1900851 2020 年 

J, Kwoen, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

Classification of in situ 

reflection high energy electron 

diffraction images by principal 

component analysis 

Jpn. J. Appl. 

Phys. 

SBBK03-1 - 

SBBK03-4 
2021 年 1 月 



265 
 

藤方 潤一 PETRA 

High-Efficiency of Narrow-

Width MOS Capacitor Type 

Si Optical Modulator with TM 

Mode Excitation 

Optics Express 10104-10116 2021 年 3 月 

水谷 健二 PETRA 

OPTWEB: A Lightweight 

Fully Connected Inter-FPGA 

Network for Efficient 

Collectives 

Special Issue on 

Communications 

for Many-Core 

Processors and 

Accelerators 

(IEEE Computer 

Society) 

1 - 14 2021 年 3 月 

秋山 知之 
PETRA、

富士通㈱ 

Cascaded AMZ Triplets: A 

Novel Class of Demultiplexers 

Enabling Dense WDM on Si 

PICs with Ultralow Crosstalk 

and High Spectrum Efficiency 

Optics Express 7966-7985 2021 年 3 月 

藤方 潤

一、他 
PETRA 

High-Efficiency of Narrow-

Width MOS Capacitor Type 

Si Optical Modulator with TM 

Mode Excitation 

Optics Express 10104-10116 2021 年 3 月 

秋山 知之、

他 

PETRA、

富士通(株) 

Cascaded AMZ Triplets: A 

Novel Class of Demultiplexers 

Enabling Dense WDM on Si 

PICs with Ultralow Crosstalk 

and High Spectrum Efficiency 

Optics Express 7966 - 7985 2021 年 3 月 

Q. Li, et al. 東京大学 

Si racetrack optical modulator 

based on the III–V/Si hybrid 

MOS capacitor 

Optics Express 6824 – 6833 2021 年 3 月 

R. Shiratori, 

et al. 

横浜国立大

学 

Particle swarm optimization of 

silicon photonic crystal 

waveguide transitions 

Optics Letters 1904 - 1907 2021 年 4 月 



266 
 

J. Kwoen, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

E-band InAs Quantum Dot 

Laser on InGaAs metamorphic 

buffer layer with filter layer 

Electron. Lett. 567 - 568 2021 年 4 月 

高橋 博

之、他 

沖電気工業

(株) 

シリコンフォトニクス技術

の開発と光バイオセンサー

への技術展開 

OKI テクニカル

レビュー 
54 - 57 2021 年 5 月 

D. Minemura, 

et al. 

東京工業大

学 

Polarization coupler for 

polarization-rotating Mach-

Zehnder interferometer 

IEICE 

Electronics 

Express 

20210176 2021 年 5 月 

S. Ohno, et al. 東京大学 

Si microring resonator optical 

switch based on optical phase 

shifter with ultrathin-InP/Si 

hybrid metal-oxide-

semiconductor capacitor 

Optics Express 18502 – 18025 2021 年 6 月 

T.Niu, et al. 

The 

University 

of Tokyo 

GaAs-based 

microelectromechanical 

terahertz bolometers 

fabricated on highresistivity Si 

substrates using wafer 

bonding 

technique 

Appl. Phys. Lett. 
041104-1 - 

041104-5  
2021 年 7 月 

S. Liu, et al. 
東京工業大

学 

Mode-evolution-based TE 

mode magneto-optical isolator 

using asymmetric adiabatic 

tapered waveguides 

Optics Express 22838 - 22846 2021 年 7 月 

中村 隆宏 PETRA 

シリコンフォトニクスによ

る光トランシーバの集積

化・高密度化の進展と将来

展望 

電子情報通信学

会：和文論文誌

Ｃ 

218 - 224 2021 年 8 月 

J. Kwoen, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

InAs/InGaAs Quantum Dot 

Lasers on Multi-Functional 

Metamorphic Buffer Layers 

Opt. Express 29378 - 29386  2021 年 8 月 

M. A. 

Serrano-

Núñez, et al. 

東京工業大

学 

Design of ultra-compact TE 

mode ring optical isolator 

using a cobalt ferrite film for 

silicon photonic integrated 

circuits 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

092003-1–7 2021 年 8 月 



267 
 

R. H. 

Neranjith, et 

al. 

東京工業大

学 

4-Bit All-Optical Serial-to-

Parallel Converter With Sub-

dB/cm Delay Lines Based on 

Rib Waveguides 

Journal of 

Lightwave 

Technology 

6524 - 6530 2021 年 8 月 

K. Hirotani, et 

al. 

横浜国立大

学 

Si photonic crystal slow-light 

waveguide optimized by 

informatics technology 

Optics Letters  4422 - 4425 2021 年 9 月 

W. Zhan, et 

al. 

The 

University 

of Tokyo 

E-band InAs/GaAs Tri-layer 

Quantum Dot Lasers 

Phys. Stat. Sol. 

(a) 

2100419-1 

2100419-6 
2021 年 9 月 

R. Katsumi, et 

al. 

Toyohashi 

University 

of 

Technology, 

The 

University 

of Tokyo 

Unidirectional output from a 

quantum-dot single-photon 

source hybrid integrated on 

silicon 

Opt. Express 23 - 25 2021 年 10 月 

徳島 正

敏、他 
PETRA 

Nonlinear loss 

characterization of continuous 

wave guiding in silicon wire 

waveguides 

Applied Physics 

Express (APEX)  
12208-1～-4 2021 年 12 月 

徳島 正

敏、他 
PETRA 

A demonstration of in-depth 

analysis of Si-photonics 

circuits using OFDR: 

waveguides with grating 

couplers  

Optics Letters 162 - 165 2021 年 12 月 

Z. Zhao, et al. 東京大学 

Low-loss Ge waveguide at the 

2-µm band on an n-type Ge-

on-insulator wafer 

Opt. Mater. 

Express 
4097 – 4106 2021 年 12 月 

太田 泰友 

他  

Keio 

University, 

The 

University 

of Tokyo 

転写プリント法を用いた量

子/古典光源のハイブリッド

光集積 

電子情報通信学

会論文誌 C 
326 - 334 2021 年 12 月 



268 
 

Takeshi 

Shibata, et al. 

Kyoto 

University 

Fabrication and 

characterization of an L3 

nanocavity designed by an 

iterative machine-learning 

method 

APL Photonics 036113-1-10 2021 年 

Taro 

Kawakatsu, et 

al. 

Kyoto 

University, 

Osaka 

Prefecture 

University 

Sub-100-nW-threshold Raman 

silicon laser designed by a 

machine-learning method that 

optimizes the product of the 

cavity Q-factors 

Optics Express 17053 - 17068 2021 年 

Masahiro 

Nakadai, et al. 

Kyoto 

University 

Electrically controlled on-

demand photon transfer 

between high-Q photonic 

crystal nanocavities on a 

silicon chip 

Nature Photonics 113 - 118 2021 年 

牛田 淳 他 PETRA 

Systematic identification of 

crosstalk and bandwidth upper 

limit in highly cascaded 

Mach-Zehnder lattice optical 

filters 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

22001 2022 年 1 月 

M. A. 

Serrano-

Núñez, et al. 

東京工業大

学 

Small magnetless integrated 

optical isolator using a 

magnetized cobalt ferrite film 

IEICE Trans. 

Electron. 
2021500 2022 年 1 月 

清水 隆

徳、他 

PETRA、

NII 

Accelerating Parallel Data 

Processing using Optically 

Tightly-Coupled FPGAs 

Journal of 

Optical 

Communications 

and Networking 

(JOCN) 2021 

A166 - A179 2022 年 2 月 

岡本 大

典、他 

PETRA、

徳島大学 

112-Gb/s PAM-4 Silicon-

Photonics Receiver Integrated 

with SiGe-BiCMOS Linear 

Transimpedance Amplifier 

IEEE Photonics 

Technology 

Letters 

189 - 192 2022 年 2 月 

Y. Makihara, 

et al. 

東京工業大

学 

Design and characteristics of 

reflectivity tunable mirror 

with MZI and loop waveguide 

on SOI 

Japanese Journal 

of Applied 

Physics 

  2022 年 2 月 



269 
 

村尾 覚志 

他 
PETRA 

Compact behavioral model 

and parametric extraction for 

optical phase shifters in 

carrier-depletion Mach-

Zehnder silicon modulators 

Optics 

Communications 
127645 2022 年 3 月 

天野 建 他 
PETRA, 

AIST 

ポリマー光導波路を用いた

光電コパッケージ 

エレクトロニク

ス実装学会誌 
162 - 165 2022 年 3 月 
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(3) 特許等（知財） 

 

出願者 出願番号 国内・国外・PCT 出願日 状態 名称 

日本電気株

式会社，技

術研究組合

光電子融合

基盤技術研

究所 

２０２０－

１０９６９

４ 

ＪＰ：日本国 2020.6.25 出願継続中 

計算機、並列計

算機システム、

方法及びプログ

ラム 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２０－

０８３６５

０ 

ＪＰ：日本国 2020.5.12 出願継続中 

光波長フィルタ

及び波長分離光

回路 

沖電気工

業，技術研

究組合光電

子融合基盤

技術研究所 

２０２０－

０８３６５

１ 

ＪＰ：日本国 2020.5.12 出願継続中 光波長フィルタ 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

２０１９－

０９３３９

６ 

ＪＰ：日本国 2019.5.17 出願継続中 光半導体素子 

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２０－

５１２８９

１ 

ＪＰ：日本国 2020.3.3 出願継続中 
並列計算方法お

よびシステム 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

日本電気株

式会社 

１６／７８

８７５６

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2020.2.12 出願継続中 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＥＬＥＭＥＮＴ 



271 
 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

ＪＰ２０１

９／０２８

２５２（Ｗ

Ｏ） 

ＷＯ：世界知的所有

権機関（ＷＩＰＯ）

（国際事務局） 

2019.7.18 出願継続中 
並列計算方法お

よびシステム 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

沖電気工業

株式会社 

特願２０１

８－１５２

９６６ 

ＪＰ：日本国 2018.8.15 登録済み 
光ハイブリッド

回路 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

８－１５２

９６７ 

ＪＰ：日本国 2018.8.15 登録済み 波長フィルタ 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

８－１７１

３６２ 

ＪＰ：日本国 2018.9.13 登録済み 光導波路素子 

富士通株式

会社，日本

電気株式会

社，技術研

究組合 光

電子融合基

盤技術研究

所 

特願２０１

８－１７２

３２０ 

ＪＰ：日本国 2018.9.14 出願継続中 

並列計算機シス

テム、並列計算

機システムの制

御方法、及びプ

ログラム 



272 
 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

８－１７７

８４３ 

ＪＰ：日本国 2018.9.21 出願継続中 
光導波路モジュ

ール 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

沖電気工業

株式会社 

特願２０１

８－１７８

２１９ 

ＪＰ：日本国 2018.9.25 登録済み 

半導体受光素

子、及び光電融

合モジュール 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

８－２２０

５３７ 

ＪＰ：日本国 2018.11.26 登録済み 偏波分離素子 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

８－２２０

５３８ 

ＪＰ：日本国 2018.11.26 登録済み 光導波路回路 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

沖電気工業

株式会社 

特願２０１

９－００４

４６８ 

ＪＰ：日本国 2019.1.15 登録済み 光導波路回路 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－００４

４６９ 

ＪＰ：日本国 2019.1.15 登録済み 光導波路回路 



273 
 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－０１１

０７４ 

ＪＰ：日本国 2019.1.25 登録済み 
波長制御素子及

び波長制御方法 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

日本電気株

式会社 

特願２０１

９－０２５

２３５ 

ＪＰ：日本国 2019.2.15 出願継続中 光学素子 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－０２５

４６１ 

ＪＰ：日本国 2019.2.15 登録済み 光波長フィルタ 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－０３４

２４３ 

ＪＰ：日本国 2019.2.27 登録済み 

光回路集積ウェ

ハ用光電融合プ

ローブ及び測定

方法 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－０５０

２３７ 

ＪＰ：日本国 2019.3.18 登録済み 
光ハイブリッド

回路 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－０６０

３１６ 

ＪＰ：日本国 2019.3.27 出願継続中 受光器 



274 
 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

富士通株式

会社 

特願２０１

９－０８２

２５２ 

ＪＰ：日本国 2019.4.23 出願継続中 
光伝送モジュー

ル 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

富士通株式

会社 

特願２０１

９－０９９

６６９ 

ＪＰ：日本国 2019.5.28 出願継続中 

波長合分波素

子、光送信装置

及び光受信装置 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

富士通株式

会社 

特願２０１

９－１００

４３９ 

ＪＰ：日本国 2019.5.29 出願継続中 

光分波器、光伝

送装置及び光分

波制御方法 

富士通株式

会社，技術

研究組合 

光電子融合

基盤技術研

究所 

特願２０１

９－１０７

７８６ 

ＪＰ：日本国 2019.6.10 出願継続中 
光分岐挿入デバ

イス 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

沖電気工業

株式会社 

特願２０１

９－１２２

００７ 

ＪＰ：日本国 2019.6.28 登録済み 

半導体受光素

子、光電融合モ

ジュール及びア

バランシェフォ

トダイオードの

製造方法 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－１７２

３１５ 

ＪＰ：日本国 2019.9.20 登録済み 

面受光型の半導

体受光素子、及

びその製造方法 
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技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

沖電気工業

株式会社 

特願２０１

９－１７８

７９６ 

ＪＰ：日本国 2019.9.30 登録済み 
光導波路素子及

び光軸調整方法 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０１

９－１９７

６５７ 

ＪＰ：日本国 2019.10.30 出願継続中 光波長フィルタ 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０２

０－０２６

１３１ 

ＪＰ：日本国 2020.2.19 登録済み 光導波路素子 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

沖電気工業

株式会社 

特願２０２

０－０２６

１３２ 

ＪＰ：日本国 2020.2.19 出願継続中 光波長フィルタ 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０２

０－０２７

２８０ 

ＪＰ：日本国 2020.2.20 出願継続中 

光源が冗長化さ

れた集積化光送

信器 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０２

０－０４０

６６５ 

ＪＰ：日本国 2020.3.10 出願継続中 
並列計算システ

ム 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０２

０－０４３

８７４ 

ＪＰ：日本国 2020.3.13 出願継続中 

無光源状態での

バイアス条件決

定が可能な集積

化光送信器 
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沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０２

０－０４６

０２２ 

ＪＰ：日本国 2020.3.17 出願継続中 

光電融合モジュ

ール及びその製

造方法 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所 

特願２０２

０－０４６

０２３ 

ＪＰ：日本国 2020.3.17 出願継続中 

光電融合モジュ

ール及びその製

造方法 

技術研究組

合 光電子

融合基盤技

術研究所，

富士通株式

会社 

特願２０２

０－０５２

２５７ 

ＪＰ：日本国 2020.3.24 出願継続中 

光通信素子、光

送信器及び制御

方法 

沖電気工業

株式会社 

２０２１－

０２４９８

７ 

ＪＰ：日本国 2021.2.19 出願継続中 光波長フィルタ 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

１６／８８

５９９４

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2020.5.28 出願継続中 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＡＤＤ－ＤＲＯ

Ｐ ＤＥＶＩＣ

Ｅ 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

１６／８８

４２４４

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2020.5.27 登録済み 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＤＥＭＵＬＴＩ

ＰＬＥＸＥＲ， 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＴＲＡＮＳＰＯ

ＲＴ ＡＰＰＡ

ＲＡＴＵＳ， 

ＡＮＤ ＭＥＴ

ＨＯＤ ＯＦ 
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ＣＯＮＴＲＯＬ

ＬＩＮＧ ＯＰ

ＴＩＣＡＬ Ｄ

ＥＭＵＬＴＩＰ

ＬＥＸＩＮＧ 

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

１６／８１

７１５２

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2020.3.12 出願継続中 

ＰＨＯＴＯＤＥ

ＴＥＣＴＯＲ 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２０－

１９３９８

９ 

ＪＰ：日本国 2020.11.24 出願継続中 光導波路素子 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

１６／８５

１４４０

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2020.4.17 出願継続中 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＳＥＭＩＣＯＮ

ＤＵＣＴＯＲ 

ＤＥＶＩＣＥ 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２０－

１９３９８

７ 

ＪＰ：日本国 2020.11.24 出願継続中 

偏波状態調整素

子及び偏波状態

調整方法 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２０－

１９３９８

８ 

ＪＰ：日本国 2020.11.24 出願継続中 

グレーティング

素子及び光デバ

イス 



278 
 

沖電気工業

株式会社，

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２０－

１９３９９

０ 

ＪＰ：日本国 2020.11.24 出願継続中 光受信回路 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

２０２０－

１５４５７

８ 

ＪＰ：日本国 2020.9.15 出願継続中 
光学装置及び光

学システム 

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所，沖

電気工業株

式会社 

２０２０－

２０１６４

７ 

ＪＰ：日本国 2020.12.4 登録済み 

光回路素子、モ

ニタリングシス

テム及びモニタ

リング方法 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

２０２１－

０１０８３

２ 

ＪＰ：日本国 2021.1.27 出願継続中 

波長分波装置、

光送受信器、光

回路、及び波長

分波制御方法 

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

２０２１－

０５５０９

７ 

ＪＰ：日本国 2021.3.29 登録済み 
光半導体素子及

びその製造方法 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

１７／１９

７２８２

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2021.3.10 出願継続中 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＣＯＭＭＵＮＩ

ＣＡＴＩＯＮ 

ＣＯＭＰＯＮＥ

ＮＴ， ＯＰＴ

ＩＣＡＬ ＴＲ

ＡＮＳＭＩＴＴ

ＥＲ， ＡＮＤ 

ＣＯＮＴＲＯＬ 

ＭＥＴＨＯＤ 
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日本電気株

式会社，技

術研究組合

光電子融合

基盤技術研

究所 

１７／３５

６７９７

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2021.6.24 出願継続中 

ＣＯＭＰＵＴＩ

ＮＧ ＭＡＣＨ

ＩＮＥ， ＭＥ

ＴＨＯＤ ＡＮ

Ｄ ＮＯＮ－Ｔ

ＲＡＮＳＩＴＯ

ＲＹ ＣＯＭＰ

ＵＴＥＲ－ＲＥ

ＡＤＡＢＬＥ 

ＭＥＤＩＵＭ 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

ＰＣＴ／Ｊ

Ｐ２０２１

／０２５７

４５ 

ＰＣＴ（全指定） 2021.7.8 出願継続中 
光学装置及び光

学システム 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

１１０１２

５５８７

（ＴＷ） 

ＴＷ：台湾、中華民

国 
2021.7.13 出願継続中 

ＯＰＴＩＣＡＬ 

ＤＥＶＩＣＥ 

ＡＮＤ ＯＰＴ

ＩＣＡＬ ＳＹ

ＳＴＥＭ 

技術研究組

合光電子融

合基盤技術

研究所 

１６／６４

６９０１

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2020.3.12 出願継続中 

ＭＥＴＨＯＤ 

ＡＮＤ ＳＹＳ

ＴＥＭ ＦＯＲ 

ＰＡＲＡＬＬＥ

Ｌ ＣＯＭＰＵ

ＴＡＴＩＯＮ 

富士通株式

会社，技術

研究組合光

電子融合基

盤技術研究

所 

１７／５３

０６５３

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ合衆

国 
2021.11.19 出願継続中 

ＷＡＶＥＬＥＮ

ＧＴＨ ＤＥＭ

ＵＬＴＩＰＬＥ

ＸＥＲ， ＯＰ

ＴＩＣＡＬ Ｔ

ＲＡＮＳＣＥＩ

ＶＥＲ ＦＲＯ

ＮＴ－ＥＮＤ 

ＭＯＤＵＬＥ， 

ＰＨＯＴＯＮＩ

Ｃ ＣＩＲＣＵ

ＩＴ， ＡＮＤ 
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ＷＡＶＥＬＥＮ

ＧＴＨ ＤＥＭ

ＵＬＴＩＰＬＥ

ＸＩＮＧ ＣＯ

ＮＴＲＯＬ Ｍ

ＥＴＨＯＤ 

沖電気工業

株式会社 

２０２１－

１１５５９

４ 

ＪＰ：日本国 2021.7.13 出願継続中 光波長フィルタ 
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(4) 受賞実績 

 

発表者 所属 タイトル 

雑誌名・学

会名・イベ

ント名等 

ページ 
発表年

月日 

野田進 京都大学 
レーザー進歩賞「フォトニック結晶レ

ーザーの発明とその産業展開」 
泰山賞   

2018 年

7 月 

岡本 大

典、他 

PETRA、

アイオー

コア株式

会社 

25Gb/s×four-channel chip-scale optical 

receiver operating at up to 85 ℃ with a 

temperature-compensation function 

応用物理学

会シリコン

テクノロジ

ー分科会論

文賞 

  
2019 年

4 月 

雛倉陽介 
横浜国立

大学 

小型 Si フォトニック結晶スローライト

変調器の 64 Gbps 動作 

電子情報通

信学会 LQE

研究会奨励

賞 

  
2019 年

5 月 

荒川 泰彦 東京大学 
For contributions to the development and 

commercialization of quantum dot lasers. 

IEEE Jun-ichi 

Nishizawa 

Medal 

  
2019 年

5 月 

Y. Hinakura 
横浜国立

大学 

64 Gbps Si photonic crystal slow light 

modulator by electro-optic phase matching 

OECC/PSC 

2019 Best 

Student Paper 

Award 

  
2019 年

7 月 

雛倉陽介 
横浜国立

大学 

メアンダライン電極フォトニック結晶

光変調器の 64 Gbps 動作 

応用物理学

会講演奨励

賞 

  
2019 年

9 月 

野田進 京都大学 2019 MOC Award 
微小光学国

際会議 
  

2019 年

11 月 



282 
 

勝見 亮太

（太田 泰

友,  長田  

有登,  田尻 

武義,  山口 

拓人,  角田 

雅弘,  岩本 

敏,  秋山 

英文,  荒川 

泰彦） 

東京大学 

Local tuning of transfer-printed quantum-

dot single-photon sources on a CMOS 

silicon chip 

MOC2019 

Paper Award 
  

2019 年

11 月 

Ryotaro 

Konoike 

Kyoto 

University 

On-chip dynamic time reversal of light in a 

coupled-cavity system 

APL 

Photonics 

Future 

Luminary 

Award 2019 

  
2020 年

2 月 

竹中 充 東京大学 

Bandgap-tunable III‐V‐OI Photonics 

Platform with Quantum Well Intermixing 

for Versatile Active-passive Integration of 

Chip-scale Photonic Integrated Circuits 

IEEE EDS 

Japan Joint 

Chapter 

Student 

Award 

  
2020 年

9 月 

小倉 一郎 PETRA 
電気・電子技術の標準化活動への貢献

と業績 
IEC1906 賞   

2020 年

9 月 

槇原 豊, 

MOATAZ 

Shaher Anis 

Mahmoud 

Eissa, 御手

洗 拓矢, 雨

宮 智宏, 西

山 伸彦, 庄

司 雄哉, 鈴

木 恵治郎, 

鴻池 遼太

郎, 岡野 誠, 

池田 和浩, 

水本 哲弥 

東京工業

大学 

再構成可能な光集積回路に向けた Si 

導波路型反射率可変ミラー 

電子情報通

信学会レー

ザ・量子エ

レクトロニ

クス研究会

2020 年度奨

励賞 

  2020 年 
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岩本 敏,  

太田 泰友,  

荒川 泰彦 

東京大学,  

慶応大学 

トポロジカルフォトニクス：トポロジ

ーと光が奏でる協奏曲 

第 45 回レー

ザー学会業

績賞論文賞

【解説部

門】 

  
2021 年

5 月 

太田 泰友 
慶応大学,  

東京大学 

転写プリント法を用いたハイブリッド

集積シリコンフォトニクス 

第 45 回レー

ザー学会研

究奨励賞 

  
2021 年

5 月 

勝見 亮太,  

（太田 泰

友,  田尻 

武義,  岩本 

敏,  秋山 

英文,  J. P 

Reithmaier,  

M. 

Benyoucef,  

荒川 泰彦） 

豊橋技術

科学大学,  

電気通信

大学,  東

京大学,  

慶応大学,  

カッセル

大学 

ファイバーピグテール付き Si 導波路上

への量子ドット-ナノ共振器結合系の転

写プリント集積 

第 50 回

（2021 年春

季）応用物

理学会講演

奨励賞  

  
2021 年

9 月 

関根尚希 東京大学 
異種材料集積シリコン光集積回路と光

変調器応用に関する先駆的研究 

第 23 回 電

子情報通信

学会エレク

トロニクス

ソサイエテ

ィ賞 

  
2022 年

2 月 
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(5) 成果普及の努力（プレス発表等） 

 

発表者 所属 タイトル 
雑誌名・学会名・

イベント名等 
発表年月日 

堀川 剛 
PETRA、

AIST 
シリコンフォトニクス 

筑波大学・第 6 回 

ＴＩＡ ナノエレク

トロニクス・ナノ

テクノロジーサマ

ースクール 

2018 年 8 月 

PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

InterOpto2018 2018 年 10 月 

東京大学、

PETRA 
  

The8th International Symposium on 

Photonics and Electronics 

Convergence 

-Advanced Nanophotonics and 

Silicon Device Systems-の主催 

ISPEC2018 2018 年 12 月 

NEDO、

PETRA、沖電

気工業(株） 

  

小型に集積可能なフォトダイオ

ードで受光感度 21.8A／W を達

成 

NEDO のプレスリ

リース 
2019 年 3 月 

NEDO、PETRA   

 世界初、最小規格のオンボード

光モジュールで 400 ギガビット

／秒伝送を実現  

NEDO のプレスリ

リース 
2019 年 3 月 

COBO、PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示（COBO ブース内） 

OFC2019 2019 年 3 月 

堀川 剛 
PETRA、

AIST 

シリコンフォトニクス集積回路

の製造・評価プラットフォーム 

光産業技術振興協

会 マンスリーセミ

ナー 

2019 年 5 月 

小野英輝 

沖電気工業

(株）、

PETRA 

テクノロジートレンド 通信用

Ge-APD 

一般財団法人光産

業技術振興協会 オ

プトニューズ 

2019 年 7 月 
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NEDO、

PETRA、沖電

気工業(株） 

  

40Gbps の光信号に対応した超小

型の 4 波長多重光受信チップを

開発 

NEDO のプレスリ

リース 
2019 年 7 月 

NEDO、PETRA   

シリコンフォトニクス技術を活

用した小型の 16 波長多重光回路

チップを開発  

NEDO のプレスリ

リース 
2019 年 9 月 

NEDO、PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

CEATEC2019 2019 年 10 月 

東京大学、

PETRA 
  

The 9th International Symposium on 

Photonics and Electronics 

Convergence 

-Advanced Nanophotonics and 

Silicon Device Systems-の主催 

ISPEC2019 2019 年 11 月 

PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

InterOpto2020 2020 年 1 月 

NEDO、PETRA   

データセンター用サーバーの計

算速度を一桁高速化 ―世界

初、光配線でサーバーボードを

直結したラック型システムを完

成― 

NEDO のプレスリ

リース 
2020 年 10 月 

NEDO、PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

CEATEC2020 2020 年 10 月 

東京大学、

PETRA 
  

The 10th International Symposium 

on Photonics and Electronics 

Convergence 

 -Advanced Nanophotonics and 

Silicon Device Systems-の主催 

ISPEC2020 2020 年 11 月 

PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

InterOpto2021 2020 年 12 月 
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NEDO、PETRA   

 世界初、光 IC と LSI を一体集

積可能とする 3 次元光配線技術

を開発 

NEDO のプレスリ

リース 
2021 年 7 月 

PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

InterOpto 2021 年 10 月 

NEDO、PETRA   

超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装システム技術開発の展

示 

CEATEC2021  2021 年 10 月 

東京大学、

PETRA 
  

The 11th International Symposium 

on Photonics and Electronics 

Convergence 

-Advanced Nanophotonics and 

Silicon Device Systems-の主催 

ISPEC2021 2021 年 12 月 

 

 

 

 

 

 契約管理番号： 18100246-0 



 

基本計画－1 
事業原簿 公開版 

（Ｂ）プロジェクト基本計画 

 
プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以

下、ＮＥＤＯと表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に

掲げるプロジェクトの基本事項を定めたものである。 
① プロジェクトの目的、目標及び内容 
② プロジェクトの実施方式 
③ 研究開発の実施期間 
④ 評価に関する事項 
⑤ その他の重要事項 
 

基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外

の研究開発動向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究

体制、当該研究開発の進捗状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更す

る。 
本プロジェクト「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の基本

計画1を次ページ以降に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画： 
http://www.nedo.go.jp/content/100749254.pdf 



 

基本計画－2 
事業原簿 公開版 

Ｐ１３００４ 

 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画 

 

ＩｏＴ推進部 

 

１． 研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ（もののインターネット）の利用拡大、ＡＩ

（人口知能）の活用が急速に進んでおり、データセンタなどにおける情報処理量や情

報通信トラフィックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されて

いる。現状技術の延長ではデータ伝送に係る電力消費量は増加し続け、平成３７

（2025）年には１５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）に膨ら

むと見込まれている。情報処理で発生する排熱を少ない電力で処理できるようになっ

たことなどにより、データセンタの市場規模の伸びに対する消費電力量の伸びは徐々

に小さくなる傾向にあるが、一層の省電力化のためには、情報処理機器・装置そのも

のの低消費電力化と高速化を両立できる技術開発と社会実装を進める必要がある。こ

うした状況を踏まえ、内閣府が平成２８（2016）年１月策定した第５期科学技術基本

計画および平成２９（2017）年６月に策定した科学技術イノベーション総合戦略２０

１７の中では、「超スマート社会」（Society5.0）実現のために情報通信基盤技術の

開発強化が掲げられ、大規模データを高速にリアルタイムにかつ少ない消費電力で処

理するためのデバイスおよびネットワーク実現が求められている。 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号

伝送の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は

一定であり消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かし

て、光配線は高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年は

データセンタ等の低消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体

関連企業などで研究開発が進められている。 

 

②我が国の状況 

我が国では、平成２１（2009）年度から２５（2013）年度まで、内閣府・総合科学

学術会議の下で日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラ

ム（ＦＩＲＳＴプログラム）」においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システ

ム基盤技術開発（ＰＥＣＳＴ：Photonics-Electronics Convergent System 

Technology）事業が進められ、光源・受信器・導波路など光インターコネクトに必要



 

基本計画－3 
事業原簿 公開版 

な技術を１つのシリコンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発

が行われ、光集積回路として世界最高の情報伝送密度を実証することに成功し、世界

をリードするポジションを獲得している。また、平成２０（2008）年度から２９

（2017）年度まで、文部科学省（ＪＳＴ）の「先端融合領域イノベーション創出拠点

形成プログラム」において光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点事業が進めら

れ、シリコンフォトニクススイッチ等の基盤技術開発とネットワークシステムの構築

により大容量データを超低消費電力で伝送できる光パスネットワークの原理を実証し

ている。 

 

③世界の取組状況 

海外では、政府資金投入による大型プロジェクトとして研究開発活動が活発に進め

られている。 

例えば、欧州では「7th Research Framework Programme（FP7)」（２００７年～２０

１３年、総額６８億円） が実施され、その後継として「HORIZON2020」の中で１２のシ

リコンフォトニクス関連のプロジェクト（２０１５年～２０２０年、総額５１億円）が

遂行されている。 

米国でも「DARPA Projects for Silicon Photonics」（２００６年～２０１２年、総

額８６億円）等の取組があり、２０１５年以降は日本のプロジェクトをモデルにしてシ

リコンフォトニクスの実装及びものづくりを目的とするプロジェクト「The American 

Institute for Manufacturing Integrated Photonics (AIM Photonics)」（２０１５

年～２０１９年、総額７２６億円）、及び「Energy-efficient Light-wave Integrated 

Technology Enabling Networks that Enhance Datacenters (ENLITENED)」(２０１７

年～２０２０年、前半２年の総額約２８億円)が立ち上がっている。 

 

④本事業のねらい 

本研究開発は、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の電気配線を

光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装シ

ステム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。 

本研究開発で成果を得ることにより、光半導体分野における我が国の国際優位性を

維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場にお

いて我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステ

ム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化

にも資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 
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本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき

かつデータセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素

技術を確立することを目標とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送において１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電

気配線を用いる場合と比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面

積比で１／１００以下の小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合

させた光エレクトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本プロジェクトでは、平成２９（2017）年度までに実施した光エレクトロニクス実

装基盤技術開発及び光エレクトロニクスシステム化技術開発により上記アウトプッ

ト目標を実現可能とする技術を確立している。引き続き研究開発を行い、プロジェク

ト完了までに上記目標を達成する。 

個々の開発項目における中間及び最終目標に関しては、別紙１および２を参照のこ

と。 

 

②アウトカム目標 

本事業で開発される技術をサーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し普

及させることにより、平成４２（2030）年には国内で年間約１５００万トンのＣＯ2排

出に相当するエネルギーが削減されると見込まれる。 

また、グローバルな市場創出効果として平成４２（2030）年度に１．２６兆円程度

が期待される。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

研究開発の成果は、各実施者が自社に持ち帰り、実用化のための技術開発等を実施

して事業化を進める。また、開発成果の新たな適用先の探索と顧客価値の評価に努め

る。このような取組を通じて、本プロジェクトの研究開発成果で実現するＩＴ機器の

高い省エネルギー性能とデータ転送性能を強みとして、市場の創出とシェア獲得を迅

速に進め、ＩＴ機器の電力消費量低減とＣＯ２排出量の削減を推進する。 

研究開発と並行して、光エレクトロニクス技術の標準化を図り、研究開発の成果が

迅速かつ広く世界の市場で受け入れられるよう努める。また、ニュースリリース、展

示会への出展、シンポジウム開催等の取組を通じて本事業の情報発信及び光エレクト

ロニクス技術の普及促進を行うと共に、光エレクトロニクス技術に関する人材育成の

活動により企業や大学における研究活動の支援等を行う。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基
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づき、研究開発を実施する。 

【委託事業】 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

（ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

以上の研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的技術に対して、産

官学の複数事業者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であり、委託

事業として実施する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

プロジェクトマネージャーに国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（以下「ＮＥＤＯ」という。） ＩｏＴ推進部 中山 敦 を任命して、プロジェクトの

進行全体を企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を

最大化させる。 

また、研究開発に参加する研究開発グループが持つ研究開発ポテンシャルを最大限活

用することにより効率的な研究開発の推進を図る。この目的でＮＥＤＯが委嘱する研究

開発責任者（プロジェクトリーダー）として、国立大学法人東京大学 ナノ量子情報エ

レクトロニクス研究機構 特任教授 荒川泰彦氏を置き、効果的な研究開発を実施する。 

本研究開発は、経済産業省において我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを

創出する未来開拓研究プロジェクトの一つである「光エレクトロニクス」として平成２

４（2012）年度に立ち上げられた１０年間のプロジェクトであり、事業開始から平成２

９（2017）年度末まで６年間の研究開発実施者を平成２４（2012）年度に企業、大学等
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の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施者を含む）から公募によって選定し、

共同研究契約等を締結する研究体を構築して開始したものである。 

これを受けＮＥＤＯは平成２５（2013）年度から２９（2017）年度まで５年間の基本

計画を策定し、研究開発を実施した。 

平成２９（2017）年度に実施した中間評価において、プロジェクトの必要性、研究開

発マネジメント、研究開発の成果、実用化・事業化に向けた取組および見通しが評価さ

れ、当初計画した計１０年間の事業遂行が妥当と認められた。 

以上のことより、平成３０（2018）年度から３３（2021）年度まで４年間の研究開発

実施者を公募により選定する。公募は、企業や大学等の研究機関等（以下、「団体」とい

う。）のうち原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数

で研究開発に参加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施

設等の活用又は国際標準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の

団体と連携して実施することができるものとする。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究

開発実施者と密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的

及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、ＮＥＤＯは四半期に一回

程度事業の進捗について実施者から報告を受けること等により各研究開発項目の進捗と

研究開発項目間の整合性・連携状況の確認を行うと同時に、政策動向・業界技術動向等

も把握して、必要な対策を合議し、ＰＬおよび実施者と連携して実施する。必要に応じ

て技術推進委員会等を開催して外部有識者の意見を運営管理に反映するものとする。 

 

３．研究開発の実施期間と経緯 

２．（１）ですでに述べたとおり、経済産業省は未来開拓研究プロジェクト「光エレクト

ロニクス」の事業期間として平成２４（2012）年度から平成３３（2021）年度（１０年間）

を予定し、平成２４（2012）年度から平成２９（2017）年度までの６年間の実施者を公募し

た。平成２５（2013）年度からはＮＥＤＯが、平成２９（2017）年度までの５年間の基本計

画を策定し研究開発を実施した。平成２９（2017）年度に実施した中間評価において、プロ

ジェクトの必要性、研究開発マネジメント、研究開発成果、実用化・事業化に向けた取組及

び見通しが評価され、それを踏まえ当初計画された計１０年間の事業として実施する。 

以上の経緯と平成２９（2017）年度まで計６年間の研究開発の成果を踏まえ、平成２５

（2013）年度にＮＥＤＯが策定した基本計画の一部を見直して平成３０（2018）年度から平

成３３（2021）年度まで４年間の研究開発を継続する。変更点は別紙 1および２を参照のこ

と。 
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４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義及び将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価を事業項目毎

に実施する。具体的には、本基本計画の対象期間中の平成２６（2014）年度、平成２９（2017）

年度に中間評価を実施済みであり、また平成３１（2019）年度に中間評価、平成３４（2022）

年度に事後評価を実施する。評価結果は、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・縮

小や必要な体制の再構築などを含めて後年度の研究開発に迅速に反映することとする。 

なお評価の時期は、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等

に応じ、前倒しする等適宜見直すものとする。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト

内で速やかに共有した後、ＮＥＤＯ及び実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②標準化との連携 

得られた研究開発の成果については、成果のグローバル展開に向けてオープン／ク

ローズド戦略に基づき事業戦略と一体となった国際標準化を進める。また、諸外国に

先んじて国際標準を獲得するため、国際標準提案に係る戦略的かつ迅速な国際標準獲

得活動を実施する。 

 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果にかかわる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規

定等に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

④知財マネジメントに係る運用 

本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」

を適用する。 

 

（２）基本計画の変更 

プロジェクトマネージャーは、当該研究開発の進捗状況及び評価結果、社会・経済的

状況、国内外の研究開発動向、政策動向、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の

確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に

向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画の見



 

基本計画－8 
事業原簿 公開版 

直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５

条第１号ニ及び第９号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２５（2013）年３月制定。 

（２）平成２７（2015）年９月、根拠法の追加に伴う改訂。 

（３）平成３０（2018）年１月、平成３０（2018）年度から平成３３（2021）年度の基本計   

画追加に伴う改訂。 

（４）平成３０（2018）年１１月、PLの所属先の記載を変更。
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（別紙１) 研究開発計画 

 

研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

１．研究開発の必要性 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ（もののインターネット）の利用拡大、ＡＩ（人口

知能）の活用が急速進んでおり、データセンタなどにおける情報処理量や通信トラフィック

が指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されている。 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号伝送

の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は一定であ

り消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かして、光配線は高

速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年はデータセンタ等の低

消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体分野の企業で研究開発が進

められている。 

本研究開発では、電子機器の電気配線を光配線に置換し電子回路技術を融合させる光エ

レクトロニクス実装システム技術の根幹となる光電子集積インターポーザ、光電子ハイブ

リッド回路基板等を実現するための構成要素技術の開発と、高速化、省電力化、小型化など

の面で画期的な性能向上や中期的な技術基盤の変化をもたらす革新的デバイス技術の開発

を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・

電気のインターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回

路基板に実装するための実装技術とインターフェース技術及び高信頼、低コスト化を

実現する設計・方式・製造装置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩ

を接続するインターフェース技術及び光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集

積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気インターフェースに対応した光素子駆動

アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するためのアナログ電子回路技術

の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波

路、光源、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発

すると共に、これらを高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、

多値化についても検討を行い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。

さらに、ロジック、メモリ等の電子回路チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密
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度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集積インターポーザを形成する基盤技

術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓ

の伝送容量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路

と光回路に関する基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に

関し、光、電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現

する基盤技術を開発する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能

とするための支援体制、スキームを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技

術開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、

フォトニックナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブ

ルゲートアレイ技術及びそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高

効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実

現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デ

バイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板及びそれぞれの要素技術を組

み込んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力
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化・高速化（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小型化

実現のための要素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂ

ｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を

１／５～１／１０まで低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて

技術開発を行う。 

 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子

インターポーザ及び光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を

実現するための基盤技術を開発する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した

光電子ハイブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤

技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコン

フォトニクス技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモ

リＬＳＩ、光デバイス等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積

化技術を実現する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤

要素技術を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を

確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デ

ジタルコヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８

（2016）年度までに確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 
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１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を

行い、基本性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８（2016）年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間

通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証す

るための要素技術を確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設

計するための光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を

可能とするとともに、本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー

構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構

成を構築し、統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス

設計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本

構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキッ

ト）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの非連続的な高速化・

低消費電力化・小型化・低コスト化などの高性能化をもたらす挑戦性の高い技術の研究

開発を、以下のように実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を

考慮し、技術開発の進捗度、本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に

応じて見直しを適宜実施するものとする。 

 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うと共に､高感度受光器に関する技術

開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合

型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術とし

て受光器における暗電流抑制効果を実証する。  
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【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現

するとともにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、

導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子

集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高

温動作と高速変調動作を実現する。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器

への展開に向け、シリコン基板上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応

答動作可能な構造を明確にする。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、1.4μm 以上の長波長帯のシリコ

ン基板上量子ドットレーザの実現可能性を示す。また、光電子集積インターポーザ用

集積化受光器に向け、高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器を実証するこ

とにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に

対する課題を明確化する。 

 

［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を

可能とする新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対

する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動

作を可能とするスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型

光変調器等の動作を実証する。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変

調器やハイブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現

する可能性を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通し
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と事業化に対する課題を明確化する。 
 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基

盤技術として、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配

線技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術にお

いて、層間方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【中間目標】（平成２９（2017）度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損

失補償機能や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失

補償機能や光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光

電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブル

ゲートアレイ（以下光ＦＰＧＡ）技術及びそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光

増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。

また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとと

もに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光

素子の集積プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 
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光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変

型光エレクトロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかに

することにより、光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の

高効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術

実現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理

デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型を

ベースとした超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超

高速光信号処理デバイス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の

見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 
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研究開発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、そ

れに適したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技

術の開発が必要である。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約し

アウトプット目標を達成するために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術及びシ

ステム化技術を開発する必要がある。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサー

バ等のシステムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①光エレクトロニクス

実装基盤技術の開発の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。

これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックするこ

とで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積

インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費

電力光電子融合サーバボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速スト

レージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイ

スを搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立

する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバ

を開発し、アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集

積した光電子ハイブリッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル

付きＬＳＩを開発する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセ

ンタ間接続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライ

バ、受信フロントエンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇ

ｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 
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シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニク

スチップを開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トラ

ンシーバのシステム化技術を確立する。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

平成２９（2017）年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基

盤技術およびシステム化技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積イン

ターポーザを実現するために必要なデバイスおよび実装技術を開発する。 

具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザ

の構成要素となる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発

すると共に、光信号の多重化および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおけ

る大容量信号伝送技術を開発する。 

また、光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技

術として、異種導波路を接続する技術、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続する

インターフェース技術、及び高集積コネクタ技術を開発する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器

およびそのシステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

実際のデータセンタで運用が可能でありかつ光電子集積インターポーザを用いた小

型かつ高速動作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要と

なるシステム化技術を開発する。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用

いて、小型一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析す

るとともに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積

極的に推進する。また、フォーラム標準化機関[ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum）、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group）、ＣＯＢＯ（Consortium 

for On-Board Optics）]、並びにデジュール標準化機関[ＩＥＣ（International 

Electrotechnical Commission）]等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ広く世

界の市場で受け入れられるようにするために、光電子集積インターポーザに関わる国際標

準化を積極的に推進する。 
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３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運

用が可能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバ

ボード等を実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を

得ることを目標とする。 

具体的には、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実

装技術を開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化と、電気配線を使用した場合の１

／１０に相当する１ｍＷ／Ｇｂｐｓの低消費電力を実現するための要素技術を確立する。 

加えて、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案と採択推進活動

を行う。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて

技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベル

での運用が可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種の

ＬＳＩが高密度集積した光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上

に搭載した小型・高速動作・低消費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題

抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、高速ストレージインターフェースに適応す

る光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース

付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝

送スペック（変調速度、多重度、チャンネル数など）及び光電子インターポーザの回

路冷却に関する基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型

ストレージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳ

Ｄを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型

のストレージチップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブル

の実現と、光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現
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に向け、次の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体

間接続における実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシー

バとロジックＬＳＩ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭

載基板間光接続を実現する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデー

タセンタ間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

一次試作の光デバイス及びＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイ

ス制御動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項

を抽出する。 

【最終目標】（平成２８（2016）年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業

間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するため

の基盤システム化技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光ト

ランシーバを実証する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するととも

に、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解

決の目処を得る。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術を
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開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化を実現するための要素技術を確立する。 

具体的には、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器など光電子集積インターポー

ザの構成要素となる光素子の小型、高速、低消費電力化技術を開発する。また、シング

ルモードファイバーとの接続に適した異種導波路接続構造並びに導波路・光ファイバ

間の接続構造を開発する。更に、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技

術として光信号の多重化、多値化技術を開発する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、

光電子集積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の

少ないシングルモードファイバーとの光リンクを実現する。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比

較し通信速度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するため

の要素技術、およびシリコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路

を開発することにより、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インター

ポーザ技術を実現する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いたサーバ

ボードを実現するための要素技術を開発し、データセンタで運用できかつ電気配線を

用いた場合に比べて消費電力を３割削減できることを示す。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インター

ポーザ技術と合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュ

レーションにより示す。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術

を組合せた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いて

サーバ電力量を３０％削減可能であることを示す。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いることに

より、一芯双方向波長多重トランシーバを搭載した光アクセスネットワーク端末装置

を小型化するための要素技術を開発し、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃ

ｍ以下のサイズに小型化する目処をつけることを目標とする。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 
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一芯双方向波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを

実装し、動作検証を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載するこ

とにより、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化する

ための実装技術を開発する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得す

るため、次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、

「キーメンバーコミュニティー」におけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐ

ｓデジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化

提案活動を行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インター

フェースに関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標

準の提案を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インター

フェースに関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 
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（別紙２）研究開発計画 
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（Ｃ）未来開拓研究プロジェクト実施要網および実施に関する基本

方針 

 

未来開拓研究プロジェクト 

経済産業省が実施している未来開拓研究プロジェクトは、中長期的観点の研究開発を

優れた技術および知見を有する国内外の企業、大学、公的機関などで構築した研究体制

で推進することにより、我が国が直面する環境・エネルギー問題及び少子高齢化問題等

の構造的課題の克服、東日本大震災後の状況変化を踏まえたエネルギー需給安定化並び

に新興国の台頭により厳しさを増す我が国産業の成長に貢献することを目標として実施

されているものである。 

本プロジェクト（「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」）は、

２０１２年度に未来開拓研究プロジェクトとして定められ、実施されている。 

次ページ以降に未来開拓研究プロジェクトの実施要綱、および本プロジェクトが記載

された基本方針を示す。 
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（Ｄ）超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発事

前評価報告書、総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開

発の評価結果 

 

次ページ以降に２０１１年度（平成２３年度）に、産業構造審議会産業技術分科会

評価小委員会にて実施された本プロジェクトの実施に係る事前評価書、および、総合

科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価 「超低消費電力型光エレク

トロニクス実装システム技術開発」の評価結果を示す。この結果に基づき、事業の効

率的かつ効果的な実施を行っている。 
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